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第１編 総 則

第１章 総 則

第１節 目 的

この計画は、災害対策基本法〔昭和３６年法律第２２３号〕第４２条の規定に基づき、

久米島町の地域にかかる災害対策に関し、おおむね次の基本的な事項を定め、各種行政機

関、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者を通じて、総合的かつ計画的な防災行政の

整備及び推進を図り、もって防災体制の万全を期することを目的に久米島町防災会議が策

定するものである。

１ 町土の概況及び久米島町の防災に関し、町に関係する公共機関及び公共団体、その他

防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱を記し、町の防災理念を掲

げるものである。

２ 災害の発生を未然に防止するために治山治水事業等による町土の保全、防災教育及び

訓練、災害用食糧・物資及び資材の備蓄、防災施設等の整備、その他の災害予防計画

、 、 、 、 、 、３ 防災に関する組織や体制 気象警報等の伝達 災害情報等の収集 避難 水防 消防

衛生、文教、交通輸送、その他の災害応急対策の計画

４ 災害からの復旧・復興に関する計画

５ その他、防災上必要な事項
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第２節 用 語

この計画において、次の各号に掲げる用語の意義はそれぞれ当該各号に定めるところに

よるものとする。

１ 町 久米島町をいう。

２ 町防災会議 久米島町防災会議をいう。

３ 町災害対策本部 久米島町災害対策本部をいう。

４ 本部長 久米島町災害対策本部長をいう。

５ 県 沖縄県をいう。

６ 県災害対策本部 沖縄県災害対策本部をいう。

７ 県地方本部 沖縄県災害対策地方本部をいう。

８ 県災害対策本部長 沖縄県災害対策本部長をいう。

９ 町防災計画 久米島町地域防災計画をいう。

県防災計画 沖縄県地域防災計画をいう。10

災害対策基本法 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）をいう。11

災害救助法 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）をいう。12
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第３節 久米島町の概況

１ 自然的条件

（１）位置及び地形

本町は、沖縄本島那覇の西方約１００キロメートル、北緯２６度２１分、東経１２６度

４５分の東支那海に位置する離島で、本町の面積は６３．５０㎢、島の周囲４８㎞で

、島の北寄りに旧期（第三紀）火山活動による宇江城岳、南には阿良岳が成立し、地

質は島の西側に石灰岩基盤層が大勢を占め、東側の仲里平野には沖積土壌が分布し、

その他の地域では安山岩質土壌でそのほとんどを占めている。かつて、沖縄本島及び

周辺離島はトカラ列島から南西諸島にかけて続く霧島火山帯に含まれるとされたが、

その後の調査で第四紀以降の火山はなく火山島ではないことが分かった。

平成１４年４月１日には 「久米島はひとつ」を合言葉に具志川村・仲里村が合併、

し、新しい町が誕生した。

（２）気象

年平均風速３ｍ／ｓ～４ｍ／ｓ、年平均気温 ～ ℃、雨量は年間 ｍｍ以上22 23 2,100
3.6と多量の雨量をもたらしてくれる。災害の中で最も被害をもたらす台風は年平均

個接近しており、７月から９月にかけて接近数が多い。

なお、久米島の主な気象観測統計値は次表のとおりである。

気象観測統計値（最近１０年間）

区 分 年 平 均 気 温 年平均湿度 年 間 降 水 量 年 平 均 風 速 年 最 大 風 速

年 （℃） （％） （ｍｍ） （ｍ／ｓ） （ｍ／ｓ）

1,728.0 24.8９年 ２２．８ ７３ ３．６ 南東

3,436.0 14.4１０年 ２４．２ ７６ ３．５ 西

2,334.0 19.3１１年 ２３．２ ７４ ３．６ 西北西

2,502.5 21.9１２年 ２３．０ ７４ ３．８ 南南東

2,788.0 22.9１３年 ２３．２ ７３ ３．６ 北北東

2,127.5 24.0１４年 ２３．０ ７４ ３．６ 北西

1,558.0 18.1１５年 ２３．２ ７３ ３．５ 南南東

2,091.5 27.0１６年 ２３．２ ７４ ３．８ 南東

2,025.0 15.8１７年 ２２．９ ７４ ３．９ 南南東

2,226.0 21.2１８年 ２３．３ ７５ ３．７ 南東

（沖縄気象台）

２ 社会的条件

（１）人口

昭和３０年代には１万５千人余りいた人口が昭和４０年代には若年層の都会流出等

、 。がみられ 昭和５０年代から ターン等により１万人強で横ばい状態となっていたU
、 。平成６年頃から再び減少傾向にあり 高齢者比率は２４％を超え高齢化が進んでいる

人口の推移（旧具志川村・旧仲里村合計） 〔国勢調査〕

実 施 年 男 女 総 数 世 帯 数

平成 ２ 年 ５，３０８ ５，００１ １０，３０９ ３，１２５

７ 年 ５，０３８ ４，７７１ ９，８０９ ３，２０２

１２ 年 ４，８３４ ４，５２５ ９，３５９ ３，１７７

１７ 年 ４，７８３ ４，３９５ ９，１７８ ３，５０６

※平成１７年から久米島町



- 4 -

人口の推移（旧具志川村・旧仲里村合計） 〔住民基本台帳〕

調 査 年 月 日 男 女 総 数 世 帯 数

平成 年 月 日 ５，１６２ ４，７５８ ９，９２０ ３，２４１6 3 31
平成 年 月 日 ５，０４５ ４，６６４ ９，７０９ ３，４２２10 3 31
平成 年 月 日 ４，９７６ ４，５５４ ９，５３０ ３，６７３14 3 31
平成 年 月 日 ４，８１６ ４，３７６ ９，１９２ ３，７７６18 3 31
※平成１８年から久米島町

（２）居住状況

本町に於いても近年、都市型家族形態（核家族化）の傾向が強くなり、人口は減少

傾向にあるが住宅、特にアパート等の建物棟数が急増し世帯数は増加傾向にある。

平成１８年４月現在では、家屋数で３，５１２棟、このうち木造家屋は９８４棟

（２８％）となっている。

（３）道路・交通事情

平成１８年４月１日現在、県道が４路線、道路総延長６５，９２４ 舗装率１００％m
となっており、町道が３７３路線、道路総延長２０１，４２８ｍ舗装率７８．９％、

農道は３６１路線、道路総延長１４，０８２ｍである。

町内における交通事情は、近年の車社会を繁栄して交通量が急激に増大し、交通事

故も増加傾向にある。

４ 過去における災害救助法適用災害及び自然災害

（１）久米島における災害救助法適用災害 別表１

（２）久米島における過去５年間の主な自然災害 別表２
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別表 １

久米島における災害救助法適用災害
船舶災害】【

（ ） （ ） （ ） （ ）発生年月日 災害の種類 災 害 時 の 概 況 区 分 乗船数 人 生 存 人 死 亡 人 行方不明 人

名簿にある乗船客 １９４ ９８ ７６ ２０昭和３８年（１９６３年）８月１７日午前１１時５分泊港から

みどり丸遭難 名簿にない乗船客 ３４ １８ １０ ６S . 3 8 . 8 . 1 7 久米島向けに出向した砂辺海運所属の客船みどり丸（ トン）302.8

船 員 １３ １３ ０ ０が正午すぎに那覇の西方６ｋｍ（俗称チービシ南方約２ｋｍ）の海溝

合 計 ２４１ １２９ ８６ ２６にて沈没し、重軽傷 名、死亡・行方不明 名の大惨事となった。98 112

自然災害】【

一 般 被 害

土 木 関 係 被 害 農林水産業関係被害 その他の被害 被害地域発生年月日 災害の原因 災害の種類 災 害 時 の 概 況 人 住 家

死亡者 負傷者 全半壊 浸 水

降水量 土地改良の法面決壊 農林水産業施設被害額 全域停電146.5mm

仲 里 村H.5.9.1 台風１３号 風水害 最大風速 ｍ／ 千円 電話回線切断53.9 s 35,0008 16 108 （ビニールハウス・畜舎

全 域～ 3 風速計壊れる 東南 商工被害額（ ） 船舶・漁港等）

災害救助法適用 付 千円 千円（ ）9/4 54,711 305,370

農産被害 千円471,276

降水量 農林水産業施設被害額 商工被害146.5mm

具志川村H.5.9.1 台風１３号 風水害 最大風速 ｍ／ １ ６ １ 千円 千円53.9 s 1,200 25,700重傷 全壊 床上

全 域～ 3 風速計壊れる 東南 ４ １ ６ 農産被害 千円 文教施設被害（ ） 軽傷 半壊 床下3 284,705

災害救助法適用 付 畜産被害 千円 千円（ ）9/4 8,700 18,739

水産被害 千円 停 電 戸3,000 1,399

電話回線切断

戸181

断 水 戸1,120

非住家 棟3

船 舶 隻10

塀 ヶ所ブロック 1

車 両 ９台
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久米島における過去５年間の主な自然災害別表 ２

一 般 被 害

土 木 関 係 被 害 農林水産業関係被害 その他の被害 被害地域発生年月日 災害の原因 災害の種類 災 害 時 の 概 況 人 住 家

死亡者 負傷者 全半壊 浸 水

久米島町
降水量 農産被害 千円116.5mm 240,418

全 域
H.14.6.10 台風４号 風水害 ２最大風速（南） ｍ／14.1 s

32.8 s最大瞬間風速（南） ｍ／

久米島町H.14.6.15 日降水量 農産被害 千円186.0mm 23,000

～ 全 域16 集中豪雨 水 害 ４最大１時間降水量

61.0mm

久米島町H.14.7 .3 降水量 農産被害 千円 停 電 戸233.0mm 191,117 1,150

～ 全 域4 台風 ５ 号 風水害 最大風速（南西） ｍ／22.0 s

39.8 s最大瞬間風速（南西） ｍ／

久米島町H.14.7.14 降水量 農産被害 千円9.5mm 39,580

～ 全 域15 台風 ７ 号 風水害 最大風速（北西） ｍ／15.0 s

29.3 s最大瞬間風速（ ）北北西 ｍ／

久米島町H.14.9.4 降水量 農産被害 千円 停 電 戸182.5mm 234,764 1,800２

～ 全 域6 台風１６号 風水害 最大風速（北西） ｍ／ 畜産被害 千円 断 水 戸24.0 s 2,180 193

最大瞬間風速（北西） ｍ／ 水産被害 千円 電 話 戸48.7 s 5,500 150

久米島町
降水量 農林水産業施設被害額 停 電 戸31.5mm 700１

全 域
H.15.9.11 台風１４号 風水害 最大風速（南南東） ｍ／ 千円18.1 s 700

最大瞬間風速（南） ｍ／ 農産被害 千円36.7 s 19,287

久米島町
降水量 農産被害 千円 停 電 戸208.5mm 234,764 1,400

全 域
H.16.6.10 台風 ４ 号 風水害 最大風速（南東） ｍ／ 畜産被害 千円27.0 s 2,180

最大瞬間風速（南東） ｍ／ 水産被害 千円46.1 s 5,500

久米島町H.16.9.5 降水量 農産被害 千円155mm 67,156

～ 全 域6 台風１８号 風水害 最大風速（北北西） ｍ／19.8 s

37.6 s最大瞬間風速（ ） ｍ／北北西
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久米島における過去５年間の主な自然災害別表 ２

一 般 被 害

土 木 関 係 被 害 農林水産業関係被害 その他の被害 被害地域発生年月日 災害の原因 災害の種類 災 害 時 の 概 況 人 住 家

死亡者 負傷者 全半壊 浸 水

久米島町H.16.9.25 降水量 農産被害 千円163.5mm 36,923

～ 全 域28 台風２１号 風水害 最大風速（東南東） ｍ／15.1 s

29.4 s最大瞬間風速（ ） ｍ／東北東

久米島町
降水量 農林水産業施設被害額 停 電 戸135.5mm 845

全 域
H.16.10.19 台風２３号 風水害 最大風速（北西） ｍ／ 千円17.9 s 3,300

最大瞬間風速（北） ｍ／ 農産被害 千円36.4 s 90,172

水産被害 千円100,960

平成１７年は被害なし。

久米島町H.18.9.16 降水量 公共土木施設被害 農産被害 千円 文教施設被害69.5mm 47,790

～ 全 域17 台風１３号 風水害 最大風速（南） ｍ／ 千円 千円19.0 s 1,082 2,000
39.1 s最大瞬間風速（南） ｍ／
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第４節 災害の想定

この計画の樹立に当たっては、本県の気象、地勢、地質等地域特性によって起こる

災害を検討した結果、台風については、次に掲げる規模の災害が今後、本町地域を含

む本県地域に発生することを想定し、地震については、｢沖縄県地震被害想定調査概

要報告書（平成９年３月 」を、津波及び高潮については「沖縄県津波・高潮被害想）

定調査業務委託（平成１９年３月 」を県が作成しているところであり、調査の結果）

から本 における災害想定を行う。町

台 風１
（１） フェイ昭和３２年台風第 号14

襲 来 年 月 日 年（昭和 年） 月 、 日1957 32 9 25 26
最 大 風 速 ４７．０ｍ／ｓ

最 大 瞬 間 風 速 ６１．４ｍ／ｓ

降 水 量 ７０．７ｍｍ

死傷者・行方不明者 １９３名（うち死者及び行方不明者１３１名）

住 宅 全 半 壊 １６，０９１戸

（２） マエミー平成１５年台風第 号14
襲 来 年 月 日 年（平成 年） 月 、 日2003 15 9 10 11
最 大 風 速 ３８．４ｍ／ｓ

最 大 瞬 間 風 速 ７４．１ｍ／ｓ

降 水 量 ４７０．０ｍｍ

死傷者・行方不明者 ９４名（うち死者１名）

住 宅 全 半 壊 １０２棟（うち全壊１９棟）

２ 地 震

（１）想定地震

久米島及び沖縄本島中南部に大きな被害を与える可能性のある地震として、沖縄本

島南西沖を震源とする地震に関する想定を行うこととした。

沖縄本島南西沖の海域には近年地震活動があまり発生していない、いわゆる｢地震

の空白域｣が存在している。この地域では、地盤のひずみがかなり蓄積されている可

能性があることから、地震の規模は琉球海溝で発生した最大規模の地震である ＝M
８．０とした。

（２）予想結果の概要

ア 震度（地震動）

沖縄本島中南部の沖積低地を中心に、座間味島や渡嘉敷島の一部でも震度６弱の

地域が出現する。また本島南部の全域と中部の沖積低地、座間味島・久米島の一部

では、震度５強の揺れとなる。本島中部や周辺離島の大半は震度５弱となり、本島

北部及び宮古地域などでは震度４の揺れが予想される。

イ 液状化危険度

久米島を含む沖積低地の大半、周辺諸島及び本島中部で液状化の危険性が高い。

これに対し、本島北部及び本島南部の段丘面、丘陵地、山地に相当する地域では液

状化の危険性が低くなる。
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◎ 沖縄本島南西沖地震想定被害

本町(人口約１０，０００人）の被害予測

地震の規模 ＝（マグニチュード）＝８．０M
被 害 棟 数 ６８戸

死 者 ７人

負 傷 者 １１人

(資料：沖縄県地震被害想定調査概要報告書）

（３）直下型地震について

（１）の地震は久米島及び沖縄本島中南部において発生する可能性が高い地震とし

て想定したものであるが、地震の多い我が国においてはどの地域においても直下型地

震の震源となる可能性は否定できない。

そこで県下の直下で地震が発生し、良好な地盤で震度５強程度の地震動が生じるこ

、 、 、とを想定し マグニチュード 断層の上端の深さ ｋｍの地震を設定したところ6.5 10
軟弱な地盤では震度６弱、堅固な地盤では震度５弱が予測されるとともに、軟弱な沖

積地盤を有する本町では沖積低地で液状化危険度が高くなる、あるいは非常に高くな

ると予測されている。

３ 津波及び高潮

（１）津波

ア 想定地震

地震の規模 Ｍ＝７．８

震源地

①久米島北方沖

②久米島南東沖

③沖縄本島南西沖

イ 被害想定

①構造物あり

全壊 １棟

半壊 ２棟

床上浸水 １５９棟

床下浸水 ５８棟

死者（意識低、夏昼） １３名

重傷者（夏） ５名

中等傷者（夏） ２５名

②構造物なし

全壊 １棟

半壊 ２棟

床上浸水 １６３棟

床下浸水 ８１棟

死者（意識低、夏昼） １４名

重傷者（夏） ５名

中等傷者（夏） ２６名

（２）高潮

ア 想定台風

①想定台風５１１５（ＲＵＴＨ）

②想定台風６１２３（ＴＩＬＤＡ）

③想定台風７９２０（ＴＩＰ）

最接近時の気圧を８７０ｈＰａに設定
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イ 被害想定

①構造物あり

床上浸水 １，６４２棟

床下浸水 ９９７棟

浸水域内想定人口 ５，２５９人

②構造物なし

床上浸水 １，６３３棟

床下浸水 ８６４棟

浸水域内想定人口 ５，２５６人

（資料：沖縄県津波・高潮被害想定調査業務委託（沖縄本島沿岸域）報告書）
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第５節 防災関係機関等の処理すべき業務の大綱

及び本町を管轄する主な公共団体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべ本町

き事務又は業務の大綱は、次のとおりである。

又 は 業 務 の 大 綱機 関 名 所 掌 事 務

（１）町防災会議及び町災害対策本部に関する事務

防災に関する教育訓練の実施（２）

（３）防災に必要な物資及び資材の備蓄整備

（４）防災に関する施設及び設備の整備

（５）災害に関する警報の発令、伝達及び避難措置

久 米 島 町 （６）災害情報の収集、伝達及び被害調査

（７）水防、消防、救急、救助その他応急措置

（８）災害時の衛生、文教対策

（９）災害時における交通輸送の確保

被災施設の災害復旧( )10

( ) 被災者に対する融資等対策11

( ) 地域の関係団体、防災上重要な施設の管理者が実施す12

る災害応急対策等の調整

( ) その他災害の発生の防御又は拡大防止のための措置13

防災に関する教育訓練の実施（１）

久 米 島 町 消 防 本 部 （２）水防、消防及び人命の救急・救助に関すること

（３）被災者及び災害予防の避難誘導・危険箇所の監視

（１）県防災会議及び県災害対策本部に関する事務

防災に関する教育訓練の実施（２）

（３）防災に必要な物資及び資材の備蓄整備

（４）防災に関する施設及び設備の整備

（５）災害に関する警報の発令、伝達及び避難措置

（６）災害情報の収集、伝達及び被害調査沖 縄 県

（７）水防、消防、救急、救助その他応急措置

（８）災害時の衛生、文教対策

（９）災害時における交通輸送の確保

被災施設の災害復旧( )10
( ) 被災者に対する融資等対策11

( ) 市町村が処理する 防災に関する事務又は業務の実施12
についての援助および調整

( ) その他災害の発生の防御又は拡大防止のための措置13
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機 関 名 又 は 業 務 の 大 綱所 掌 事 務

( ) 災害警備計画に関すること1

( ) 被害情報の収集伝達及び被害実態の把握に関すること2
( ) 被災者の救出救助及び避難指示・誘導に関すること沖 縄 県 警 察 3

那覇警察署久米島交番 ( ) 交通規制・交通管制に関すること（ ） 4
( ) 死体の見分・検視に関すること5

( ) 犯罪の予防等社会秩序の維持に関すること

沖

6
公 立 久 米 島 病 院 災害時における医療、助産、看護の実施

縄
災害時における防疫及び保健衛生対策の実施

県
南 部 福 祉 保 健 所

所管の道路、橋梁、河川、港湾、海岸保全施設等の災害予防、の

災害時における応急対策及び災害復旧対策並びにこれらの指導出
南 部 土 木 事 務 所

所管の農道、農地、排水、耕地、漁港、護岸等の災害予防、先

災害時における応急対策及び災害復旧対策並びにこれらの指導及
南部農林土木事務所

び ( ) 農作物、家畜等の災害応急対策及び指導1

関 ( ) 被害調査及び復旧対策の協力
南 部 農 業 改 良 普 及

2

係 ( ) 被災農家への再生指導
センター

3

機 ( ) 保安林の維持管理及び育成業務
南 部 林 業 事 務 所

1
関 ( ) 林務護岸等、保安施設の整備促進2

( ) 沖縄総合事務局の庶務及び連絡調整に関すること
総 務 部

1

( ) 沖縄総合事務局所管の被害状況調査の総括に関すること2

指 ( ) 地方公共団体に対する災害融資
財 務 部

1
( ) 災害時における金融機関への緊急措置の要請2

定 ( ) 農業に関する災害予防、災害応急対策並びに災害復旧に1

関する指導調整及び助成
農林水産部

地 ( ) 農地農業用施設に関する災害予防及び災害復旧対策2
沖縄総合 ( ) 災害時における主要食糧の供給対策3

方 事務局 ( ) 災害時における所掌に係る物資の需給及び価格の安定対策1

( ) 被災商工業者に対する融資の調整
経済産業部

2

行 ( ) 災害時における陸上及び海上輸送の調査及び指揮1
( ) 災害時における自動車運送事業者に対する運送及び船舶

運 輸 部
2

政 運航事業者に対する航海の要請

( ) 災害時における関係機関と輸送荷役機関との連絡調整3
機 ( ) 直轄道路に関する災害対策1

開発建設部 ( ) 直轄ダムに関する警報等の発令伝達及び災害対策2
関 ( ) 直轄港湾災害復旧事業に関する災害対策3

( ) 国有林の保安林、治山事業等の防災管理
沖 縄 森 林 管 理 署

1
( ) 災害応用材の需給対策2
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機 関 名 又 は 業 務 の 大 綱所 掌 事 務

指 ( ) 米軍の活動に起因する災害等が発生した場合の関係機関1
への連絡調整

沖 縄 防 衛 局 ( ) 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整2
定 ( )「災害時における沖縄県と在沖米軍との相互連携マニュ3

アル」に関する支援および連絡調整

( ) 鉱山施設の保全、危害防止及び鉱害の防止対策1
地 那覇産業保安監督事務所 ( ) 災害時における火薬、高圧ガス、都市ガス及び電気施設2

等の保安の確保

( ) 飛行場及びその周辺における航空機に関する事故、その1
方 那 覇 空 港 事 務 所 他飛行場における事故に関する消火・救助に関すること

( ) 事故、災害発生時における資料の提供2

海難救助、海上交通安全の確保及び海上における治安第 十 一 管 区

の維持行 海 上 保 安 本 部

( ) 気象、地象及び水象の予報、警報の発表及び通報1

( ）災害発生時における気象、地象、水象観測資料の提供2
政 沖 縄 気 象 台 ( ) 災害発生のおそれがある場合の説明者派遣3

( ) 防災知識の普及及び指導4

( ) 気象災害防止のための統計調査5
機 ( ) 非常の場合の電気通信の監理1

( ) 災害時における非常通信の確保
沖縄総合通信事務所

2
( ) 災害時における労働災害防止対策1

関 ( ) 災害に関連した失業者の雇用対策
沖 縄 労 働 局

2
( ) 災害派遣の準備1

ア 災害に関する情報の収集

イ 災害派遣に関する計画の整備

ウ 災害派遣に関する準備の実施

エ 災害即応態勢の維持向上

オ 防災訓練等への参加
自 衛 隊

( ) 災害派遣の実施2
ア 人命又は財産の保護のために緊急に部隊等を派遣して

行う必要のある応急救援又は応急復旧の実施に関するこ

と。

イ 災害救助のため防衛庁の管理に属する物品の無償貸与

及び譲与に関すること。
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機 関 名 又 は 業 務 の 大 綱所 掌 事 務

西日本沖縄支店 電信電話施設の保全と重要通信の確保NTT

ドコモ九州沖縄支店 移動通信施設の保全と重要通信の確保NTT
沖 縄 支 店 通信施設の保全及び災害時における国内外通信の疎通確保K D D I

( ) 災害時における医療、助産の実施及び救助物資確保協力1
( ) 地方公共団体以外の団体又は個人が行う救助に関する協

日本赤十字社沖縄県支部
2
力の連絡調整の実施

( ) 義援金品の募集及び配分3
沖縄電力久米島電業所 電力施設の整備と防災管理及び災害時における電力供給確保

気象注意報、警報等の放送による周知徹底及び防災知識の日本放送協会（ ）NHK
普及沖 縄 放 送 局

( ) 災害時における郵政事業運営の確保1
( ) 災害時における郵政事業に係る災害特別事務取扱及び援2

護対策

日本郵政公社沖縄支社 ( ) 被災地域地方公共団体に対する簡易保険積立金による短3

期融資

( ) 民間災害救援団体に対する災害ボランティア口座寄付金4

の公募・配分に関すること

琉 球 海 運 株 式 会 社 災害時における船舶での救助物資等の輸送確保

沖 縄 県 医 師 会 災害時における医療及び助産の実施

( ) 町が行う防災及び応急・復旧対策への協力
久米島町社会福祉協議会

1
( ) 義援金の募集及び配分2
( ) 町が行う防災及び応急・復旧対策への協力1

町 ＪＡおきなわ久米島支店 ( ) 農産、畜産、水産等災害応急・復旧対策の指導2

内 久米島漁業協同組合 ( ) 農漁業生産資材・生活資材の確保斡旋3
公 ( ) り災者への融資の斡旋4
共 ( ) 町が行う防災及び応急・復旧対策への協力

久 米 島 町 商 工 会
1

的 ( ) 救助物資、復旧資材、生活資材等の確保協力2

機 町有償バス委託業者 災害時に被災者及び一般利用者等のバスでの輸送協力

関 久 米 商 船 株 式 会 社 災害時における船舶での救助物資等の輸送確保

・ ( ) ガス供給施設整備と防災管理
液化石油ガス販売業者

1
そ ( ) 災害時のガスの供給2

の 危険物施設等の管理者 安全管理と施設整備

他 報 道 機 関 災害状況及び災害対策に関する報道

( ) 避難誘導、避難所の開設及び運営1
自 治 会 町 民 ( ) 罹災者に対する炊き出し、救助物資の配分等（ ） 2

( ) 被災状況調査等災害対策全般への協力3

指

定

公

共

機

関

及

び

指

定

地

方

公

共

機

関
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第６節 地域防災計画の修正

この計画は、災害対策基本法第４２条第１項の規定に基づき、毎年検討を加え、必要と

認めるときはこれを修正する。従って、各防災関係機関は関係ある事項について、毎年４

月末日（緊急を要するものについてはその都度）までに計画修正案を町防災会議に提出す

るものとする。

第７節 防災計画の周知徹底

この計画は、町職員及び関係行政機関、関係公共機関その他防災に関する主要な施設の

管理者等に周知徹底させるとともに、特に必要と認める事項については、災害対策基本法

第４２条第４項の規定に定める公表のほか住民に周知徹底するよう努めるものとする。
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第２編 災害予防計画

第１章 基本方針

第１節 災害予防計画の基本方針

災害の発生を未然に防止するために、あるいは発生することが予想される災害に対し、

町民の生命、身体及び財産の安全を確保するための予防対策は大別して「災害に強いまち

づくりのための計画 「災害に強い人づくりのための計画」及び「迅速かつ円滑な災害」、

応急対策のための事前措置」の３つに区分できる。

このうち「災害に強いまちづくりのための計画」は、災害防止のための施設整備等のハ

ード施策であり 「災害に強い人づくりのための計画」及び「災害かつ円滑な災害応急対、

策のための事前措置」は、災害の発生に備え、被害を最小限とするために事前に措置すべ

きソフト施策である。

１ 災害に強いまちづくりのための計画

災害に強いまちづくりのための計画は、災害が発生したとしても被害を最小限に止め

るための計画である。主な内容は以下のとおりである。

（１）風水害予防計画 （７）危険物施設等の災害予防計画

（２）土砂災害予防計画 （８）ライフライン施設等災害予防計画

（３）高潮等災害予防計画 （９）通信施設災害予防計画

（４）建築物等災害予防計画 ( ) 不発弾災害予防計画10
（５）火災予防計画 ( ) 文化財災害予防計画11
（６）林野火災予防計画 ( ) 農業災害予防計画12
２ 災害に強い人づくりのための計画

防災訓練、防災知識の普及・啓発活動、消防団・自主防災組織の育成・強化事業を通

じて、防災機関職員や町民の防災行動力を向上させ、地震等に際して適切な行動がとれ

るようするための対策である。主な内容は以下のとおりである。

（１）防災知識の普及計画

（２）防災訓練実施計画

（３）自主防災組織育成計画

（４）災害時要援護者安全確保体制整備計画

（５）ボランティア計画

３ 迅速かつ円滑な災害応急対策のための事前措置

迅速かつ円滑に災害対策を実施するのに必要な活動体制・活動条件の整備や物資等の

整備に関する事前対策で、町及び防災関係機関における事前措置計画である。

（１）防災備蓄用品等の点検・整備計画

（２）避難所等整備計画

（３）交通確保・緊急輸送計画
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第２章 災害に強いまちづくりのための計画

第１節 風水害予防計画

１ 構築物その他の風水害予防措置

既設の看板、広告物その他構築物を定期及び台風前に調査し、危険物については直ち

に所有者又は管理者に通報し、改修若しくは撤去するよう指導し、履行させるものとする。

担当は、環境整備対策部とする。

２ 農作物の風水害予防対策

農作物の風水害予防については、次の事項を重点として農家を指導する。

（１）そ菜の防風網の整備

（２）病害虫の防除

（３）かんがい、排水施設の整備

（４）農作物保護のための地域保安施設の整備

担当は、産業振興対策部とする。

３ ため池、河川及び海岸等の予防対策

町内のダム・ため池、河川及び海岸等の危険箇所を調査し、災害が予想される場合は

適時巡察する。なお、危険箇所の改修については計画的に実施するものとする。

町内のダム・ため池は下表、重要水防区域外で危険と予想される区域は下表・土砂災

害等危険箇所全体図及び土砂災害危険箇所別図のとおりである。

担当は、環境整備対策部とする。

(平成 年 月 日現在）町内のダム・ため池 18 4 1
ダム・池名 ダム・池名 ダム・池名 ダム・池名No No No No

１ 白 瀬 １ 号 ７ 具 志 川 池 １３ 仲 泊 池 １９ タ イ 原 池

２ 白 瀬 ２ 号 ８ 上 溝 １ 号 １４ ウフレーヤ池 ２０ ウ ー リ 池

３ 上 江 洲 ダ ム ９ 上 溝 ２ 号 １５ フ サ キ ナ 池 ２１ 銭 田 池

４ 山 蔵 池 １０ ヤンガー池１号 １６ 本 庄 池 ２２ 山 城 池

５ 大 田 池 １１ ヤンガー池２号 １７ 比 嘉 池

６ 仲 村 渠 池 １２ カンジンダム １８ 儀 間 池

）重要水防区域外で危険と予想される区域 海岸 別図参照〈 〉（ ）(平成 年 月 日現在18 4 1
危 険 と さ れ る 主 な 区 域 予想される 予 想 さ れ る 被 害 の 程 度

所 轄 土 木 事 務 所 名 海 岸 名 延 長 区 域沿岸名
延長(ｍ） 危 険 (棟 ( ) ( )( ）ｍ 区 域 家屋 耕地 面積） ha ha

1,130 742 45 1.1南 部 土 木 事 務 所 琉球諸島沿岸 仲 里 海 岸 島尻区域 島 尻 地 区 越 波

４ 土石流、地すべり、がけ崩れ災害予防対策

土石流、地すべり、がけ崩れの危険が予想される箇所を毎年調査把握するとともに、

大雨注意報の発表時又は台風時には巡回して監視する。安全施設については、土地条件

に応じた措置を随時実施していくものとする。

担当は環境整備対策部とする。
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５ 道路、橋梁の維持補修事業

道路管理者は、所管の道路、橋粱を常時補修する。なお、早急に補修が不可能な危険

箇所については立札によって表示し、通行又は重量の制限を行う。

担当は産業振興対策部及び環境整備対策部とする。

６ 治山事業

森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から町民の生命・財産を保全するととも

に、水源のかん養、生活環境の保全・形成等を図る。

担当は、産業振興対策部及び環境整備対策部とする。
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第２節 土砂災害予防計画

１ 砂防災害対策事業

土石流による災害が予想される危険区域については、県による砂防事業の推進を図る

ものとする。

大雨による土砂災害発生の危険度が高まったときは、土砂災害警戒情報を県から入手

、 、 、 。し情報伝達 予警報の発令・伝達 避難 救助その他必要な警戒態勢をとるものとする

また、情報伝達方法、円滑な警戒避難が行われるために必要な事項について、定め地

域住民に周知するよう努めるものとする。

町内の砂防指定河川及び土石流による危険が予想される箇所は下表・土砂災害等危険

箇所全体図及び土砂災害危険箇所図のとおりである。

（資料：沖縄県土砂災害マップ 平成 年 月 沖縄県土木建築部 海岸防災課）15 3

）砂防指定河川 別図参照（ ） (平成 年 月 日現在18 4 1

指定告番 被 害 対 象
土木事務所 指定年月日河 川 名 渓流名

位 置 面 積

示番号号 市町村名 大字 耕地（ ） （ ） 公共施設ha ha人 家 戸 数

2.27 12.2 1916① 南部土木事務所 儀 間 川 儀間川 道路・橋梁久米島町 儀間 ９０ 平成 年 月８日4 12

3.63 12.2 2348② 南部土木事務所 儀 間 川 儀間川 道路・橋梁久米島町 儀間 ９０ 平成６年 月７日12

1.43 4.9 164③ 南部土木事務所 儀間川左支川 儀間川 道路・橋梁久米島町 儀間 ２０３ 平成８年 月５日2

資料：沖縄県水防計画

（平成 年４月１日現在）土石流による危険が予想される箇所（別図参照） 18
渓流所在地 渓 流 概 況 保 全 対 象番

渓流番号 水 系 名 河 川 名 渓 流 名 危険度分類
市町村名 字 名 渓流長(ｋｍ） 流域面積(ｋ㎡） 流下部平均勾配（度） 人家戸数 公 共 施 設 等号

0.08 16 6④ 久米島町 宇 江 城

県 道 号 線⑤ 久米島町 仲 村 渠 0.63 0.36 4 2 2 4 2
ホテル新生、久米島本願寺⑥ 久米島町 仲 泊 1.53 0.58 3 11
発 電 所⑦ 儀 間 川 久米島町 儀 間 1.50 0.47 4 0
県 道 号 線⑧ 銭 田 川 久米島町 山 城 0.48 0.20 8 1 2 4 2

２ 地すべり災害対策事業

本町では、地すべり危険区域は指定されていないが、地すべりの危険が予想される箇

所を整理・把握し毎年調査研究を行い、必要に応じて県と調整を図りながら地すべり防

止区域を指定する等、適切な防止策を実施するものとする。

３ 急傾斜地崩壊対策事業

「急傾斜地の崩落による災害の防止に関する法律」による指定は、危険度の高い箇所

にとどまっているが、今後県と協力してその他の箇所も危険度の高い順に指定を行い災

害未然の防止のための対策工事等の実施に努めるものとする。

なお、町内の急傾斜地崩落危険箇所は次項表・土砂災害等危険箇所全体図及び土砂災

害危険箇所図のとおりである。

（資料：沖縄県土砂災害マップ 平成 年 月 沖縄県土木建築部 海岸防災課）15 3
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（ ）急傾斜地崩壊危険箇所 別図参照（ ） 平成 年 月 日現在18 4 1
急 傾 斜 地 崩 壊番 地 形 保 全 対 象

人 家 戸 数 公 共 的 建 物 公 共 施 設 危 険 区 域 の 指 定号 長さｍ 高さ ｍ
位 置

傾斜角（度） （） （ ）

３５ １０５ ７ 無 町道７０ｍ⑨ 久米島町字宇根シルカイラ原 34.7
４８ ２１５ ８ 無 無⑩ 久米島町字宇根シルカイラ原 13.6
５０ ４５ ２ 無 無⑪ 久 米 島 町 字 宇 根 15.1

18.1 H7.2.24⑫ 久米島町字阿嘉東原 ３７ １７４ １１ 無 町道６５ｍ
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２１ページ～３０ページまで フォルダ名ハザードマップ・土砂災害等

から全体図、 １～ ９の順に挿入NO NO
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第３節 高潮等災害予防計画

１ 港湾・漁港整備事業

港湾、漁港及び海岸は管理区分によって県又は町がそれぞれ高潮等による災害予防施

設の整備強化を図るものとする。

担当は産業振興対策部及び環境整備対策部とする。

２ 危険予想区域への対策

本町の海岸線は一般住宅や地区公民館、港湾、漁港、公園、野球場等の公共施設が多

数あり、人口が集中している地域もある。また、エビ養殖場やダイビング等のマリンレ

ジャーを楽しむ観光客も多くみられ、下記想定地域においては特に警戒を要する。

このような地域の住民及び海岸利用者に対し、津波や高潮等から安全確保及び被害を

軽減するため、町防災無線を利用した警報体制の確立、避難場所・避難経路を示した看

板の設置、護岸整備、海岸保全事業の推進を図るものとする。

３ 高潮浸水予測図

資料：沖縄県津波・高潮被害想定調査調査業務委託（沖縄本島沿岸域） 平成 年 月 県土木建築部 海岸防災課19 3
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３２ページ～３６ページまで フォルダ名ハザードマップ・高潮

から全体図、１／４～４／４の順に挿入
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第４節 建築物等災害予防計画

風水害、地震、大火災等による建造物の災害を防御するため、公共施設、一般住宅の新

増改築等に各種制度の説明、技術的相談に応ずるなど、可能な限り不燃、耐風・耐震性建

築物の建設を促進し、災害時の建造物被害の減少を図るものとする。

担当は、環境整備対策部とする。

１ 土地利用対策

町は、住宅密集地における災害の防止を図るとともに、土地の合理的かつ健全な高度

利用等の更新を図り、防災上有効な土地利用を推進する。

２ 不燃、耐風・耐震性建築物の促進対策

町は、建築物の新築、増改築時に不燃化、耐震化等に関する相談に応じ、耐震診断及

び耐震補強等に関する、指導・啓発等を行う。

特に、耐風対策強化のため、一般住宅への雨戸設置の推奨を図る。

３ 公共建築物の耐風、耐震、耐火対策

町は、公共建築物のうち老朽化施設については、建て替え又は補強等によって耐風、

耐震・耐火対策を進め、今後、建築される公共建築物については、設計段階で不燃堅牢

な施設とするよう指導するものとする。

特に、体育館や公民館等災害時の避難所となる公共施設については、開口部への雨戸

設置、屋根の飛散防止等耐風対策や耐震補強工事などを優先的に行うものとする。

４ 公共建築物の定期点検及び定期検査

町は、公共建築物については、定期的点検及び検査を実施するものとする。

５ 公共建築物の設計不燃堅牢化指導

町は、今後建築される公共建築物については、設計段階で不燃堅牢な施設とするよう

指導するものとする。
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第５節 火災予防計画

火災の発生を未然に防止するための対策は、次によるものとする。

１ 消防力・消防体制等の拡充強化

町は、次の指導又は措置を講じ、消防力・消防体制等の拡充強化を図るものとする。

担当は、消防対策部とする。

（１）消防教育訓練の充実強化

教育訓練計画に基づき消防職員、消防団員及び消防関係者の資質向上を図る。

（２）消防制度等の確立

消防計画、消防相互応援協定等の効率的運用を推進する。

（３）消防体制の充実・指導

消防・消防団の体制強化を図る。

（４）消防施設・設備の整備促進

消防水利及び消防車両等の整備促進を図る。

２ 火災予防査察・防火診断等

火災の発生拡大を防止し避難の確実性を図るため、防火対象物の消防用設備等防火管

理体制の予防査察を適宜行うものとする。火災予防運動期間等には、防火意識の高揚を

図るため、消防訓練、独居老人防火診断等を実施する。また、住宅用火災警報器の設置

を推進する他、町広報紙に防火に関する記事を掲載する等、広く町民に防火思想の普及

高揚を図るものとする。

（１）特殊対象物に対する査察

ア 学校、官公署

夏季休暇、年度末等の時期を利用し、防火構造、消火設備、避難設備、防火管理

体制等を重点的に査察する。

イ 旅館、娯楽施設

春の行楽期等における人出を考慮し、時前に消火設備、避難設備、防火管理体制

等を重点的に査察する。

ウ 百貨店、商店等

季節的支出期に入る前に消火設備、避難設備、防火管理体制等を重点的に査察す

る。

エ 危険物等関係施設

年間立入検査を通じ施設の構造設備取扱要領等、防火管理体制等を重点的に査察

する。

（２）一般住宅

火災の多発期を控えた１１月から１２月にわたる、秋季及び３月の春季火災予防運

動週間を通じ火を取扱う設備及び器具を重点的に防火診断する。

３ 自衛消防隊の結成指導

不特定多数の者が出入し、又は勤務する学校、ホテル等の宿泊施設、工場、事業所等

においては、消防計画の作成、自衛消防隊の結成指導及び消防用設備等の取扱い指導と

消防訓練実施の促進を図るものとする。

４ 危険物施設等の火災予防

町内の危険物施設等の構造、設備・取扱の検査及び消防訓練等を行うことにより、こ

れを取扱う従業員の防火意識の向上を図るものとする。
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５ 消防施設の整備拡充

（１）消防水利の多様化

町は、防火水槽、耐震性貯水槽の整備、海水、河川水等の自然水利の活用、水泳プ

ール、ため池等の指定消防水利としての活用により、消防水利の多様化を図るととも

に、その適正な配置に努めるものとする。

（２）情報収集、伝達系統の整備

消防救急無線等の通信施設を含む情報収集機器を適宜、最新設備へ更新する等、伝

達系統の整備に努めるものとする。

６ 火災発生の未然防止

（ ） 、 、 、 （ ）１ 町長は 消防法第２２条に基づき 沖縄気象台長が発表し 知事 防災危機管理課

が通報する火災気象通報（第４編 第１章 第３節（４）消防法に定める火災警報等

参照）を受けたとき、又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、火

災に関する警報を発することができる。

（２）町長が前項の警報を発したときは、当該警報が解除されるまでの間、町内にある者

は、町条例で定める火の使用の制限に従わなければならない。
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第６節 林野火災予防計画

林野火災は、たばこ，たき火等の火の不始末が原因となることが多い。ひとたび林野火

災が発生すると地理的条件や気象条件等によっては、その消防活動は極めて困難となり、

人命を奪う危険性や人家への延焼等大きな被害に発展する可能性がひそんでいる。

また、貴重な森林資源を焼失することになるので林野火災防止については万全を期する

ものとする。

担当は、消防対策部及び産業振興対策部とする。

１ 林野火災対策の推進

林野火災が発生し、拡大するおそれがある場合における関係機関の通報連絡体制を整

える。なお、通報連絡は出来る限り火災発生の日時、場所、火災現場の状況、被害の程

度、とりつつある措置等を明らかにして行うものとする。

通 報 連 絡 系 統 図

火災発見者

消防機関那覇警察署

（ ）久米島交番

久米島町県警察本部

管轄林業事務所

自 衛 隊 沖縄県 沖縄県森林 沖縄森林管

（防災危機管理課） 緑地課 理署

一般通報

（ ） （ ）応援・派遣要請 国 消防庁 国 林野庁

２ 出火防止対策

（１）町は、町民へ注意を喚起するため、山火事防止の標柱、標板の設置に努めるものとする。

（ ） 、２ さとうきび葉等の焼払いに起因する林野火災の多発にかんがみ適正な火入れの指導

特に強風、乾燥時における火気の取扱いについて指導強化する。

（３）町長及び森林管理署長は、森林又はこれに接近している土地における火入れについ

て森林法に基づく規制措置の適正な実施を確保するための指導を強化する。

（４）火入れに際しての消火設備、監視員の配置、防火線の設定等についての指導をはじ

め、火災予防上危険な気象状況のときの火入れ中止の指導等を徹底する。

３ 林野火災対策用資機材の整備

（１）町は、林野火災対策用資機材の整備に努めるとともに、ヘリコプターによる空中消

火等補給基地整備の促進を図るものとする。

（２）林野面積の多い地域を対象に、関係機関共同で、林野火災用空中消火資機材の繰法

訓練を実施する。
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第７節 危険物施設等の災害予防計画

危険物等による災害の発生及び拡大を防止するため、事業所における保安体制の強化、

法令の規定する基準の適性維持を講ずるとともに、保安教育及び訓練の徹底並びに防災思

想の普及徹底を図るものとする。担当は、消防対策部とする。

１ 危険物製造所等に対する指導

消防機関は、消防法に規定する危険物製造所、貯蔵所及び取扱所（以下「危険物製造

」 。） 、 、 、 、所等 という に対し 立入検査 保安検査を実施し 法令基準の維持適合について

その確認を行うとともに、その都度災害予防上必要な指導を行う。

危険物製造所等の施設は下表のとおりである。

【危険物施設等一覧】

事 業 所 名 所 在 地 類 別 貯 蔵 量

kl仲 里 石 油 商 会 （ 有 ） 儀 間２６５６－１ 第 ４ 類 ５４ ３．

kl久 米 給 油 所 比 嘉２２０ 第 ４ 類 ４２ ０．

kl沖 縄 電 力 久 米 島 発 電 所 儀 間３０６１ 第 ４ 類 ２ ３２８ ４， ．

kl久 米 島 製 糖 株 式 会 社 儀 間２８８ 第 ４ 類 １９０ １．

kl（株）りゅうせきロジコム那覇物流センター久米島出張所 嘉手苅８４３－１ 第 ４ 類 １ ９２２ １， ．

kl具 志 川 石 油 商 会 （ 有 ） 大 田３４３ 第 ４ 類 ２７ ０．

kl航 空 自 衛 隊 久 米 島 分 屯 基 地 宇江城２０６４－１ 第 ４ 類 ５３１ １．

kl久 米 島 漁 業 協 同 組 合 宇 根４０２ 第 ４ 類 ４７ ０．

klホ テ ル 久 米 ア イ ラ ン ド 真我里４１１－１ 第 ４ 類 ３ ０．

kl久 米 島 Ｎ Ｄ Ｂ 大 原１５ 第 ４ 類 １ ０．

kl那覇航空測候所久米島空港出張所 北 原５６６－２ 第 ４ 類 ２ ０．

kl久 米 島 の 久 米 仙 （ 株 ） 宇江城２１５７ 第 ４ 類 １０ ０．

110 klＮ Ｔ Ｔ 久 米 島 無 線 中 継 所 阿 嘉２９７－ 第 ４ 類 ３ ０．

klイ ー フ ビ ー チ ホ テ ル 謝名堂５４８ 第 ４ 類 ６ ０．

kl大成道路ロテック久米島営業所 銭 田４３２ 第 ４ 類 １７ ２．

kl久 米 島 空 港 電 源 局 舎 北 原５６６－２ 第 ４ 類 ２ ０．

kl沖 縄 県 海 洋 深 層 水 研 究 所 真 謝５００－１ 第 ４ 類 ５ ５．

kl久米島海洋深層水開発株式会社 宇江城２１７８－１ 第 ４ 類 ７ ４．

kl下地島空港施設株式会社 北 原５６６－２ 第 ４ 類 ２０ ０（久米島空港） ．

kl沖 縄 県 車 海 老 漁 業 協 同 組 合 真 謝４８６－４ 第 ４ 類 ７ ０．

klバ イ オ マ リ ン 株 式 会 社 真 謝４８６－１４ 第 ４ 類 ３ ０．

kl久 米 島 実 業 社 運 送 （ 名 ） 真我里１２７ 第 ４ 類 １５ ０．

kl株式会社プログレッシブエナジー 真我里４１１－１ 第 ４ 類 ２２ ２．

ＬＰＧガス

久 米 島 ガ ス 嘉手苅８３３ Ｌ Ｐ Ｇ １５０ｔ

農 協 ガ ス 比 嘉１４３－２ Ｌ Ｐ Ｇ ３．５９ｔ

２ 危険物運搬車両に対する指導

消防機関は、消防法に規定する移動タンク貯蔵所及び運搬容器積載車両の管理者及び

運転者に対し、移送及び運搬並びに取扱い基準の厳守、車両の火災防止及び安全運転の

励行を行わせるとともに、必要に応じ警察官と協力して路上取締りを実施し、運転者へ

の直接指導を行う。
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３ 保安教育の実施

危険物製造所等の管理者、監督者は取扱い者に対し、保安教育を実施するとともに、

消防機関は管理者が行う保安教育訓練について、必要な助言指導を行う。

４ 危険物製造所等の予防対策

危険物製造所等の管理者は、防災体制の整備確立及び危険物施設の管理、点検等に

ついて、次の対策を講じ災害の予防に万全を期する。

（１）火災、爆発等の防止対策

取り扱う危険物の性状、数量等を十分把握し、火災爆発防止のための必要な措置を

講ずる。

（２）危険物施設の管理、点検

危険物製造所等の危険物施設の維持管理が適正にできるよう、管理・点検・巡視基

準を定め、必要に応じ修正を行う等危険物施設の維持管理の徹底を図る。

（３）保安設備の維持

危険物の火災、爆発、流出等に係る保安又は防災の設備について、定期的に点検確

認を行う等、常にその機能が維持されるよう必要な指導を講ずる。

（４）保安体制の整備、確立

危険物製造所等の管理者は、緊急時における保安体制の整備と町、消防機関等に対

する通報体制を確立する。

また、移動タンク貯蔵所の管理者は、移送時における事故に対処するため、応援要

員の確保及び派遣方法を定め、あらかじめ移送経路における消防関係機関への通報先

を定めておく。

（５）従事者に対する教育訓練

危険物製造所等の管理者又は監督者は、定期的あるいは必要に応じて教育訓練を実

施し、従事者に対する保安意識の高揚を図る。

５ 化学消防車の整備

消防機関に化学消防車等の配備を図り、事業所における化学消火薬剤の備蓄を行わせ

る。
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第８節 ライフライン施設等災害予防計画

１ 上・下水道施設災害予防計画

上・下水道施設については、老朽施設・配水管・管路施設等の点検・補修、浄水場・

処理場等の耐震化・停電対策を図るとともに、被災時の復旧資機材や被災者への応急給

水施設等の整備を図る。

（１）上水道施設災害予防対策

ア 施設の耐震性の強化

水道施設の新設、拡張、改良等に際しては、日本水道協会制定の「水道施設設計

指針 「水道施設耐震工法指針」等によって十分な耐震設計及び耐震施工を行う」、

ものとする。施設の維持管理に際しては 「水道事業等における地震対策について、

（通知 （環水第３号、 ）及び「水道の地震対策の強化について（通知 （衛）」 ）」S55.1
水第 号、 ）等により、適切な保守点検による耐震性の確保に努める。188 H7.8

また、水供給機能が麻痺したときの社会的影響の大きさにかんがみ 「厚生省災、

害対策マニュアル （ ）を参考に、供給システム自体の耐震性の強化を推進」 H.7.9.1
する。

イ 広域応援体制の整備

町の水道事業者は、町防災計画に基づき、応急給水を実施する。その際、必要な

人員、資機材が不足する場合には、県防災危機管理課と調整しつつ、速やかに「九

州・山口９県災害時相互応援協定」に基づく応援要請や「沖縄県水道災害相互応援

協定」に基づく県内水道事業者等への応援要請を行う。

（２）下水道施設災害予防対策

ア 施設の耐震性の強化及びバックアップ施設の整備

下水道施設の施行にあたっては十分な耐震性を有するよう努めるとともに、自家

発電装置の整備（停電対策）や設備の二元化など災害に強い下水道の整備を図る。

イ 広域応援体制の整備

あらかじめ業者間で広域応援体制の整備に努める。

２ 高圧ガス施設災害予防対策

高圧ガスによる災害の発生及び拡大を防止するために町、県、公安委員会 （社）沖、

縄県高圧ガス保安協会等は連絡を密にし保安体制の強化 「高圧ガス保安法」及び「液、

化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に規定する基準の適正維持を

講ずるとともに、保安管理の徹底を図る。

（１）高圧ガス製造所、貯蔵所及び販売所の保安対策

ア 高圧ガス製造所等の所有者、管理者又は占有者に対し法令の規定する基準に適合

するよう当該施設を維持させ保安の監督指導を行う。

イ 高圧ガス製造所等については、必要に応じ立入検査を実施し、保安体制の強化を

図る。

（２）高圧ガス消費先等の保安対策

ア 消費者への保安啓発指導を実施し、消費者の保安意識の向上を図る。

イ 消費者保安に対する販売事業者事故防止の監督体制の強化を図る。

３ 電力施設災害予防対策

災害に伴う電力施設被害の防止について、恒久的設備対策計画を推進し、電力施設の

被害軽減のための施策を実施し、災害時の被害を最小限にとどめるよう万全の予防措置

を講ずるものとする。
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（１）電力施設災害予防事業の実施

ア 防災訓練の実施

災害対策を円滑に推進するため、定期的に訓練を実施するとともに、町及び県が

実施する防災訓練には積極的に参加する。

イ 発電設備

電気設備の設計は、発電所設備の重要度、その地域の予想される災害などを勘案

するほか、発電用火力設備に関する技術基準法令に基づいて設計を行う。

ウ 送配電設備

送配電設備は風圧及び不平均張力による荷重に対応できるように設計する。

エ 変電設備

機器の設計は、変電所設備の重要度、その地域で予想される災害などを勘案する

ほか、電気技術指針によって行い、建物の設計は建築基準法によるものとする。

オ 通信設備

屋内設置装置については、構造物の設置階を考慮した設計とする。
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第９節 通信施設災害予防計画

町、県、医療機関、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ九州、ＫＤＤＩは、災害時の通信の確

保を図るため、通信施設に次の予防措置を講ずる等、万全の措置を期するものとする。

１ 町、県における予防計画

（１）情報通信器機等の充実

、 。災害情報を迅速に収集・伝達するためには 通信施設及び設備等の整備を推進する

ア 被災地及び関係機関と円滑な情報伝達・収集ができる体制を充実するため、地域

衛星通信ネットワーク等を導入した沖縄県総合行政情報通信ネットワークを県が整

備したことに伴い町においても通信体制の強化を図る。

（ア） 町，消防本部及び県出先機関並びに防災関係機関に対してマルチチャンネル

アクセス方式による無線回線を整備する。

（イ） 町は、有線・無線による通信網の２ルート化を図る。

、 。イ 町は 必要に応じて町防災無線を現行システム追加拡充及び最新設備へ更新する

ウ 県による防災相互通信用無線局の整備指導を受け、防災関係機関の相互通信用無

線局を整備するよう努めるものとする。

（２）通信設備等の不足時の備え

町及び県は、災害発生時において通信設備等の不足が生ずる場合に備え、 及NTT
び移動通信事業者との間で災害時の協力に関する協定等の締結を図る。

（３）停電時の備え及び平常時の備え

町及び県は、災害時における通信確保の重要性に鑑み、長時間の停電に備え自家発

電設備を整備するとともに無線設備や自家発電設備の保守点検の実施と的確な操作の

徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所及び浸水被害を受けない

場所への設置等を図ることについて十分考慮するものとする。

２ 救助・救急、医療及び消火活動に関する通信手段の確保等の計画

（１）通信手段の確保

町、県及び医療機関等は、発災時における救助・救急、医療及び消火に係る情報の

収集・連絡分析等の重要性に鑑み、通信手段の確保等を図るものとする。

（２）広域災害・救急医療情報システムの整備

町、県及び医療機関は災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握するため

に、広域災害・救急医療情報システムの整備に努めるものとする。

３ ＮＴＴ西日本及びＮＴＴドコモ九州における予防計画

（１）電気通信設備等の予防計画

災害による故障発生を未然に防止するため、次の防災計画を推進するものとする。

ア 豪雨、洪水、高潮等のおそれがある地域の電気通信設備等については、耐水対策

を行う。

イ 暴風のおそれがある地域の電気通信設備等については、耐風対策を行う。

ウ 主要な電気通信設備が設置されている建物については、耐火対策を行う。

、 。エ 主要な電気通信設備については 予備電源設備を設置又は予備電源車を確保する

（２）伝送路の整備計画

局地的被害による回線の被害を分散するため、伝送路の多ルート及び有線、無線に

よる２ルート化の整備を図るものとする。
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（３）回線の非常措置計画

災害が発生した場合における通信確保のための非常措置として、あらかじめ次の対

策を講じるものとする。

ア 回線の設置切替方法。

イ 可搬無線機、工事用車両無線機等による非常用回線の確保。

ウ 孤立化防止用無線電話機による災害緊急通信の確保。

エ 災害救助法適用時の避難場所、現地対策本部機関等への貸出携帯電話の確保。

オ 可搬型基地局装置による通話回線の確保。

４ における予防計画KDDI
（１）通信設備等に対する防災計画

災害発生を未然に防止するための防災計画の推進

ア 予想される災害の種類、規模等について十分調査し、これに耐えうることを考慮

して通信設備等の防災設計を行うものとする。

イ 通信に係る局舎及び通信設備等の耐災害性を強める。

ウ 主要な通信設備等については、予備電源を設置する。

エ 通信設備等に係る記録、プログラムファイル等のうち、特に必要と認められるも

のについては、その保管場所の分散、耐火構造容器等への保管等の措置を講ずるも

のとする。

（２）通信網等の整備計画

災害時においても通信の不通又は極端な疎通低下を防止するため、次により通信網

の整備を行うものとする。

ア 中央局設備及びその付帯設備を分散設置する。

イ 伝送路については、所要の信頼性を維持するため、海底ケーブル、通信衛星等に

より可能な限り多ルート化を図る。

（３）災害対策用機器等の配備計画

災害発生時において、通信を確保し、又は災害を迅速に復旧するため、必要とする

事業所に災害対策用機器等を配備するものとする。

ア 孤立防止策として、緊急連絡用設備を配備するものとする。

イ 非常用回線としての代替回線又は臨時回線の設定に必要な通信機器、防災用機器

を配備するものとする。

５ 放送施設災害予防計画

各放送局は、災害時における放送電波の確保を図るため、放送施設について次の予防

措置を講じ、万全を期するものとする。

（１）放送施設及び局舎防災設備基準に基づく措置

（２）消耗品及び機材等の一定量常備

（３）無線中断状態の把握

（４）移動無線機等の伝搬試験

（５）交通路の調査

（６）非常持ち出し機器、書類の指定

（７）仮演奏所及び仮設送信所の場所の調査選定

（８）電力会社及び警察等の利用しうる通信回線調査

（９）その他必要と認められる事項
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６ 通信設備の優先利用等

（１）優先利用の優先手続き

町、県又は関係機関は、通信設備の優先利用（災害対策基本法第５７条）及び優先

使用（災害対策基本法第７９条）について、最寄りのＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ九

州、放送局とあらかじめ協議を行い使用手続きを定めておくものとする。

（２）放送施設の利用

知事及び町長は、防災上緊急かつ特別の必要があるときは、あらかじめ協議して定

めた手続きにより、災害に関する通知、要請、伝達及び警告等の放送を放送局へ依頼

するものとする。
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第１０節 不発弾災害予防計画

不発弾の爆発等による災害の発生及び拡大を防止するため、不発弾処理体制に万全を期

し、関係機関の連絡協調を密にして不発弾処理の円滑化を図るとともに、町民一般に対す

る不発弾に関する防災知識の普及徹底を図る。

担当は、総務対策部とする。

１ 不発弾の処理体制

不発弾の処理は、おおむね次によるものとする。

（１）陸上で発見される不発弾の処理

ア 発見者は、最寄りの駐在所又は警察署に通報し、所轄警察署を通じて県警察本部

に発見届出をする。

イ 県警察本部長は、発見届出の都度、陸上自衛隊第１混成団長（第１０１不発弾処

理隊長）に処理要請を行う。

ウ 第１０１不発弾処理隊は、必要に応じ現場調査を行い、弾種及び発見場所の状況

等を勘案して撤去計画を立てる。

エ 小型砲弾等比較的危険度が少なくて移動可能な弾種は、第１０１不発弾処理隊に

より回収し、一時保管庫へ搬入する。

オ 爆弾等危険度が高いものは、発見場所で信管離脱後、一時保管庫へ搬入する。

カ 信管離脱作業は、非常に危険を伴うので、次の対策を講じた上で実施する。

（ア） 町は関係機関と撤去日時、交通規制、避難計画等について協議するための処

理対策会議を開催し、処理計画について十分な調整を図り、周知徹底する。

なお、関係機関は責任分担覚書等を交換し、任務責任等を明確にするものと

する。

（イ） 避難範囲を定め、その区域への交通を規制し、地域住民を避難させる。

（ウ） 町長等を本部長とする現地対策本部を設置する。

（２）海中で発見される不発弾の処理

ア 発見者は、所轄海上保安部署へ通報し、それを受けて第十一管区海上保安本部又

は県知事、町長又は漁港管理者から海上自衛隊沖縄基地隊司令（沖縄水中処分隊）

に処理要請を行う。

イ 沖縄水中処分隊は現地調査を行い、関係機関と調整の上、撤去計画を立てる。

ウ 危険度が少なく、移動可能なものは、沖縄水中処分隊により回収撤去し、一時保

管庫へ搬入する。

エ 危険度が高く、移動困難なものは、現地対策本部を設置し、発見現場で爆破処理

する。

オ 爆破処理作業は、非常に危険を伴うので、次の対策を講じた上で実施する。

（ア） 不発弾が発見された場合、町は関係機関と撤去日時、交通規制、通行船舶規

制、避難計画等について協議するための処理計画について十分な調整を図り、

周知徹底する。

（イ） 危険範囲を定め、その地域への船舶及び住民等の立ち入を規制する。

（エ） 町長等を本部長とする現地対策本部を設置する。

２ 関係機関の協力体制の確立

沖縄不発弾等対策協議会の効果的な運用により関係機関の協力体制を確立し、不発弾

等の調査、探査及び発掘処理工事の安全かつ円滑な推進を図るものとする。
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不発弾処理の流れ（陸上部分）

《発見弾》

発見届出 発見届出受理 発見届出受理 処 理 要 請 受 理 処理回収 爆 破 処 理
一 時 保 管

（届出） （報告） （処理要請） 処理出動 （運搬） （ 県 不 発 弾 保 管 庫 ） （運搬）（ ）

交番・駐在所 県 警 本 部 陸上自衛隊第１混成団 第 不発 沖縄県・第 第 不発弾101 101 101
警 察 署 生 活 保 安 課 第 不発弾処理隊 弾処理隊 不発弾処理隊 処 理 隊

発 見 者
101

（通知） （処理出動）

発見届出 現 場 確 認 県 警 か ら の 現 場 調 査 陸 上 処 理

久米島町 交番・駐在所・ 通 知 受 理 第 不 発 弾 民間委託業者1 0 1
警 察 署 沖 縄 県 処 理 隊

信管離脱、現場爆破処理

現地不発弾処理対策本部

久米島町・警察・消防

自衛隊・県・その他

《埋没弾》

埋設情報 埋没不発弾等処理 不 発 弾 等 処 理 交付金事業計画
埋没情報受理 埋没情報受理

の 届 出 （届出） （報告） （報告） 計画協議決定 交付金申請 審 査 交 付 決 定

情 報 沖 縄 県 沖縄不発弾等 沖 縄 県 内 閣 府
久 米 島 町

提 供 者 防災危機管理課 対 策 協 議 会

探査発掘工事委託発注 以降「発見弾」

現場確認調査 現場調査・情報提供者 沖縄県防災危機管理課 の処理に準ずる

久 米 島 町 からのヒアリング・

探 査 発 掘 計 画 作 成 探 査 発 掘 作 業

県 防 災 危 機 管 理 課 第 不発弾処理隊101
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海中不発弾処理の流れ（海上部分）

《発見弾》

発見届出 処理要請受理 陸上処理
発 見 届 出 発見届出 一 時 保 管

処理回収
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）届出 受 理 報告 受 理 処理要請 処理出動 運搬 （県不発弾保管庫） 運搬

発 見 者 民間委託業者
所 轄 第１１管区 海上自衛隊 沖縄水中 沖 縄 水 中

海上保安署 海上保安本部 沖縄基地隊 処 分 隊 処 分 隊

（

処

（

通 理

知 出

動

）

）

現 場 調 査発見届出
現 場 確 認 第 管区海上保安11

本部からの通知受理

所 轄 沖 縄 水 中
久米島町 沖 縄 県

海上保安署 処 分 隊

信管離脱、現場爆破処理

地不発弾処理対策本部

久米島町・海保・警察

海自・その他
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第１１節 文化財災害予防計画

町は、離島という立地特性や、これまで歩んできた歴史的背景によって独特な地域文化

が育まれ特に、文化財については県内でも上位の保有数を誇っている。その代表的なもの

として、国指定の上江洲家（建造物 、具志川城址（史跡 、久米の五枝の松（天然記念） ）

物 、旧仲里間切蔵元石牆（建造物）があり、県指定で宇江城城址、太陽石、奥武島の畳）

石、真謝のチュラフクギ等がある。国、県、町指定を含めると実に６８件にも上る。

これらの文化財は、歴史的、学術的にも貴重であるばかりでなく、優れた地域景観を創

出しており、また、町民にも活力と潤いを与え、一部では観光ルートとなり重要な役割を

果たしている。

この様なことからも、文化財を災害から守る必要があり、とりわけ史跡、名勝、天然記

念物については、山火事による被害のおそれがあり、他に地震、台風による被害も予想さ

れるので、これらの災害予防の徹底を図るものとし、その対策は下記のとおりとする。

担当は、教育対策部とする。

（１）文化財の防災計画を策定し、警察及び消防機関と常時連携を密にして災害予防の確

立を期す。

（２）文化財の所有者、管理責任者又は管理団体の防災思想を啓発し、環境の整理整頓を

図るよう勧奨し、文化財防火デー等に防災訓練を実施する。

（３）文化財の指定地内に居住する所有者に火気使用の制限を指導する。

（４）地震による倒壊等の防止対策及び落下物等による破損防止対策を行うものとする。
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第１２節 農業災害予防計画

農業災害予防のため、農地農業用施設の保全や町及び関係機関の専門技術員及び農業改

良普及員の技術指導のもと防災営農の推進を図るものとする。

担当は、産業振興対策部とする。

１ 防災整備事業の推進

（１）農地及び農業用施設等、被害を及ぼすおそれのある地区の土砂崩壊を未然に防ぐた

め、土砂崩壊の危険性のある地域を中心に事業を推進を図る。

（２）降雨によって浸食を受けやすい性状の特殊土壌地帯や急傾斜地帯に造成された農地

の浸食、崩壊を未然に防ぐための農地保全整備事業の推進を図る。

２ 防災営農の確立

（１）指導体制の確立

各種災害を回避克服して、農業生産力、農業所得の向上を図るため、県、町は関係

機関、団体の統一的な指導体制の確立を図るものとする。

（２）営農方式の確立

沖縄県振興開発計画に沿って諸問題に積極的に対応しつつ、亜熱帯農業における防

災営農技術の確立を図り、試験研究機関による病害虫、風水害に強い抵抗性品種の育

成及び栽培技術の導入により、防災営農の確立に努める。
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第３章 災害に強い人づくりのための計画

第１節 防災知識の普及計画

予想される各種災害に対し、町民並びに町職員に対して防災計画の概要、気象の知識、

災害時の心得等の防災知識の普及は、災害時要援護者のニーズや被災時の男女のニーズの

違い等男女双方の視点へ十分配慮し、災害の未然防止と被害を最小限にとどめることを目

的とする。

１ 町職員に対する防災教育

（１）町職員の防災知識の普及・教育

町職員に対し、防災に関する知識及び活動について研修会等防災教育を計画的に開

催し職員の資質向上に努めるものとする。

（２）消防職員・消防団員に対する教育

町消防職員・団員に対する消防教育は消防学校において行う専門的な教育と町内におい

て消防職員・団員ごとに年間教育計画を定めて実施する一般的な教育を行うものとする。

２ 防災上重要な施設の管理者等の教育

（１）防火管理者資格取得の推進

防火管理に関する有識者の拡大を図るため法令に基づいた防火管理者資格の取得を

推進し、防火管理体制の強化拡充を図る。

（２）危険物取扱資格取得及び保安講習受講の推進

危険物取扱に関する有識者の拡大を図るため法令に基づいた危険物取扱資格取得及

び保安講習受講を推進し、保安管理体制の強化拡充を図る。

３ 町民への防災知識の普及

防災知識の普及は、次の方法により行うほか適宜、関係機関の協力を得て行うものとする。

（１）防災訓練による防災知識の普及・教育

各種団体や防災関係者及び住民の参加による総合防災訓練を実施し、災害に対する

知識普及、防災意識の高揚を図る。

（２）防災マップによる防災知識の普及

各地域の避難所や避難経路、災害予想区域等を示した防災マップを作成し、各家庭

へ配布することにより防災知識の普及を図る。

（３）火災予防運動、防災週間等における防災知識の普及

火災予防運動、防災週間、防災とボランティア週間、消防フェアー等において各機

関の協力を得て防災知識の普及を図る。

（４）報道機関、一般広報誌等による普及

新聞やラジオ、テレビ等の放送、また一般広報誌や町広報誌その他の刊行物による

防災知識の普及を図る。

（５）学校教育・社会教育における防災知識の普及・教育

ア 学校教育

学校における教育活動あるいは消防避難訓練、消防消火訓練をとおして児童、生

徒に対する防災知識の普及を図る。

イ 社会教育

公民館等を利用しての女性消防教室、高齢者消防教室の開催や、幼年消防クラブ

の活動をとおして幼い頃から防災・防火意識の高揚に努める。
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第２節 防災訓練実施計画

町内で発生しうる各種災害を未然に防止し、若しくは災害が発生した場合、その災害を

最小限にくい止めるための対応ができるよう、防災活動要領の習熟、技術の習得、防災関

係機関相互の連携強化、住民の防災知識の高揚を図るため防災訓練を実施する。

訓練実施に当たっては、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者

に十分配慮するものとし、災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう務めるととも

に、被災時の男女のニーズの違い男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。

１ 訓練実施要領及び実施時期

町は防災関係者及び住民に災害時の心構えと防災活動を認識習得させるとともに、防

災関係機関の協力体制の確立強化を図るため、あらかじめ訓練実施要領を作成し関係機

関との実施検討会議の開催や町広報誌、町防災無線等で町民に対し周知するものとし、

訓練の実施時期については毎年４月から１２月までに関係機関と町で協議し、適切と思

われる時期に実施する。

２ 訓練参加機関・団体

訓練参加機関は、町、県、町防災会議委員が所属する機関・団体及び町民、訓練を行

うに当たり必要とする機関・団体。

３ 訓練の種目

災害が発生することが予想される地域を想定し、消火、救出・救護、避難、水防、炊

き出し、感染症対策、輸送、通信、広域応援要請（情報伝達訓練 、流出油等防除訓練）

等を総合的に網羅した地域住民参加の総合防災訓練を実施するものとするが、町あるい

は関係機関の都合により総合防災訓練が実施できない場合は単種目の訓練を実施する。

（例：図上訓練、避難訓練のみ実施）

また、総合防災訓練とは別に非常配備体制を確保するため、交通手段を制限又は禁止

し勤務時間内外の条件を加えて職員参集訓練を定期的に実施するものとする。

４ 訓練のための交通規制

町は、那覇警察署と協議のうえ防災訓練の効果的な実施を図るため、特に必要と認め

るときは、当該防災訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区間を指定して歩行者

又は車両の道路における通行を禁止、又は制限することができるものとする。

５ 訓練後の評価

訓練終了後に訓練の評価を行い、応急対策上の問題点や改善点等、今後の課題を整理

し、必要に応じて体制等の改善を行うものとする。
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第３節 自主防災組織育成計画

災害に対処するには、自分たちの地域は自分達で守ろうという隣保協同の精神と連帯感

に基づき、地域住民が自主的に防災活動を行う体制を確立することが、より有効な防災対

策となる。

自主防災活動をより効果的に行うためには、地域ごとに住民が連携して自主防災組織を

結成し、日頃から訓練を積み重ねておく必要がある。このため、町は地域住民などによる

自主防災組織の組織化を積極的に推進し、その育成強化を図るものとする。

その際、女性の参画の促進に努めるものとする。

１ 整備計画の策定

町防災計画に自主防災組織の整備計画を定め、その役割及び活動、町の行う指導方針

等を具体的に明らかにするものとする。

２ 住民の防災意識の高揚

住民に対する防災意識の普及、自主防災組織の役割及び活動を理解してもらい結成推

、 。進を図るためのパンフレット等の資料作成 説明会の開催について取り組むものとする

３ 組織の編成単位

住民の防災活動推進上、最も適正な規模と地域を単位として編成し、その組織化の推

進は下記事項に留意のうえ、町が住民と協議し、実施するものとする。

（１）住民が真に連帯感に基づいて、防災活動を行うことが期待できる規模であること。

（２）住民の基礎的な日常生活圏域としての一体性をもっている地域であること。

４ 組織づくり

既存の自治会等の自主組織を自主防災組織へ育成することを基本に次のような方法に

より組織づくりをするものとする。

（１）自治会等の自治組織に活動の一環として防災活動を組み入れることにより自主防災

組織として育成する。

（２）何らかの防災活動を行っている組織の活動の充実強化を図って自主防災組織として

育成する。

（３）女性団体、青年団体、ＰＴＡ等その他の地域で活動している組織を活用して、自主

防災組織として育成する。

５ 活 動

平常時の活動 災害時の活動

ア 防災に関する知識の普及 ア 災害情報の収集、伝達

イ 防災訓練の実施 イ 責任者等による災害時要援護者

ウ 防災資機材の備蓄 に配慮した避難誘導

エ 防災リーダーの育成 ウ 出火防止

オ 災害時要援護者の情報把握 エ 救出救護

オ 給食給水

６ 資機材の整備

町は、消火、救助、救護に必要な防災資機材等の整備を促進するため、必要な援助を

行うものとする。

７ 活動拠点整備

町は、平常時は自主防災組織の研修・訓練の場となり、災害時においては、避難、備

蓄の機能を有する拠点となる施設の整備を図るものとする。
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第４節 災害時要援護者安全確保体制整備計画

高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者に対しては、防災知識の

普及、災害時の情報提供、避難誘導、救護・救済対策等の様々な面で配慮が必要であり、

このため、平常時から地域において災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう努め

ることが重要である。

特に高齢者、障害者等の災害時要援護者については、事前の避難計画の策定等、特に配

慮するとともに、避難場所での健康管理、応急仮設住宅への優先的入居等に努める。

１ 社会福祉施設等における安全確保

社会福祉施設や幼稚園、保育所には、寝たきりや手足の不自由な高齢者、身体障害、

知的障害及び精神障害の児童・成人、あるいは乳幼児といった災害発生時には自力で避

難できない人々が多く入所あるいは通所しており、これらの人々の安全を図るためには

日頃から十分な防災対策を講じておくことが必要である。

（１）町防災計画の策定

町は、災害発生時に災害時要援護者へ遅滞なく対応するための防災計画を策定する

ものとする。

（２）施設、設備等の整備及び安全点検

施設の管理者は、災害発生時に災害時要援護者が安全で円滑に避難できるよう、ま

た施設自体が崩壊したり、火災が発生することのないよう施設や付属設備等の整備や

常時点検に努めるものとする。

（３）地域社会との連携

災害発生時の避難にあたっては施設職員だけでは不十分であり、常に施設と地域社

会との連携を密にし、災害時には地域住民の協力が得られる体制づくりを行うものと

する。

（４）緊急連絡先の整備

災害発生時には、保護者又は家族と確実に連絡がとれるよう緊急連絡先の整備を行

う。

（５）災害用備蓄の推進

乳幼児を長時間にわたり保護しなければならない施設においては、必要最低数量の

ミルク等、非常用食糧等の確保に努めるものとする。

２ 不特定多数の者が利用する施設における安全確保

不特定多数の者が利用する施設等には、いわゆる災害時要援護者が多く出入りしてい

ることから、これらの人々の安全を確保するためには、日頃から十分な防災対策を講じ

ておくことが必要である。

（１）施設設備等の整備

施設の管理者は、災害発生時に災害時要援護者が安全で円滑に施設等から避難でき

るよう施設や付属設備等の整備に努めるものとする。

（２）施設、設備等の安全点検及び避難体制の整備

施設の管理者は、災害発生時に施設自体が崩壊したり、火災が発生することのない

よう施設や付属設備等の常時点検に務めるとともに災害時要援護者に配慮した避難体

制の整備に努めるものとする。

３ 在宅介護を必要とする町民等の安全確保

心身に障害を有する者（児童を含む。以下同じ 、あるいは長期臥床又は認知症を有）

する高齢者については、身体諸機能の障害による移動困難及び判断力の減退等による行
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動困難等、防災上困難が認められる。

また、常時単身で日常生活を営む高齢者についても生活環境の面から防災上の特別の

配慮を必要とする。

（１）災害時要援護者避難支援計画

、 （ ） （ ） 、 、町は 総務対策部 防災担当 町民生活対策部 福祉担当 との連携の下 消防団

自主防災組織等の防災関係機関及び平常時から災害時要援護者と接している社会福祉

協議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等の福祉関係者と協力して災害

時要援護者の避難支援体制を整備するよう努めるものとする。

また、個人情報の保護に配慮しつつ、災害時要援護者を定める等、具体的な避難支

援計画策定に努めるものとする。

避難支援計画策定にあたっては 「災害時要援護者の避難支援ガイドライン （平、 」

成１８年３月 災害時要援護者の避難対策に関する検討会）に基づくものとする。

（２）防災についての指導・啓発

、 、 、 。広報等を通じ 災害時要援護者をはじめ 家族 地域住民に対する啓発活動を行う

ア 災害時要援護者及びその家族に対する指導

（ア）日常生活において常に防災に対する理解を深め、また日頃から対策を講じてお

くこと。

（イ）地域おいて防災訓練等が実施される場合は積極的に参加すること。

イ 地域住民に対する指導

（ア）地域在住の災害時要援護者の把握に努め、その支援体制を平素から準備するこ

と。

（イ）発災時には災害時要援護者の安全確保に協力すること。

ウ 緊急通報システムの整備

災害時に災害時要援護者が直接消防機関に通報できるシステムの整備に努めるも

のとする。

４ 観光客・旅行者等の安全確保

町、防災関係機関及び観光施設等の管理者は、地理的に不慣れな観光客・旅行者等が

災害に遭遇した場合を想定した安全確保対策を推進するものとする。

（１）避難標識等の整備

町は、避難場所・避難路の標識が、観光客・旅行者にも容易に判別できる標識を設

置し、その安全確保に努める。

（２）宿泊客の安全確保

旅館・ホテル等の観光施設管理者は、災害時の避難誘導体制を事前に整備しておく

など宿泊客の安全を確保することにとどまらず、被災者への救援活動の拠点となれる

よう平素から食糧、飲料水、医薬品の備蓄に努めるものとする。

５ 外国人の安全確保

町は、町内に居住・来訪する外国人に対し、言語・文化・生活環境の異なる外国人の

災害時における被害を最小限にとどめ、的確な行動がとれる防災環境づくりに努める。

（１）外国人への防災知識の普及

外国語の防災パンフレットを作成し、外国人に配布する等の方法により外国人に対

し防災知識の普及を図るものとする。

（２）外国語通訳ボランティアの活用体制の整備

災害時における外国語通訳ボランティアの事前登録等通訳ボランティアの活用体制

の整備を図る。
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第５節 ボランティア計画

大規模災害時には、行政機関とボランティアがいかに活動するかが、その後の救援・復

興を左右する重要な役割をはたす。

そのために、行政、地域社会、そしてボランティア（団体）や企業等が普段から取り組

むべき計画等は次のとおりである。

１ ボランティア意識の醸成

（１）学校教育における取り組み

ボランティア精神の芽を育てるには、幼少期からの教育や体験に勝るものはなく、

学校教育に積極的に取り入れていくものとする。

（２）生涯学習を通じての取り組み

町、町社会福祉協議会は、社会教育活動の中でボランティア講座等を開催して、ボ

ランティアへの理解と実践へのきっかけづくりを図るものとする。

２ ボランティアの育成

（１）地域ボランティアの育成

、 、ボランティアが効果的な活動を実施するには 被災地内ボランティアが必要であり

町、町社会福祉協議会は日常から地域ボランティアの育成に努めるものとする。

※地域ボランティアの役割（初動期）

・被災地外ボランティアの現地誘導

・ボランティアの受付

・ボランティア組織の形成を支援

（２）専門ボランティアの登録等

ア 災害時におけるボランティアの迅速かつ有効な活用を図るため、医療業務、看護

業務、通訳、無線通信、被災建築物応急危険度判定等の専門的な資格や技能を有す

るもの（以下「専門ボランティア」という ）を平常時から登録し、把握に努める。

ものとする。

イ ボランティアとして登録されている専門ボランティアに対して、その災害に関す

る知識及び技術の向上を図るため、研修、訓練等に努めるものとする。

（３）ボランティアコーディネーターの養成

町は、日本赤十字社沖縄県支部及び県・町社会福祉協議会と連携し、災害時にボラ

ンティアを指導し、効果的な活動が行えるようボランティアコーディネーターの養成

に努めるものとする。

３ ボランティア支援対策

（１）町は、殺到するボランティアの受付場所、受付要員、活動拠点について準備検討し

ておくものとする。

（２）町は、災害後のボランティアニーズについても想定しておき、初動期のボランティ

ア活動が迅速に行われるようにしておくものとする。

（３）町内のボランティア（団体）を登録、把握するとともに、ボランティア活動を支援

していくものとする。また、ボランティアが被災地において相互に連携し、迅速かつ

機能的な活動が行えるよう、平常時から研修や交流の機会を提供して、ボランティア

相互間の連絡体制等ネットワーク化を図るものとする。

（４）町は、ボランティア保険の加入に際して、金銭面の支援を検討する。
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第４章 迅速かつ円滑な災害応急対策のための事前措置

第１節 防災備蓄用品等の点検・整備計画

災害応急対策に必要な防災備蓄用品等を充実整備し、災害発生時に有効適切に使用でき

るよう点検整備を行うための計画である。

災害応急対策を実施する関係機関は、定期的に備蓄用品等を点検し、賞味期限切れ・

不良品の更新、所定数の確保、整備等を行うものとする。

１ 食糧・飲料水等の備蓄計画

（１）町は、大規模災害が発生した場合の被害を想定し、災害対策用食糧及び飲料水を町

の人口の２０分の１の３日分程度の数量を目標に備蓄するものとする。

（２）町及び県は、販売業者等と事前に協定を締結するなどして、必要に応じ食糧の調達

に努めるものとする。

（３）町は、災害時要援護者に配慮した食糧の確保に努めるものとする。

（４）町は、インスタントやレトルト等の応急食品及び飲料水を３日分程度、各家庭にお

いて備蓄しておくよう、また、災害時に速やかに避難できるよう非常持出袋を備える

よう住民に広報していくものとする。

（５）災害時、特に地震災害には、管路の破損等による一時的な断水は避けられないもの

と想定される。このため、町は飲料水兼用型耐震性貯水槽等による飲料水の備蓄を進

めるものとする。

（６）町及び上水道管理者は、必要に応じ、給水車、給水タンク、ポリ容器等の給水用資

機材の整備を進めるものとする。

２ 医薬品、姿勢材料の備蓄

初動期における救援活動に供するため、想定被害者数（ 沖縄県地震被害想定調査」「

を参照）の２日分に見合う量を目標に備蓄するものとする。

３ 生活必需物資の備蓄

町は、災害により住家に被害を受け、日常生活に欠くことのできない衣料品・寝具類

等の物資を喪失し、又は毀損した者に対し、これらの物資を迅速かつ計画的に配分・供

出するため、必要な物資を備蓄するものとする。

（１）町は、備蓄被害予測調査に基づき、必要とされる備蓄物資の種類・数量等具体的な

備蓄物資の整備計画を作成するものとする。

（２）町は、備蓄物資について定期的に点検を行い、常に良好な状態に保つように務める

とともに、災害により備蓄物資を供出したときは速やかに物資の補充・整備に努める

ものとする。

４ 備蓄倉庫等の整備

町は、食料、飲料水、医薬品及び衛生材料、生活必需品等を保管する備蓄倉庫を各小

学校区に整備することを目標とする。

５ 救助用資機材及び救助隊の整備

大地震における倒壊家屋からの救助等にあたっては消防機関のみならず、役場や各地

域において救助資機材を整備しておくことが効果的であるため、町は、地区ごとに救助

用資機材を備えるよう推進する。

また、町は大規模・特殊災害に対応するため、高度な技術・資機材を有する救助隊の

整備を推進する。
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第２節 避難所等整備計画

１ 避難所の整備

（１）災害時に備えた避難所の整備

町長は、災害時の避難に備え、次により避難所の整備をしておくものとする。

ア 避難所は、公共施設、学校、公園、公民館、旅館、工場、倉庫等とし、できるだ

け炊き出し可能な既存建物を応急的に整備し使用するものとする。

イ 避難所として使用する建物は、耐震性を確保するとともに定期的にその現況を調

査するものとする。

ウ 避難所の選定に当たっては、災害の特性を考慮するものとする。

エ 避難所に適する施設がないところについては、簡易宿泊施設及び天幕を設置する

場所を選定しておくものとする。

オ 避難所の予定施設又は場所については、あらかじめ土地、建物、所有者又は管理

者の了解を受けておくものとする。

（２）災害時の避難に備えた避難路の整備

災害時の避難に備えた以下の避難路の整備に努めるものとする。

ア 避難路へ通じる道路で、幅員５ｍ以上（ただし、市街地等でやむを得ない場合は

４ｍ以上）とする。

イ 避難場所等へ通じる緑道で、幅員３ｍ以上とする。

、 。ウ 災害時に一部不通となる場合に備え 代替えの避難経路を定めておくものとする

２ 避難場所等の指定

（１）広域避難場所の指定

災害等が拡大し、生命に危険が及ぶような場合に備えて、一時的な避難場所として

公園等の指定をしておくものとする。

避難場所の指定は、以下の基準によるものとする。

ア 周辺市街地大火によるふく射熱に対し、安全を確保できる有効面積があること。

イ 災害時に避難者の安全を著しく損なうおそれのある施設が、避難場所内部に存在

しないこと。

ウ 避難場所内建物、道路、池などを除き、利用可能な避難空間として、原則として

１人あたり１㎡を確保できること。

（２）避難所の指定

避難所の指定は、前記（１）に掲げる施設の中から、人口、地域バランス、広域避

難場所の位置等を考慮しながら災害規模や災害種に応じて避難者が利用可能な避難空

間を確保できる場所を町長が指定するものとする。

※「第４編 第１章 第７節 避難計画」参照

３ 危険区域における避難立退き先の指定

（１）洪水、津波、高潮又は地すべり等による危険が予想される区域を把握し、指定して

おくものとする。

（２）それぞれの危険の予想される区域について具体的に避難場所及び避難経路を指定し

ておくものとする。

（３）火災における住家の密集地域の住民等の避難場所及び避難経路を指定しておくもの

とする。
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４ 避難誘導計画

危険な建物、地域から安全な場所に町民や旅行者等を避難させるため、避難誘導に関

する対策を県、町、社会福祉施設、学校、不特定多数の者が出入りする施設等において

それぞれ確立していくこととする。

（１）県の実施すべき対策

ア 県立社会福祉施設、県立学校、その他県立施設における避難体制の再点検

イ 社会福祉法人、学校法人、ホテル・旅館経営者、大規模小売店経営者等に対する

避難体制の再点検の指導

（２）町の実施すべき対策

ア 避難所の選定

イ 避難所の開設及び運営方法

ウ 避難所の安全確保

エ 住民への周知

オ 避難誘導体制の整備

カ 避難の勧告等の基準の習熟

キ 高齢者、障害者、外国人のための避難マニュアルの作成

ク 避難経路の点検及びマップの作成

ケ 避難心得の周知（携帯品、その他心得）

（３）社会福祉施設、学校、不特定多数の者が出入りする施設等の管理者の実施すべき対策

ア 避難計画の作成

イ 避難誘導体制の整備
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第３節 交通確保・緊急輸送計画

大規模な災害には、災害対策要員、負傷者、物資、資機材等多様かつ大量の輸送需要が

生じる。こうした輸送を円滑に行うためには、輸送手段等の確保や輸送を円滑に行うため

の事前措置が必要であり、以下の対策を推進していくこととする。

１ 重要道路啓開及び港湾機能復旧のための体制整備

道路管理者は、災害発生後すみやかに道路の被害状況を把握し、通行に障害のある場

合直ちに啓開できる体制を沖縄総合事務局の協力を得ながら整えるとともに、応急復旧

等に必要な人員、資機材等の確保について、建設業者等との協定の締結に努めるものと

する。

港湾管理者は、発災後の港湾の障害物除去、応急復旧等に必要な人員、資機材等の確

保について建設業者等との協定の締結に努めるものとする。

２ 緊急輸送基地の選定及び整備

町は、輸送を効率的に行うためには、個々がばらばらに被災地に入るよりも被災地外

に緊急輸送基地を置き総合的な輸送体制を整える必要がある。そこで、陸、海、空から

、 。物資等が集積することを念頭に置いて 緊急輸送基地を選定し整備していくこととする

３ 臨時へリポート等の確保

災害時、孤立化した場合に備え、空からの輸送が迅速にされるよう、町内に１箇所以

上臨時へリポート等を確保し、整備するものとする。

４ 緊急通行車両の事前届出の徹底

災害時の緊急輸送の確保を図るため交通規制がなされた場合、当該区間・区域を通行

するためには緊急通行車両の確認がなされる必要がある。この場合、事前に届出を行い

届出済証の交付を受けることで手続きが簡略化され、迅速に確認がなされるようになっ

ている。そこで「第４編 第１章 第１５節 交通輸送計画」に基づいて使用する可能

性の高い確実な車両をリストアップし、事前届出の徹底を図るものとする。

５ 輸送手段等の確保

、 、 、災害時において 輸送手段や輸送人員等の確保が円滑に行えるように 町内関係業界

民間団体との間で応援協定を締結する。
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第３編 地震災害予防計画

第１章 基本方針

第１節 地震災害予防計画の基本方針

地震災害に対して町民の生命・財産の安全を確保するための予防対策は大別して「地震

に強いまちづくりのための計画 「地震に強い人づくりのための計画」及び「迅速かつ」、

円滑な災害応急対策のための事前措置」の３つに区分できる。

このうち「地震に強いまちづくりのための計画」は、災害防止のための施設整備等のハ

ード施策であり 「地震に強い人づくりのための計画」及び「迅速かつ円滑な災害応急対、

策のための事前措置」は、地震の発生に備え、被害を最小限とするために事前に措置すべ

きソフト施策である。

１ 地震に強いまちづくりのための計画

地震に強いまちづくりのための計画は、地震が発生したとしても被害を最小限に止め

るための計画である。主な内容は以下のとおりである。

（１）地震被害の未然防止計画

（２）津波被害の防止計画

（３）防災環境の整備計画

（４）建築物の地震予防計画

（５）危険物等災害予防計画

（６）地震防災緊急事業五箇年計画の推進

（７）防災研究の推進に関する計画

２ 地震に強い人づくりのための計画

防災訓練、防災知識の普及・啓発活動、消防団・自主防災組織の育成・強化事業を通

じて、防災機関職員や町民の防災行動力を向上させ、地震に際して適切な行動がとれる

ようするための対策である。

主な内容は以下のとおりである。

（１）地震知識の普及・啓発に関する計画

（２）防災訓練実施計画

（３）自主防災組織育成計画

（４）災害時要援護者安全確保計画

３ 迅速かつ円滑な災害応急対策のための事前措置

迅速かつ円滑に災害対策を実施するのに必要な活動体制・活動条件の整備や物資等の

整備に関する事前対策で、町及び防災機関における事前措置計画である。

（１）初動体制の強化

（２）活動体制の確立

（３）個別応急対策の迅速化かつ円滑な実施のための事前措置の充実
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第２章 地震に強いまちづくりのための計画
大規模地震は、想定される被害が甚大かつ深刻であるため、発生までの間に、国、県、

町ほか関係機関及び住民等が、様々な対策によって被害の軽減を図ることが肝要である。

第１節 地震被害の未然防止計画

各種の地震災害から町土を保全し町民の生命、身体、財産を保護するための防災施設の

新設及び改良等の事業は、この計画の定めるところによって実施する。

１ 地盤災害防止事業（実施主体：県、町）

（１）基本方針

島内の海岸沿いの低地や埋立地、沖積低地の軟弱地盤での液状化被害や地盤災害の

危険防止を図る。

（２）計画

地震災害を念頭にした産業用地の整備並びに地域開発に伴う地盤改良による液状化

対策や住宅地開発の規制導入等による今後の地盤災害防止事業は以下のとおりであ

る。

ア 県・町等の防災上重要な基幹施設や地域の拠点施設で液状化の予想されるところ

については、所要の対策を実施し、構造物の補強対策を実施する。

イ 今後の産業用地等の新規開発については、地盤改良等の徹底を行う。

ウ 将来発生のおそれがある大規模地震時の液状化被害やそれらへの技術的対応方法

については、研究途上の分野でもあるため、その成果について積極的に町民や関係

方面への周知・広報に務める。

エ 阪神・淡路大震災の事例をみても既存の法令に適合した構造物の液状化被害は少

ないことから、法令遵守の徹底を図る。

２ 治山事業（実施主体：沖縄森林管理署、県、町）

森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から国民の生命・財産を保全するととも

に、水源のかん養、生活環境の保全・形成等を図る。

３ 砂防事業（実施主体：県、町）

（１）基本方針

本町は、山地から海岸に至るまでの距離が短いために、土石流による災害が予想さ

れる危険箇所が５箇所、砂防指定河川が３箇所あり、その対策として砂防事業を推進

する必要がある。

※「第２編 第２章 第２節 土砂災害予防計画」参照

（２）計画

ア 土石流の発生による危険度の高い渓流から砂防施設を整備する。

イ 下流の河川改修と平行し砂防事業を進め治水効果を拡大する。

ウ 砂防事業を推進し、土石流を防止し下流への土砂流出を未然に防止する。

４ 地すべり・崖崩れ防止事業（実施主体：県、町）

開発等により、地すべり、崖崩れ等の危険箇所が増加しないよう総合的な地すべり、

崖崩れ防止対策を図る。
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５ 急傾斜地崩壊対策事業（実施主体：県、町）

（１）基本方針

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」により指定されている急傾斜地

崩壊区域における災害未然防止のための対策工事を実施を図る。

※急傾斜地崩壊区域は「第２編 第２章 第２節 土砂災害予防計画」参照

（２）計画

ア 急傾斜地崩壊防止対策事業の促進

イ 警戒避難体制の整備

６ 河川災害防止事業（実施主体：県、町）

（１）基本方針

予想される被害としては、地震時の液状化発生による護岸の被害が生じた際、大き

な浸水被害をもたらすおそれが懸念される。そのため、地震による河川護岸及び河川

構造物の耐震対策事業を推進する。

（２）計画

ア 今後の地震災害を念頭にした河川護岸の災害防止事業として、地盤沈下の顕著な

地域での護岸等の耐震化が必要であり、必要区間に対して後背地の資産状況を勘案

して、事業を推進する。

イ 河川水等を緊急時の消火、生活用水として確保するため、階段護岸、取水用ピッ

ト等の整備を促進するものとする。

７ 道路施設整備事業（実施主体：沖縄総合事務局、県、町）

（１）基本方針

道路は、町民の生活と産業の基礎施設として重要な社会資本であるとともに、地震

災害時において人員、物資の緊急輸送その他災害応急対策上の重要な役割を発揮する

ので、災害に強い道路網の整備を計画的に推進するものとする。

（２）道路施設の整備

道路施設の耐震性の確保を基本として道路施設整備を推進し、施設の重要度に応じ

既存道路施設の耐震補強対策を実施する。

ア 道路機能を確保するため、所管道路について危険箇所調査を実施し、補修等対策

工事を行う。

イ 橋梁機能の確保のため、所管橋梁については、耐震点検調査に基づき対策が必要

な橋梁について、架け替え、補強、落橋防止装置の整備を実施する。

（３）緊急輸送路ネットワークの形成

道路管理者は、消防、救急・救助、輸送活動等を迅速・円滑に実施するため、道路

（緊急輸送路）復員の拡大、改良等を推進するとともに、これらと交通拠点へのアク

、 、セス道路との間を多重かつ有機的に連絡させて 緊急輸送道路ネットワークを形成し

各種防災活動の円滑化に寄与するものとする。

（４）道路啓開用資機材の整備

事故車両、倒壊物、落下物等を排除して、震災時の緊急輸送道路としての機能を確

保できるよう、レッカー車、クレーン車、工作車等の道路啓開用資機材の確保体制を

整える。

８ 港湾・漁港整備事業（実施主体：沖縄総合事務局、県、町）

（１）基本方針

港湾・漁港等の防災対策は、台風・高潮対策を重点にその施設整備を実施してきた

が、今後は震災後の物資輸送拠点としての機能確保にも努める。
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（２）港湾・漁港整備事業の実施

港湾・漁港は海上交通ルートによる避難、救助、輸送を行ううえでまた、離島の生

活を支える意味でも極めて重要な役割を果たすものである。そのため、地震、津波に

よっても大きな機能マヒを生じないよう耐震性強化岸壁、港湾緑地、背後道路等の整

備に努め、震災後の物資輸送拠点としての機能の確保に努める （なお、兼城港につ。

いては、耐震構造２４トンバースとして整備済み ）。

９ 空港施設整備事業（実施主体：県、町）

（１）基本方針

空港管理者は、地震災害に際して空港施設の被害を最小限に止めるために、施設の

耐震性確保等を推進するとともに、必要な物資、資機材、人員等の輸送拠点としての

機能が発揮できるよう災害予防事業を推進する。

（２）装備・資機材等の整備

ア 化学消防車、防火水槽、化学消火薬剤等の消防設備及び資機材の整備を図る。

イ 担架、医薬品等の救急用資機材の整備を図る。

（３）防災組織及び活動体制の整備

ア 空港関係者で構成する自衛消防組織の強化に努める。

イ 関係機関の協力を得るため、消火救難活動に関する応援協定を締結する。

（４）防災知識の普及・啓発

ア 航空に関する防災知識の普及を図る。

イ 消火救難活動に必要な知識、技能を習得するため、平素から被害想定に基づいた

訓練を実施する。

ウ 安全運行の徹底を図るための指導を行う。

農地防災事業の促進（実施主体：県、町）10
地震時の農地被害は、特に液状化をはじめとする地盤災害や周辺河川・ため池等の決

壊による二次災害として表面化する。これらへの対策として、地震に伴う農地防災事業

を計画的に推進し、地震時の被害の拡大防止に努めるものとする。

ライフライン施設災害予防対策11
（１）上水道施設災害予防対策（実施主体：県、町）

ア 施設耐震性の強化

水道事業者における水道施設の新設、拡張、改良等に際しては、十分な耐震設計

及び耐震施工を行うとともに、施設の維持管理に際しては、適切な保守点検による

耐震性の確保に努める。また、供給自給システム自体の耐震性強化を推進する。

イ 広域応援体制の整備

災害時における円滑な応急給水を実施するための水道事業者及び水道用水供給事

業者間の県内における広域的な応援体制については 「沖縄県水道災害相互応援協、

定」により整備されている。

また、県内において、必要な人員、資機材が不足する場合には、防災危機管理課

と調整を図りつつ、速やかに「九州・山口９県災害時相互応援協定」に基づく応援

の要請を行う。

（２）下水道施設災害予防対策（実施主体：県、町）

ア 施設の耐震性の強化及びバックアップ施設の整備

下水道施設の施工にあたっては十分な耐震性を有するよう務めるとともに、自家

発電装置の整備（停電対策）や設備の二元化など災害に強い下水道の整備を図る。

イ 広域応援体制の整備

町は、あらかじめ事業者間で広域応援体制の整備に努めるよう指導するものとす
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る。

（３）高圧ガス災害予防対策（実施主体：那覇産業保安監督事務所、県、町、（社）沖縄県高圧ガス保安協会）

高圧ガスによる災害の発生及び拡大を防止するために、国、県、町、公安委員会、

（ ） 、「 」社 沖縄県高圧ガス保安協会等は連絡を密にし保安体制の強化 高圧ガス保安法

及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に規定する基準の

適正維持を講ずるとともに、保安管理の徹底を図るものとする。

ア 高圧ガス製造所、貯蔵所及び販売所の保安対策

高圧ガス製造所等の所有者、管理者又は占有者に対し法令の規定する基準に適合

、 、するよう当該施設を維持させ保安の監督指導を行い 必要に応じ立入検査を実施し

保安体制の強化を図る。

イ 高圧ガス消費先の保安対策

消費者への保安啓発指導を実施し、消費者の保安意識の向上を図るとともに消費

者保安に対する販売事業者の監督体制の強化を図る。

ウ 路上における指導取締の実施

高圧ガス運搬車両の事故を防止するため、路上における指導取締を実施する。

（４）電力施設災害予防対策（実施主体：沖縄電力（株 ））

、 、災害に伴う電力施設被害の防止について 恒久的設備対策計画を推進するとともに

電力施設の耐震性確保及び被害軽減の施策を実施し、震災時の被害を最小限にとどめ

るよう、下記の予防措置を講ずるものとする。

ア 災害対策を円滑に推進するため、年１回以上防災訓練を実施するとともに、町及

び県が実施する防災訓練には積極的に参加する。

イ 電気設備の設計は、発電所設備の重要度、その地域で予想される地震動などを勘

案するほか、発電用火力設備に関する技術基準法令に基づいて設計を行う。

ウ 送配電設備は風圧及び不平均張力による荷重に対応できるように設計する。

エ 機器の耐震設計は、変電所設備の重要度、その地域で予想される地震動などを勘

案するほか、電気技術指針によって行う。

建物の耐震設計は建築基準法によるものとする。

（５）通信施設災害予防計画（実施主体：町、県、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ九州、ＫＤＤＩ）

町、県、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ九州、ＫＤＤＩは、災害時の通信の確保を図

るため、通信施設に次の予防措置を講ずる等、万全の措置を期するものとする。

ア 町、県における予防計画

（ア）情報通信器機等の充実

災害情報を迅速に収集・伝達するためには、通信施設及び設備等の整備を一層

進めていくことが必要であり、以下の対策を推進していくこととする。

① 被災地及び関係機関と円滑な情報伝達・収集ができる体制を充実するため、

地域衛星通信ネットワーク等を導入した沖縄県総合行政情報通信ネットワーク

を県が整備したことに伴い町においても通信体制の強化を図る。

・町，消防本部及び県出先機関並びに防災関係機関に対してマルチチャンネル

アクセス方式による無線回線を整備する。

・町は、有線・無線による通信網の２ルート化を図る。

② 町は、必要に応じて町防災行政無線の整備、現行システムの追加拡充及び最

新設備へ更新する。

③ 県による防災相互通信用無線局の整備指導を受け、防災関係機関の相互通信

用無線局を整備するよう努めるものとする。
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（イ）通信設備等の不足時の備え

NTT町及び県は、災害発生時において通信設備等の不足が生ずる場合に備え、

及び移動通信事業者との間で災害時の協力に関する協定等の締結を図る。

（ウ）停電時の備え及び平常時の備え

町及び県は、災害時における通信確保の重要性に鑑み、長時間の停電に備え自

家発電設備を整備するとともに無線設備や自家発電設備の保守点検の実施と的確

な操作の徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所及び浸水被

害を受けない場所への設置等を図ることについて十分考慮するものとする。

イ 西日本及び ドコモにおける予防計画NTT NTT
（ア）電気通信設備等の予防計画

災害による故障発生を未然に防止するため、次の防災計画を推進するものとす

る。

① 主要な電気通信設備が設置されている建物については、耐震及び耐火対策を

行う。

② 主要な電気通信設備については、予備電源設備を設置又は予備電源車を確保

する。

（イ）伝送路の整備計画

局地的被害による回線の被害を分散するため、次の整備を図るものとする。

主要区間の伝送路について、有線、無線による２ルート化の整備を図るもの①

とする。

（ウ）回線の非常措置計画

災害が発生した場合における通信確保のための非常措置として、あらかじめ次

の対策を講じるものとする。

① 回線の設置切替方法

② 可搬無線機、工事用車両無線機等による非常用回線の確保

③ 孤立化防止用無線電話機による災害緊急通信の確保

④ 災害救助法適用時の避難場所、現地対策本部機関等への貸出携帯電話の確保

⑤ 可搬型基地局装置による通話回線の確保

ウ における予防計画KDDI
（ア）通信設備等に対する防災計画

災害発生を未然に防止するため、次のような防災計画を推進するものとする。

① 予想される災害の種類、規模等について十分調査し、これに耐えうることを

考慮して通信設備等の防災設計を行うものとする。

② 通信に係る局舎及び通信設備等の耐災害性を強める。

③ 主要な通信設備等については、予備電源を設置する。

④ 通信設備等に係る記録、プログラムファイル等のうち、特に必要と認められ

るものについては、その保管場所の分散、耐火構造容器等への保管等の措置を

講ずるものとする。

（イ）通信網等の整備計画

災害時においても通信の不通又は極端な疎通低下を防止するため、次により通

信網の整備を行うものとする。

① 中央局設備及びその付帯設備を分散設置する。

② 伝送路については、所要の信頼性を維持するため、海底ケーブル、通信衛星

等により可能な限り多ルート化を図る。



- 69 -

（ウ）災害対策用機器等の配備計画

災害発生時において通信を確保し、又は災害を迅速に復旧するため、必要とす

る事業所に次のような災害対策機器等を配備するものとする。

① 孤立防止策として、緊急連絡用設備を配備するものとする。

② 非常用回線としての代替回線又は臨時回線の設定に必要な通信機器、防災用

機器を配備するものとする。

エ 放送施設災害予防計画

各放送局は、災害時における放送電波の確保を図るため、放送施設について次の

予防措置を講じ、万全を期するものとする。

（ア）放送施設及び局舎防災設備基準に基づく措置

（イ）消耗品及び機材等の一定量常備

（ウ）無線中断状態の把握

（エ）移動無線機等の伝搬試験

（オ）交通路の調査

（カ）非常持ち出し機器、書類の指定

（キ）仮演奏所及び仮設送信所の場所の調査選定

（ク）電力会社及び警察等の利用しうる通信回線調査

（ケ）その他必要と認められる事項

オ 通信設備の優先利用等

（ア）優先利用の優先手続き

町、県又は関係機関は、通信設備の優先利用（災害対策基本法第５７条）及び

優先使用（災害対策基本法第７９条）について、最寄りの 西日本、 ドNTT NTT
コモ九州支店、放送局とあらかじめ協議を行い使用手続きを定めておくものとす

る。

（イ）放送施設の利用

知事及び町長は、防災上緊急かつ特別の必要があるときは、あらかじめ協議し

て定めた手続きにより、災害に関する通知、要請、伝達及び警告等の放送を放送

局へ依頼するものとする。



- 70 -

第２節 津波被害の防止計画

住民、漁業関係者、海洋レジャー客、釣り人等を津波被害から守るため、被害の未然防

止、拡大防止のための必要な体制・手段を整備する。

１ 津波避難計画の策定・推進（実施主体：県、町）

町は、独自であるいは県が整備する津波避難計画策定指針を参考に地域の実情に応じ

た津波避難計画を策定するよう努める。

なお、津波に対する避難指示発令等の判断基準については 「第４編 第１章 第７、

節 避難計画中 ２ 避難の準備、勧告・指示、警戒区域の設定」のとおりである。

２ 津波危険に関する啓発（実施主体：県、町）

町は、県とともに津波の危険性や津波警報・避難指示等の意味合い、避難方法等を防災週間等を

通じた積極的な津波防災訓練を実施することなどにより住民及び船舶等に対し広く啓蒙するものとする。

（１）町は、住民等を対象に以下の項目について繰り返し啓発を行う。

ア 津波危険予想区域の周知

イ 津波危険への対処方法（適切な避難場所、避難路の周知も含む）

ウ 過去の津波災害事例

（２）啓発は下記に例示する各種手段・機会を活用して実施する。

ア 学校、幼稚園、保育所での職員、生徒、児童、園児、保護者を対象とした啓発

イ 漁業関係者、海水浴場関係者、海洋レジャー関係者を対象とした説明会

ウ 津波危険地域に立地する施設関係者を対象とした説明会

エ 津波危険地域の各町内会、自治会単位での説明会

オ 各種広報誌

カ 防災訓練

キ 防災マップ（津波ハザードマップ）の作成・配布

ク 統一的な図記号等を利用したわかりやすい案内板の設置

３ 津波に対する警戒避難体制・手段の整備（実施主体：県、町）

本町の自然環境を考慮し、地域住民に対する情報伝達体制の整備を次のとおり進めて

いくものとする。

（１）危険予想区域住民に対する情報体制の整備

町は、津波危険地域及び住家に対して地震情報や津波警報等を迅速に伝達できるよ

う体制の確保に努めるものとする。

（２）監視警戒体制等の整備

津波危険に対し、予報・警報等の把握、海岸地域及び河口付近の監視装置の設置等

監視警戒体制を整備する。

（３）避難ルート及び避難ビルの整備

ア 避難距離の長い避難ルートの見直し

イ 避難ルート・避難場所案内板の設置

ウ 津波避難ビルの整備等

津波危険予想区域内及びこれに近接する地域の公共施設に津波避難に有効な機

能の付加を推進するとともに、民間建築物等の活用及び個別住宅等における有効

な避難機能の付加について検討する。

４ 海岸保全事業（実施主体：県、町）

従来の台風、高潮等を念頭にした海岸保全事業に加え、大規模な地震災害に備え、老朽

海岸施設の耐震診断・老朽度点検を行い、特に重要な施設から耐震補強、老朽海岸施設の改修
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等を計画的に推進し、事業の実施にあたっては、自然環境の保護に十分配慮するものとする。

特に、地震発生時に水門や陸閘の閉鎖を迅速・確実に行うため、水門や陸閘の自動化

や遠隔操作化に努めるものとする。

５ 避難の際のポイント、避難方法等

津波に対する避難指示発令等の判断基準については 「第４編 第１章 第７節 避難、

計画中 ２ 避難の準備、勧告・指示、警戒区域の設定」のとおりであるが、避難の際の

ポイント、避難の方法等は下記のことが重要となる。

（１）避難の際のポイント

ア 津波を知る

（ア）揺れの小さな地震でも長い時間ゆっくりとした揺れの場合、津波が襲来することがある。

（イ）震度４以上の強い揺れを感じた場合、短い時間で津波が襲来することがある。

・地震発生後３分から５分で津波の第１波が来襲することもある。

（ウ）揺れを感じなくても津波が来襲することがある。

・チリ地震津波では揺れを感じなかったが津波が来襲した。

（エ）津波の来襲前に潮が引くとは限らない。いきなり来襲することもある。

（オ）津波の押し引き、共にもの凄い破壊力を持っている。

イ 津波に対して弱いところを知る

（ア）岬の先端や湾の奥、浅瀬等では津波のエネルギーが集中して津波の大きさが海

岸付近の数倍に高まることもある。

（イ）なだらかな地形の海浜や砂州では津波が陸上奥まで進入する。

（ウ）津波は河川を遡り内陸奥深くまで進入することもある。標高の低い河川付近は危険。

（エ）津波の襲来時に家屋が倒壊した場合、火災が発生すると乾燥した家財道具等に

着火し延焼拡大の恐れがある。また、陸上にあがった漁船、岸壁や消波ブロック

に衝突した漁船の燃料油に引火し、火災が発生することがある。

（オ）都市部においては津波の浸水により、地下空間の水没も起こりえる。

（カ）津波が防波堤などに衝突すると、高さが 倍から 倍になるので、防波堤や1.7 1.8

、 、 。護岸 岩場等の高さが津波の高さより高くても そこに留まることは危険である

（キ）沿岸の低地では、マンホールや下水から海水があふれることもある。

ウ 津波対策をたてる

（ア）行政機関が隅々まで情報を伝達することは不可能。地震を感じたら、まず、海

岸から離れ、自ら迅速に津波情報を入手する努力をする （海水浴やレジャーに。

出かける際は常にラジオを携帯する ）。

（イ）近海で大きな地震が発生すると津波警報又は津波注意報の発表と同時に津波が来襲す

ることもある。急いで近くの高台あるいはコンクリート建物の３階以上へ一時避難する。

（ウ）自分の住んでいる地区の避難場所、避難経路を日頃から確認し、避難経路に沿

って避難場所までの歩行時間を把握する。

（エ）津波襲来までに時間的余裕がある場合、船舶の陸揚げや水深の深い広い海域へ

の沖出しを行う。沿岸地域住民は財産の保全等を行った後に避難する。

（オ）自動車での避難は危険であるが、高齢者の平均歩行速度は毎秒40cmといわれ、

10分歩いても250m程度であることから高齢者等災害時要援護者に対しての最小限

の自動車の使用等、地域住民や行政による対策を立てる。

（２）避難の方法

ア 沿岸地区住民

（ア）地震の強い揺れや周期の長い揺れを感じたら、海岸近くの住民は直ちに近くの高台

あるいは鉄筋コンクリート建物の３階以上に一時避難してから津波情報を確認する。
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（イ）波に飲み込まれた場合、死因の多くは岩やコンクリートなどの堅いものに叩き

付けられて気絶したり、負傷して水死するケースが多いので、避難する場合は、

岩場や堤防などの堅いものからできるだけ離れる。

（ウ）津波襲来まで時間がない場合、或いは津波がすでに襲来している場合は、遠くへの

避難はむしろ危険。近くの鉄筋コンクリート建物のなるべく高い階に一時避難する。その際、

津波のエネルギーは、海岸に面している建物より２列目、３列目の建物の方が小さくなる。

（エ）津波警報が発表されたら、沿岸付近の住民は指定された避難経路にそって指定

された避難場所に徒歩で避難。車での避難は原則禁止。

（オ）津波襲来までに十分時間がある以外は、避難する際は財産等に固執することな

く避難する。

（カ）独居老人や身体障害者等の災害時要援護者は最も災害に遭いやすいので、地域

等の協力で避難を助ける。

イ 河川沿いの住民

津波は河川を数キロも遡ることがある。川幅が狭い場所や標高の低い河川沿いの

地域では河川が氾濫する恐れもあるので十分注意をする。

ウ 漁港に停泊している船舶

（ア）津波により港湾内の船舶が流され、破壊力となって襲ってくることもある。

また、船舶からの油漏れによる火災の危険も大きいので、津波襲来までに十分時間がある場

合に、中・大型船舶は出来る限り水深の深い広い海域へ沖出しを行い小型船舶は陸揚げを行う。

（イ）沖出しの準備等には少なくとも10分は必要。津波は港湾内に渦を巻いて進入し

てくる。港外への沖出し中に津波が襲来して船舶が自由を失い、沈没や衝突で被

害が広がるケースが多いので、津波警報で自分の予報区に「津波が直ちに襲来する」

と発表された場合は、船舶の沖出しや陸揚げはあきらめ、直ちに港湾から避難する。

エ 近海を航行している船舶

津波は水深が浅くなるに従って波高が高くなり、水深の深い場所では波高は低く

なるので、航行中の船舶は、震度４以上の強い地震の情報或いは津波警報の情報を

入手したら、迅速に水深の深い広い海へ避難する。

オ 海岸地区の公共施設の職員

（ア）海岸にいる人は津波注意報でも津波に巻き込まれる恐れがあるので避難を呼び

かけ、場合によっては安全な場所へ避難誘導を行う。

（イ）強い揺れや周期の長い揺れを感じた場合や津波警報時に津波襲来まで時間的余裕が

ない場合は、近くの高台や鉄筋コンクリート施設のなるべく高い階へ避難誘導を行う。

（ウ）津波警報が発表されたときは、施設の責任者が避難誘導の指揮をとる。

カ 沿岸地区のホテル施設

（ア）近海で地震が発生すると津波注意報や警報が間に合わないこともあるので、強

い揺れや周期の長い揺れを感じたら、まず津波の襲来を想定して海岸にいる海水

浴客をホテルの高い階へ一時避難誘導を行う。

（イ）津波の高さが50cm程度になると大人でも自由を失い危険になるので、津波注意

報が発表されると海水浴は禁止し、海水浴客を海浜から避難させる。

（ウ）津波警報発表時に津波襲来まで時間的余裕がない場合は、ホテルのなるべく高

い階へ一時避難する。

キ 観光業者（観光船、ダイビング等海洋レジャー関係、河川レジャー関係）

（ア）津波は水深が浅くなるにしたがって波高が高くなり、水深の深い場所では波高

は低くなる。また、津波は河川へ侵入すると、川幅が狭くなるほど津波の高さが

高くなり氾濫することもあるので、震度４以上の地震情報或いは津波警報を入手した
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ら、運航中の船舶および海洋レジャー関係者は営業を中止し水深の深い広い海域

、 。へ一時避難し 河川レジャー関係者は河川沿いから離れた高台等へ一時避難する

（イ）ダイビング中の人は津波の流速で自由を失い危険であるため、津波注意報でも

ダイビングを中止し、水深の深い海域へ一時避難する。

ク 港湾周辺の施設

港湾周辺の施設は、津波により流出した船舶が破壊力となって襲ってくることがあるので、

一時避難を行う場合は、港湾から離れた場所の高台或いは鉄筋コンクリート建物の高い階へ避難する。

６ 津波浸水予測図

資料：沖縄県津波・高潮被害想定調査業務委託（沖縄本島沿岸域） 平成 年 月 県土木建築部 海岸防災課19 3

■想定津波

①沖縄本島北方沖の想定地震

②沖縄本島南東沖の想定地震

③沖縄本島南西沖の想定地震

④久米島北方沖の想定地震

⑤久米島南東沖の想定地震

以上、５つの想定地震のうち、久米島町

にもっとも影響の大きい③④⑤の津波を

想定津波とし、その最大浸水予測結果に

もとづき予測図を作成した。



- 74 -

７４ページ～７８ページまで フォルダ名ハザードマップ・津波

から全体図、１／４～４／４の順に挿入
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第３節 防災環境の整備計画

防災環境の整備に関する事業は、基盤整備を推進し、災害の拡大を防ぎ、被害の軽減を

目指す防災まちづくりを推進するため、これまで関係各課や関係機関において個別に実施

されている地域の防災環境を整備するための事業を総合調整して実施する。

１ 防災的土地利用の推進（実施主体：県、町）

地震災害に備えた適正な土地利用の推進により、安全な居住環境の整備を促進するた

めの事業の基本方針は、以下のとおりである。

（１）計画的な土地利用

既成住宅地及び周辺において、医療、福祉、行政、避難、備蓄等の機能を有する公

共・公益施設との相互連携により、地域防災活動拠点として機能する道路、公園等の

基盤整備を図る。

また、風水害や潮害を防止する保安林の保全・育成に努めるものとする。

（２）集落地域の開発

建築物の共同化、不燃化を促進することにより避難地及び避難路を確保するととも

に、道路、公園、広場等の公共施設を整備することにより、地域防災活動の拠点整備

を図る。

（３）新規開発に伴う指導・誘導

新規開発等の事業に際しては、防災の観点から総合的見地に立った調整・指導を行

い、集落地域の安全性の向上を図る。

２ 集落の防災構造化（実施主体：県、町）

（１）集落の防災構造化に関する基本方針

町においては、集落の防災構造化を進めるために、集落基盤整備や建築物の不燃化

耐震化等により、防災空間を確保・拡充する。

また、道路・公園、河川・港湾・砂防等の基盤整備や防災拠点、避難地、避難路、

避難誘導標識等の整備に係る事業計画を必要に応じ策定し防災化対策を推進する。

（２）集落の防災構造化に関する事業の実施

、 。地震に強い集落構造の形成を図るための具体的な事業の内容は 次のとおりである

ア 集落基盤施設等の整備

避難路、緊急輸送道路及び消防活動困難区域の解消に資する道路整備を推進する

ほか、集落内道路については、多重性・代替性の確保が可能となるよう体系的な整

備をする。

イ 緑地の整備・保全

土砂災害の危険性が高い斜面地等については、砂防事業、地すべり対策事業、急

傾斜地崩壊対策事業等との連携、緑地の確保を図り、土砂災害防止、延焼遮断等の

機能を有する緑地の体系的な整備・保全を推進する。

ウ 避難地・避難路の確保、誘導標識等の設置

町の基幹公園や学校等の広域避難地及び一時避難地を計画的に配置・整備し、必

要に応じ公共施設等のオープンスペースを利用した避難地及び避難路を確保すると

ともに、誘導標識等の設置を推進し、消防・避難活動等の対策を強化する。

エ 共同溝等の整備

ライフライン施設は、都市・地域生活の根幹をなすものであり、これらの地震

による被害を最小限に止めるため、電線、水管等の公益物件を収用するための共

同溝等の整備を推進する。
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オ 防災拠点の確保

災害時における避難地、災害応急対策活動の場として、防災機能をより一層効果

的に発揮させるため、バックアップ機能の確保、災害応急対策施設の充実、情報発

信基地等の機能も備えた中枢防災活動拠点を確保する。

３ 地震の火災予防（実施主体：県、町）

（１）地震火災予防事業の基本方針

地震火災の防止を念頭に、今後予想される直下型地震の発生に際して、特に地震火

災の防止を図り、住宅密集地の不燃化を推進する。

ア 建築物や公共施設の耐震・不燃化の推進

地震火災防止のためには、建築物や施設の耐震・不燃化が不可欠なため、防火、

準防火地域の指定等により建築物の不燃化を推進する。

イ 消火活動困難地域の解消

構造改善事業、土地区画整理事業等により消火活動困難地域を解消する。

ウ 延焼遮断帯等の整備

道路・公園等の延焼遮断帯を整備して集落の不燃化を図り、空地等を確保するこ

とにより火災の延焼防止を図り、安全な街づくりの創出を誘導する。

エ その他の地震火災防止のための事業

消防水利・貯水槽等を計画的に整備するとともに、防災拠点施設の整備を進め、

消防・避難・救護活動の円滑な実施を図る。

（２）地震火災予防事業の実施

地震火災の防止を図り、住宅密集地の不燃化を推進するための具体的な事業の内容

は以下のとおりである。

ア 防火、準防火地域の指定

商業地域及び近隣商業地域については、防火地域又は準防火地域の指定を積極的

に実施し、不燃化を促進する。

イ 町営住宅の不燃化推進

町営住宅については、新築、建替えを行う場合は、地域性、老朽度を考慮し、住

宅不燃化の推進を図る。

ウ 耐震性貯水槽等・消防水利の整備

消防力の基準に照らし、消防力施設等の充足状況を勘案し、予想される地震火災

に対応できるよう、各種事業により、市街地における耐震性貯水槽等・消防水利の

整備を推進する。
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第４節 建築物の地震予防計画

建築物の災害予防施策に関する事業は、この計画に定めるところによって実施する。特

に、既存建築物の耐震性の向上を図るため、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成

７年法律第 号）の的確な施行により、耐震診断・耐震改修の促進に努める。123
県及び町は、耐震化の促進にあたり、それぞれ耐震化の具体的な数値目標の設定を含め

た耐震改修促進計画を定めるよう努めるものとする。

１ 公共施設の耐震性確保（実施主体：沖縄総合事務局、県、町）

（１）公共施設に関する事業の基本方針

県・町・消防・警察等の施設をはじめ、医療機関、学校、公民館等の避難施設、不

特定多数の者が利用する公的建造物の耐震性を確保する。

（２）公共施設に関する事業の実施

県及び町は所管施設のうち新耐震基準によらない既存建築物については、災害応急

対策実施上の重要性、有効性、地域特性等を考慮し、防災上重要な建築物を選定し、

耐震診断を実施し、耐震性の劣るものについては、当該建築物の重要度を考慮して耐

震改修の推進に努める。

特に、防災拠点となる公共施設等の耐震化について、数値目標を設定するなど、計

画的かつ効果的な実施に努めるものとする。

なお、県及び町は所有する公共建築物の耐震診断の実施状況や実施結果をもとにし

た、耐震性に係るリストの作成及び公表に努めるものとする。

２ 一般建築物の耐震性確保（実施主体：県、町）

（１）一般建築物に関する事業の基本方針

住宅をはじめ不特定多数の者が利用する、病院や集会場、ホテル、旅館等の個々の

建物の耐震診断等により、一般建築物の不燃化・耐震化を促進する。

また、がけ地の崩壊等による危険から住民の生命安全を確保するため、建築基準法

第 条の規定による災害危険区域を指定し、住宅等の建築規制を行う。39
（２）一般建築物に関する事業の実施

一般建築物の新規建設にあたっては確認申請段階の指導により、また、既存建物に

ついては、耐震診断・耐震改修相談窓口を開設したり、講習会等を実施することによ

り、耐震性の向上に向けた知識の啓発・普及施策を実施するとともに、耐震診断を促

進する体制の整備を図る。

３ ブロック塀対策（実施主体：県、町）

、 、本町は 台風の強い風をよける意味もあってブロック塀や石垣が多数設置されており

それらの倒壊による被害や自動販売機を含む屋外重量店頭危険物の危険を防止するため

に以下の対策を実施検討する。

（１）調査及び改修指導

町は、ブロック塀等の危険箇所の調査を行い、危険なブロック塀の造り替えや生け

垣化を奨励する。

（２）指導及び普及啓発

県による、建築物の防災週間等を通じて建築基準法の遵守について指導するととも

にブロック塀等の点検方法及び補強方法の普及啓発を行うものとする。
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第５節 危険物等災害予防計画

危険物等による災害の発生及び拡大を防止するため、事業所における保安体制の強化、

法令の規定する基準の適性維持を講ずるとともに、保安教育及び訓練の徹底並びに防災思

想の普及徹底を図るものとする。

（実施主体：那覇産業保安監督事務所、県、町、県警察本部等）

１ 危険物製造所等に対する指導

消防機関は、消防法に規定する危険物製造所、貯蔵所及び取扱所（以下「危険物製造

」 。） 、 、 、 、所等 という に対し 立入検査 保安検査を実施し 法令基準の維持適合について

その確認を行うとともに、その都度災害予防上必要な指導を行う。

２ 危険物運搬車両に対する指導

消防機関は、消防法に規定する移動タンク貯蔵所及び運搬容器積載車両の管理者及び

運転者に対し、移送及び運搬並びに取扱い基準の厳守、車両の火災防止及び安全運転の

励行を行わせるとともに、必要に応じ警察官と協力して路上取締りを実施し、運転者へ

の直接指導を行う。

３ 保安教育の実施

危険物製造所等の管理者、監督者は取扱い者に対し、保安教育を実施するとともに、

消防機関は管理者が行う保安教育訓練について、必要な助言指導を行う。

４ 危険物製造所等の予防対策

危険物製造所等の管理者は、防災体制の整備確立及び危険物施設の管理、点検等につ

いて、次の対策を講じ災害の予防に万全を期する。

（１）火災、爆発等の防止対策

取扱う危険物の性状、数量等を十分把握し、火災爆発防止のための必要な措置を講

ずる。

（２）危険物施設の管理、点検

危険物製造所等の危険物施設の維持管理が適正にできるよう、管理・点検・巡視基

準を定め、必要に応じ修正を行う等危険物施設の維持管理の徹底を図る。

（３）保安設備の維持

危険物の火災、爆発、流出等に係る保安又は防災の設備について、定期的に点検確

認を行う等、常にその機能が維持されるよう必要な指導を講ずる。

（４）保安体制の整備、確立

危険物製造所等の管理者は、緊急時における保安体制の整備と町、消防機関等に対

する通報体制を確立する。

また、移動タンク貯蔵所の管理者は、移送時における事故に対処するため、応援要

員の確保及び派遣方法を定め、あらかじめ移送経路における消防関係機関への通報先

を定めておく。

（５）従事者に対する教育訓練

危険物製造所等の管理者又は監督者は、定期的あるいは必要に応じて教育訓練を実

施し、従事者に対する保安意識の高揚を図る。

５ 化学消防機材の整備

消防機関に化学消防車等の配備を図り、事業所における化学消火薬剤の備蓄を行わせ

る。

※「第２編 第２章 第７節 危険物施設等の災害予防計画」参照
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第６節 地震防災緊急事業五箇年計画の推進

地震防災対策特別措置法の施行に伴い、都道府県知事は、社会的条件、自然的条件等を

総合的に勘案して、地震により著しい被害が生ずるおそれがあると認められる地区につい

て、都道府県地域防災計画及び市町村地域防災計画に定められた事項のうち、地震防災対

策上緊急に整備すべき施設等に関するものについて地震防災緊急五箇年計画を作成するこ

とができることとなった。

これを受け、町においても国の示す計画対象となる施設等において整備計画を策定し事

業の選定を受ける等、具体化を図るよう努めていくものとする。

（実施主体：県、町）

本町の計画対象事業は下記のとおりである。

（１） 避難地

（２） 避難路

（３） 消防用施設

（４） 消防活動用道路

（５） 緊急輸送道路、ヘリポート、港湾・漁港施設、共同溝等

（６） 医療機関、社会福祉施設、公立小学校、中学校、公的建物等の改築・補強

（７） 津波避難確保のための海岸保全施設、河川管理施設

（８） 砂防設備、森林保安施設、地すべり等防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、農業

用排水施設であるため池のうち地震防災上必要なもの

（９） 地域防災拠点施設

（ ） 防災行政無線施設、設備10
（ ） 飲料水確保施設、電源確保施設等11
（ ） 非常用食糧、救助用資機材等備蓄倉庫12
（ ） 負傷者の一時収容、設備、資機材（応急救護設備等）13
（ ） 老朽住宅密集市街地に係る地震防災対策14
( ) その他15
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第７節 防災研究の推進に関する計画

町、関係機関が実施しておくべき地震防災上の課題に対応した防災研究の推進に関する

事業は、この計画に定めるところによって実施する。

（実施主体：防災関係機関、県、町）

１ 防災研究の目的

町の地震災害危険区域の実態を総合的・科学的に把握するため、国等が行う調査研究

の成果や既往の被害事例等を参考に、地震による地盤震動、液状化、斜面崩壊、津波そ

の他の災害予想危険箇所や、建物倒壊、出火・延焼、ライフライン施設被害、人的被害

等について資料収集、被災原因の分析等を行うとともに、可能な限り具体的な減災目標

を設定し、町防災計画の見直しに反映させる。

また、地震時の防災機関職員の早期招集・活動要領、自主防災組織や防災ボランティ

ア等の育成要領、町民生活への支援方策等に関する研究を推進する。

２ 防災研究の実施体制

防災に関する研究を企画・検討し、その進捗状況や効果等を総合的に評価・検討でき

るような体制づくりに努める。
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第３章 地震に強い人づくりのための計画

第１節 地震知識の普及・啓発に関する計画

地震災害を念頭においた町及び関係機関の職員並びに地域住民に対する防災知識の普及

・啓発は、この計画に定めるところによって実施するものとする。

１ 防災思想の普及・宣伝（実施主体：県、町、関係機関）

（１）町の措置

ア 広報事項

町防災計画の概要や地震津波の知識並びに地震災害時の心得などについて広報

し、常に住民の理解と認識を深めるよう努める。

イ 広報活動

（ ） 、 、 。ア 日常広報にあってはラジオ テレビや新聞等を通じ 適時広報事項を提供する

（イ）広報印刷物やインターネット等ニューメディアを活用して防災知識の普及徹底

を図る。

（ウ）ビデオで取材するほか、写真も含めた地震・津波災害特集を製作し、理解を深

める。

（エ）防災関係展示会等行事を必要に応じて開催する。

ウ 活用する広報媒体

（ア）各報道機関

（イ）県及び関係機関の広報組織

（ウ）町広報誌

（２）防災関係機関の措置

、 、防災知識の普及は 普段からあらゆる機会に広く一般大衆に呼びかけることにより

その実をあげることができるので、各防災関係機関が実施する各種の災害安全運動に

防災に関する事項を多く取り入れるよう積極的に働きかけ、町民が自らのために推進

する。

（３）その他

県、町、その他防災機関は 「防災週間 「防災とボランティア週間」等の防災に、 」

関する各週間に合わせて重点的な防災思想の普及宣伝に努める。

２ 個別防災教育の推進（実施主体：県、町、関係機関）

各防災関係機関は、地域住民や災害対策関係職員の地震災害時における適正な判断力

の養成と防災体制の確立を目的とし、おおむね次による防災意識の徹底を図る。

（１）防災研修会

災害対策関係法令及び他の法令の防災関係の各項の説明、研究を行い、主旨の徹底

と円滑な運営を図るとともに、地震災害時の防災活動要領の習得を図るための研修会

を行う。

（２）防災講習会

聴衆の属性（職種・年齢層等）を考慮した防災講習会を実施し、災害の原因、対策

等の科学的、専門的知識の高揚を図る。

（３）防火管理者教育

消防法第８条に定める学校、病院、工場、事業場、その他多数の者が出入り、勤務
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又は居住する防火対象物の防火管理者に対して、消防計画を策定し、その計画に基づ

く通報避難訓練の実施、消防用設備、その他消防活動上必要な施設の点検・整備、火

気の使用又は取扱いに関する監督、その他防火管理上必要な業務についての教育を実

施し、地震火災予防対策の効果を上げる。

（４）学校教育、社会教育

、 、 、 、 、幼稚園 小・中学校 高等学校における学校教育は その発達段階に合わせ また

青少年、女性、高齢者、障害者、ボランティアなどの社会教育は、その属性等を考慮

して実施し、地震・津波に関する基礎的知識、災害の原因及び避難、救助方法等をそ

の内容に組み入れ、防災教育を徹底する。

（５）その他

消防団、幼少年消防クラブ、女性防火クラブ、自主防災組織、事業所の自主的な防

災組織である自衛消防組織等を通じて地震活動及び地震発生原因についての知識の向

上、普及を図る。
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第２節 防災訓練実施計画

地震災害について防災活動に即応する体制を確立し、防災思想の普及を図るため、県、

町及び防災関係機関並びに町民が一体となって実施する各種の防災訓練は、この計画の定

めるところによって実施ものとする。

１ 防災訓練の基本方針（実施主体：県、町、関係機関）

（１）実践的な活動ノウハウの獲得を重視した防災訓練

訓練の目標、成果の総括を重視し、参加者がより実戦的な防災活動のノウハウの獲

得を目指した訓練とすることを第一とする。

（２）地震防災訓練シミュレーションの実施

様々な想定状況のもと、生じうる問題点・課題を明確化し、関係機関相互の連携の

あり方等を習得することを目指してシミュレーションに基づく地震防災訓練を実施す

る。

（３）訓練内容の具体化

訓練内容の種別ごとに、想定される災害状況等をふまえて、①目的、②内容、

③方法（時期、場所、要領等）を具体化した訓練とする。

２ 個別防災訓練の実施（実施主体：県、町、関係機関）

防災訓練の機会のあるごとに、訓練対象の状況に応じて個別の目標を設けた訓練を実

施する。

（１）様々な地震発生時刻、規模の設定状況下での初動体制確立、通信、連絡、組織間の

連携、被災現場派遣等のテーマ別訓練

（２）広域応援に際しての受入・応援派遣等の訓練

（３）傷病者等を念頭にした救出・医療訓練

（４）避難所における生活支援訓練、物資集積拠点における配送訓練

（５）民間企業・ボランティア等の活用訓練

３ 総合防災訓練の内容（実施主体：県、町、関係機関）

広域的総合防災訓練を基本とし、訓練実施内容、具体的目標設定等工夫をこらして、

訓練活性化を図るものとする。

４ 防災訓練の成果の点検（実施主体：県、町、関係機関）

防災訓練の実施後は、その成果を点検・評価し、その後の防災施策に反映すべき事項

を抽出する方式を確立する。

特に、地震防災訓練シミュレーションを実施し、訓練実施時の社会的要請等に合わせ

訓練の対象、規模、内容を設定し、その成果を点検・評価し防災施策に反映する仕組み

を確立する。
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第３節 自主防災組織育成計画

地震に対処するには、自分たちの地域は自分達で守ろうという隣保協同の精神と連帯感

に基づき、地域住民が自主的に防災活動を行う体制を確立することが、より有効な防災対

策となる。

自主防災活動をより効果的に行うためには、地域ごとに住民が連携して自主防災組織を

結成し、日頃から訓練を積み重ねておく必要がある。このため、町は地域住民などによる

自主防災組織の組織化を積極的に推進し、その育成強化を図るものとする。

その際、女性の参画の促進に努めるものとする。

１ 整備計画の策定

町防災計画に自主防災組織の整備計画を定め、その役割及び活動、町の行う指導方針

等を具体的に明らかにするものとする。

２ 住民の防災意識の高揚

住民に対する防災意識の普及、自主防災組織の役割及び活動を理解してもらい結成推

、 。進を図るためのパンフレット等の資料作成 説明会の開催について取り組むものとする

３ 組織の編成単位

住民の防災活動推進上、最も適正な規模と地域を単位として編成し、その組織化の推

進は下記事項に留意のうえ、町が住民と協議をし、実施するものとする。

（１）住民が真に連帯感に基づいて、防災活動を行うことが期待できる規模であること。

（２）住民の基礎的な日常生活圏域としての一体性をもっている地域であること。

４ 組織づくり

既存の自治会等の自主組織を自主防災組織へ育成することを基本に次のような方法に

より組織づくりをするものとする。

（１）自治会等の自治組織に活動の一環として防災活動を組み入れることにより自主防災

組織として育成する。

（２）何らかの防災活動を行っている組織の活動の充実強化を図って自主防災組織として

育成する。

（３）女性団体、青年団体、ＰＴＡ等その他の地域で活動している組織を活用して、自主

防災組織として育成する。

５ 活動計画の策定

組織の効率的な活動を推進するため、地域の規模、態様を十分生かした具体的な活動

計画を制定するものとする。

６ 活 動

平常時の活動 災害時の活動

ア 防災に関する知識の普及 ア 災害情報の収集、伝達

イ 防災訓練の実施 イ 責任者等による（災害時要援護

ウ 防災資機材の備蓄 者等に配慮）避難誘導

エ 防災リーダーの育成 ウ 出火防止

オ 災害時要援護者の情報把握 エ 救出救護

オ 給食給水

７ 資機材の整備

町は、消火、救助、救護に必要な防災資機材等の整備を促進するため、必要な援助を

行うものとする。

８ 活動拠点整備

町は、平常時は自主防災組織の研修・訓練の場となり、地震時においては、避難、備

蓄の機能を有する拠点となる施設の整備を図るものとする。
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第４節 災害時要援護者安全確保体制整備計画

高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者に対しては、防災知識の

普及、災害時の情報提供、避難誘導、救護・救済対策等の様々な面で配慮が必要であり、

このため、平常時から地域において災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう努め

ることが重要である。

特に高齢者、障害者等の災害時要援護者については、事前の避難計画策定等、特に配慮

するとともに、避難場所での健康管理、応急仮設住宅への優先的入居等に努める。

１ 社会福祉施設等における安全確保

社会福祉施設や幼稚園、保育所における、寝たきりや手足の不自由な高齢者、身体障

害、知的障害及び精神障害の児童・成人、あるいは乳幼児の安全を図るためには次の防

災対策を講じておくことが必要である。

（１）町防災計画の策定

町は、災害発生時に災害時要援護者へ遅滞なく対応するための防災計画を策定する

ものとする。

（２）施設、設備等の整備及び安全点検

施設の管理者は、災害発生時に災害時要援護者が安全で円滑に避難できるよう、ま

た施設自体が崩壊したり、火災が発生することのないよう施設や付属設備等の整備や

常時点検に努めるものとする。

（３）地域社会との連携

災害発生時の避難にあたっては施設職員だけでは不十分であり、常に施設と地域社

会との連携を密にし、災害時には地域住民の協力が得られる体制づくりを行うものと

する。

（４）緊急連絡先の整備

災害発生時には、保護者又は家族と確実に連絡がとれるよう緊急連絡先の整備を行

う。

（５）災害用備蓄の推進

乳幼児を長時間にわたり保護しなければならない施設においては、必要最低数量の

ミルク等、非常用食糧の確保に努めるものとする。

２ 不特定多数の者が利用する施設における安全確保

不特定多数の者が利用する施設等には、高齢者や障害者、外国人等のように災害発生

時には自力で避難することが困難な人々が多く出入りしていることから、これらの人々

の安全を確保するためには、日頃から十分な防災対策を講じておくことが必要である。

（１）施設設備等の整備

施設の管理者は、災害発生時に災害時要援護者が安全で円滑に施設等から避難でき

るよう施設や付属設備等の整備に努めるものとする。

（２）施設、設備等の安全点検

施設の管理者は、災害発生時に施設自体が崩壊したり、火災が発生することのない

よう施設や付属設備等の常時点検に努めるものとする。

３ 在宅介護を必要とする町民等の安全確保

心身に障害を有するもの、あるいは長期臥床又は認知症を有する高齢者については、

身体諸機能の障害による移動困難及び判断力の減退等による行動困難等、防災上困難が

認められる。

また、常時単身で日常生活を営む高齢者についても生活環境の面から防災上の特別の
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配慮を必要とする。

（１）災害時要援護者避難支援計画

町は、総務対策部（防災担当）と町民生活対策部（福祉担当）との連携の下、消防

団自主防災組織等の防災関係機関及び平常時から災害時要援護者と接している社会福

祉協議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等の福祉関係者と協力して災

害時要援護者の避難支援の体制を整備するよう努めるものとする。

また、個人のプライバシーに配慮しつつ、災害時要援護者に関する情報を共有し、

一人ひとりの災害時要援護者に対して複数の避難支援者を定める等、具体的な避難支

援計画策定に努めるものとする。

避難支援計画策定にあたっては 「災害時要援護者の避難支援ガイドライン （平、 」

成１８年３月 災害時要援護者の避難対策に関する検討会）に基づくものとする。

（２）防災についての指導・啓発

、 、 、 。広報等を通じ 災害時要援護者をはじめ 家族 地域住民に対する啓発活動を行う

ア 災害時要援護者及びその家族に対する指導

（ア）日常生活において常に防災に対する理解を深め、また日頃から対策を講じてお

くこと。

（イ）地域おいて防災訓練等が実施される場合は積極的に参加すること。

イ 地域住民に対する指導

（ア）地域在住の災害時要援護者の把握に努め、その支援体制を平素から準備するこ

と。

（イ）発災時には災害時要援護者の安全確保に協力すること。

ウ 緊急通信システムの整備

災害時に災害時要援護者が直接消防機関に通報できるシステムの整備に努めるも

のとする。

４ 観光客・旅行者等の安全確保

町、防災関係機関及び観光施設等の管理者は、地理的に不慣れな観光客・旅行者等が

災害に遭遇した場合を想定した安全確保対策を事前に推進するものとする。

（１）避難標識等の整備

町は、避難場所・避難路の標識が、観光客・旅行者にも容易に判別できる統一的な

図記号を使用した標識とし、その安全確保に努める。

（２）宿泊客の安全確保

旅館・ホテル等の観光施設管理者は、災害時の避難誘導体制を事前に整備しておく

など宿泊客の安全を確保することにとどまらず、被災者への救援活動の拠点となれる

よう平素から食料、飲料水、医薬品の備蓄に努めるものとする。

５ 外国人の安全確保

町は、町内に居住・来訪する外国人に対し、言語・文化・生活環境の異なる外国人の

災害時における被害を最小限にとどめ、的確な行動がとれる防災環境づくりに努める。

（１）外国人への防災知識の普及

外国語の防災パンフレットを作成し、外国人に配布する等の方法により外国人に対

し防災知識の普及を図るものとする。

（２）外国語通訳ボランティアの活用体制の整備

災害時における外国語通訳ボランティアの事前登録等通訳ボランティアの活用体制

の整備を図る。
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第４章 迅速かつ円滑な災害応急対策のための事前措置

町、防災関係機関は、地震に強いまちづくり、人づくりと同時に災害応急対策を迅速か

つ円滑に実施するための事前措置を推進していく必要がある。

町及び防災関係機関は 「第４編 第１章 災害応急対策計画」に記載する対策を、災、

害発生時に迅速かつ円滑に遂行できるよう以下に示す事前の措置を全庁的に逐次推進して

いく。

１ 久米島町

（１）町防災会議は、町防災計画の見直しや防災に係る調査研究に携わるだけでなく、防

災施策の点検・調整を行うものとする。

（２）災害対策本部及びそれに準ずる事前体制（災害警戒本部等）や初動段階の職員参集

基準等について、町の地域特性にあわせて事前に整備しておく。

２ 防災関係機関

各関係機関の防災体制を点検・整備し、効果的に地震時の対応がとれるよう、各機関

の防災計画及びマニュアルを整備しておく

第１節 初動体制の強化

突然発生する災害に町が迅速かつ円滑に対処するためには、必要とされる災害に関する

情報（被害情報や応急対策活動の実施状況等）を災害発生後、素早く把握し、町としての

所要の体制をできるだけ早く確立する必要がある。

そこで、以下の３つの事項を重点に初動体制の強化を図る。

１ 職員の動員配備対策の充実

初動体制の強化 ２ 災害対策本部の円滑な設置・運営のための備えの充実

３ 災害情報の収集・伝達体制の充実

１ 職員の動員配備対策の充実

職員（要員）をできるだけ早くかつ多く確保することは、初動期の活動のための絶対

条件のひとつである。そこで、町職員が災害発生後すみやかに職務に従事・専念できる

体制を整えるため、以下の対策を推進する。

（１）職員の家庭における安全確保対策の徹底

災害時に職員が自己の職務に専念できることを可能にするため、職員はもちろん家

庭にも防災対策を徹底し、被害を最小限に止めることに努める。

（２）災害対策職員への携帯電話の常時携行

いち早く災害対策本部長及び各対策部長等との連絡体制を確立し、災害対策本部要

員の確保を図るためには、本部長をはじめ主要職員などに携帯電話を常時携行させ、

常に呼び出しが可能な体制をとる。
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（３）２４時間体制の整備

地震は、いつ発生するか予測が困難である。勤務時間内、勤務時間外を問わず常に

要員あるいは警備員が待機することにより、予測が困難な地震についても迅速な初動

体制を確保できる。そこで、防災担当職員、警備員等が確実に連絡をとれるよう連絡

体制の整備を図る。

（４）庁内執務室等の安全確保の徹底

勤務時間中の地震発生時に、執務室内の備品の倒壊等で職員が負傷することのない

よう、備品の固定化、危険物品の撤去等庁舎内執務室等の安全確保を徹底する。

２ 町災害対策本部の円滑な設置・運営のための備えの充実

災害発生時に円滑に災害対策本部を設置し運営できる体制を確保するため、以下の対

策を推進する。

（１）庁舎の耐震性の確保

災害対策本部を設置予定庁舎の耐震診断を順次行い耐震性を確保し、円滑に災害対

策本部を設置し運営できる体制を整備する。

（２）災害対策本部設置マニュアルの作成

誰もが手際よく災害対策本部を設置できるよう、情報通信機器の設置方法やレイア

ウト等を含むマニュアルを早急に整備する。

（３）災害対策本部職員用物資の確保

、 、災害対策本部の職員がその能力を最大限に発揮できるよう 少なくとも３日分の水

食糧、下着、毛布等の備蓄について検討する。

３ 災害情報の収集・伝達体制の充実

必要とされる災害に関する情報を素早く把握する能力を高めるため、以下の対策を推

進する。

（１）情報通信機器等の充実

ア 災害情報を迅速に伝達するため、必要に応じて町防災行政無線の設置箇所数や端

末局の増加、最新機器への更新等を図る。

イ 防災関係機関の相互間の通信を確保するため、防災相互通信用無線局の整備を推

進する。

ウ 地震発生初期の段階で概括的な情報を把握する機能を強化する方策のひとつとし

て、防災 （地理情報システム）の整備を図る。GIS
（２）通信設備等の不足時の備え

災害発生時において通信設備の不足が生ずる場合に備え、 及び移動通信事業NTT
者との間で災害時の協力に関する協定等の締結を図る。
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第２節 活動体制の確立

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するためには、対策の前提となる活動体制を整えて

おく必要があることから、次の６つの事項を重点的に活動体制の確立を図る。

１ 町職員の防災能力の向上

２ 物資、資機材の確保体制の充実

３ 応援体制の強化

活動体制の確立

４ 交通確保・緊急輸送体制の充実

５ 広報広聴体制の充実

６ 防災拠点の整備に関する検討

１ 町職員の防災能力の向上

一般に町職員にとって災害応急対策活動は日常的なものでなく不慣れなものである。

不慣れな活動を実際の災害時に的確に実施するためには、その防災能力を日々向上させ

ておく必要があるため、以下の対策を推進する。

（１）職員を対象とした防災研修の実施

職員を対象とした防災研修会を定期的に開催し、職員の資質の向上を図る。

また、防災に関する記事、レポート等をすべての部門に配布するとともに、職員の

防災への理解を深める。

（２）防災担当課職員、災害対策要員の育成

防災担当課職員は、災害発生時にはリーダーシップを発揮した活動が求められ、災

害対策要員は、発災初期において、積極的な応急対策活動が求められる。これらの職

、 、員が災害発生時に的確な活動を行うには 平常時から特に重点的な研修が必要であり

国、県等の実施する防災研修会、防災関係学会等への職員の派遣、過去の被災地の視

察や意見交換会の開催等を行う。

２ 物資、資機材の確保体制の充実

（１）救出救助用資機材の確保体制の充実

救出救助用資機材は、災害発生時極めて緊急度が高いので、住民等が身近に確保で

きるように整備を推進する。

ア 自主防災組織用の救出救助資機材の整備

イ 家庭や事業所に対する救出救助用資機材の備蓄に関する啓発

ウ 救助工作車等の消防機関への整備促進

エ 重機や資機材を保有する建設業者等と町との協定等締結の促進

オ 町内公共施設における救出救助用資機材の整備促進

（２）消火用資機材の確保体制の充実

消火用資機材は、災害発生時極めて緊急度が高いので、住民等が身近に確保できる

ように整備を推進する。

ア 自主防災組織用の消火用資機材の整備
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イ 家庭や事業所に対する消火用資機材の備蓄に関する啓発

ウ 消防自動車等公的消防力の整備促進

（３）医薬品・衛生材料の確保体制の充実

公立久米島病院と協力しながら町内における医薬品・衛生材料の確保のほか、本町

における想定被害者数を考慮した量を目標とする確保に努める。

（４）生活必需品の確保体制の充実

食糧・水・被服寝具等の生活必需品については、災害発生後３日以内を目標に調達

体制を確立することとし、それまでの間は家庭や地域等での確保がなされるような対

策を講じる。

ア 家庭、社会福祉施設、医療機関、ホテル・旅館等への食糧・水・被服寝具等の生

活必需品の備蓄に関する啓発

イ 町における食糧・水・被服寝具等の生活必需品の備蓄促進

ウ 飲料水兼用型耐震性貯水槽等による飲料水の備蓄の促進

エ 大手取扱業者（ おきなわ、生活協同組合等の大規模小売店舗等）との協定等JA
締結の促進

オ 町における輸送手段の確保は 「第４編 第１章 第１５節 交通輸送計画」に、

よるものとする。

３ 応援体制の強化

被害が甚大で町において対応が困難な場合、外部からの応援を求める必要がある。

（１）市町村間の相互応援協定締結の推進

災害応急対策全般の市町村間の相互応援を確実に行える体制を強化する必要があ

り、県の指導・助言を受けながら市町村間の相互応援協定の締結を促進する。

（２）ボランティアとの連携体制の充実

災害発生時にボランティアの活動が迅速かつ円滑に実施されるよう、日本赤十字社

沖縄県支部や県社会福祉協議会等の連携のもと対策を講じていくものとする。

ア 専門ボランティア（資格・技術を要する）やボランティア団体の事前登録並びに

ボランティアの活動拠点等の整備促進。

イ ボランティアコーディネーターの養成を図るため、災害時のボランティアの在り

、 。方や求められるマンパワーの要件 活動支援・調整等についての研修会を実施する

４ 交通確保・緊急輸送体制の充実

町における交通確保・緊急輸送体制の充実は「第４編 第１章 第１５節 交通輸送

計画」によるものとする。

５ 広報広聴体制の充実

被災地での流言飛語や二次災害を防止するための情報 災害応急対策に関する情報 対、 （

策の進捗状況、救援物資についてのお願い、ボランティアの募集等）を被災地内外に的

確に発信することは、災害応急対策を円滑に進める上で極めて重要である。そこで、以

下の体制を早急に整える。

（１）プレスルームの整備

報道機関を通じての広報については、町からの情報を迅速・的確に発信するため、

その活動が円滑になされるようプレスルームの設備を充実する。

（２）災害時の報道機関を通じての広報に関する意見交換会の開催

災害時に町からの情報が的確に報道機関を通じて提供できるよう、報道機関との間

で災害時の広報に関する意見交換会を開催する。

（３）パソコン通信・インターネットを通じた情報発信に関する検討

阪神・淡路大震災においてもみられたように、情報化の進展に伴い、パソコン通信
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インターネットといった新しい情報伝達手段が成熟化してきている。

そこで、町からの情報をこうした手段を用いて伝達する方法、伝達内容等について

検討を進める。

（４）手話通訳者、外国語通訳者のリストアップ

聴覚障害者、外国人に対しても的確に広報を行えるよう、町内の手話通訳者及び外

国語通訳者をリストアップし、災害時の協力について事前に要請する。

６ 防災拠点の整備に関する検討

防災拠点は、平常時には防災知識の普及啓発、地域防災リーダー等の教育・訓練の場

さらには防災資機材や物資備蓄の場であり、災害時には、避難場所や災害応急対策活動

及び情報通信等のベースキャンプともなる。このため、自治会の区域にはコミュニティ

防災拠点を、小学校区又は中学校区には地域防災拠点を確保する必要があり、これらの

整備を推進していく。
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第３節 個別応急対策の迅速かつ円滑な実施のための事前措置の充実

多種多様な災害応急対策活動を迅速かつ円滑に実施するためには、各々の活動に対応し

たきめ細かな事前措置を施していく必要がある。

そこで、各々について以下の対策を講じていくこととする。

１ 生命・財産への被害を最小限とするため

個別応急対策の迅速かつ の事前措置の充実

円滑な実施のための事前

措置の充実 ２ 被災者の保護・救援のための事前措置の

充実

１ 生命・財産への被害を最小限とするための事前措置の充実

町民の生命・財産への被害を最小限とするためには、情報の伝達、避難誘導、救出救

助、緊急医療、消防活動、二次災害防止活動の各々についてきめ細かな事前措置を施し

ていく必要があるので、以下の対策を積極的に推進する。

（１）地震に関する情報収集・伝達対策の充実

余震による被害をより効果的に防止するためには、余震情報に関する情報を住民に

迅速に知らせる体制を整える。

（２）津波に関する情報収集・伝達対策の充実

津波警報等の収集及び津波危険予想区域住民等への伝達体制の充実を図る。

（３）避難誘導対策の充実

危険な建物、地域から安全な場所に住民や旅行者等を避難させるため、町としては

以下の対策を推進していくこととする。

ア 公共・公益施設の耐震補強と避難体制の再点検

イ 社会福祉法人、学校、ホテル・民宿経営者、大規模小売店経営者等に対する避難

体制の再点検指導

ウ 高齢者、障害者、外国人のための避難マニュアルの作成

エ 避難経路沿線施設の耐震性についての点検及びマップの作成

（４）救出救助対策の充実

建物、土砂の中に生き埋めとなった者、危険な地域に孤立した者を迅速に救出でき

るよう、以下の対策を推進していくこととする。

ア 町、消防機関、警察、自衛隊との図上演習を含む合同救出救助訓練の実施（総

合防災訓練に含む）

イ 自主防災組織用の救出救助資機材の整備

（５）緊急医療対策の充実

大きな地震により多数の負傷者が発生し、同時に医療機関もライフラインの停止等

で機能麻痺に陥ることを想定すると、負傷者に対して迅速・的確に医療処置を施すた

めには、災害に強い医療施設・設備を整備するとともに、限られた医療資源を有効に

活用できる対策を講じていく必要がある。そのために、行政機関と医師会等医療関係

者の連携のもとに協定を締結し、総合的な緊急医療対策を検討していくこととし、以

下の対策を推進する。

ア 初動期を念頭においた緊急医薬品等の備蓄の推進

イ 医療救護班による緊急医療活動訓練の実施（総合防災訓練に含む）
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ウ 総合的な緊急医療対策のため、第２次、第３次救急医療施設への軽傷患者の過集

中の防止対策

エ 総合的な緊急医療対策のため、医療機関の被災状況、稼働状況、医薬品に関する

情報その他円滑な緊急医療活動に関する情報を一元化し提供するための対策

（６）消防対策の充実

同時多発火災の発生に迅速に対処できるよう、以下の対策を推進していくこととす

る。

ア 消防本部、消防団、自衛隊との合同消火訓練の実施（総合防災訓練に含む）

イ 耐震性貯水槽、可搬式小型動力ポンプ、小型動力ポンプ付積載車、救助工作車等

消防用施設、設備の整備促進

ウ 自主防災組織用の初期消火用資機材の整備

（７）建築物の応急危険度判定体制の整備

建築物の余震等による倒壊や部材の落下物等による二次災害を防止し、町民の安全

を確保するため、被災建築物の応急危険度判定の支援が迅速かつ的確に実施できる体

制の整備に努める。

２ 被災者の保護・救援のための事前措置の充実

被災者に対してきめ細かな保護・救援を迅速に行うため、以下の対策を推進する。

（１）学校の防災拠点化の推進

学校が地域の拠点として機能するためには、次の点に留意する必要がある。

ア 無線設備の整備

イ 教職員の役割の事前規定

ウ 調理場の調理機能の強化

エ 保健室の緊急医療機能（応急処置等）の強化

オ シャワー室、和室の整備

カ 学校プールの通年貯水（消火用、断水時の生活用水用）及び浄化施設整備

キ 給水用・消火用井戸、貯水槽、備蓄倉庫の整備

（２）広域避難候補施設のリストアップ

高齢者、障害者の要援護者が当該地域で保健福祉サービスを受けることができない

場合に被災地外の社会福祉施設等で一時的に保健福祉サービスを受けるため、受入れ

候補施設を事前にリストアップしておくものとする。

（３）家庭、社会福祉施設、医療機関、ホテル・民宿等への備蓄の啓発

災害発生初期の段階においては、各々が備蓄する食糧、水、生活必需品により生活

。 、 、 、 、の確保を図る体制を強化する必要がある そのため 家庭 社会福祉施設 医療機関

、 （ ）、 、ホテル・民宿等に対して 物資の調達体制が確立するまでの間 概ね３日間 食糧

水、生活必需品を各々において備蓄に努めるよう啓発を行う。

（４）応急仮設住宅の迅速な建設のための事前措置

災害により住家を失った人に対して迅速に応急仮設住宅を提供できるよう、プレハ

ブ建築協会等との間での協定締結を図る。

（５）物価安定等のための事前措置

災害発生時、物価の安定を図るため、小売店及びガソリンスタンド等の営業状況の

把握等を迅速に行う。

ア 災害発生時に価格監視する物品のリスト化及び監視方法の検討

イ 災害発生時に営業状況を把握する小売店及びガソリンスタンド等のリスト化

（６）文教対策に関する事前措置

災害発生時に、文教対策を円滑に行うため以下の事前措置を実施する。
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ア 学校等の教育施設が避難所として使用される場合の、その使用のあり方（避難所

として開放する場所、学校備品の使用方針等）及び学校職員の行動方針等の検討

イ 時間外災害発生時の児童、生徒、学生の被災状況の把握方法の検討

ウ 時間外災害発生時の教職員の被災状況の把握方法の検討

エ 文化財の所有者又は管理者に対する防災体制の確立指導並びに文化財の耐震調査

の指導
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第４編 災害応急･復旧･復興対策計画

第１章 災害応急対策計画

第１節 組織計画

この計画は、本町の地域に災害が発生し、又は発生する恐れがある場合において、災害応急対

策を行うための組織及び編成に関するものである。

１ 久米島町防災会議

町長を会長として、災害対策基本法第１６条及び久米島町防災会議条例に基づき組織され、

その所掌事務は、町防災計画の作成並びにその実施の推進を図るとともに災害情報の収集等を

つかさどる。

２ 久米島町災害対策本部

（１）組織及び分掌事務

町長を本部長として、災害対策基本法第２３条及び久米島町災害対策本部条例の規定に基

づき組織され、防災会議と緊密な連携のもとに町防災計画の定めるところにより、町域にか

かる災害予防及び災害応急対策を実施する。

ア 災害対策本部に本部長及び副本部長をおき、本部長は町長を、副本部長には副町長をも

って充てる。

イ 災害対策本部に本部会議をおき、本部長、副本部長、災害対策本部の各部長、その他本

部長が必要と認める者をもって構成し、本部長がこれを招集する。

ウ 本部長が出張、休暇等による不在又は連絡不能で、特に緊急の意志決定をする場合にお

いては、下記の順位により、代わって意思決定を行うものとする。この場合において、代

理で意思決定を行ったものは、速やかに本部長等にこれを報告し、その承認を得るものと

する。

１ 町長 ２ 副町長 ３ 総務課長 ４ 企画財政課長 ５ 税務課長

エ 災害対策本部会議において協議すべき事項は、次のとおりとする。

（ア）災害予防、災害応急対策の実施に関する重要な事項

（イ）その他本部長が必要と認める事項

オ 災害対策本部の組織編成及び分掌事務は図‐ 及び表‐１のとおりとする。1
カ 各部は原則として、本部の設置と同時に設置されるものとする。ただし、災害の種別等

により本部長が指示した部は、設置されないものとする。

（２）災害対策本部の設置

災害対策本部は次に掲げる基準により設置するものとする。

ア 町に、気象業務法（ 昭和 年法律第 号）に基づく暴風、大雨、洪水又は高潮、津27 165
波等の警報が発表され、かつ重大な災害が発生するおそれがあるとき。

イ 暴風、豪雨、地震又は津波その他の異常な自然現象により、町内に、重大な被害が発生

したとき。
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ウ 大規模な火事、爆発その他これらに類する事故により、町内に重大な被害が発生したと

き。

エ 町に、災害救助法（ 昭和 年法律第 号）の適用を要する地震、津波その他の災害22 118
が発生したとき。

オ 沖縄気象台が、沖縄県の全域又は町が属する地域に震度５強以上を観測し、発表した場

合及び町が属する津波予報区のいずれかに津波警報の「大津波」を発表したとき。

カ 前各号のほか、当町の全域又は一部の地域に発生した災害に対し、特に強力かつ総合的

な災害予防及び災害応急対策の実施を必要とするとき。

、 。キ 県災害対策本部が設置された場合において 町に災害対策本部設置の必要を認めたとき

（３）災害対策本部は、町役場内に設置する。災害により町役場庁舎が使用できない場合は、久

米島町消防本部庁舎内に設置する。

（４）災害対策本部設置に至らない場合の措置

ア 災害警戒本部の設置

災害が発生し、また災害が発生するおそれがある場合において、その災害の程度が災害

対策本部を設置するに至らないときは、必要に応じて災害警戒本部を設置する。

災害警戒本部の設置基準は次のとおりとする。

（ア）町に気象業務法に基づく暴風、大雨、洪水又は高潮、津波警報等（注意報を含む）が

発表されたのに伴い、災害に関する情報の収集・伝達等を特に強化し対処する必要があ

るとき。

（イ）暴風、豪雨、地震、津波その他の異常な自然現象により町の全域又は一部の地域に災

害の発生するおそれがあり、警戒を要するとき。

（ウ）強い揺れ（震度４程度以上）を感じたとき、又は弱くても長い間ゆっくりとした揺れ

を感じたときで必要と認めたとき。

（エ）沖縄気象台が沖縄県の全域又は町域に震度５弱を観測し、発表したとき。

（オ）沖縄気象台が、町が属する津波予報区のいずれかに津波警報の「津波」を発表したと

き。

イ 災害対策準備体制

災害が発生し、また災害が発生するおそれがある場合において、その災害の程度が災害

警戒本部を設置するに至らないときは、必要に応じて直ちに総務対策部職員による災害対

策準備体制をとる。

（ア）沖縄気象台から大雨・洪水及び高潮の注意報が発表されるなど、災害が発生し、又は

発生するおそれがある場合。

（イ）沖縄気象台が沖縄県内で震度４を観測し、発表した場合及び町が属する津波予報区の

いずれかに津波注意報を発表したとき。

（５）災害対策本部が設置された場合は、本部室の入り口に「久米島町災害対策本部」の標示を

掲出する。
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（６）災害対策本部に従事する職員は、左上腕に図示の腕章をつけるものとする。

久米島町災害対策本部10 ㎝

４０㎝

（注）えび茶色布製、文字は黒とする。

（７）災害対策本部は災害応急対策を一応終了し、又は災害発生の恐れがなくなり、災害対策本

部による対策実施の必要がなくなったとき解散する。

（８）災害対策本部を設置又は解散したときは、県、関係機関及び町民に対し、次により通知公

表するものとする。

担 当 課 通知・公表先 通 知 ・ 公 表 方 法

総 務 対 策 部 総 務 課 各 課 長 庁舎内放送、電話その他迅速な方法

〃 県 電話その他迅速な方法

〃 那 覇 警 察 署 〃

総務対策部企画財政課 報 道 機 関 〃

総務対策部企画財政課 町 民 防災無線、広報車による広報、その他迅速な方法テレビ、ラジオ、

各 対 策 部 関 係 機 関 電話その他迅速な方法
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図－１
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表－１

久米島町災害対策本部分掌事務

部 副 部 配備要員数

部 部 所 掌 事 務 第１ 第２ 第３

長 長 員 配備 配備 配備

１．本部の設置及び廃止に関すること

２．本部会議に関すること 総 各課 各課 全員

総 総 総 ３．防災会議、その他防災関係機関への連絡及び協力要 １名 ２名

請に関すること

４．各対策部への連絡調整に関すること

５．各対策部の被害状況の収集総括に関すること 務
務

務 ６．県その他関係機関に対する被害報告に関すること

７．職員の非常招集及び配置に関すること

８．災害視察に関すること

課
部

９．災害見舞い及び視察者の応接に関すること

．気象情報等の収集・広報伝達に関すること。10
．自衛隊災害派遣要請の要求に関すること。

課
11

．避難準備情報、避難勧告・指示に関すること。12
職務 ．相互応援協力要請に関すること

門

13
．その他対策要員の動員及び配置に関すること14

長 ． 職員の衛生管理及びり災職員の福利厚生に関すること15
．災害活動に係る出動全般に関すること16
．町有財産の被害状況の調査収集に関すること 員

総

17
対 ．り災証明書の発行に関すること18

企企 ．災害対策に必要な経費の予算措置に関すること19

画画 20．災害写真等災害記録の収集に関すること

財財
21．町内、関係団体との連絡に関すること

政策 ．ボランティア受入に関すること
括 政

22

課23．人員、物資及び資材の輸送に関すること

職
課 24．応急食糧、その他生活必需品の調達及び管理に関す

長 ること 員

部 ．被災者に対する町税の徴収猶予及び減免に関すること 税
課

25

務

税
26．避難誘導及び避難所の設置・運営に関すること

課
務 27．避難場所における炊き出し、その他救助活動に関す

職課
ること

長 ．備蓄食糧等の配給
長

28
．土地家屋等の被害状況等の調査に関すること。 員29
．その他部の応援に関すること。30プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
室
長

出

納

室

長

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
室
職
員

出

納

室

職

員
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久米島町災害対策本部分掌事務

部 副 部 配備要員数

部 部 所 掌 事 務 第１ 第２ 第３

長 長 員 配備 配備 配備

１．所管対策部の被害状況調査及び総務対策部長への報

町 告に関すること 町 各課 各課 全員

民 ２．部内の連絡調整に関すること 民 １名 ２名

町 町 課 ３．避難の誘導及び避難所の設置・運営に関すること 課

長 ４．行方不明者のリストの作成及び捜索に関すること 職

民 民 ５．死体の記録及び火葬許可に関すること 員

６．町民の被災状況調査に関すること

生 生 ７．災害による医療、助産に関すること

８．救護班の編成

活 活 福 ９．医療機関、医師会等との連絡調整 福

．避難所における被災者への健康巡回相談10
対 総 ．国民健康保険料及び被保険者の一部負担金の減免に 祉11

関すること
祉

策 括 ．災害救助法の適用に関すること 課12
．被災者生活再建支援法の適用に関すること13

部 課 ． 日本赤十字社等、協力団体等との連絡調整に関すること 職
課

13
．被服、寝具、その他生活必需品の調達給付又は貸与14

長 長 に関すること 員

．義援金品、見舞金品等の配分に関すること15
．応急仮設住宅への入居及び管理に関すること16
．応急・備蓄食糧等、その他生活必需品の配給に関すること17
．応急保育施設に関すること18

１．所管対策部の被害状況調査及び総務対策部長への報

告に関すること 農 各課 各課 全員

農 ２．部内の連絡調整に関すること １名 ２名
林産 産 ３．農地、農業施設及び農作物等の被害調査並びに災害

林 予防対策と復旧事業に関すること
業 水

業 ４．家畜伝染病の防疫に関すること

振 水 ５．水産物、水産施設及び漁船、漁具の災害対策及び被

興
産

振 害調査に関すること

部 産 ６．高潮対策に関すること
課興 ７．畜産の被害調査に関すること

門 課 ８．漁船停泊、けい留船舶の安全維持に関すること

総
職

対 ９．漁港施設の警戒及び応急対策に関すること

長 ．農林水産関係災害に対する警戒巡視に関すること 員
括

10
策 ．主食の確保及び主食配給の特別措置に関すること

課
11

．観光客・旅行者等への対応に関すること。12
部 長 ．労務者の雇用に関すること13

．商工業施設及び観光施設の被害調査及びその対策に14
関すること

．被災者の輸送に関すること15

課

職

員

商

工

観

光

商

工
観
光
課
長
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久米島町災害対策本部分掌事務

部 副 部 配備要員数

部 部 所 掌 事 務 第１ 第２ 第３

長 長 員 配備 配備 配備

１．所管対策部の被害状況調査及び総務対策部長への報 上

上 告に関すること 下 各課 各課 全員

下 ２．部内の連絡調整に関すること 水 １名 ２名

環 環 水 ３．給水区域への給水の確保に関すること 道

道 ４．飲料水の供給に関すること 課

課 ５．上下水道施設の防災及び復旧に関すること 職

境 ６．給水活動に協力する団体等との連絡調整に関すること 員

境 ７．応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理に関すること

８．町道、農道、県道、橋梁及び海岸施設の災害復旧事

建
整 建 業に関すること

９．交通不通箇所及び通行路線に関すること

設
整 ．災害時における道路及び橋梁の使用に関すること

設
10

備 ．土木対策の庶務及び連絡調整11

課
課

12．堤防、溜池、溝渠、水路の災害応急復旧措置に関す

ること

職備 部 ．建築物の災害対策及び被害調査に関すること13
長 ．被災建築物の応急危険度判定に関すること14

．土木関係災害に対する警戒巡視に関すること 員15
門 ．住家又はその周辺に運ばれた土石、竹木等の障害物16

対 に関すること

．災害時の防疫に関すること17
総 ．伝染病、その他災害調査及び防疫状況の報告に関す 環

環
18

ること 境
境

策 ．ごみ、し尿処理に関すること 保
保

19
括 ．廃棄物による被害調査及び災害対策に関すること 全

全
20

．墓地災害の応急対策に関すること 課
課

21
． 死体の収容処理及び埋葬、所有物の保管に関すること 職

長
22

部 課 ．町・民有林野の林産物及び林業施設の災害及び被害 員23
調査に関すること

．管轄施設の被害調査及び災害対策に関すること24
長 ．避難所開設、運営の協力に関すること25

．部内の応援に関すること26
．空港施設の警戒及び応急対策に関すること。27
．航空局との連絡調整に関すること。28
．臨時へリポートに関すること29

職

員

事
務
所

空

港

管

理

職

員
管
理
課

施
設

課

長

施

設

管

理

事

務

所

長

空

港

管

理
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久米島町災害対策本部所掌事務

部 副 部 配備要員数

部 部 所 掌 事 務 第１ 第２ 第３

長 長 員 配備 配備 配備

１．所管対策部の被害状況調査及び総務対策部長への報

告に関すること 各課 各課 全員

教 教 ２．部内の連絡調整に関すること 教 １名 ２名
教

３．児童生徒の避難に関すること 育
育

育 ４．避難所開設、運営の協力に関すること 委

５．学校給食調理場との連絡調整に関すること 員
課

対 育 長 ６．児童生徒の保健及び学校給食に関すること 会

７．学校物品調達手続き及び経理に関すること 職

策 ８．教育施設の災害調査及び応急対策に関すること 員

９．児童生徒に対する学用品等の給付に関すること

部 長 ．災害時の教育指導に関すること10
．社会教育施設の災害調査及び対策に関すること11
．管轄施設の被害調査及び災害対策に関すること12
．文化財の被害状況の収集及びその対策に関すること13
．収蔵品等の被害調査及び災害対策に関すること14
．管轄施設の被害調査及び災害対策に関すること15
．炊き出しに関すること16
．児童生徒の給食に関すること17

※ 各対策部１．２．については、総括課長の配属課において担当する。

久米島町災害対策本部所掌事務

部 副 部 配備要員数

部 部 所 掌 事 務 第１ 第２ 第３

長 長 員 配備 配備 配備

１．所轄対策部の被害状況等の調査及び総務部長への報

消 消 消 告に関すること。 消 ８名 名 全員16

防２．災害情報の受理及び広報に関すること

防 ３．被災者の救出・搬送及び避難に関すること

４．職員の非常招集及び配置に関すること 職
防

員対 防 ５．各関係機関との連絡調整に関すること

・
６．相互応援協力に関すること

団
策 ７．二次災害の防止

署

８．行方不明者の捜索に関すること

部 長 長 ９．消防団の非常招集及び配置に関すること 員

．災害復旧に必要な資機材の調達10
．火災関係のり災証明書の発行に関すること11

セ
ン
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長

自

然
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化

所

長
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食
セ
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セ
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第２節 動員計画

この計画は、災害時における応急対策を迅速かつ的確に行うため、職員を動員配備する

ためのものである。

１ 配備の指定及び区分

（１）本部長（町長）は、災害対策体制を迅速に整えるため、配備基準により配備体制を

指定する。

（２）配備は災害の規模に応じ、第１配備から第３配備までに区分する。

（３）配備区分は、おおむね次の基準による。

［災害対策要員配備体制］

配備体制 配 備 基 準 配 備 要 員
１ 気象情報等により災害の発生が予想される事態で １ 各部の情報担当

第 １ 配 備 あるが災害発生まで多少の時間的余裕がある場合 及び連絡担当要員

２ 沖縄気象台が県内で震度４を観測し、発表した場合 は配置につく（災害対策準備体制）

３ 沖縄気象台が当町が属する津波予報区に津波注意 ２ その他の職員は

報を発表した場合 待機の体制をとる

１ 当町が属する地域に、気象業務法に基づく暴風、 １ 各部の警戒本部

第 ２ 配 備 大雨又は洪水その他の警報の発表に伴い、災害に関 要員は配置につく

する情報の収集・伝達等を特に強化して対処を要す ２ その他の職員は（災害警戒本部）

る場合 配置につく体制を

警戒体制 ２ 暴風、豪雨その他の異常な自然現象により、町域 取る〈 〉

に災害が発生する恐れがあり警戒を要する場合

３ 強い揺れ（震度４程度以上）を感じたとき、又は

弱くても長い間ゆっくりとした揺れを感じたときで

必要と認めたとき

４ 沖縄気象台が当町域を含む地域に震度５弱を観測

し、発表した場合

５ 沖縄気象台が当町が属する津波予報区に津波注意

報を発表したとき、情報の収集・伝達等を特に強化

して対処する必要がある場合

６ 沖縄気象台が当町が属する津波予報区に津波警報

の「津波」を発表した場合

第 ３ 配 備 １ 当町が属する地域に、気象業務法に基づく暴風、 １ 全職員が配置に

大雨又は洪水その他の警報の発表がされ、かつ重大 つく(災害対策本部）

な災害の発生する恐れがある場合

救助体制 ２ 暴風、豪雨、地震その他異常な自然現象により、〈 〉

町域に重大な被害が発生した場合

３ 大規模な火事、爆発その他これらに類する事故に

より、町域に重大な被害が発生した場合

４ 町に、災害救助法の適用する災害が発生した場合

５ 沖縄気象台が当町を含む地域に震度５強以上を観

測し発表した場合

６ 沖縄気象台が当町が属する津波予報区に津波警報

の「大津波」を発表した場合

※ 配備要員は、災害状況により増減することができる。
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２ 配備人員及び指名

（１）各部の配備要員は、第１節表‐１のとおりとする。ただし、この配備要員は災害の

実情により所属の部長において増減することができるものとする。

（２）各部長は、災害対策要員のうちから配備の規模に応ずる配備要員をあらかじめ指名

しておくものとする。

（ ） 、 （ ）３ 各部長は 毎年５月１日現在で災害対策配備要員名簿及び非常招集系統図 図‐２

を作成し、同月１０日までに総務対策部長に提出するものとする。なお配備要員に異

動があった場合はその都度修正の上、総務対策部長に通知するものとする。

３ 動員方法

（１）本部長は、気象注意報・警報及び災害発生の恐れのある異常現象等の通報を受けた

場合で大きな災害が発生するおそれがあると認められるときは、直ちに本部会議を招

集し、災害対策要員の配備指定その他応急対策に必要な事項を決定するものとする。

（２）本部会議の招集に関する事務は、本部長の指示の下総務対策部長が行い、緊急を要

する場合は、本部長の判断により災害対策要員の配備指定、その他応急対策に必要な

事項を決定するものとする。

（３）総務対策部長は町災害対策本部が設置され、対策要員の配備規模が決定されたとき

はその旨各部長に通知するものとする。

（４）通知を受けた各部長は、直ちに要員にその旨通知するものとする。また、部長が災

、 （ ）害の状況に応じてその配備を決定したときは 直ちにその人数を本部長 総務対策部

に報告するものとする。

（５）通知を受けた配備要員は直ちに所定の配備につくものとする。

（６）各部長は、あらかじめ部内の非常招集系統を確立しておくものとする。尚、非常招

集系統については配備要員名簿に併記し、総務対策部長に提出しておくものとする。

４ 非常参集

職員は、勤務時間外及び休日において災害が発生し、又は発生する恐れがあることを

知ったときは進んで所属長と連絡をとり、又は自らの判断により参集するものとする。

５ 非常時連絡系統

非常災害時における関係部等の通報連絡は、次のとおり行うものとする。なお、災害

対策本部を設置した場合は直接本部との連絡を行う。
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非 常 時 連 絡 系 統 図

町 長 ・ 副 町 長

（指示） （状況報告）

（指示）

消 防 本 部 各部門総括課長総 務 部 門 総 括 課 長
（ ）状況報告

（状況報告）

（ ） （ ） （ ） （ ）指示 報告 指示 状況報告

総 務 課 又 は 各 課

企 画 財 政 課

税 務 課

時間外は

総務課長宅又は

企画財政課長宅

税 務 課 長 宅

注１．図表中の（ ）は、執務時間外の連絡経路を示す。

２．気象台との連絡は、専用電話によるもの。

図‐２

災害対策配備名簿及び非常招集系統図

年 月 日現在

部

第１配備 第２配備 第３配備

警 報 発 令 局部的災害発生 町全域にわたって災害が発生

情報連絡担当員 応 急 活 動 開 始 した時（動員可能な全職員）

部長

氏 名 電 話 氏 名 電 話 氏 名 電 話 氏 名 電 話
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第３節 気象警報等の伝達計画

この計画は、災害の発生あるいは拡大を未然に防御するため、気象注意報・警報及び情

報等を迅速かつ的確に伝達し、警報等の発表基準、伝達体制の町民に対する周知徹底及び

異常現象発見時の措置等について定めるものである。

１ 警報等の種類及び発表基準

１ 気象業務法に定める警報等

ア 気象注意報等

イ 気象警報等

ウ 気象情報等

警報等 エ 異常潮に関する情報

オ 地方海上警報

２ 水防法に定める警報等

３ 消防法に定める火災警報等

４ 県知事、市町村長が行う警報等

５ 土砂災害警戒情報

（１）気象業務法に定める警報等

ア 気象注意報等

気象によって災害が起こるおそれがある場合に，その旨を注意して行う予報

≪注意報発表基準表≫

注 意 報 名 沖 縄 気 象 台 （ 沖 縄 本 島 地 方 ・ 久 米 島 ）

強風（平均風速） １５ｍ／ｓ

波浪（有義波高） ２．５ｍ

高潮（潮位：標高） １．３ｍ

１時間雨量 ５０ｍｍ
大 雨

３時間雨量 ８０ｍｍ
（ ）雨量

２４時間雨量 １４０ｍｍ

１時間雨量 ５０ｍｍ
洪 水

３時間雨量 ８０ｍｍ
（ ）雨量

２４時間雨量 １４０ｍｍ

雷 落雷等により、被害が予想される場合

乾 燥 最小湿度５０％以下で、実効湿度６０％以下

濃 霧 （ 規 程 ） 陸上１００ｍ、海上５００ｍ

イ 気象警報等

気象によって重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して行う予報

≪警報発表基準表≫

警 報 名 沖 縄 気 象 台 （ 沖 縄 本 島 地 方 ・ 久 米 島 ）

暴風（平均風速） ２５ｍ／ｓ

波浪（有義波高） ６．０ｍ

高潮（潮位：標高） ２．０ｍ

１時間雨量 ７０ｍｍ
大 雨

３時間雨量 １１０ｍｍ
（ ）雨量

２４時間雨量 ２５０ｍｍ

１時間雨量 ７０ｍｍ
洪 水

３時間雨量 １１０ｍｍ
（ ）雨量

２４時間雨量 ２５０ｍｍ
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≪記録的短時間大雨情報の発表基準≫（１時間雨量：解析雨量も含む）

沖縄本島地方：１００ 以上。mm

ウ 気象情報等

台風その他異常気象についてその状況を具体的に説明するもので、注意報・警報

の情報価値を高め、適切な防災対策がより効果的に行われるために随時発表する。

なお 、 台風情報で使用される台風の大きさは等は次のとおり。

台風の大きさ 風速１５ｍ／ｓ以上の半径 台風の強さ（最大風速）（ ）

大 型 以上 未満 強 い 以上 未満500km 800km 33m/s 44m/s
超大型 以上 非常に強い 以上 未満800km 44m/s 54m/s

猛 烈 な 以上54m/s
注：上表の基準以外の台風は単に「台風」と表現する。

エ 異常潮に関する情報

「異常潮」とは、台風等による高潮又は地震による津波以外の潮位の異常な現象

、 。をいい それによる被害が発生又は発生する恐れがあるときに気象官署が発表する

オ 地方海上警報

定められた海域に対して、異常気象等 （風浪、うねり等）によって重大な災害

が起こるおそれがあるとき細分された次の３海域において 時間以内に予想され24
る最大の風の強さによって沖縄気象台が発表する。

（ア）地方海上予報区の範囲と細分名称

ア）沖縄気象台担当地方海上予報区

沖縄海域（ ）SEA AROUND OKINAWA

イ）細分名称

・沖縄東方海上（ ）SEA EAST OF OKINAWA
・東シナ海南部（ ）SOUTHERN PART OF EAST CHINA SEA
・沖縄南方海上（ ）SEA SOUTH OF OKINAWA

※久米島町は、東シナ海南部（ ）に該当SOUTHERN PART OF EAST CHINA SEA
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（イ）地方海上警報の種類と発表基準

地方海上警報の種類 発表基準

ｶｲｼﾞｮｳｹｲ ﾎｳ ﾅｼ 警報をする現象が予想され

海 上 警 報 な し（英文 ＮＯ ＷＡＲＮＩＮＧ) ない場合又は継続中の警報

を解除する場合

ｶｲｼﾞｮｳﾉｳ ﾑ ｹｲ ﾎｳ 濃霧により視程が 未500m
海 上 濃 霧 警 報 （英文 ＷＡＲＮＩＮＧ） 満（ ｶｲﾘ未満）0.3

13.9 17.1m/sｶｲｼﾞｮｳｶｾﾞｹｲ ﾎｳ 最大風速が ～

海 上 風 警 報 （英文 ＷＡＲＮＩＮＧ） （ ﾉｯﾄ以上 ﾉｯﾄ未満）28 34
17.2 24.4m/sｶｲｼﾞｮｳｷｮｳﾌｳ ｹｲ ﾎｳ 最大風速が ～

海 上 強 風 警 報（英文 ＧＡＬＥ ＷＡＲＮＩＮＧ） （ ﾉｯﾄ以上 ﾉｯﾄ未満）34 48
24.5 32.6m/sｶｲｼﾞｮｳﾎﾞｳﾌｳ ｹｲ ﾎｳ 最大風速が ～

海 上 暴 風 警 報 ＳＴＯＲＭ ＷＡＲＮＩＮＧ （ ﾉｯﾄ以上 ﾉｯﾄ未満）(英文 ） 48 64
ｶｲｼﾞｮｳﾀｲ ﾌｳ ｹｲ ﾎｳ 最大風速が 以上32.7m/s
海 上 台 風 警 報 ( ﾉｯﾄ以上)(英文ＴＹＰＨＯＯＮ ＷＡＲＮＩＮＧ) 64

（２）水防法に定める警報等

ア 代替警報等

水防活動に資するため水防機関に対して行なわれる水防活動用の注・警報は次に

定める注・警報が発表されたとき、これによって代替されるものとする。

被代替注・警報 代替注・警報

水防活動用気象注意報 大雨注意報

〃 気象警報 大雨警報

〃 高潮注意報 高潮注意報

水防活動用高潮警報 高潮警報

〃 洪水注意報 洪水注意報

〃 洪水警報 洪水警報

イ 水防警報

水防警報とは洪水又は高潮等によって災害の発生が予想される場合において国土

交通大臣又は県知事がそれぞれ指定する河川、湖沼又は海岸において水防法に基づ

き発するものをいう。

（注）現在本計画に考慮されていないが将来を想定して作成した。

（３）消防法に定める火災警報等

ア 火災警報

町内を対象として、町長（消防長）が消防法の規定により沖縄県知事から火災気象通報を受け

たとき、又は気象状況が次の火災の予防上危険と認めたとき火災警報を発令することができる。

（ア）実効湿度６０パーセント以下であって、最小湿度が５０パーセントを下り、

最大風速が７メートルを超える見込みのとき。

（イ）平均風速１０メートル以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき。

イ 火災気象通報

沖縄県と沖縄気象台との「沖縄地方における火災気象通報に関する協定」に基づ

き、気象官署がそれぞれ担当区域に発表する「火災予防に関する気象通報」をもっ

て火災気象通報にかえる。
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（４）町長が行う警報等

町長は、災害に関する予報若しくは警報の通知を受けたとき又は自ら災害に関する

予報若しくは警告を知ったとき、自ら災害に関する警報をしたときは、町防災計画の

定めるところにより当該予報若しくは警報、通知に係る事項を住民その他の関係機関

に対し伝達しなければならない。この場合において必要があると認めるときは町長は

住民その他の関係機関に対し、予想される災害の事態及びこれに対してとるべき措置

等について必要な通知又は警告を行うものとする。

（５）土砂災害警戒情報

土砂災害警戒情報に関しては 「沖縄県と気象庁が共同して行う土砂災害警戒情報、

に関する協定 （平成１８年４月２８日）及び同協定に基づく「沖縄県土砂災害警戒」

情報に関する実施要領」に基づき運用するものとする。その主な内容は次のとおりで

ある。

ア 作成・発表機関

土砂災害警戒情報は、気象業務法、災害対策基本法により沖縄県と気象台が共同

で作成・発表する。

イ 目的

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度が高まったときに、町長

が防災活動や住民等への避難勧告等の災害応急対応を適時適切に行えるように支援

すること。また、住民が自主避難の判断等に役立てることを目的とする。

ウ 土砂災害警戒情報の発表及び解除の基準

（ア）発表基準

警戒発表基準は、大雨警報発表中において、気象庁が作成する降雨予測に基づ

いて所定の監視基準に達したときとする。

また、警報の切り替え等各種情報を勘案して、より厳重な警戒を呼びかける必

要があると認められる場合、土砂災害への警戒を改めて呼びかける必要があると

認められる場合等には、県と気象台が協議の上、土砂災害警戒情報を発表するも

のとする。

（イ）解除基準

警戒解除基準は、所定の監視基準について、その基準を下回り、かつ短時間で

再び発表基準を超過しないときとする。ただし、無降雨状態が長時間継続してい

るにもかかわらず基準を下回らない場合は、土壌雨量指数の第２タンク貯留量の

降下状況や土砂災害危険箇所の点検結果等を鑑み、県と気象台が協議の上、警戒

を解除できるものとする。

エ 土砂災害警戒情報の発表形式

町の防災上の判断を迅速かつ的確に支援するため、分かりやすい文章と図を組み

合わせて作成・発表する （付図１参照）。

オ 土砂災害警戒情報の伝達

土砂災害警戒情報の伝達系統図は、本節３（２）気象警報等の伝達 エ 土砂災

害警戒情報の伝達系統図のとおりである。

カ 土砂災害警戒情報の利用にあたっての留意点

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度を、降雨に基づいて判定

しているが、雨の多少にかかわらず、急傾斜地等が崩壊することもある。

したがって、土砂災害警戒情報の利用にあたっては、個別の災害発生箇所・時間

・規模等を詳細に特定するものではないということ、また、がけ崩れなどの表層崩

壊等による土砂災害を対象としており、深層崩壊、山体崩壊、地すべり等は対象と
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しないことに留意すること。

キ 町の対応

町長は、土砂災害警戒情報を参考にしつつ、個別の土砂危険箇所の状況や気象状

況も合わせて総合的に判断し、避難勧告等を発令するものとする。

付図１ 土砂災害警戒情報（例）
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２ 警報等の発表及び解除等の発表機関

警報等の発表及び解除は次の機関で行うものとする。

警報等の種類 発表機関名 対 象 区 域

気象注意報 沖縄本島及び久米島（周辺離島を含む）

〃 警報

〃 情報 南大東村及び北大東村

波浪注意報

洪水 〃 沖 縄 気 象 台 宮古支庁管内

高潮 〃

波浪警報 八重山支庁管内（与那国町除く）

洪水 〃

高潮 〃 八重山郡与那国町

火災警報 各 市 町 村 長 各市町村別

水防警報 国 土 交 通 大 臣 又 は 指定した河川、湖沼又は海岸

県 知 事
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３ 警報等の伝達方法

（１）伝達要領

ア 関係機関から通報された警報等は、総務課・企画財政課及び消防本部において受

領し、迅速、確実な収集を行うものとする。

イ （ア）により通知を受けた総務課長及び消防長は、大きな災害が発生する恐れが

あると認められるとき、又は大きな災害が発生したことを知ったときは、直ちに町

長に報告するものとする。

ウ （ア）により通知を受けた総務課長及び消防長は、次の事項について文書をもっ

て記録するものとする。

（ア）警報等又は災害の種類

（イ）発表及び発生の日時

（ウ）送話者及び受話者の氏名

（エ）その他、防災関係機関及び各事業所等は、気象警報等についてトランジスタラ

ジオ等を常備して積極的に収集するものとする。

エ 住民及び関係機関への警報等の伝達方法は 「第４編 第１章 第６節 災害広、

報計画」に定めるところによるものとする。

（２）気象警報等の伝達

ア 気象警報等の伝達系統図（沖縄本島地方）

久 米 島 町
ＮＴＴ西日本

及 び 東 日 本

久米島町消防本部

沖 縄 県 庁 一

関 係 機 関

沖 縄

気 象 台 沖縄総合事務局 関 係 機 関

第 十 一 管 区 名護海上保安署 般

海 上 保 安 本 部 中城海上保安署 船 舶

各 気 象

官 署 Ｎ Ｈ Ｋ 船 舶

沖 縄 放 送 局

住

沖縄県警察本部 那覇警察署 久米島交番

沖 縄 県 漁 船 無 線 局 船 舶

そ の 他 の 報 道 機 関 民

緊急防災情報ネットワーク加入機関

防災気象情報提供システム加入機関

※ 太枠内の機関は、気象業務法第１５条による伝達機関、細枠内の機関は、その他の連

絡機関（以下、伝達系統は同様とする ）。



- 117 -

イ 地方海上予警報等の伝達系統図

第十一管区海上保安本部

船

沖縄気象台 沖 縄 放 送 局N H K
舶

沖 縄 県 漁 業 無 線 局

ウ 火災警報等の伝達系統図

沖 縄 気 象 台 沖 縄 県 庁 久米島町消防本部 地 域 住 民

（火災気象通報） （火災警報発令）

エ 土砂災害警戒情報の伝達系統図

沖縄本島地方

沖縄県知事公室 久 米 島 町

防災危機管理課 消 防 本 部 一

般

住
日本放送協会

沖縄気象台 沖 縄 放 送 局

（予 報 課） 民

各 報 道 機 関

共同発表

第十一管区海上保安本部

沖縄県土木建築部

（海岸防災課） 沖縄県警察本部 那覇警察署 久米島交番

沖縄総合事務局

総務課・河川課

沖縄総合事務局北部ダム総合管理事務所

沖縄電力
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４ 災害が発生するおそれがある異常現象発見時の措置

気象台等の関係機関から発表された予報・警報等の内容に対応するものを除き、気象

水象、あるいは地象に関し異常気象を発見した者は、災害の拡大を未然にとどめるため

その発見場所、状況、経過等できるだけ具体的な情報を次によりすみやかに通報しなけ

ればならない。

（１）通報を要する異常現象

異常現象とは、おおむね次に揚げる現象をいう。

事 項 現 象

気象に関する事項 著 し く 異 常 な 現 象 強い突風、竜巻、激しい雷雨等

噴火（爆発、溶岩流、泥流、軽石流、有毒ガス
噴 火 現 象

熱雲等）及びそれに伴う降灰砂等

①噴気噴煙の顕著な異常変化

地震に関する事項 火 山 関 係 火 山 性 噴気孔の新生噴煙の量、色臭等の異常変化

②火山付近の海洋の異常変化異 常 現 象

濁度、臭色の変化、軽石、死魚等の浮上発

泡、温度の上昇等

①数時間以上にわたり、頻繁に感ずるような地震
地 震 関 係 頻 発 地 震

②地割れ、亀裂、落石等

水象に関する事項 異 常 潮 位 異 常 波 浪 著しく異常な潮位、津波

（２）異常現象発見者の通報系統図（沖縄本島と周辺離島）

警 察 官 そ の 他 の 関 係 機 関

異常現象の発見者 町 長 沖 縄 気 象 台 予 報 課

（０９８）８３３－４２８５

海上 保安官

那覇航空測候所久米島空港出張所

（０９８）９８５－３０５０

（３）異常現象発見時の通報要領

ア 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は災害の拡大を未然に防ぐ

ため、その発見場所、状況、経過等をできるだけ具体的な情報を町長又は警察官若

しくは海上保安官に通報する。

イ 警察官、海上保安官の通報

発見者から通報を受けた警察官又は海上保安官は、直ちに町長（消防本部）に

通報するものとする。

ウ 町長の通報

通報を受けた町長は、異常現象発見者の速報系統図によりそれぞれの関係機関に

通報するとともに、できるだけその現象を確認し事態の把握に努める。その際、町

長は気象官署に通報する。

エ 災害が発生するおそれがある異常な現象により災害の拡大を未然に防ぐため、危

険と判断した場合は立ち入り規制若しくは立ち入りを禁止する。
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５ 津波警報等の種類及び発表基準

津波による被害の拡大を未然に防止するため、津波警報及び津波情報等を迅速かつ的

確に伝達するための措置等について定める。

（１）津波警報、津波注意報及び津波予報

ア 津波警報等の発表

、 。沖縄気象台は津波が予想される予報区に対して 津波注意報や警報等を発表する

また、予想される津波の到着時刻や高さ、実際に観測された津波の到着時刻や高

さ等を津波情報として発表する。

（ア）津波警報、津波注意報及び津波予報の解説及び発表される津波の高さ

予報の種類 解 説 発表される津波の高さ

高いところで３ｍ程度以上の津波 ３ｍ ４ｍ ６ｍ

津 波 警 報 大 津 波 が予想されますので、厳重に警戒

してください。 ８ｍ １０ｍ以上

高いところで２ｍ程度の津波が予

津 波 想されますので、警戒してくださ １ｍ ２ｍ

い。

高いところで０．５ｍ程度の津波

津波注意報 津波注意 が予想されますので、注意してく ０．５ｍ

ださい。

注）

１．津波による災害のおそれがない場合には 「津波の心配はありません」または、

「若干の海面変動があるかもしれないが被害の心配はありません」旨について

地震情報に含めて発表する。

２ 「津波の高さ」とは、予想される津波の高さ（津波によって潮位が高くなった．

）時点における潮位とその時点に津波がなかったとした場合の平滑した潮位の差

であり、津波によって潮位が上昇した高さをいう。
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（イ） 津波予報区

日本の沿岸は６６の津波予報区に分かれている。その内、沖縄県が属する津

波予報区は、以下の沖縄本島地方、大東島地方、宮古島・八重山地方の３つの

予報区である。

沖縄県が属する津波予報区

津波予報区 区 域 津波予報担当気象官署

沖縄県（宮古島市、石垣市、宮 沖縄気象台 気象庁本庁

沖縄本島地方 古郡、八重山郡、島尻郡の北大 （震央が南西諸島 （震央が北海道、

東村及び南大東村を除く ） の沿岸からおおむ 本州、四国、九州。

ね キロメート 及び南西諸島の沿600
沖縄県（島尻郡の北大東村及び ル以内にある地震 岸からおおむね

大 東 島 地 方
南大東村に限る ） による津波の予報 キロメートル。 600

を担当する官署） 以遠にある地震に

宮古島・八重 沖縄県（宮古島市、石垣市、宮 よる津波の予報を

山地方 古郡、八重山郡に限る ） 担当する官署）。

（ウ）津波情報の種類は次のとおり。

種 類

津波到達予想時刻・予想される津波の高さに関する情報

各地の満潮時刻 ・津波到達予想時刻に関する情報

津波観測に関する情報

その他



- 121 -

（エ）津波予報及び津波予報に関連する各種情報等に用いる震央地名及び津波予報区

は次のとおり。

震 央 地 名 図

沖縄気象台管内の津波予報区
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（２）津波警報等の伝達

ア 津波警報伝達系統図

Ｎ Ｔ Ｔ 久 米 島 町

西 日 本

及 び 東 日 本 久米島町消防本部

沖 縄 沖 縄 県

気象台 警 察 本 部 那 覇 警 察 署 関 係 機 関

第 十 一 管 区

海上保安本部 関 係 機 関 船 舶

一

各 気 Ｎ Ｈ Ｋ

象官署 沖縄放送局

琉 球 放 送 （ Ｒ Ｂ Ｃ ）

般

ラジオ沖縄（ＲＯＫ）

沖縄テレビ（ＯＴＶ）

各 防 ＦＭ（エフエム）沖縄 住

災機関

（ ）琉球朝日放送 ＱＡＢ

沖 縄 総 合 事 務 局 関 係 機 関

民

沖 縄 県 庁 関 係 機 関

久 米 島 町

消 防 本 部

那 覇 市 消 防 本 部 関 係 機 関

緊急防災情報ネットワーク加入機関

防災気象情報提供システム加入機関

イ 津波警報の伝達要領

（ア）町は町防災計画等に定める方法により住民に徹底を図るものとする。

（イ）津波警報解除はこの系統図の伝達体制に準ずる。

（ウ）町が気象庁の警報事項を適時に受けることが出来ない場合、町が津波警報を発

した場合は、異常気象現象の発見通報体制にならって最寄りの気象官署に通報す

る。
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６ 近地の地震、津波に対する自衛処置

町長は、沖縄気象台の発表する津波予報のほか、強い地震（震度４程度以上）を感じ

たとき又は弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたとき、あるいは異

常な海象を知った場合は、警察、消防機関等に連絡するとともに、町防災行政無線や広

報車を用いて、沿岸住民に対し、海岸から退避するよう勧告・指示するものとする。

あわせて、警察、消防機関等の協力を得て海岸からの退避を広報するとともに、潮位

の監視等の警戒態勢を執るものとする。

気 象 庁 震 度 階 級 関 連 解 説 表

震度は、地震動の強さの程度を表すもので、震度計を用いて観測します。

この「気象庁震度階級関連解説表」は、ある震度が観測された場合、その周辺

で実際にどのような現象や被害が発生するかを示すものです。この表を使用され

る場合は、以下の点にご注意下さい。

（１）気象庁が発表する震度は、震度計による観測値であり、この表に記述さ

れる現象から決定するものではありません。

（２）震度が同じであっても、対象となる建物、構造物の状態や地震動の性質

によって、被害が異なる場合があります。この表では、ある震度が観測さ

れた際に通常発生する現象や被害を記述していますので、これより大きな

被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあります。

（３）地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は、震度計が置かれ

ている地点での観測値ですが、同じ市町村であっても場所によっては震度

が異なることがあります。また、震度は通常地表で観測していますが、中

高層建物の上層階では一般にこれより揺れが大きくなります。

（４）大規模な地震では長周期の地震波が発生するため、遠方において比較的

低い震度であっても、エレベータの障害、石油タンクのスロッシングなど

の長周期の揺れに特有な現象が発生することがあります。

（５）この表は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今

後、新しい事例が得られたり、建物、構造物の耐震性の向上などで実状と

合わなくなった場合には、内容を変更することがあります。
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気 象 庁 震 度 階 級 表
計測震度 震度階級 人 間 屋 内 の 状 況 屋 外 の 状 況 木 造 建 物 鉄 筋 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 造 建 物 ラ イ フ ラ イ ン 地 盤 ・ 斜 面

０ 人は揺れを感じない。

屋内にいる人の一部が、わ０．５
１ ずかな揺れを感じる。

屋内にいる人の多くが、揺 電灯などのつり下げ物が､１．５
れを感じる。眠っている人 わずかに揺れる。

２ の一部が、目を覚ます。

屋 内 に い る 人 の ほ と ん ど 棚にある食器類が、音を立 電線が少し揺れる。２．５
が、揺れを感じる。恐怖感 てることがある。

３ を覚える人もいる。

かなりの恐怖感があり、一 つり下げ物は大きく揺れ､棚 電線が大きく揺れる。歩い３．５
部の人は、身の安全を図ろ に あ る 食 器 類 は 音 を 立 て ている人も揺れを感じる。
うとする。 る。座りの悪い置物が､倒れ 自動車を運転していて、揺

４ 眠っている人のほとんどが、 ることがある。 れに気付く人がいる。
目を覚ます。

多くの人が、身の安全を図 つり下げ物は激しく揺れ､棚 窓ガラスが割れて落ちるこ 耐震性の低い住宅では、 耐震性の低い建物では、 安全装置が作動し、ガス 軟弱な地盤で、亀裂が生じ４．５
ろうとする。一部の人は、行 にある食器類、書棚の本が とがある。電柱が揺れるの 壁や柱が破損するものが 壁などに亀裂が生じるもの が遮断される家庭がある｡ る こ と が あ る 。 山 地 で 落
動に支障を感じる｡ 落ちることがある。座りの悪 がわかる。補強されていな ある。 がある。 まれに水道管の被害が発 石、小さな崩壊が生じるこ

い置物の多くが倒れ、家具 いブロック塀が崩れることが 生 し 、 断 水 す る こと が あ とがある。
５弱 が移動することがある。 ある。道路に被害が生じる る。

ことがある｡ ［停電する家庭もある｡］

非常な恐怖を感じる。多くの 棚にある食器類、書棚の本 補強されていないブロック 耐震性の低い住宅では、 耐震性の低い建物では、 家庭などにガスを供給す５．０
人が、行動に支障を感じる。 の多くが落ちる。テレビが台 塀の多くが崩れる。据付け 壁や柱がかなり破損した 壁、梁、柱などに大きな亀 るための導管、主要な水

は り

から落ちることがある。タン が不十分な自動販売機が り、傾くものがある。 裂が生じるものがある｡耐 道管に被害が発生するこ
スなど重い家具が倒れるこ 倒れることがある。多くの墓 震性の高い建物でも、壁な とがある。
とがある｡変形によりドアが 石が倒れる。自動車の運転 どに亀裂が生じるものがあ ［一部 の地域でガス 、水

５強 開かなくなることがある。一 が困難となり､停止する車が る。 道の供給が停止すること
部の戸が外れる。 多い。 がある。］

立っていることが困難にな 固定していない重い家具の かなりの建物で、壁のタイ 耐震性の低い住宅では、 耐震性の低い建物では、 家庭などにガスを供給す 地割れや山崩れなどが発５．５
る。 多くが移動、転倒する｡開か ルや窓ガラスが破損、落下 倒壊するものがある。耐震 壁や柱が破壊するものが るための導管、主要な水 生することがある。

なくなるドアが多い｡ する。 性の高い住宅でも、壁や柱 ある。耐震性の高い建物で 道管に被害が発生する。
が破損するものがある。 も壁、梁、柱などに大きな ［一部 の地域でガス 、水

は り

６弱 亀裂が生じるものがある。 道の供給が停止し、停電
することもある。］

立っていることができず､は 固定していない重い家具の 多くの建物で、壁のタイル 耐震性の低い住宅では、 耐震性の低い建物では、 ガスを地域に送るための６．０
わ な い と動 く こ とが でき な ほとんどが移動、転倒する。 や窓ガラスが破損、落下す 倒壊するものが多い。耐震 倒壊するものがある。耐震 導管、水道の配水施設に
い。 戸 が 外 れ て 飛 ぶ こ と が あ る。補強されていないブロッ 性の高い住宅でも、壁や柱 性の高い建でも、壁や柱が 被害が発生することがあ

る。 ク塀のほとんどが崩れる。 がかなり破損するものがあ 破 壊 す る もの が か なり あ る。
る。 る。 ［一部の地域で停電する｡

６強 広い地域でガス、水道の
供給が停止することがあ
る。］

揺れにほんろうされ、自分 ほとんどの家具が大きく移 ほとんどの建物で、壁のタ 耐震性の高い住宅でも、傾 耐震性の高い建物でも、傾 ［広い地域で電気、ガス､ 大きな地割れ、地すべりや６．５
の意志で行動できない｡ 動し、飛ぶものもある｡ イルや窓ガラスが破損､落 いたり、大き く破壊するも いたり 、大き く破壊するも 水道の供給が停止する｡］ 山崩れが発生し 、地形が

下する。補強されているブ のがある。 のがある。 変わることもある。
７ ロック塀も破損するものが

ある。

＊ライフラインの［］内の事項は、電気、ガス、水道の供給状況を参考として記載したものである。
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第４節 災害通信計画

この計画は、災害に関する気象警報等の伝達及び災害情報等の収集、その他災害応急対

策に必要な指示、命令等の受理伝達の迅速、確実を期するとともに、通信施設を適切に利

用して、通信体制の万全を期するものとする。

１ 通信協力体制

通信設備の所有者又は管理者は、災害時の通信が円滑かつ迅速に行われるよう相互に

協力するものとする。

２ 各種通信施設の利用

災害情報等の伝達、報告、災害時における通信連絡は、通信施設の被害状況により異

なるが、おおむね次のうちから実情に即した方法で行うものとする。ただし、固有の通

信施設をもっている機関についてはこれを利用する。

なお、他機関の通信施設の利用に際しては、かねてより管理者と利用方法等必要な手

続きを協定で定めて、災害時に利用するものとする。

（１）電気通信業務用電気通信設備の利用方法

ア 普通電話による通信

一時的には加入電話の通常の手続きにより通信を確保するが、施設の被害、その

他によりその利用が制限される場合は「非常電話」の取り扱いを受け、通話の優先

利用を図るものとする。なお、臨時電話が設置できる状況にあっては、被災地及び

避難所に臨時電話を設置し、早急に災害通信体制の確保を図るものとする。

イ 非常通話

災害対策関係機関は、事前に最寄のＮＴＴ西日本沖縄支店に連絡し「非常通話用

電話」を指定しておくものとする。非常通話は天災地変その他非常事態が発生し、

又は発生するおそれがあると認める場合において、次に掲げる事項の市外通話に対

しその取扱をするものとする。

また、非常通話を利用する場合は、あらかじめ指定された番号をダイヤルし非常

通話用電話の指定番号、通話の内容及び通話先を申告の上、申し込むものとする。

久米島町の非常指定電話は別表１のとおりとする。

（ア） 気象、水象及び地象の観測の報告又は警報を内容とする通話であって気象機関

相互において行うもの。

（イ） 洪水、津波、高潮等が発生し、若しくは発生するおそれがある旨の通報又はそ

の警戒若しくは予防のための緊急を要する事項を内容とする通話であって、水防

関係機関、消防機関相互において行うもの。

（ウ） 災害の予防又は救援のための緊急を要する事項を内容とする通話であって、消

防機関又は災害救助機関相互間において行うもの。

（エ） 交通施設の災害の予防又は復旧、その他輸送の確保に関し、緊急を要する通話

であって、輸送の確保に直接関係がある機関相互間において行うもの。

（オ） 通信施設の災害の予防又は復旧その他通信の確保に関し、緊急を要する事項を

内容とする通話であって、通信の確保に直接関係がある機関相互間において行う
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もの。

（カ） 電力設備の災害の予防又は復旧その他電力の供絡の確保に関し、緊急を要する

事項を内容とする通話であって、電力の供給の確保に直接関係がある機関相互間

において行うもの。

（キ） 秩序の椎持のため、緊急を要する事項を内容とする通話であって、警察機関相

互間において行うもの。

（ク） 災害の予防又は救援のための必要な事項を内容とする通話であって、天災地変

その他の非常事態が発生し、又は発生することがあることを知った者がその災害

の予防又は救援に直接関係がある機関に対して行うもの。

ウ 非常電報

災害のための緊急を要する電報にあっては、頼信紙の欄外余白に「非常」と朱書

して電報局に差し出すものとする。

電話により非常電報を依頼する場合は、自己の電話番号及び頼信責任者名を電報

局に申告の上、申し込むものとする。

なお、非常電報として取り扱われる通信の内容は非常通話用電話による非常通話

の例によるものとする。

（２）専用通信施設の利用

電気通信業務用電気通信設備の利用ができなくなった場合又は緊急通信にその必要

、 。 、がある場合は 次に掲げる専用通信施設の利用を図るものとする 利用にあたっては

あらかじめ協議して定めた手続きによるものとする。

ア 消防無線電話による通信

消防無線電話を利用し、通信相手機関と通信連絡する。

消防無線通信施設は別表２のとおりとする。

イ 警察電話による通信

沖縄県警察本部の警察有線電話を利用して、通信相手機関を管轄する各署、駐在

所等を経て通信連絡する。

ウ 警察無線電話による通信

沖縄県警察本部の警察無線電話を利用し、イに準じて通信連絡する。

（３）非常の場合における無線通信設備の利用

非常無線通信を利用できる時期は、各種災害等で非常の事態が発生し又は発生のお

それがある場合において、有線通信設備を利用することができない場合、又はこれを

利用することが著しく困難である場合は、非常無線通信を利用して通信連絡する。

沖縄地方非常無線通信協議会の主な構成機関は別表３のとおりである。

ア 通信の内容

非常通信を利用することのできる通報の内容は、おおむね次のようなものである

（ア） 人命の救助に関するもの

（イ） 天災の予防（主要河川の水位を含む ）及び天災その他の災害の状況に関する。

もの。

（ウ） 緊急を要する気象等の観測資料

（エ） 非常事態が発生した場合に総務大臣が命令して、無線局に通信を行わせる場合
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の指令及びその他の指令

（オ） 遭難者の救助に関するもの。

（カ） 非常事態発生の場合における輸送機関に関するもの。

（キ） 道路、電力設備及び電信電話回線の破壊又は障害の状況及びその修理復旧のた

め資材の手配及び運般要員の確保その他緊急措置に関するもの。

（ク） 防災機関相互間において発受する災害救助その他緊急措置に要する労務、施設

設備、物資及び資金の調達、配分、輸送に関するもの。

（ケ） 災害救助法等の規定に基づき県知事から医療、土木、建築工事又は輸送の関係

者に対して発する従事命令に関するもの。

イ 利用できる機関

非常通報は無線局を開設している者が自ら発注するものの外、次に掲げる者の依

頼に応じ発受することができる。

（ア） 官庁（公共企業体を含む ）及び地方自治体。

（イ） 各防災会議

（ウ） 日本赤十字社

（エ） 全国消防長会

（オ） 電力会社

（カ） その他人命救助及び急迫の危険又は緊急措置に関する発信を希望するもの

ウ 依頼事項

発信を希望するものは電報頼信紙その他適宜の用紙に片かなで明記して、最寄り

の無線局に依頼するものとする。

ただし、一通の通信文の字数は 字以内とする。200
なお、無線電話を利用する場合は本文を３分間以内の内容にまとめること。

通報依頼に当たっては、次の事項を明記して行うものとする。

（ア） あて先の住所氏名（電話番号がわかれば記入のこと ）。

（イ） 本文

（ウ） 発信人の住所氏名（電話があれば番号記入のこと ）。

（エ） 余白に「非常」と必ず記入のこと。

エ 費用

電気通信事業者以外の無線局に依頼するときは原則として無科とする。

西日本電信電話株式会社の無線局に依頼するときは会社規定の公衆電報料金を要

するものとするが、次の電報については料金は免除される。

（ア） 船舶又は航空機が重大かつ急迫の危険に陥り、又は陥るおそれがあることを通

報する電報であって、その事実を知った者がその救援に直接関係がある機関に対

して発するもの。

（イ） 船舶又は航空機の航行に対する重大な危検を予防するために必要な事項を内容

とする電報であって、その事実を知った者がその予防に直接関係がある機関に対

して発するもの。

（ウ） 天災地変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合における

人命財産の危険を通報する電報であって、その危険の事実を知った者が、その救
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援に直接関係がある機関に対して発するもの。

（エ） 災害に際し、電報取扱局が指定する地域及び期間において、罹災者が発信する

罹災状況の通報又は救護を求めることを内容とする電報であって、電報取扱局が

定める条件に適合するもの。

３ 町における措置

（１）通信設備優先利用の協定

町は基本法に基づく通信設備の優先利用について、その必要と認める機関とあらか

じめ協議しておくものとする。

（２）放送要請の依頼

町は災害に関する通知、要請、伝達又は警告等を行う場合において、テレビ又はラ

ジオによる放送を必要とするときは、県（広報班）に放送の要請を依頼するものとす

る。

ただし、人命に関する等、特に緊急を要する場合は、直接放送機関に放送の依頼を

行い、事後速やかに県（広報班）にその旨連絡するものとする。
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別表１ 非常指定電話

設 置 場 所 所 在 地 電話番号（０９８）

総 務 課 ９８５－７１２１

久米島町役場（仲里庁舎） 久米島町字比嘉 番地 環境保全課 ９８５－７８４２2870
（火葬場）

久米島町役場（具志川庁舎） 久米島町字仲泊 番地 総 合 窓 口 ９８５－２００２699
久米島町役場（空港管理事務所） ９８５－２９３９久米島町字北原 番地の２566

具志川農村環境改善センター 久米島町字仲泊 番地 ９８５－２４４４730
久 米 島 町 消 防 本 部 久米島町字嘉手苅 番地 ９８５－２９００970

教 育 課 ９８５－２２８７久 米 島 町 教 育 委 員 会 久米島町字仲泊 番地699
教 育 長 室 ９８５－３３５０

久 米 島 町 立 大 岳 幼 稚 園 久米島町字山里 番地 ９８５－３４３０177
久 米 島 町 立 清 水 幼 稚 園 久米島町字鳥島 番地 ９８５－４３５１198
久米島町立久米島幼稚園 久米島町字儀間１番地 ９８５－３７３０

久 米 島 町 立 仲 里 幼 稚 園 久米島町字謝名堂 番地 ９８５－８０２８970
久米島町立比屋定幼稚園 久米島町字宇江城 番地 ９８５－３１９０2220
久 米 島 町 立 大 岳 小 学 校 久米島町字山里 番地 ９８５－２１３３177
久 米 島 町 立 清 水 小 学 校 久米島町字鳥島 番地 ９８５－２２８６198
久米島町立久米島小学校 久米島町字儀間１番地 ９８５－２００７

久 米 島 町 立 仲 里 小 学 校 久米島町字謝名堂 番地 ９８５－８１２７970
久 米 島 町 立 美 崎 小 学 校 久米島町字真謝 番地 ９８５－７７２７103
久米島町立比屋定小学校 久米島町字宇江城 番地 ９８５－３７２２2220
久米島町立久米島西中学校 久米島町字西銘 番地 ９８５－２００６1324
久米島町立久米島中学校 久米島町字儀間５番地 ９８５－２０５０

久 米 島 町 立 仲 里 中 学 校 久米島町字比嘉 番地 ９８５－８１２８2856
別表２ 久米島消防本部無線局

局 名 称 種 別 設 置 場 所 所 在 地

しょうぼうくめ 基 地 局 消 防 本 部 久米島町字嘉手苅 番地970

移 動 局 〃 〃
しょうぼうくめ

１号～１５号

〃 〃 〃
しょうぼうくめ

号～ 号101 119
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別表３ 沖縄地方非常無線通信協議会の主な構成機関

機 関 名 所 在 地 電 話 番 号

沖 縄 総 合 通 信 事 務 所 那 覇 市 東 町 ０９８－８６５－２３０６2 6 - 2 9
沖縄県（防災危機管理課） 那 覇 市 泉 崎 ０９８－８６６－２１４３1 - 2 - 2

西日本（株）沖縄支店 浦 添 市 城 間 ０９８－８７０－４０１８NTT 4 - 3 5 - 1
沖 縄 気 象 台 那 覇 市 樋 川 ０９８－８３３－４２８１1 - 1 5 - 1 5
第十一管区海上保安本部 那 覇 市 港 町 ０９８－８６７－０１８８2 - 1 1 - 1
沖 縄 総 合 事 務 局 那 覇 市 前 島 ０９８－８６６－００３１2 - 2 1 - 5
国土交通省那覇空港事務所 那 覇 市 安 次 ０９８－８５７－１１０１5 3 1 - 3
沖 縄 県 警 察 本 部 那 覇 市 泉 崎 ０９８－８６２－０１１０1 - 2 - 2
日本赤十字社沖縄県支部 那 覇 市 古 波 蔵 ０９８－８５３－１１８０3 - 7 - 2 5
沖 縄 電 力 株 式 会 社 浦 添 市 牧 港 ０９８－８７７－２３４１1 0 7 4 - 3

沖 縄 放 送 局 那覇市おもろまち ０９８－８６５－２２２２N H K 2-6-21
琉 球 放 送 （ 株 ） 那 覇 市 久 茂 地 ０９８－８６７－２１５１2 - 3 - 1
（ 株 ） ラ ジ オ 沖 縄 那 覇 市 西 ０９８－８６９－２２１１1 - 4 - 8
沖 縄 テ レ ビ 放 送 （ 株 ） 那 覇 市 久 茂 地 ０９８－８６９－２１１１1 - 2 - 2 0
（ 株 ） エ フ エ ム 沖 縄 浦 添 市 小 湾 ０９８－８７７－２３６１4 0
琉 球 朝 日 放 送 （ 株 ） 那 覇 市 久 茂 地 ０９８－８６０－１９９２2 - 3 - 1
沖 縄 県 漁 業 無 線 協 会 那 覇 市 首 里 赤 平 町 ０９８－８８４－５６４１2 - 6 7
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第５節 災害状況等収集・伝達計画

この計画は、災害が発生し又は発生する恐れのある場合、関係機関等の協力を得て、本

町の地域にかかる災害の被害状況等を迅速かつ的確に収集報告するためのものである。

１ 実施責任者

（１）町長は、町域内に発生した被害状況を迅速かつ的確に調査収集し県（防災危機管理

課他関係部署）に報告するものとする。

なお、町長は、被害が甚大なため被害の調査が困難なときは、関係機関に応援を求

めて行うものとする。

（２）消防機関は、火災等同時多発あるいは多くの死傷者が発生し消防機関への通報が殺

到した場合は直ちに国（総務省消防庁 、県に報告するものとする。総務省消防庁に）

対しては、県を経由することなく直接報告する。

（３）知事は、その所轄する施設物について被害状況を調査するとともに、２の（１）に

掲げる県内の被害状況を収集し、国（総務省消防庁）に報告するものとする。

（４）指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等の長はその所管する施設等

について被害状況の調査・収集・報告に努めるものとする。

（５）上記（１ （２ （３ （４）の機関は、必要に応じ相互に被害情報の交換を行）、 ）、 ）、

うものとする。

２ 災害状況等の収集

各対策部長はあらゆる手段を用いて状況を収集把握し、被害状況が確定するまで、災

害対策本部に報告するものとする。なお、これら収集及び報告は災害対策の基礎資料と

なるものであるから、迅速かつ的確に実施することを要する。

（１）災害状況の収集

町及び県は、被害規模を早期に把握するため、次の情報等の収集を行う。

・人的被害・住家被害・火災に関する情報

・避難の勧告・指示状況、警戒区域の指定状況

・避難者数、避難所の場所等に関する情報

・医療機関の被災状況・稼働状況に関する情報

・道路の被害、応急対策の状況及び海上交通状況に関する情報

・空港、ヘリポートの被害及び応急対策の状況に関する情報

・電気、水道、電話の被害及び応急対策の状況に関する情報

・港湾の被害及び応急対策の状況に関する情報

・大規模災害時における消防機関への１１９番通報の殺到状況

（２）推定による被害情報の把握

大地震等大規模災害時には、通信や交通の途絶等により効果的な情報収集作業が行

えないことから、このような情報の空白期間においては、被害の大まかな様子を推定

し、これに基づいて、初動対応を実施しなくてはならない。

したがって、１１９番通報の殺到状況や周囲の状況等から被害情報を推定するもの

とする。

また、倒壊家屋数、火災発生現場数等の人命損失に係る情報については、早期に把

握する必要があるため、町は、消防本部、消防団、警察本部等から「推定情報」につ

いても報告してもらうものとする。
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（３）職員の参集途上による被害状況の把握

夜間、休日等の勤務時間外に災害が発生した場合にあっては、事前に自宅から職場

までの参集ルートを設定しておき、その途上で情報を収集するものとする。

（４）非常災害に係る情報の収集

町又は県は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることができないような

災害が発生したときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集するよう特に

留意し、被害の詳細が把握できない状況にあっても、迅速に当該情報の報告に努めな

ければならない。

３ 災害報告

災害状況等の収集報告は、本計画並びに各対策部における災害報告要領によるものと

する。

（１）報告の種類

報告の種類は次のとおりとする。

ア 災害概況即報

イ 被害状況即報

ウ 災害確定報告

エ 災害年報

（２）報告要領

ア 災害概況即報

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段

階で被害状況が十分把握できていない場合（例えば、地震時の第一報で、死傷者の

有無、火災、津波の発生等を報告する場合）に災害即報様式第１号に基づく内容を

（ ） 。町から県 防災危機管理課 に沖縄県総合行政情報通信ネットワーク等で報告する

町は、県に報告できない場合にあっては、総務省消防庁に報告するものとする。

イ 災害状況即報

被害状況が判明次第逐次報告するもので災害即報様式第２号に基づく内容を町か

ら県地方本部（県南部土木事務所）等を経て県災害対策本部総括情報班（防災危機

管理課）に沖縄県総合行政情報通信ネットワーク等で報告する。

町は、県に報告できない場合にあっては、総務省消防庁に報告するものとする。

なお、県と連絡がとれるようになった後の報告については、県に対して行うもの

とする。

報告に当たっては、別表３の被害状況判定基準によるとともに、地元警察（署、

駐在、交番）と密接な連絡を保つものとする。

ウ 災害確定報告

災害状況の最終報告であり、同一の災害に対する応急対策が終了した後、２０日

以内に災害報告様式第１号に基づく内容を町から県地方本部（県南部土木事務所）

等を経て県災害対策本部総括情報班（防災危機管理課）に報告する。

なお、報告に当たっては、別表３の被害状況判定基準によるとともに、地元警察

（署、駐在、交番）と密接な連絡を保つものとする。

エ 災害年報（災害報告様式第２号）

町は、毎年１月１日から１２月３１日までの災害の被害状況について、翌年４月

１日現在で明らかになったものを災害報告様式第２号に基づき４月１５日までに県

（防災危機管理課）に報告する。
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災 害 情 報 連 絡 系 統 図

（県災害対策本部未設置時） （県及び町災害対策本部設置時）

（ ） （ ）国 総務省消防庁 応急対策室 国 総務省消防庁 応急対策室

( 宿直室 ( 宿直室）TEL 03-5253-7527 7777 TEL 03-5253-7527 777）

( 宿直室) ( 宿直室)FAX 03-5253-7537 7553 FAX 03-5253-7537 7553
( 宿直室) ( 宿直室)消防防災無線 消防防災無線81-7527 7781 81-7527 7781
( 宿直室) ( 宿直室)〃 〃FAX FAX81-7537 7789 81-7537 7789
( 宿直室) ( 宿直室)中央防災無線 中央防災無線83-8090-5017 5010 83-8090-5017 5010

県 県災害概況即報

被害状況即報 被害状況即報と と

災害確定報告 災害確定報告連 連

絡 絡災 害 年 報

県（防災危機管理課） 県 災 害 対 策 本 部が が

（ 総 括 情 報 班 ）取 取TEL 098-866-2143
Fax 098-866-3204 TEL 098-866-2143れ れ

47-21 Fax 098-866-3204な な消防防災無線

F A X 47-20 47-21い い無 線 消防防災無線

F A X 47-20場 場沖縄県総合行政情報 無 線

通信ネットワーク 沖縄県総合行政情報通合 合

信ネットワークTEL 6-200-2143
FAX 6-200-3907 TEL 6-200-2143

FAX 6-200-3907災害概況即報

被害状況即報 被害状況即報

災害確定報告 災害確定報告

災 害 年 報 県災害対策本部各部

町（総務対策部） 被害状況即報

災害確定報告TEL 098-985-7121
県 災 害 対 策 地 方 本 部FAX 098-985-7080

概況報告 （ 南 部 土 木 事 務 所 ）

TEL 098-866-1129被害報告

FAX 098-866-6906最終報告

6 5002129町 各課 各機関 県ネットワーク( )（ 、 ）

通 調 被害状況即報

報 査 災害確定報告

住民（自治会、職場等） 町災害対策本部（総務対策部）

TEL 098-985-7121
FAX 098-985-7080

被害報告

通 最終報告

町 各 災 害 対 策 部

報 通
調査、救助、援護

報

住民（自治会、職場等）
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災 害 概 況 即 報
災害即報様式１号

報告日時 年 月 日 時 分

市町村名

報告者名

災害名 （第 報）

発生場所 発生日時 月 日 時 分

死 者 人 不明 人 全壊 棟 一部破損 棟

負傷者 人 計 人 半壊 棟 床上浸水 棟
死傷者 住 家

災

害

の

概

況

被

害

の

状

況

応

急

対

策

の

状

況
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災害報告様式１号

災 害 確 定 報 告

市 町 村 名 区 分 被 害 区 分 被 害 災 １．設置 年 月 日 時 分久 米 島 町

流失・埋没 公 立 文 教 施 設 害 ２．廃止 年 月 日 時 分ha 千円
田

災 害 名 冠 水 農 林 水 産 業 施 設 対 ３．避難状況ha 千円

流失・埋没 公 共 土 木 施 設 策ha 千円
畑

確定年月日 月 日 時確定 冠 水 その他の公共施設 本 ４．応援要請の概要ha 千円

文 教 施 設 小 計 部箇所 千円

報 告 者 名 病 院 農 産 被 害 設 ５．応急措置の概要箇所 千円
そ

区 分 被 害 道 路 林 産 被 害 置箇所 千円
そ ・

人 死 亡 人 橋 り ょ う 畜 産 被 害 措 ６．救助活動の概要箇所 千円

的 行 方 不 明 者 人 河 川 水 産 被 害 置箇所 千円
の

被 負 重 傷 人 港 湾 商 工 被 害 状 ７．その他の措置箇所 千円
傷

害 者 軽 傷 人 砂 防 況箇所
他

棟 清 掃 施 設 災 害 救 助 法 の 適 用 有 ・ 無箇所
の

全 壊 崖 く ず れ そ の 他 消防職員出動延人数 人世帯 箇所 千円

人 鉄 道 不 通 被 害 総 額 消防団員出動延人数 人箇所 千円
住

棟 被 害 船 舶 隻 災害発生場所

半 壊 水 道 戸世帯
備 災害発生年月日

回線人 電 話
家

棟 電 気 戸 災害の概況
他

一 部 破 損 ガ ス 戸世帯

人 ブ ロ ッ ク 塀 等 消防機関の活動状況箇所
被

箇所棟 水 路
考

世帯床 上 浸 水

人
害

世帯棟 り 災 世 帯 等

床 下 浸 水 り 災 者 数 人世帯

人 火 建 物 件
災

非 公 共 建 物 棟 発 危 険 物 件
住 生
家 そ の 他 棟 そ の 他 件
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災害即報様式第２号

災 害 状 況 即 報

市 町 村 名 区 分 被 害 区 分 被 害 災 １．設置 年 月 日 時 分久 米 島 町

災害名 流失・埋没 公 立 文 教 施 設 害 ２．廃止 年 月 日 時 分ha 千円
田

災 害 名 冠 水 農 林 水 産 業 施 設 対 ３．避難状況ha 千円

第 報 流失・埋没 公 共 土 木 施 設 策ha 千円
畑

報 告 番 号 冠 水 その他の公共施設 本 ４．応援要請の概要ha 千円

（ 月 日 時現在） 文 教 施 設 小 計 部箇所 千円

報 告 者 名 病 院 農 産 被 害 設 ５．応急措置の概要箇所 千円
そ

区 分 被 害 道 路 林 産 被 害 置箇所 千円
そ ・

人 死 亡 人 橋 り ょ う 畜 産 被 害 措 ６．救助活動の概要箇所 千円

的 行 方 不 明 者 人 河 川 水 産 被 害 置箇所 千円
の

被 負 重 傷 人 港 湾 商 工 被 害 状 ７．その他の措置箇所 千円
傷

害 者 軽 傷 人 砂 防 況箇所
他

棟 清 掃 施 設 災 害 救 助 法 の 適 用 有 ・ 無箇所
の

全 壊 崖 く ず れ そ の 他 消防職員出動延人数 人世帯 箇所 千円

人 鉄 道 不 通 被 害 総 額 消防団員出動延人数 人箇所 千円
住

棟 被 害 船 舶 隻 災害発生場所

半 壊 水 道 戸世帯
備 災害発生年月日

回線人 電 話
家

棟 電 気 戸 災害の概況
他

一 部 破 損 ガ ス 戸世帯

人 ブ ロ ッ ク 塀 等 消防機関の活動状況箇所
被

箇所棟 水 路
考

世帯床 上 浸 水

人
害

世帯棟 り 災 世 帯 等

床 下 浸 水 り 災 者 数 人世帯

人 火 建 物 件
災

非 公 共 建 物 棟 発 危 険 物 件
住 生
家 そ の 他 棟 そ の 他 件
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災害報告様式第１号補助表１
公 立 文 教 施 設 被 害

市町村名（ ）久米島町

学 校 名 位 置 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

千円

計

注 「位置」欄は、市町村の字名を記入する。
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災害報告様式第１号補助表２
農 林 水 産 業 施 設 被 害

市町村名（ ）久米島町

被 害 施 設 名 位 置 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

千円

計

注 １．この表は、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律による補助対象となる施設について記入する。
２ 「被害施設名」の欄は、農地かんがい排水施設、農道、林道、漁港等の名称を記入する。．
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災害報告様式第１号補助表３
公 共 土 木 施 設 被 害

市町村名（ ）久米島町

管理者（市町村） 被 害 施 設 名 位 置 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

千円

計

注 １．この表は、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法による国庫負担の対象となる施設について記入する。
２ 「管理者」の欄は、施設を管理する国、県、市町村の団体名ごとに記入する。．
３ 「被害施設名」の欄は、路線名、河川名、港湾名、海岸名、橋りょう名、砂防設備等を記入する。．
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災害報告様式第１号補助表４
そ の 他 の 公 共 施 設 被 害

市町村名（ ）久米島町

管理者（市町村） 被 害 施 設 名 位 置 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

千円

計
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災害報告様式第１号補助表５
農 産 被 害

１．農産物被害 市町村名（ ）久米島町

農 作 物 等 名 総栽培面積 被 害 面 積 被害減収量 単 価 被 害 金 額 備 考

ｔ 円 千円ha ha

計

２．施 設 被 害

被 害 施 設 名 被 害 数 量 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

千円

注 １ 「被害施設名」の欄は、農林水産業施設以外の施設例えばビニールハウス等を記入する。．
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災害報告様式第１号補助表６
林 産 被 害

１．林産物被害 市町村名（ ）久米島町

林 産 物 等 名 被 害 数 量 被 害 金 額 備 考

千円

２．施 設 被 害

被 害 施 設 名 被 害 数 量 被 害 金 額 備 考

千円

注 １ 「林産物等名」の欄は、木材、薪炭、しいたけ、竹、苗木等林産物名を記入する。．
２ 「被害施設名」の欄は、農林水産業施設以外の施設例えば天然林、人工林、苗畑等を記入する。．
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災害報告様式第１号補助表７
畜 産 被 害

１．畜産等および蚕繭被害 市町村名（ ）久米島町

家 畜 等 お よ び 蚕 繭 被 害 数 量 単 価 被 害 金 額 備 考

千円

計

２．施 設 被 害

被 害 施 設 名 被 害 数 量 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

千円

注 １ 「被害施設名」の欄は、農林水産業施設以外の施設例えば畜舎等を記入する。．
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災害報告様式第１号補助表８
水 産 被 害

１．漁 船 被 害 市町村名（ ）久米島町

規 模 隻 数 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

ﾄﾝ 千円

１．漁具被害水産物等被害

種 類 被害数量 被 害 金 額 備 考

千円

２．施 設 被 害

被 害 施 設 名 被 害 数 量 被 害 程 度 被 害 金 額 備 考

千円

注 １．漁船被害の「被害程度」の欄は、滅失、大破、中破、小破等を記入する。
２．施設被害の「被害施設名」の欄は、農林水産業施設以外の施設例えば養殖施設等を記入する。
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災害報告様式第１号補助表９
商 工 被 害

市町村名（ ）久米島町

被 害 種 類 被 害 数 量 被 害 金 額 備 考

千円

計

注 １ 「被害種類」の欄は、店舗、工業原材料、商品、機械器具等を記入する。．
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災害報告様式第２号
災 害 年 報

市町村名（ ）久米島町

り 災 世 帯 数 世帯

り 災 者 数 人

公 立 文 教 施 設 千円

農 林 水 産 業 施 設 千円

公 共 土 木 施 設 千円

そ の 他 の 公 共 施 設 千円

農 産 被 害 千円

そ 林 産 被 害 千円

畜 産 被 害 千円
の

水 産 被 害 千円

他 商 工 被 害 千円

そ の 他 千円

被 害 総 額 千円

災 害 設 置 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分

対 策 本 部 解 散 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分

災 害 救 助 法 適 用 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

消防職員出動延人数 人

消防団員出動延人数 人
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）災害報告様式第２号 市町村名（久米島町

災害名

計発生年月日

区 分

人 死 者 人

的 行 方 不 明 者 人

被 負傷者 重 傷 人

害 軽 傷 人

棟

全 壊 世帯

住 人

棟

半 壊 世帯

家 人

棟

一 部 破 損 世帯

被 人

棟

床 上 浸 水 世帯

害 人

棟

床 下 浸 水 世帯

人

非住家 公 共 建 物 棟

そ の 他 棟

ha田 流失・埋没

ha冠 水

ha畑 流失・埋没

haそ 冠 水

文 教 施 設 箇所

病 院 箇所

道 路 箇所

橋 り ょ う 箇所

河 川 箇所

港 湾 箇所

の 砂 防 箇所

清 掃 施 設 箇所

崖 く ず れ 箇所

鉄 道 不 通 箇所

被 害 船 舶 隻

水 道 戸

電 話 回線

他 電 気 戸

ガ ス 戸

ブロック塀等 箇所

水 路 箇所

建 物 件

火災発生 危 険 物 件

そ の 他 件

り 災 世 帯 数 世帯

り 災 者 数 人

公 立 文 教 施 設 千円

農 林 水 産 業 施 設 千円

公 共 土 木 施 設 千円

その他の公共施設 千円

そ 農 産 被 害 千円

林 産 被 害 千円

の 畜 産 被 害 千円

水 産 被 害 千円

他 商 工 被 害 千円

そ の 他 千円

被 害 総 額 千円

月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分災害対策本部 設 置

月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分 月 日 時 分解 散

災 害 救 助 法 適 用 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

消防職員出動延人数 人

消防団員出動延人数 人
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別表１

災害即報様式第１号の記入要領

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入するこ発 生 場 所

と。発 生 日 時

災 降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地
風 水 害

害 すべり、土石流等の概況

の 地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩
地 震

状 災害種別概況 れ等の概況

況 噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等
火 山 噴 火

の概況

その他これらに類する災害の概況

当該災害により生じた被害の状況について、判明している事項を

被 害 の 状 況 具体的に記入すること。その際、特に人的被害及び住家の被害に重

点をおくこと。

当該災害に対して、市町村（消防機関を含む）及び都道府県が講

じた措置について具体的に記入すること。特に、住民に対して避難
応 急 対 策 の 状 況

の勧告、指示を行った場合には、その日時、範囲、避難者の数など

について記入すること。

別表２

災害即報様式第２号の記入要領

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。

ただし、被害額については省略することができる。

各 被 害 欄 なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それ

ぞれ報告時点における断水戸数、電話不能回線数、停電戸数及び給

水停止戸数を記入する。

災 害 対 策 本 部 本部設置の有無及び設置の場合においては設置及び廃止の日時を

設 置 の 状 況 報告するものとする。

避難の勧告又は指示したもの、対象となった区域及び人員、避難

避 難 の 状 況 場所、避難の勧告指示をした日時、避難完了日時、避難の方法、そ

の他必要な事項について報告するものとする。

応援を要求した市町村名、人員、作業内容の概要、期間その他必
応 援 要 請

要な事項について報告するものとする。

、 。応 急 措 置 の 概 要 消防 水防その他の応急措置について概要を報告するものとする

救 助 活 動 の 概 要 被災者に対する救助活動について概要を報告するものとする。

災害の発生場所 被害を生じた市町村名又は地域名

備 災害の発生日時 被害を生じた日時又は期間

考 災害の種類概況 台風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過

欄 消 防 機 関 の 消防、水防、救急、救助、避難誘導等の活動状況

活 動 状 況
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別表３

被害状況判定基準

災害により被害を受けた人的及び物的の被害判定は、法令等に特別の定めがあるものを

除くほか、おおむね次の基準によるものとする。

被害区分 判 定 基 準

１ 当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの、又は死体は確認
死 者

できないが、死亡したことが確実な者とする。

、 。人 行 方 不 明 者 当該災害が原因で所在不明となり かつ死亡の疑いのある者とする

的 当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあ
重 傷 者

被 る者のうち１ヶ月以上の治療を要する見込みの者とする。

害 当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあ
軽 傷 者

る者のうち１ヶ月未満で治療できる見込みの者とする。

現実に居住の為、使用している建物をいい、社会通念上の住家で
住 家

あるかどうか問わない。

建造物の単位で１つの建築物をいう。

２ 主屋より延べ面積の小さい附属物が付着している場合（同一棟で
棟 数

なくとも同じ宅地内にあるもので非住家として計上するに至らない

小さな物置、便所、風呂場、炊事場）同一棟とみなす。

住 生計を１つにしている実際の生活単位をいう。

例えば、寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので

世 帯 共同生活を営んでるものについては、これを一世帯として扱い、ま

家 た同一家屋の親子、夫婦であっても生活が別であれば分けて扱うも

のとする。

住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊、若しくは流失し

の た部分の床面積が、その住家の延べ面積の７０％以上に達成したも
全 壊

の、又は住家の主要構造部の被害額が、その住家の時価の ％以上50

に達した程度のものとする。

被 住家の損壊がはなはだしいが補修すれば元通りに使用できるもの

で、具体的には損壊部分がその住家の延べ面積の２０％以上７０％
半 壊

未満のもの、又は住家の主要構造部の被害額がその住家の時下の２０％以

害 上５０％未満のものとする。

全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とす

一 部 損 壊 る程度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小

さなものは除く。

住み家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しない

床 上 浸 水 が土砂、竹木のたい積により一時的に居住することができないものと

する。

床 下 浸 水 床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。
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被害区分 判 定 基 準

３ 住家以外の建物で、他の被害区分に属さないものとする。これら
非 住 宅

非 の施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。

住 例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に供
公 共 建 物

家 する建物とする。

被 そ の 他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。

害 非 住 宅 被 害 全壊又は半壊の被害を受けたもののみ記入するものとする。

４ 田の流出・埋 田の耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため耕作が不能になっ

田 没 たものとする。

畑 田 の 冠 水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。

の

被 畑の流出・埋 田の例に準じて取り扱うものとする。

害 没畑の冠水

小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、ろう
文 教 施 設

学校、養護学校及び幼稚園における教育の用の供する施設とする。

院療法（昭和２３年法律２０５号）第１条に規定する患者２０人
病 院

以上の収容施設を有する病院とする。

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に規定する道
道 路

５ 路のうち橋りょうを除いたものとする。

橋 り ょ う 道路を連絡するために河川、運河等の上に架設された橋とする。

河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用され、若しくは準用

そ された河川若しくはその他の河川又はこれらのものの維持管理上必
河 川

要な堤防、護岸水利、床上その他の施設若しくは沿岸を保全するた

の めに防衛する事を必要とする河岸とする。

港湾法（明治２５年法律第２１８号）第２条第５項に規定する水

他 港 湾 域施設、外かく施設、けい留施設、又は港湾の利用及び管理上重要

な臨港交通施設とする。

の 砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防施設、

河 岸 同法第３条の規定によって同法が準用される砂防のための施設又は

。被 同法第３条の２の規定によって同法が準用される天然の河岸とする

清 掃 施 設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。

、 、 。害 が け 崩 れ 山及びがけ崩れのうち 人家 道路等に影響を及ぼすものとする

鉄 道 不 通 汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。

ろ、かいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行

被 害 船 舶 不能となったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修

理しなければ航行できない程度の被害を受けたものとする。

電 話 災害により通話不能となった電話の回線数とする。
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被害区分 判 定 基 準

上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した
水 道

時点における戸数とする。

災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸
電 気

数とする。

一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数の
ガ ス

うち最も多く供給停止となった時点における戸数とする。

ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ 塀 等 倒壊したﾌﾞﾛｯｸ塀又は石塀の箇所数とする。

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維
り 災 世 帯

５ 持できなくなった生計を一にしている世帯とする。

り 災 者 り災世帯の構成員とする。

火 害 発 生 地震又は火山噴火の場合のみ報告するものとする。

そ

公立文教施設 公立の文教施設とする。

の 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

（昭和 年法律第 号）による補助対象となる施設をいい、具体農 林 水 産 業 25 169
的には農地農業用施設、林業用施設、漁業施設及び共同利用施設と施 設

他 する。

（ ）公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 昭和 年法律第 号26 97
公共土木施設 による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には河川、海岸、

の 砂防施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾及び漁港とする。

公立公共施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設
そ の 他 の

をいい、例えば、庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公
公 共 施 設

被 用の用に供する施設とする。

公立公共施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他公共施公共施設被害

設の被害を受けた市町村とする。市 町 村

害 農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、
農 産 被 害

農作物等の被害とする。

農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被
林 産 被 害

害とする。

農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被
畜 産 被 害

害とする。

農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えばのり、漁具、漁船
水 産 被 害

等の被害とする。

建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具
商 工 被 害

等とする。
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第６節 災害広報計画

この計画は、住民及び報道機関に対する、被害情報等の広報活動について必要な事項を

定め、もって災害広報の迅速な実施を図るものとする。

実施責任者1
町、県及び報道機関は、町域における被害に関する情報、被災者の安否情報等につい

て、それぞれの分担事務、又は業務に基づき、情報の収集及び伝達に係る体制の整備に

努めるものとするとともに町及び県は安否情報の確認のためのシステムの効果的、効率

的な活用が図られるよう、住民に対する普及啓発に努めるものとする。

担当は総務対策部とする。

２ 実施要領

（１）各部において広報を必要とする事項が生じたときは直接、総務対策部長に原則とし

て文書でもって通知するものとする。

（２）総務対策部は各部が把握する災害情報その他の広報資料を積極的に収集し、すみや

かに町民及び報道機関へ広報するものとする。

また、必要に応じて災害現地に出向き、写真その他の取材活動を実施するものとする。

３ 住民及び観光客等の災害時要援護者に対する広報の方法

収集した災害の情報及び応急対策等住民及び観光客等災害時要援護者に通知すべき広

報事項は、広報内容に応じ次の方法により行う。

（１）久米島町防災行政無線による広報

（２）来庁者に対する広報窓口を設置する。

（３）報道機関を通じて、テレビ、ラジオ、新聞等による。

（４）広報車により行う。

（５）専用電話、インターネット等を活用し、広報活動を行う。

（６）写真、ポスター等の掲示による。

（７）区長を通じてチラシ等による。

（８）手話及び外国語通訳を介し、広報活動を行う。

４ 報道機関に対する情報等の発表の方法

(１）報道機関に対する情報等の発表は、すべて総務対策部において行うものとする。

(２）情報等の発表に際しては、災害種別（名称）及び発生日時、場所、目的等広報内容

を予め各報道機関と協議し、発表するものとする。

また、場合によっては報道機関に情報連絡員の派遣を要請する。

５ 広報の内容

（１）気象予報・警報等の発令又は解除

（２）災害対策本部の設置又は廃止

（３）不要不急の電話の自粛

（４）二次災害防止のためにとるべき措置

（５）被災者の安否

（６）空き病院の情報

（７）被害状況、災害応急対策状況

ア 食糧・生活物資に関する情報

イ 電気・ガス・水道等のライフラインの復旧の見通し等

（８）交通情報

（９）その他必要と認める事項
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６ 報道機関一覧表

名 称 所 在 地 電 話 番 号

沖 縄 タ イ ム ス 社 那覇市おもろまち ０９８－８６０－３０００1-3-31

琉 球 新 報 社 那覇市天久 ０９８－８６５－５１５８905

沖 縄 放 送 局 那覇市おもろまち ０９８－８６５－２２２２N H K 2-6-21

琉 球 放 送 那覇市久茂地 ０９８－８６７－２１５１2-3-1

琉 球 朝 日 放 送 那覇市久茂地 ０９８－８６０－１９９２2-3-1

沖 縄 テ レ ビ 放 送 那覇市久茂地 ０９８－８６３－２１１１1-2-20

沖縄ケーブルテレビ 那覇市松尾 ０９８－８６３－００７７1-18-26

ラ ジ オ 沖 縄 那覇市西 ０９８－８６９－２２１１1-4-8

エ フ エ ム 沖 縄 浦添市小湾 ０９８－８７７－２３６１40



- 154 -

第７節 避難計画

この計画は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合において、住民の生命及び身

体を災害から保護し、危険な状態にある住民等の安全を図るものである。

１ 実施責任者

適切な避難勧告等の発令により、住民の迅速・円滑な避難を実現することは、町長の

。 、 、 、 、責務である ただし 状況により 関係法令に基づき避難のための立退きの勧告 指示

警戒区域の設定、避難の誘導、避難所の開設及び避難所への収容、保護は、次の者が行

うものとする。なお、これらの責任者は相互に緊密な連携を保ち、住民等の避難が迅速

かつ円滑に行われるように努めるものとする。

（１）避難の勧告

避難勧告は、居住者等に自主的な避難を促すものである。

実施責任者 災害の種類 根 拠 法 備 考

町 長 災 害 全 般 災害対策基本法第６０条

知 事 災 害 全 般 災害対策基本法第６０条 町長が出来ない場合に代行

（２）避難の指示

避難の指示は、危険が目前に迫っているときに行い、勧告よりも拘束力が強いものである。

実施責任者 災害の種類 根 拠 法 備 考

町 長 災 害 全 般 災害対策基本法第６０条 町長の委任を受けた消防職員を含む

知 事 災 害 全 般 災害対策基本法第６０条 町長が出来ない場合に代行

町長から要請がある場合又は町長が警 察 官

避難の指示をするいとまがないとき海上保安管
災 害 全 般 災害対策基本法第６１条

警 察 官 災 害 全 般 警察官職務執行法第４条

自 衛 官 災 害 全 般 自 衛 隊 法 第 ９ ４ 条 警察官がその場にいないとき

知事又はその 洪水、高潮 水 防 法 第 ２ ９ 条

命を受けた職員 地すべり 地すべり等防止法第 条25
水防管理者 洪水及び高潮 水 防 法 第 ２ ９ 条

（３）警戒区域の設定

警戒区域の指定には、強制力があり従わない場合は罰則があるため不必要な範囲に

まで設定することのないよう留意する。

設定が考えられる場合として、

ア 災害危険の範囲が広範囲で長期にわたる場合。

イ 応急対策上、止むを得ない場合

実施責任者 災害の種類 根 拠 法 備 考

町 長 災 害 全 般 災害対策基本法第６３条 町長の委任を受けた消防職員を含む

町長から要請がある場合又は町
警 察 官

災 害 全 般 災害対策基本法第６３条 長（委任を受けた職員を含む）海上保安管
がその場にいないとき

（ ）
自 衛 官 災 害 全 般 災害対策基本法第６３条

町長 委任を受けた職員を含む

警察官等がその場にいないとき

消 防 吏 員 現場での活動 消 防 法 第 ２ ８ 条

消 防 団 員 確保 消 防 法 第 ３ ６ 条

水防管理者 洪水及び高潮 水 防 法 第 ２ １ 条
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（４） 避難準備（災害時要援護者避難）情報

上記のほか、特に町は、高齢化の進展等を踏まえ高齢者等の災害時要援護者の避

難支援対策を充実・強化する必要があるため、一般住民に対して避難準備を呼びか

けるとともに、災害時要援護者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、早め

の避難行動を開始することを求める避難準備（災害時要援護者避難）情報（以下、

「避難準備情報」という ）を伝達する必要がある。。

（５） 知事による避難の指示等の代行

、災害の発生により町が全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは

知事（総括情報班、土木建築部、出先機関）は、避難のための立ち退きの勧告及び

指示に関する措置の全部又は一部を町長に代わって実施するものとする。

（基本法第 条）60
（６） 避難の誘導

避難所への誘導は、避難の勧告・指示、避難準備情報の発令者及び警戒区域の設

定者が行うものとする。

（７） 避難所の開設及び収容保護

避難所の開設及び収容保護は町長が行うものとする。なお、救助法が適用された

場合における避難所の開設及び収容保護は、知事の補助機関として町長が行うもの

とする。

２ 避難の準備、勧告・指示、警戒区域の設定

（１）避難の準備、勧告・指示、警戒区域の設定の基準

避難の準備、勧告・指示、警戒区域の設定の基準は、災害の種類、地域等により異

なるが、おおむね次のとおりとする。

ア 避難準備（災害時要援護者避難）情報

大雨警報、暴風警報、洪水警報、波浪警報、高潮警報等が発表され、災害時要援

護者等、特に避難行動に時間を要する者が避難行動を開始しなければならない段階

であり、人的被害の発生する可能性が高まった状況。

（ア） 町の避難準備情報提供の大まかな基準

暴風の場合①

暴風の襲来により、暴風警報が発表される等、短時間後に危険が予想され

るとき。

大雨の場合②

相当な大雨で、大雨警報が発表される等、短時間後に危険が予想されると

き。

洪水、高潮の場合③

一定時間（比較的長い時間）後に危険水位、危険潮位に到達すると予想さ

れるとき。

土砂災害の場合④

土砂災害警戒区域（もしくは土砂災害危険箇所）の近隣で前兆現象（湧き

水、地下水が濁り始めた、量の変化等）を発見したとき。

その他の場合⑤

その他諸般の状況から判断して避難準備を要すると認められるとき。
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（イ） 避難準備情報提供時の住民行動

災害時要援護者等、特に避難行動に時間を要する者は避難場所へ避難行動①

を開始 （避難支援者は支援行動を開始）。

以外の者は、家族等との連絡、非常用持ち出し品の用意及び避難準備② ①

の開始。

イ 避難勧告

通常の避難行動ができる者が避難行動を開始しなければならない段階であり、人

的被害の発生する可能性が明らかに高まった状況。

（ア） 町の避難勧告の大まかな基準

暴風の場合①

引き続き風速が強まり災害の発生が予想され、生命及び身体の危険がさし

迫ってきたとき。

大雨の場合②

大雨が続き災害の発生が予想され、生命及び身体の危険がさし迫ってきたとき。

洪水、高潮の場合③

さらに増水が予想され一定時間（比較的短い時間）後に、危険水位及び危

険高潮に到達すると予想される段階に至ったとき。

土砂災害の場合④

土砂災害警戒情報が発表されたとき、或いは土砂災害警戒区域（もしくは

土砂災害危険箇所）の近隣で前兆現象（渓流付近で斜面崩壊、擁壁・道路等

にひび割れが発生等）を発見したとき。

その他の場合⑤

警戒体制が続き、周囲の状況が避難準備の段階より悪化し、相当危険がさ

し迫ってきたとき。

（イ） 避難勧告発令時の住民行動

通常の避難行動ができる者は、計画された避難場所等へ非常用持ち出し品を

持参し、避難行動を開始。

ウ 避難指示

前兆現象の発生や、現在の切迫した状況、地域の特性等から人的被害の発生する

危険性が非常に高い状況、もしくは人的被害が発生した状況。

（ア） 町の避難指示の大まかな基準

暴風の場合①

引き続き風速が強まり災害の発生が予想又は災害が発生し、生命及び身体

の危険が相当さし迫ってきたとき。

大雨の場合②

大雨が続き災害の発生が予想され、生命及び身体の危険が相当さし迫って

きたとき。

洪水、高潮の場合③

危険水位や危険潮位に達したとき。

土砂災害の場合④

（ ） 、土砂災害警戒区域 もしくは土砂災害危険箇所 の近隣で土砂災害が発生

もしくは、前兆現象（山鳴り、斜面等の亀裂等）を発見したとき。
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津波の場合⑤

沖縄本島地方に津波警報（注意報を含む）を覚知、もしくは強い地震（震

度４程度以上）または長時間のゆっくりとした揺れを感じて避難の必要を認

めたとき。

その他の場合⑥

その他人命保護上避難を要すると認められるとき及び応急対策上、止む得

ないとき。

（イ） 避難指示発令時の住民行動

① 避難勧告の発令後で避難中の住民は、確実な避難行動をとり速やかに避難

を完了する。

まだ避難してない対象住民は、直ちに避難行動に移るとともに、そのいと②

まがない場合は生命を守る最低限の行動をとる。

（２）勧告等の伝達方法

避難準備情報、避難の勧告・指示、警戒区域の設定者は、次の方法等によってその

発した避難準備情報、勧告・指示、警戒区域の設定が迅速に住民に徹底するよう努め

るものとする。

そのため、避難勧告等の伝達内容、伝達手段、伝達先をチェックリストとともにあ

らかじめ具体的に策定しておくものとする。

ア 避難準備情報、避難の勧告・指示、警戒区域の設定は、次の事項を明らかにして

発するものとする。

（ア） 発令者

（イ） 避難準備情報、避難の勧告・指示の発令及び警戒区域の設定の理由

（ウ） 避難日時、避難先及び避難経路

イ 避難準備情報、避難の勧告・指示及び警戒区域の設定の伝達はサイレン、警鐘、

有線放送、拡声器、口頭等を用い又は併用し、迅速に必要と認める地域の居住者、

滞在者その他の者に徹底せしめるとともにできる限り民心に不安を生ぜしめないよ

う行うものとする。

（３）避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成

町は 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン （平成１７年３月、 」

集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避難に関する検討会）を踏まえつつ、

「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を作成することとする。

（４）避難準備情報、勧告・指示者又は警戒区域の設定者の措置

ア 避難準備情報、避難の勧告・避難の指示又は警戒区域の設定を行った者は、概ね

次により必要な事項を関係機関へ通知する。

法 令 根 拠勧 告 ・ 指 示 者 必要な措置（関係機関への通知）警戒区域の設定者

町 長 知事 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく町 長 の 措 置 （ ）

知事（防災危機管理課） 町 長 災害対策基本法に基づく
知 事 の 措 置

知事（海岸防災課） 所轄警察署長 地すべり等防止法に基づく

災害対策基本法に基づく
警察官 所轄警察署長

町 長 知事（防災危機管理課）
警 察 官 の 措 置

警察官 所轄警察署長 警察官職務執行法

県警察本部長 知事 防災危機管理課 （職権）に基づく（ ）

自 衛 官 の 措 置 自衛官 町長 知事 防災危機管理課 災害対策基本法に基づく（ ）

消防法に基づく消防吏員・消防 消防吏員・消防団員 町 長

知事（防災危機管理課）団 員 の 措 置

水防管理者の措置 水防法に基づく
水防管理者 所轄警察署長

町 長 知事（防災危機管理課）
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イ 住民への周知

避難準備情報、避難の勧告・指示の発令又は警戒区域の設定を行った者は、以下

の方法によって住民への周知を図る。

（ア） 久米島町防災行政無線による伝達

（イ） 広報車等のよびかけによる伝達

（ウ） 関係者による直接口頭又は拡声機による伝達

（エ） 放送を活用した（テレビ、ラジオ等）伝達

ウ 伝達事項

（ア） 災害及び避難の理由

（イ） 避難場所及び避難経路

エ 避難にあたっての注意事項

(ア） 避難に際しては、必ず火気危険物等の始末を完全に行うこと。

(イ） 会社、工場にあっては、浸水その他の災害による油脂類の流出防止、発火し

やすい薬品、電気及びガス等の保安措置を講ずること。

(ウ） 避難者は１人３日分程度の食糧・水、日用品及び衣類等を携行すること。

(エ） 避難者は必要に応じ防寒用雨具を携行すること。

（５）放送を活用した避難勧告等情報の伝達

町及び県は、町長が避難勧告等を発令した際には「放送を活用した避難勧告等の情報

伝達に関する連絡会設置要綱」（平成１７年６月２８日）に基づき作成された伝達ルート

、 。により 避難勧告等発令情報を県内放送事業者及び沖縄気象台に伝達するものとする

ア 伝達ルート

情報伝達（避難様式１）
久 米 島 町 県内放送事業者

報 告（避難様式１）

（根拠：災害対策基本法第 条第３項）60

情報伝達（避難様式１）
知事 防災危機管理課 沖 縄 気 象 台（ ）

（ア） 原則、町は県、放送事業者、沖縄気象台へ同時に情報を伝達することができ

るよう伝達ルートを確保する。

（イ） 直接、町から放送局、沖縄気象台への伝達が実行不可能な場合等には、県を

経由した伝達ルートを確保する。

（ウ） 県は、町から避難勧告等を行ったことについて、報告を受けた場合は、放送

事業者及び沖縄気象台に対して町から報告があったことについて情報提供を行

うことができるように伝達ルートを確保する。

（エ） 避難勧告等を行った市町村が多数ある場合は、報告のあった市町村分につい

て、県が随時取りまとめ、放送事業者及び沖縄気象台に情報提供を行うことが

できるよう伝達ルートを確保する。

イ 伝達手段

（ア） 原則として、伝達手段は 及び電話とする。FAX
（イ） 町は、迅速に 送信が行えるよう、あらかじめ県、放送事業者、沖縄気FAX

象台の 番号等を に登録しておき、一斉送信できるようにしておく。FAX FAX
（ウ） 県は、町から避難勧告等の報告を により受けた場合は、放送事業者及びFAX

沖縄気象台に対して、その旨報告があったことについて速やかに情報提供を行う。
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（エ） 町及び県は、災害時の状況により での伝達手段が困難の場合は、電話FAX
で伝達を行う。

（オ） その他の通信回線

・沖縄県総合行政情報通信ネットワーク

・公衆回線

・非常通信ルート

※避難勧告等の情報伝達は避難様式１に記入のうえ行う。
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避難様式１

避難勧告等発令情報（市町村用）

送付日時： 月 日 時 分久 米 島 町

１ 避難情報の別（番号を○印で囲む）

（１）避難準備情報（根拠：地域防災計画等）

「避難勧告」より前の段階で発令され、災害時要援護者等、特に避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始しなければならない段階で、その他の人々に避難準備

を求めるものである （人的被害の発生する可能性が高まった状況 ）。 。

（２）避難勧告（根拠：災害対策基本法第６０条）

「勧告」とは、その地域の居住者等を拘束するものではないが、居住者等が「勧告」を尊重

することを期待して自主的な避難を促す。（通常の避難行動ができる者が避難行動を開始

しなければならない段階であり、人的被害の発生する可能性が明らかに高まった状況。）

（３）避難指示（根拠：災害対策基本法第６０条）

「指示」とは、被害の危険が目前に切迫している場合に発せられ、「勧告」よりも拘束力が強く、居

住者等を避難のために立ち退かせるものである。（前兆現象の発生や、現在の切迫した状況 、地

域の特性等から人的被害の発生する危険性が非常に高い状況、もしくは人的被害が発生した状況。）

２ 発令日時 年 月 日 時 分

３ 対象地域等

避難理由※１No 対象地区（字） 世帯数、人数 （フリガナ）

①～⑦）避 難 場 所 （

世帯 人①

世帯 人②

世帯 人③

世帯 人④

世帯 人⑤

世帯 人⑥

※１ 避難理由（該当理由が複数ある場合は、該当の数字すべて記入すること）

①大雨による浸水の危険があるため ②大雨による土砂災害の危険があるため

③地震による土砂災害の危険があるため ④地震による家屋崩壊の危険があるため

⑤地震による津波発生のおそれがあるため ⑥地震による津波警報が発表されたため

その他（ ）⑦

発信者の所属・職・氏名

電話（公衆回線） （公衆回線）FAX

電話（防災無線） （防災無線）FAX
※防災無線とは、県総合行政情報通信ネットワークの無線通信回線
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３ 避難実施の方法

、 、 。避難の指示者及び町長は 次の点を十分考慮し 避難実施の万全を期するものとする

（１）避難の優先順位

避難にあたっては、災害時要援護者（高齢者、幼児、障害者、病人、妊産婦等）を

優先させるものとする。

（２）避難者の誘導

避難者の誘導は次の要領により、安全かつ迅速に行うよう努めるものとする。

ア 避難に当たっては、避難誘導員を配置し、避難時の事故防止並びに避難の安全迅

速を図るものとする。

イ 避難場所の位置及び経路等を必要な場所に掲示するものとする。

ウ 誘導に当たっては、混乱をさけるため地域の実情に応じ避難経路を２カ所以上選

定しておくものとする。

エ 災害時要援護者の避難については 「第２編及び第３編 第３章 第４節 災害時、

要援護者安全確保体制整備計画」に定めるところにより、具体的な避難支援計画を

整備して実施するものとする。

オ 避難した地域に対しては、事後速やかに避難もれ、又は要救出者の有無を確かめ

るものとする。

４ 避難所の開設及び収容保護

避難所の開設及び避難者の収容は町長が行うが、災害救助法が適用された場合は知事

の補助機関として行うものとする。

（１）避難所の設置

町内の避難所は別表１とする。

ア 避難所は、炊出し施設その他の条件を考慮し集団的に収容できる既存の建物を利

用するものとする。ただし、これらの施設が利用できないときは、野外にバラック

を仮設し、又は天幕を借り上げて設置するものとする。さらに、高齢者、障害者、

乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者に配慮して、被災地以外にあるものを含め、旅

館やホテル等を避難所として借り上げるなど、多様な避難所の確保に努めるものと

する。

イ 被害が甚大なためアによる避難所の利用が困難な場合は、県（県民生活班）と協

議し島外市町村に収容を委託し、あるいは建物又は土地を借り上げて設置するもの

とする。

ウ 避難所開設のための作業はできる限り労力奉仕によるものとするが、野外仮設、

トイレ仮設のために特別な技術者を要する場合は、技術者を雇い上げて行うものとする。

エ 災害の状況により避難所を変更した場合はそのつど周知を図るものとする。

（２）町長は避難所を開設したときは、直ちに避難所開設状況（開設の日時、場所、収容

人員、開設期間の見込）を知事（県民生活班）に報告しなければならない

（３）収容の対象者

避難所に収容し得る者は、避難勧告・指示、警戒区域の設定を受けたもの及び災害

により現に被害を受け、又は、受けるおそれのある者を収容するものとする。
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（４）費用

避難所の設置のため支出できる費用は、避難所の設置、維持及び管理のための人夫

賃、消耗資材費、謝金、燃料費、仮設施設の設置又は借り上げ賃とする。

（５）開設の期間

、 （ ） 。避難所を開設できる期間は 災害発生の日から７日以内 災害救助法適用 とする

（６）避難場所

地域別の避難場所は、おおむね別表１のとおりとするが、津波による危険が予想さ

れる地域の一時避難場所は別表２のとおりとする。なお、災害の種類及び被害状況等

により避難場所を変更、又は新たに設置するものとする。この場合、その旨住民に周

知を図るものとする。

５ 避難者の移送

災害が甚大の場合又は緊急を要する場合の避難者の移送は 「本編 第１章 第１５節、

交通輸送計画」に定めるところによるものとする。

６ 避難所の運営管理

町は、各避難所の適切な運営管理を行うものとする

（１）避難生活

避難所における情報伝達、食糧、水等の配布、清掃等については避難者、住民、自

主防災組織等の協力が得られるよう努めるものとする。

（２）避難者に係る情報把握

避難所ごとに、そこに収容されている避難者に係る情報の早期把握に努めるものと

する （避難様式２避難者名簿，避難様式３避難者カードの作成）。

（３）避難所の環境

避難所における貯水槽、井戸、仮設トイレ、マット、通信機器のほか、高齢者、障

害者、乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者に配慮した避難の実施に必要な施設・設備

の整備に努めるほか、その運営に当たっては、プライバシーの確保及び男女のニーズ

の違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。

さらに、町はテレビ、ラジオ等被災者による災害情報入手の手段に資する機器の整

備を図るものとする。
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別表１ 注 ◎は津波時避 難 所（場所）

場 所 所 在 地 場 所 所 在 地

2220 97-4比 ◎比屋定小学校 比屋定 ◎ 比 嘉仲里農村環境改善センター

1173 160-57屋 ◎宇江城公民館 宇江城 イーフ情報プラザ 比 嘉

99 366定 ◎比屋定公民館 比屋定 仲 銭 田仲里高齢者コミュニティセンター

156-12 970校 ◎下阿嘉公民館 阿 嘉 ◎仲 里 小 学 校 謝名堂

2245-55 2856区 ◎上阿嘉公民館 阿 嘉 里 ◎仲 里 中 学 校 比 嘉

122 1740美 ◎美 崎 小 学 校 真 謝 泊 公 民 館 宇 根

66 91崎 真 謝 公 民 館 真 謝 校 謝名堂公民館 謝名堂

62-3 33校 宇 根 公 民 館 宇 根 ◎比 嘉 公 民 館 比 嘉

556 485区 真 泊 公 民 館 真 泊 区 真我里公民館 真我里

50久 久米島小学校 嘉手苅１ 島 尻 公 民 館 島 尻

947米 久米島中学校 儀 間５ 銭 田 公 民 館 銭 田

48 177島 ◎山 城 公 民 館 山 城 ◎大 岳 小 学 校 山 里

170 1324校 ◎儀 間 公 民 館 儀 間 大 ◎久米島西中学校 西 銘

86 273-1区 嘉手苅公民館 嘉手苅 ◎仲村渠公民館 仲村渠

730 647◎ 仲 泊 岳 ◎具志川公民館 具志川具志川農村環境改善センター

100 15清 久米島ホタルドーム 鳥 島 ◎仲 地 公 民 館 仲 地

416 244北 原 公 民 館 北 原 校 ◎山 里 公 民 館 山 里

236 229水
大 原 公 民 館 大 原 ◎上江洲公民館 上江洲

370 848鳥 島 公 民 館 鳥 島 区 ◎西 銘 公 民 館 西 銘

455 457- 40
校

仲 泊 公 民 館 仲 泊 ◎久間地公民館 上江洲

363区 大 田 公 民 館 大 田

183-1兼 城 公 民 館 兼 城

一時避難場所別表２

地 域 避 難 場 所 地 域 避 難 場 所

西アケタ原付近、登武那覇公園 銭田森林公園、西銭田原付近真 謝 銭 田

マチョー原付近、赤平頂上付近、涙石付近 タカマス原付近宇 根 島 尻

赤平頂上付近、涙石付近 日の出御願一本松付近真 泊 儀 間

赤平頂上付近、カラヤ原付近 久米島自動車整備協業組合（車検場）付近泊 大 原

赤平頂上付近、涙石付近 公立久米島病院前公園西奥武 嘉手苅

カラヤ原付近、登武那覇公園 久米島保育所付近謝名堂 鳥 島

島川原付近、登武那覇公園 久米島保育所付近比 嘉 仲 泊

銭田森林公園、登武那覇公園 中華海鮮海皇付近、バイパス喜久里宅付近イーフ 大 田

島川原付近、カニク原付近 バイパス喜久里宅付近真我里 兼 城
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避難様式２

避 難 者 名 簿

整理
避難所（場所）名 作 成 者

番号

氏 名 現 住 所 事 後 消 息 備 考
整理

番号

※ 事後消息には、避難所等出所後の行き先等を記入すること。
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避難様式３

（ ）避 難 者 カ ー ド 整理番号

収 容 避 難 所 名 担 当 者

住 所

氏 名 続柄 性別 年齢 入 所 日 備 考

◎ 離散家族

氏 名 続柄 性別 年齢 入 所 日 備 考

※ 世帯ごとに作成すること。
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７ 学校、社会福祉施設及び医療施設における避難対策

（１）学校における避難対策

町教育委員会又は学校長は、避難勧告・指示権者及び警戒区域の設定者の指示に基

づき、児童生徒の避難が速やかに実施できるようにあらかじめ次の事項について定め

ておくものとする。

ア 避難実施責任者

イ 避難の順位

ウ 避難先

エ 避難誘導者及び補助者

オ 避難誘導の要領

カ 避難後の処置

キ 事故発生に対する処置

ク その他必要とする事項

（２）社会福祉施設及び医療施設における避難対策

社会福祉施設及び医療施設の管理者は避難勧告・指示権者の指示に基づき、当該施

設収容者の避難対策が速やかに実施できるようにあらかじめ学校の場合に準じて定め

ておくものとする。

８ 船舶の利用

大規模な災害により避難所が不足する場合、町は県（総括情報班）をとおして、一時

的な避難施設として第十一管区海上保安本部所有の船舶及び沖縄県総合事務局運輸部に

対して民間船舶の調達を要請する。
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第８節 広域応援協力計画

この計画は、災害時において近隣市町村、県又は指定地方行政機関の職員等の応援によ

り災害応急活動、応急復旧活動の万全を図るものとする。

１ 実施責任者

この計画による要請は、町長が行う。

担当は、総務対策部とする。

２ 派遣要請方法

（１）近隣市町村等相互間の応援

町長は、町の地域にかかる災害が発生した場合において、応急措置を実施するため

に必要があると認めるときは、他の市町村長に対して職員等の応援を求めるものとする。

（２）指定地方行政機関の職員等

町長は、指定地方行政機関の長に対し次の事項を明示して、職員等の派遣要請を行

うものとする。

ア 派遣を要請する理由

イ 派遣を要請する職種別人員数

ウ 派遣を要請する期間

エ 派遣される職員の給与、その他の職務条件

オ その他職員等の派遣について必要な事項

（３）県知事への職員派遣あっせんの要請

町長は、県知事に対し県、指定地方行政機関又は他の地方公共団体職員の派遣につ

いて（２）の事項を明示してあっせんを求めるものとする。

３ 広域応援要請

町長が県に応援を求め、大規模な災害のため県単独では十分な応急措置が実施できな

いと知事が認めるときは、知事は九州・山口９県災害時相互応援協定にもとづき応援協

定の関係県に直接又は幹事県を通して応援要請を行う。

ア 応援項目

(ア) 災害応急措置に必要な職員の派遣

(イ) 食糧、飲料水及び生活必需品の提供

(ウ) 避難・収容施設及び住宅の提供

(エ) 緊急輸送路及び輸送手段の確保

(オ) 医療支援

(カ) その他災害応急措置の応援のため必要な事項

ウ 経費の負担

応援に要した経費は、原則として応援を受けた県の負担とする。

エ 協定書

九州・山口９県災害時相互応援協定（平成７年 月８日締結）11
４ 防災関係機関における応援要請

大規模災害発生時において、町は、必要に応じ県（総括情報班）を通じ消防庁長官に

対して「緊急消防援助隊」等の出動を要請し、救急、救助、消火活動等について応援を

求めるものとする。

なお、航空応援が必要な場合においては 「大規模特殊災害時における広域航空消防、

応援実施要綱」に基づき、応援を要請するものとする。
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自衛隊派遣要請計画第９節

、 、 、 （ ）本計画は 災害に際し 人命又は財産の保護のため 自衛隊法 昭和 年法律 号29 165

第８３条の規定に基づく自衛隊の災害派遣依頼及び受入に関する事項を定め、もって自衛

隊の効率的、かつ迅速な活動を期するものである。

担当は、総務対策部とする。

１ 実施責任者

（１）災害派遣要請

ア 災害派遣を要請することができる者（以下「要請者」という ）。

（ア）知事 主として陸上災害

（イ）第十一管区海上保安本部 主として海上災害

（ウ）那覇空港事務所長 主として航空機遭難

イ 災害派遣の要請を受けることができる者（以下「派遣命令者」という ）。

（ア）陸上自衛隊第１混成団長

（イ）海上自衛隊第５航空群司令

（ウ）海上自衛隊沖縄基地隊司令

（エ）航空自衛隊南西航空混成団司令

（２）災害派遣受入

町長は、知事から災害派遣の実施について通知を受けたときは、関係機関との連携

のもとに受け入れに必要な措置を行う。

２ 災害派遣を要請する場合の基準

自衛隊法（昭和 年法律第 号）第 条に基づき、自衛隊に災害派遣を要請する29 165 83

場合の基準は、次のとおりとする。

（１）天災地変、その他の災害に際して、人命又は財産の保護のため、地元警察、消防等

では対処し得ないと認められるとき。

（２）災害の発生が目前にせまり、これが予防のため自衛隊の派遣が必要であると認めら

れるとき。

３ 町長の派遣要請要求等

（１）町長が行う自衛隊災害派遣要請要求依頼について担当は、総務対策部長とする。

（２）災害派遣要請要求

ア 要請要求の要望

各部長は所管の対策業務について要請基準により自衛隊派遣の必要を認めたとき

は、要請要求の要望を行うものとする。
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イ 知事への派遣要請要求

町長は、町内に災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

応急措置を実施するため必要があると認めるときは、災害派遣要請書に記載する事

項を明らかにし、電話又は無線等で知事（防災危機管理課）に自衛隊の派遣要請を

要求し、事後速やかに文書を提出するものとする。

ウ 防衛大臣等への通知

町長は知事への派遣要請要求ができない場合には、その旨及び町内の災害状況を

防衛大臣又はその指定する者に通知することができる。

、 、 、 、 （ ）なお 町長は 通知を行った場合は 速やかに その旨を知事 防災危機管理課

に報告しなければならない。

また、通知を受けた防衛大臣又はその指定する者は、その事態に照らし特に緊急

、 、 、を要し 要請を待ついとまがないと認められるときは 人命又は財産の保護のため

知事の要請を待たないで、部隊を派遣することができる。

※防衛大臣の指定する者：派遣命令者

４ 要請の内容（自衛隊法施行令第 条）106

（１）災害派遣（緊急患者空輸を除く）を要請する場合は、派遣命令者に対し、次の事項

を明確にして文書（災害派遣要請様式１）をもって要請するものとする。

ア 災害の状況及び派遣を要請する理由

イ 派遣を希望とする期間

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容

エ その他参考となるべき事項（連絡責任者、連絡方法、宿泊施設の有無、救援のた

め必要とする諸器材、駐車場等の有無）

（２）緊急患者空輸を要請する場合は、派遣命令者に対し、次の事項を明確にして文書

（災害派遣要請様式２）をもって要請するものとする。

ア 患者の状況

（ア）入院先病院、空輸区間

（イ）患者の氏名、性別、生年月日、年令、職業、住所

（ウ）病名、感染症・意識・要至急入院・手術の有無

イ 付添者等

（ア）付添人の氏名、年令、患者との続柄、職業、住所

（イ）添乗医師等の氏名、年齢、所属病院名、添乗場所

ウ 特異事項等

（ア）酸素ボンベの使用の有無、使用予定本数

（イ）搭載医療器材及びその大きさ、重量

（ウ）現地の風向、風速、天候、視界
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エ その他参考となるべき事項（地元連絡責任者、ヘリポート等の夜間照明設備の

有無、特に必要とする機材）
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災害派遣要請様式１

第 号

年 月 日

沖縄県知事 殿

久米島町長 印

自衛隊の災害派遣要請について（要求）

みだしのことについて、自衛隊法８３条第１項の規定による自衛隊の派遣を、下記の

とおり依頼します。

記

１ 災害の状況及び派遣を要請する事由

（１）災害状況

（２）派遣を要請する事由

２ 派遣を希望する期間

年 月 日（ 時 分）から災害応急対策の実施が終了するまでの間

３ 派遣を希望する区域及び活動内容

（１）活動希望区域

（２）活動内容

４ その他事項
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自衛隊の連絡場所

実 務 担 当 （ 昼 間 ） 実 務 担 当 （ 夜 間 ）
あ て 先 所 在 地

主 管 電 話 実 務 電 話

857-1155 857-1155
第 混成1

857-1156 857-1156
陸上自衛隊 第 混成団長 団 本 部１ 那 覇 市 団 本 部

857-1157 857-1157鏡 水 6 7 9 第 ３ 科 当 直

206/302内線 206/233 内線

切替電話 切替電話Fax Fax
857-5168 857-5168

沖縄県総合行政情報 沖縄県総合行政情報

通信ネットワーク 通信ネットワーク

6-552-0123 6-552-0123

857-1191 857-1191第５航空群 那 覇 市 作戦幕僚
群司令部

2 5 2 5222司 令 内線当 間 内線5213 当 直

978-2342 978-2342海上自衛隊
沖縄基地

3453 3453沖縄基地隊
う る ま 市

隊 本 部
隊 本 部

3454 3454司 令
勝連平敷屋

警 備 科 当 直
244

1920
内線 230 内線

857-1191
南 西 航 空 那 覇 市 司 令 群 857-1191

Ｓ Ｏ Ｃ

2204航空自衛隊 当 直 内線
混成団司令 当 間 運 用 課3 0 1 内線 2236

2304幕 僚

注：急患空輸等の要請権者及び要請先（電話 上記に同じ） （※下表追加）

要 請 の 受 理 及 び 処 理

主 担 当 副 担 当
区 分 要 請 権 者

離島の急患及び物資空輸 県 知 事 陸上自衛隊１混団 航空自衛隊南混団

海上自衛隊５空群
船舶急患空輸及び海難救助

第 十 一 管 区 海上自衛隊沖基
航空自衛隊南混団

海上安本部長 海上自衛隊５空群
航空自衛隊南混団海 上 捜 索

海上自衛隊沖基

※「災害派遣要請の受理及び処理に関する協定 （平成１６年３月３１日）による」
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自衛隊の災害派遣要請系統図

派 遣 要 請 者 派 遣 命 令 者

１ 陸上自衛隊第１混成団長１ 知事
２ 海上自衛隊第５航空群司令要 請
３ 海上自衛隊沖縄基地隊司令

２ 第十一管区海上保安本部長

４ 航空自衛隊南西航空混成団司令
３ 那覇空港事務所長

伝

要 直 達

請 航
接（県知事等へ

最の 要請を要求 久空

寄
要 米自

通 できない場

部

求 知 島衛

合）

隊

分隊

屯要 請 要 求 者 直接通知
基町長（総務対策部）

（県知事等へ要
地請を要求でき

ない場合）注：最寄部隊の住所等

区 分 名 称 住 所 電話番号

2064-1 985-3690航空自衛隊 久米島分屯基地 島尻郡久米島町字宇江城山田原

※ 直接通知を実施した場合は、速やかに県に要請要求するものとする。

５ 派遣部隊の活動内容

派遣部隊の実施する作業等は、災害の状況、他の救難機関等活動状況等のほか、要請

者の要請内容、現地における部隊の人員、装備等によって異なるが、通常は次の通りで

ある。

（１）被災状況の把握(偵察行動）

（２）避難の援助(避難者の誘導、輸送）

（３）遭難者等の捜索、救助

（４）水防活動(土のう作成、運搬、積込み）

（５）消防活動

（６）道路又は水路の啓開(損壊、障害物の啓開、除去）

（７）応急医療、救護及び防疫

（８）人員及び物資の緊急輸送(救急患者、医師、その他救援物資の緊急輸送、独立地区

に対する人員の吊り上げ救出、又は降下）

（９）炊飯及び給水支援

（ ）救援物資の無償貸付け又は譲与(総理府令第 号(昭和３３年 月 日付け)による)10 1 1 1
（ ）危険物資の保安及び除去(火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除去）11
（ ）その他(自衛隊の能力で対処可能なもの）12
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７ 町の準備すべき事項

自衛隊派遣に際して、町は次の事項に留意するとともに、自衛隊の任務を理解し、そ

の活動を容易にするよう協力するものとする。

（１）災害地における作業等に関しては、町及び県（防災機危機管理課他関係部署）と派

遣部隊指揮官との間で協議して決定するものとする。

（２）町は、自衛隊の災害派遣の間、連絡調整のため業務処理の責任者を指定しておくも

のとする。

（３）派遣部隊の防災拠点の指定や宿泊施設又は野営施設を提供するものとする。

（４）災害救助又は応急復旧作業等に使用する機械、器具類、材料、消耗品類は、特殊な

ものを除きできる限り本町において準備するものとする。

（５）町及び県（防災機危機管理課他関係部署）は、災害の応急対策活動、復旧活動並び

に緊急患者空輸に必要な航空燃料の補給及び航空機用発電機等の使用について便宜を

図るものする。

８ ヘリポートの準備

人命の救出（緊急患者空輸含む）又は救助物資の空輸（血液、血清リレー含む）円滑

に実施するため久米島空港内等に次のようなヘリポートを設置する。

ア ヘリポートの設置基準

（ア）中型機（ ６０ )の場合 （ウ）ヘリポート表示基準UH- JA

↑

↑

着陸帯 ｍ30 80
m
↓

↓

← →30m
) °6

← → ← →80m 450m

（イ）大型機( 、 )の場合 （エ）吹き流しの掲揚基準V-107 CH-47J
← 無 障 害 帯 →

↑

↑

40着陸帯

ｍm 100
↓

↓

← →40m
°( ) °6 6
← → ← → ← →450m 100m 450m

イ ヘリポートの管理者は、年１回以上ヘリポートの離着陸のための点検を実施する

ものとする。

ウ 離島におけるヘリポートの管理者は、夜間における緊急患者空輸等に備え、夜間

照明設備等を整備するものとする。

３０㎝
以上

４５㎝以上

３ｍ以上

２ｍ
以上

４ｍ以上

３０㎝
以上

４５㎝以上

３ｍ以上

２ｍ
以上

４ｍ以上

２０㎝以上

２ｍ以上

６０㎝
以上 （赤色） （白色）

（注）吹き流しがない場合は、吹き流しに準ずる規格

の旗を掲揚

２０㎝以上

２ｍ以上

６０㎝
以上 （赤色） （白色）

（注）吹き流しがない場合は、吹き流しに準ずる規格

の旗を掲揚
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（６）受入れ時の準備

災害派遣要請の実施に際しては、総務対策部長は次に掲げる措置をもって行うもの

とする。

ア 離着陸地点には、 記号を風と平行方向に向けて表示するとともに、ヘリポートH
の近くに上空からの風向、風速の判定ができるように、吹き流しを掲揚する。

イ ヘリポート内の風圧により巻き上げられるものは、あらかじめ撤去する。

ウ 砂塵が舞い上がる場合においては、散水を行う。

エ ヘリポート付近の住民に対して、ヘリコプターの離発着について、広報を行う。

オ 物資を登載する場合は、その形状及び重量を把握の上、事前に自衛隊と調整を行う。

カ 離発着においては、ヘリポートには関係者以外立ち入らせない。

キ 着陸帯の地盤は堅固で平坦であること。

（７）派遣部隊到着後の措置

ア 派遣部隊の集結地への誘導

イ 派遣部隊の責任者と作業計画等に関する協議調整及び調整に伴う必要な措置

ウ 町が準備する機材類の品目、数量、集荷、場所及びこれら使用に関する事項、並

びに派遣部隊の携行する機材等の使用に関する事項についての協議

エ 派遣部隊の撤収時期等に関する協議

オ その他必要と認められる措置

９ 災害派遣等を命ぜられた部隊等の自衛官権限等

（１）自衛官の措置

災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ている場合において、次の措置をとることができる。

ア 警察官がその場にいない場合 （自衛隊法第 条）94
○避難命令等（警察官職務執行法第４条第１項）

○土地、建物等への立入（警察官職務執行法第６条第１項）

76○緊急車両の通行を妨害する車両等の道路外への移動命令（災害対策基本法第

条の３第３項） （所轄警察署長への通知）

イ 町長その他町長の職権を行うことができる者がその場にいない場合

○警戒区域の設定並びにそれに基づく立入り制限・禁止及び退去命令（災害対策基

本法第 条第３項） （市町村長へ通知）63
○他人の土地等の一時使用等及び現場の被災工作物等の除去等（災害対策基本法第

条第８項） （市町村長へ通知）64
○住民等を応急措置の業務に従事させること（災害対策基本法第 条第３項）65
（市町村長へ通知）

（２）自衛官の措置に伴う損失・損害の補償

次の損失・損害については、町長が補償を行う。

ア 自衛官の行う他人の土地の一時使用等の処分（災害対策基本法第 条第 項に64 8
おいて準用する同条第 項）により通常生ずべき損失1

（ ）イ 自衛官の従事命令 災害対策基本法第 条第 項において準用する同条第 項65 3 1
により応急措置の業務に従事したものに対する損害
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派遣部隊の撤収10
（１）要請者は、派遣部隊の撤収時期について、自衛隊及び被災地関係者と充分な協議を

行い、円滑な撤収に努めるものとする。

（２）派遣命令者は、知事から要請があった場合、又は派遣の必要がなくなったと認める

場合には、速やかに部隊を撤収する。この際、撤収について関係市町村長、警察、消

防機関等と周密に調整するとともに、その旨を知事に通知するものとする。

自衛隊の自主派遣11
災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事の派遣要請を待ついとまがな

い場合において、派遣命令者は、要請を待つことなく、その判断に基づいて、部隊等を

派遣する。この場合においても派遣命令者は、できるだけ早急に知事に連絡し、緊密な

連携のもとに適切かつ効率的な救援活動を実施するよう努める。

なお、部隊等派遣後に、知事から災害派遣の要請があった場合においては、その時点

から当該要請に基づく救援活動を実施する。

部隊等の長が、要請を待たないで災害派遣を行う場合の判断基準は、次のとおりであ

る。

（１）災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報

収集を行う必要があると認められること。

（２）災害に際し、知事等が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認めら

れる場合に、直ちに救援の措置をとる必要があると認められること。

ア 通信の途絶等により、部隊等が知事等と連絡が不能である場合に、町長又は警察

68署長その他これに準ずる官公署の長から災害に関する通報（災害対策基本法第

条の 第 項の規定による市町村長からの通報を含む ）を受け、直ちに救援の措2 2 。

置ををとる必要と認められる場合。

イ 通信の途絶等により、部隊等が知事等と連絡が不能である場合に、部隊等による

収集その他の方法により入手した情報から、直ちに救援の措置をとる必要があると

認められる場合。

（３）海難事故、航空機の異常を探知する等、災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動

が明確な場合に、当該救援活動が人命救助に関するものであること。

（４）その他、上記１～３に準じ、特に緊急を要し、知事等からの要請を待ついとまがな

いと認められること。

経費の負担区分12
（１）災害派遣部隊等が活動に要した経費のうち、下記に掲げるものは、県及び町の負担

とし、細部はその都度要請者と災害派遣命令者間で協議のうえ決定するものとする。

ア 派遣部隊が連絡のために宿泊施設等に設置した電話の施設費及び当該電話による

通話料金。

イ 関係公共機関等の施設宿泊に伴う施設借上料、電気、水道、汚物処理等の料金

ウ 岸壁使用料

（２）その他上記（１）に該当しない経費の負担については、要請者と災害派遣命令者の

間で協議の上協定を行うものとする。
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第１０節 水 防 計 画

この計画は、水防法及び災害対策基本法の主旨に基づき溜池、海岸等における洪水、津

波及び高潮等の水害から町民の生命、身体及び財産を守ることを図るものである。

１ 実施責任者

この計画による実施は町長が行う。

担当は、環境整備対策部とする。

２ 水防対策組織と機構

（１）沖縄気象台より水防に関係のある気象の予報、注意報、警報等により洪水、高潮の

おそれがあり、水防の必要を認めたときから、その危険が解消するまでの間、町は次

の組織をもって水防対策本部を設置し、水防事務を処理する。ただし、災害対策基本

法に基づく久米島町災害対策本部が設置された場合は、水防対策本部組織は、久米島

町災害対策本部の一環として水防業務の遂行に努めるものとする。

地震による堤防の漏水、沈下等の場合、津波の場合も同様とする、

（２）水防対策本部連絡会議

水防対策本部に連絡会議をおき、本部長、副本部長、本部員、その他本部長が必要

と認める者をもって構成し、本部長がこれを招集する。

３ 連絡会議において協議すべき事項

水防対策全般に関する重要な事項

４ 本部の事務分担

水防対策本部の事務分担は、下記のとおりである。

（１）本 部 長 町長

（２）副本部長 副町長

（３）各部は、久米島町災害対策本部の所掌事務に準ずる。

ただし、環境整備対策部は、次のとおりとする。

ア 環境整備対策部

（ア）連絡会議に関すること

（イ）水害に関する気象予警報の受理、伝達に関すること。

（ウ）災害情報の受理、伝達に関すること。

（エ）必要とする場合の、総務総括課長への報告に関すること。

イ 協力部

、 。 、協力依頼するときは 次の事項を明記した文書をもって行うものとする ただし

急を要するときは他の方法でもよい。依頼を受けた部はすみやかに実施するものと

する。

（明記事項）

（ア）協力を必要とする理由

（イ）協力内容

（ウ）その他必要事項
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久米島町水防対策本部組織図

久 米 島 町 水 防 対 策 本 部

久米島町水防対策本部連絡会議

協 力 部 総 務 対 策 部 産 業 振 興 対 策 部 環 境 整 備 対 策 部

（部長） （部長） （部長） （部長）

町民生活総括課長 総務総括課長 産業振興総括課長 環境整備総括課長

（係） （係） （係） （係）

町民生活対策部の 総務対策部の 産業振興対策部 環境整備対策部

各 職 員 各 職 員 の 各 職 員 の 各 職 員

５ 水防対策非常配備と出勤

平常勤務から水防対策非常配備態勢への切替えは、迅速確実に行うため下記の要領に

より配備する。

（１）水防対策非常配備

ア 第１配備体制

気象予警報等により警戒を必要とする場合に情報連絡に必要な人員を配備する。

イ 第２配備体制

水防対策事態の発生が予想されるに至った場合、所属人員の約半数を配備につか

せる。

ウ 第３配備体制

情報を総合判断して、第２配備体制で処理困難な状態の場合は完全水防対策態勢

のため所属人員全員を配備につかせる。

（２）非常登庁

水防対策本部員は、常に気象予警報等に注意し、非常配備体制の発令が予想される

と思われる場合はすすんで所属長と連絡をとり、又は自らの判断により登庁するもの

とする。

６ 水害対策巡視

環境整備対策部及び産業振興対策部は、環境整備策部長からの通報、その他の方法に

より気象予警報等を知ったときは危険が解消するまで絶えず、溜池、海岸及び漁港の巡

視を実施しなければならない。

７ 水位及び潮位の通報

（１）水位の通報

溜池等の水位を遂次、環境整備対策部に報告する。環境整備対策部は、それぞれの

管理者に情報連絡を行い情報交換に努める。
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（２）潮位の通報

海岸、漁港等の潮位の変動をたえず監視し、危険潮位（標高より２メートル）に達

したときは直ちに環境整備対策部に通報するものとする。

８ 避難のための立ち退き

洪水又は高潮等により著しい危険があると認めるときは、水防法第２９条に基づき、

本章における「第６節 災害広報計画」及び「第７節 避難計画」を実施する。
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第１１節 急傾斜地崩壊危険区域災害応急対策計画

、 （ ）この計画は 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 昭和４４年法律第５７号

、 （ 「 」第３条第１項の規定により 急傾斜地崩壊危険区域に指定された区域等 以下 危険区域

という ）の警戒避難体制を定めて被害を軽減し住民の安全を図るものとする。。

１ 危険区域の概況

（１）危険区域の現況と警戒体制

危険区域及び警戒体制は 「第２編 第２章 第１節 風水害予防計画４、同２節、

土砂災害予防計画２及び３」の定めるところによるものとする。

（２）予想される災害

連続的降雨又は集中豪雨等による急傾斜地の崩壊、これに伴う家屋の倒壊、埋没及

び人的災害の発生。

２ 組織及び所掌事務

本章「第１節 組織計画」及び「第２節 動員計画」により各部が緊密な連携のもと

に危険区域の総合的応急対策を行うものとする。

３ 情報の収集及び伝達

気象予警報及び危険区域の状況等災害応急対策に必要な情報の収集及び伝達は本章

「第３節 気象警報等の伝達計画、同第５節 災害状況等収集・伝達計画及び同第６節

災害広報計画」により迅速確実に行うものとする。なお、危険区域の情報の内容は、急

傾斜の地表水、湧水、亀裂、竹木等の傾斜、人家等の損壊、住民及び滞在者の数等とす

る。

４ 危険区域の情報連絡員

危険区域の異状現象及び災害状況を迅速に把握するため、現地の連絡員と緊密な連絡

をとるものとする。

５ 降雨量の測定

沖縄気象台における雨量観測結果により危険区域の警戒体制を取るものとする。

６ 危険区域における警戒体制

（１）警戒体制の内容

ア 第１警戒体制 ・・・・ 危険区域の警戒巡視及び必要に応じて避難準備を行う

ように広報する。

イ 第２警戒体制 ・・・・ 住民等に対し、本章「第６節 災害広報計画 「第７」

節 避難計画」により災害対策基本法第５６条に規定

する警告、同法第５６条に規定する事前措置、同法第

６０条に規定する避難の指示等の処置を行うものとす

る。

７ 危険区域の警戒及び巡視

危険区域の警戒巡視は、環境整備対策部が行うものとする。

８ 避難及び救助

災害から住民を保護するため、避難の必要が生じた場合は本章「第７節 避難計画」

により避難の勧告、指示等の処置を行うものとする。なお、危険区域住民の避難場所は

同計画に定める避難予定場所とする。
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第１２節 消防計画

消防は火災、風水害、地震等の災害から町民の生命、身体及び財産を保護するため、保

有消防力の全機能をあげて目的を達成するための計画であり、ここに定めるもののほか、

消防本部の定める「久米島町消防計画」によるものとする。

１ 実施責任者

この計画による実施は、町長とする。

担当は消防対策部とする。

２ 消防組織

消防組織法第１１条第２項及び第１５条第２項の規定に基づき定める消防本部、消防

署及び消防団の組織は平成１９年４月１日現在次のとおりである。

消 防 団 消 防 本 部

団 長 消 防 長 消 防 署

署 長

副 団 長

消 空

防 港

総 消

務 防

課 所

仲 具 総 予 第 第 第 空

志 一 二 三 港
里

川 務 防 警 警 警 消
分

分 防 防 防 防

団 団 班 班 班 班 班 班

（１）消防本部 １署 １課 ２９名

（２）消防団 ２分団 ４０名

３ 消防業務の内容

（１）火災の予防、警戒

「第２編 第２章 第５節 火災予防計画」に規定する火災予防計画によるものの

ほか、火災発生危険の除去、人命危険の発見、排除につとめ火災の予防、警戒にあた

る。

（２）火災の防御活動

火災を覚知したら消防隊編成及び出動計画に基づき出動し、火災防御にあたる。

なお、火災に対処する第一義は人命救助とし、あらゆる消防活動に優先する。
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指揮者は、まず要救助者の有無を確認し、必要があれば検索を実施し、要救助者が

あれば、各隊は協力して救急隊との連繋活動を行い、救助活動に全力を投入する。

（３）救助活動

風水害、地震、大規模な交通事故等による人命危険が発生した場合は、救助隊を編

成し、全力をあげて救助活動にあたる。

（４）救急活動

負傷者の搬送及び収容は、原則として救急隊が行うものとし、状況により消防車又

は現場付近の車輌をもって行うものとする。

４ 消防施設

消防署所の適正配置及び消防機材の効率的な運用を図るため、年次計画により更新整

備を行い、恒久的な整備保全を図る。

５ 相互応援要請

消防長及び町長は、火災が延焼拡大し、大火災に進展する様相を呈するときは 「沖、

縄県消防相互応援協定」等に基づき、近隣市町村に応援を要請するものとする。
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第１３節 救出計画

災害によって早急に救出しなければ生命若しくは身体が危険な状態にある者、または生

死不明の状態にある者を捜索し救出をを行う活動は次によるものとする。

１ 実施責任者

町をはじめとした救助機関は、連携して迅速な救助活動を実施し、被災地の地元住民

や自主防災組織は、可能な限り初期の救助活動に参加し、被災者の救出に努めるものと

する。

２ 救出及び生死不明者の捜索方法

被災者の救出は町においては消防本部又は消防団等を主体とした救出班を編制し、警

察と相協力して救出に必要な器具を借り上げる等情勢に応じた方法により実施するもの

とし、生死不明者の捜索にあたっては、災害の規模、地域その他の状況を勘案し、関係

機関と事前に打ち合わせを行うものとする。

（１）町

ア 町は、本来の救助機関として救助に当たるものとする。

イ 町のみでは救出ができないと判断した場合は、県に対して他の市町村、警察、自

衛隊等の応援を求めるものとする。

（２）警察

警察は、救出の応援要請があった場合、又は、警察自身が必要と判断した場合は、

速やかに救出活動を実施する。

救出に大量の人員を必要とする場合は、広域緊急援助隊の出動により救出を実施す

る。

（３）住民

住民は、可能な限り初期の救助活動に参加し、被災者の救出に努めるものとする。

３ 救出者の収容

（１）負傷者の収容

捜索隊が負傷者及び病人等救護する者を発見したとき、又は警察及び海上保安本部

より救護を要する者の引渡しを受けたときは、すみやかに医療機関に収容するものと

する。

（２）医療機関との連携

負傷者の収容及び救護等が円滑に行われるように救護班及び医療機関等との連絡を

前もってとるものとする。

４ 救出用資機材の調達

地域に備蓄された救出用資機材を使用するとともに、久米島町建設業協会と協定を結

び救出に必要な重機等の配備を要請するなどの方法により、救出用資機材を調達する。

５ 救出・救助活動成功のポイント

（１）要救出・救助現場の早期把握

（２）要救出・救助現場に対する人員の投入

（３）要救出・救助現場に対する資機材の投入

（４）救出・救助従事機関間の連絡調整・役割分担・地域分担
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第１４節 医療救護計画

この計画は、災害のための医療機関の機能が停止し、又は著しく不足し、あるいは混乱

したため被災地の住民が医療の途を失った場合に、応急的に医療又は助産を実施するため

のものである。

１ 実施責任者

災害における医療及び助産は、医療救護を必要とするものが多数発生し、もしくはお

それがある場合は、医療関係機関の協力を得て町長が行う。

担当は、町民生活対策部とする。ただし、災害救助法が適用されたときは知事が行う。

２ 医療及び助産の実施

（１）医療及び助産は、町民生活対策部により行うものとするが、災害の規模及び患者の

発生状況によっては、日赤沖縄県支部、沖縄県医師会、その他医療関係機関の協力を

得て行うものとする。

（２）救護班の編成は次のとおりとする。

医師１人、助産師又は看護師１人、保健師１人、事務職員１人とし、必要に応じて

増減することができる。

３ 医療及び助産の対象者

医療又は助産を必要とする状態にあるにもかかわらず、災害のために医療の途を失っ

た者及び災害発生の日以前又は以後７日以内に分娩した者。

４ 医療及び助産の範囲

（１）医療

ア 診察

イ 薬剤又は治療材料の支給

ウ 処置、手術その他の治療及び施術

エ 病院又は診療所への収容

オ 看護

（２）助産

ア 分娩の介助

イ 分娩前及び分娩後の処理

ウ 脱脂綿、ガーゼ、その他の衛生材料の支給

５ 医療、助産の費用及び期間

（１）医療

ア 医療のため支出する費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料及び破

損した医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険

の診療報酬の額以内とし、施術者による場合は協定料金の額以内とする。

イ 医療を実施する期間は、災害発生の日から１４日以内とする。

（２）助産

ア 助産のため支出できる費用は、救護班などによる場合は使用した衛生材料等の実

費とし、助産師による場合は慣行料金８割以内の額とする。

イ 助産を実施する期間は、分娩した日から７日以内とする。

６ 救護所の設置

（１）応急救護所は本部長の指示により罹災者の収容施設等の他適当と認められる場所に

設置する。
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（ ） 、 。２ 臨時救護所は応急救護の拠点として 避難所等の公共施設に臨時救護所を設置する

７ 委託医療機関等による医療

救護班による医療措置が出来ない者や救護班による救護が適当でない者は公立病

院、診療所等の委託医療機関において救護を行う。

８ 船舶の利用

大規模な災害により被災地に医療施設が不足する場合は、県（総括情報班）をとお

し、第十一管区海上保安本部、海上自衛隊に対し、所有船舶の供用を要請する。

９ 医療救護の流れ

負傷者 傷者
トリアージ 応急処置

重
災害現場 負傷者識別所 応急救護所 後方医療施設（病院等）

トリアージ（緊急度と重傷度を即断し選別） 収 容 医 療

※ 後方医療施設：応急救護所では困難な重病、重傷者等の処置、治療を行う。

救急医療体制の確立10
各関係機関及び団体は、災害時における救急医療体制が迅速かつ的確に実施される

よう相互間の連絡、協力に万全を期するものとする。

、 、 、町 県及び医療機関は 広域災害・救急医療情報システム等を整備することにより

災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握し、応援の派遣等を行うよう努め

るものとする。

〈町の業務内容〉

（１）町内における応急的医療施設の設置並びに管理

（２）傷病者の救出、搬送及び災害現場の警戒並びに各機関における搬送調整

（３）日本赤十字社地区長、分区長に対する出動要請

（４）地区医師会への出動要請

《災害発生の通報連絡系統》

災害発生時の責任者（企業体等）

災 害 発 見 者

通報の内容

１．事故発生（発見）の日時 警 察 官 琉 球 水 難 救 済 会

２．事故発生（発見）の場所 海上保安官 関係漁業協同組合

３．事故発生（発見）の状況

４．その他参考事項

久 米 島 町

南部地区医師会
南部土木事務所

（地方本部長）

日本赤十字社沖縄沖縄県支部
県 知 事

沖 縄 県 医 師 会 等

関 係 医 療 施 設
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医薬品等の調達11
（１）医療及び助産実施のために必要な薬品、衛生材料及び医療器具は、当該医療施設の

手持品を使用するものとし、ただし手持ち品がなく、又は不足した場合は県、日本赤

十字社沖縄県支部等へ要請する。

（２）災害時における輸血用血液製剤が円滑に供給できるよう県（薬務班）をとおして

沖縄赤十字血液センターへ輸血用血液製剤の確保を要請する。

こころのケア12
町及び県は保健所その他に相談窓口を設け、精神科医、医療ケースワーカー、保健師

等を配置し、被災者等に対する相談にのることにより こころのケア を図る。“

“
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沖縄県の通報連絡等救急医療対策系統図

報 告 自 衛 隊
通 報 県土木事務所等 (防災危機管理課) 派遣要請

（地方本部長） 県 (医務・国保課）
保 健 所 出 動 (薬務衛生課） 日 赤 県 支 部 医 救
県 立 病 院 療 出

通 ・ ・
看 搬

協力要請 琉球水難救済会 護 送
第 十 一 管 区 同上 国公立医療施設 ・ ・

報 海 上 保 安 部 要請 漁 業 協 同 組 合 出勤 救 物
援 資通 報

同上 薬 剤 師 会 物 輸
通報 警 察 署 出動、報告 医 資 送

災 発 県 警 察 本 部 療 支
害 市 給総

救 合発
救 出 調 薬生 見 町 連絡通 報

出 ・ 整 品責 地 区 医 師 会 県 医 師 会
・ 搬 ・ 供任 村

警 送 本 給者 者 連
戒 部 ・絡
・ 設 薬出動命令 消 防 本 部 出動依頼

交 置 剤消 防 団
医 通 ･ 師医 師 会 所 属

規 医 派医 療 施 設 療
・ 制 療 遣

医Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本
療沖 縄 支 店

施県 又 は （救出、搬送､警戒）
設市 町 村

の（緊急臨時電話の架設）
確沖 縄 電 力

保（電源の確保）
災

（現地医療施設の設置、救出､搬送､警戒） 搬出 害
現 地 医 療 施 設 発

（現地医療施設の設置） 生
搬送 現

医療施設 場
収 容 搬 送
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第１５節 交通輸送計画

この計画は、災害時における被災者の避難、その他応急対策の実施に必要な人員、物資

及び資材の輸送等を確実に行うためのものである。

１ 交通規制の実施責任者

災害時における交通規制の実施責任者は、次のとおりである。

（１） 道路法に基づく規制 道路の管理者

（２） 道路交通法に基づく規制 県公安委員会

（３） 災害対策基本法に基づく規制 県公安委員会

２ 交通の規制

（１）規制の種別

ア 危険箇所における規制

（ア）道路法に基づく規制（道路法第４６条）

災害時において道路施設の破損等により、施設構造の保全又は交通の危険を防止

、 。するため必要があるときは 道路管理者が交通を禁止し又は制限するものとする

（イ）道路交通法に基づく規制（道路交通法第４条）

災害時において道路上の危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必

、 、 、要があると認められるときは 県公安委員会は歩行者 又は車両の通行を禁止し

又は制限するものとする。

イ 緊急輸送のための規制

（ア）災害対策基本法に基づく規制（災害対策基本法７６条）

県公安委員会は、災害が発生し又はまさに発生しようしている場合において、

災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため緊急の必要があると認め

るときは、道路の区間（災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場所及

びこれらの周辺の地域にあっては、区域又は道路の区間）を指定して、緊急通行

車両以外の車両の道路における通行を禁止、又は制限するものとする。

（２）危険箇所における措置（道路法第４６条、道路交通法第４条）

県、町又は県公安委員会は道路の破損、決壊、その他状況により通行禁止又は制限

する必要があると認めるときは、禁止又は制限の対象区間、期間及び理由を明瞭に記

載した道路標識を設けるととともに、必要がある場合は、適当な迂回路の標識をもっ

て明示し、一般の交通に支障のないよう措置するものとする。

また、規制を実施しようとするときはあらかじめ相互に通知するものとする。ただ

し、緊急を要する場合であらかじめ通知するいとまがないときは、事後において速や

かに通知するものとする。

（３）緊急輸送のための措置（災害対策基本法７６条）

、 、 、県公安委員会は 災害が発生した場合において 災害応急対策に従事するもの又は

災害対策に必要な物資の緊急輸送、その他応急措置を実施するための緊急輸送を確保

するため、必要があると認めるときは次により適切な措置をとるものとする。

ア 緊急輸送機関の措置

災害地において、緊急輸送を実施しようとする機関の長は、あらかじめ日時、種別、

、 、 、 、 。輸送量 車両の種別 発着地 経路 事由等を県公安委員会に連絡するものとする

イ 県公安委員会の措置

県公安委員会は緊急輸送の連絡を受けた場合において、緊急通行車両以外の車両の

通行を禁止し、又は制限する必要があると認めたときは、次の措置をとるものとする。

（ア）緊急通行車両以外の車両の通行禁止、又は制限対象、区間及び期間を記載した

様式１による標示及び適当な迂回路の標示を所定の場所に設置するものとする。

（イ）緊急通行車両以外の車両の通行を禁止し、又は制限しようとするときは、あら
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かじめ当該道路管理者に禁止又は制限の対象、区間、期間及び理由を通知するも

のとする。ただし、緊急を要する場合であらかじめ当該道路管理者に通知するい

とまがないときは、事後において速やかに通知するものとする。

（４）交通規制等の周知（災害対策基本法７６条）

災害時において、県公安委員会は道路管理者と相互に緊密な連絡をとり、道路パト

ロール通報等により、通行の禁止又は制限等が必要と認めた場合、直ちに必要事項を

記載した様式１を設置し周知させる。

（５）発見者等の通報

災害時に道路及び橋りょう等の交通施設の危険な状況、又は交通が極めて混乱して

いる状況を発見した者は、速やかに町長又は警察官に通報するものとする。通報を受

けたときは、警察官にあっては町長へ、町長においては、その道路の管理者又は警察

機関へ通知するものとする。

（６）車両の運転者の責務

災害対策基本法 条の規定に基づく通行禁止等が行われたときは、車両の運転者76
は次の措置をとらなければならない。

ア 道路の区間に係る通行禁止等が行われた場合

車両を当該道路区間以外の場所に移動させる。移動させることが困難なときは、

できる限り道路の左端に沿って駐車するなど緊急通行車両の通行の妨害とならない

方法で駐車させる。

イ 区域に係る通行禁止等が行われた場合

区域に係る通行禁止等が行われたときは、車両を道路外の場所に移動させる。

移動させることが困難なときは、できる限り道路の左側端に沿って駐車するなど緊

急通行車両の通行の妨害とならない方法で駐車させる。

ウ 警察官の指示を受けた場合

警察官の指示を受けた場合は、それに従う。

（７）警察官、災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官及び消防吏員による措置命令

ア 警察官は、通行禁止等に係る区域又は道路の区間において、車両その他の物件が

緊急通行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障があ

ると認めるときは、当該車両その他の物件を付近の道路外の場所へ移動すること、

その他当該通行禁止区域等における緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要

な措置をとることことを命ずることができる。

また、命ぜられた者が当該措置をとらないとき又はその命令の相手方が現場にい

ないために当該措置をとることを命ずることができない場合は、自ら当該措置をと

ることができる。

イ 警察官がその場にいない場合、災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官及び消防吏員

は、自衛隊及び消防機関が使用する緊急通行車両の円滑な運行を確保するため必要

な措置をとることを命じ、又は自ら当該措置をとることができる。

なお、措置を命じ、又は自ら当該措置をとったときは、直ちにその旨を、当該命

令をし、又は措置をとった場所を管轄する警察署長に通知しなければならない。

３ 緊急輸送

（１）緊急輸送の実施責任

被災者の避難その他応急対策の実施に必要な輸送は、町長が行う。担当は、産業振

興対策部とする。

町内の緊急輸送道路ネットワーク計画（平成８年７月沖縄県緊急輸送道路ネットワ

） （ ） 。ーク計画策定協議会 における重要道路 第１次緊急輸送道路 は次のとおりである

路 線 名 管 理 者 起 終 点

久米島空港真泊線 沖 縄 県 沖 縄 県 久 米 島 町

なお、災害が広範囲で、車両等の確保配分について調整を要する場合、輸送実施機
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関において、輸送不可能の状態と認められる場合は県が緊急輸送に必要な措置をとる

ものとする。

（２）緊急輸送の対象

ア 第１段階

（ア）救助、救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する人員、物資

（イ）消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資

（ウ）政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道

施設保安要員等初動の応急対策に必要な要員、物資等

（エ）後方医療機関へ搬送する負傷者等

（オ）緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及

び物資

イ 第２段階

（ア）第１段階の続行

（イ）食料、水等生命の維持に必要な物資

（ウ）傷病者及び被災者の被災地外への輸送

（エ）輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資

ウ 第３段階

（ア）第２段階の続行

（イ）災害復旧に必要な人員及び物資

（ウ）生活必需品

４ 輸送方法

輸送の方法は、輸送物資等の種類、数量、緊急度並びに現地の交通施設等の状況を勘

案して、道路輸送、海上輸送、空中輸送、人力による輸送等、適当な方法によるものと

する。また、輸送実施機関は、所属職員のうちから輸送責任者を指名し、当該輸送物資

等を輸送する車両等に乗車させる等の措置を講ずるものとする。

（１）道路輸送

事前に、町所有の車両を緊急通行車両として指定を受け、緊急輸送車両として活用

し、町有車両で対応できない場合は民間車両等にも応援を求め輸送を実施する。

ア 緊急通行車両の事前届出（担当：総務対策部）

主として町有車両を使用する。大規模災害発生時に災害応急対策に支障をきたす

ことのないよう緊急輸送車両として使用する予定の車両については、知事（防災危

機管理課 、県公安委員会にあらかじめ緊急通行車両の事前届出書を提出し、緊急）

通行車両（災害対策基本法第５０条第１項に規定する災害応急対策を実施するため

に使用される計画がある車両）としての当該審査のうえ届出済書の交付を受けるも

のとする。また、届出済証を交付した車両については、緊急通行車両事前処理簿に

登載しておく。

イ 町有車両の確保

緊急輸送のための町有車両の確保は、次の方法により行う。

（ア）町有車両の掌握管理は、総務対策部において行うものとする。

（イ）各部長は、車両を必要とするときは、総務対策部長に次の事項を明示して配車

を要請するものとする。

・輸送日時及び輸送区間

・輸送対象者の人数、品名及び数量

・その他必要な事項

（ウ）総務対策部長は、各部長より要請のあった場合は、車両の保有状況、応急対策

の内容及び緊急度等を考慮の上，使用車両を決定し、要請部へ通知するものとす

る。
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ウ 民間車両等、町有車両以外による輸送

町有輸送力のみによって、緊急輸送を確実に遂行できないと認められる場合は、

町長は沖縄総合事務局運輸部に斡旋を依頼し迅速な輸送の実施に努めるものとする。

エ 緊急通行車両の標章及び証明書

知事（防災危機管理課）県公安委員会に対し緊急通行車両確認証明書等の交付申

し出を行い、知事（防災危機管理課）又は県公安委員会から緊急有効車両を確認し

た様式２の標章及び様式３の証明書を受けるものとする。

オ 標章の掲示

町長は、知事（防災危機管理課）又は県公安委員会により緊急通行車両の交付を

受けた標章は、当該車両の前面の見やすい箇所に掲示するものとする。

カ 費用の基準

（ア）輸送業者による輸送又は車両の賃借料は、通常の料金とする。

（イ）官公署、その他公共機関等所有の車両使用については、燃料費程度を負担する

ものとする。

【様式１】

１ 色彩は、文字、縁線及び区分線を青色、斜めの帯

及び枠を赤色、地を白色とする。

２ 縁線及び区分線の太さは、１センチメートルとす

る。

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。

４ 道路の形状又は交通の状況により特別の必要があ

る場合にあっては、図示の寸法の２倍まで拡大し、

又は図示の寸法の２分の１まで縮小することができ

る。

【様式２】

１ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤

、「 （ ） 」、「 」、「 」、「 」、色 登録 車両 番号 有効期限 年 月

及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並び

に年、月及び日を表示する部分を白色、地は銀色

とする。

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応

じて変化する措置を施すものとする。

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。
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【様式３】

証明書

年 月 日

緊急通行車両確認証明書

知 事 印

公安委員会 印

番 号 標 に 標 示

されている番号

車両用途（緊急

輸送を行う車両

にあっては、輸送

人員又は品名）

住 所

使 用 者

（ ） 局 番氏 名

通 行 日 時

出 発 地 目 的 地

通 行 径 路

備 考

備考 用紙は、日本工業規格 ４とする。A
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（２）海上輸送計画

災害のため陸上輸送が困難な場合、又は海上輸送がより効果的な場合は、船舶の借

上げによる輸送を実施するものとする。特に緊急の場合は、県有船舶又は第十一管区

海上保安本部所属舟艇の応援を求めて輸送の実施に努めるものとする。

緊急輸送上、重要な港湾は次のとおりである。

港 湾 名 管 理 者 施 設 名 所 在 地

重要港湾 那覇港 岸壁( )耐震：１バース 那 覇 市那覇港管理組合 -13.0m
重要港湾 石垣港 石 垣 市 岸壁( )耐震：１バース 石 垣 市-9.0m
地方港湾 伊江港 沖 縄 県 岸壁( )耐震：１バース 伊 江 村-7.5m
地方港湾 兼城港 沖 縄 県 岸壁( )耐震：１バース 久米島町-5.5m

ア 県有船舶による輸送

県有船舶による輸送を必要とするときは、県に対し、次の事項を明らかにした文

書をもって要請するものとする。ただし、緊急を必要とする場合は口頭、又は電話

をもって要請し、その後すみやかに文書を提出するものとする。

（ア）災害の状況及び応援を必要とする理由

（イ）応援を必要とする期間

（ウ）応援を必要とする船舶数

（エ）応急措置事項

（オ）その他参考となるべき事項

イ 第十一管区海上保安本部船艇による輸送

第十一管区海上保安本部舟艇の派遣要請等

（ア）町長は、第十一管区海上保安本部船艇による輸送を必要とするときは、知事に

対し、本章「第９節 自衛隊派遣要請計画」に定める要領に準じて要請を依頼す

るものとする。

（イ）要請後の措置等は 「第９節 自衛隊派遣要請計画」に定める要領に準じて行、

うものとする。

ウ 民間船舶による輸送

民間船舶により輸送を行う場合は、沖縄総合事務局運輸部に斡旋を依頼し、迅速

な輸送の実施に努めるものとする。

（３）空中輸送計画

災害による交通途絶その他の理由により緊急に空中輸送の必要を生じた場合は、空

中輸送の実施を行うものとする。

ア 空中輸送の要請等

空中輸送の要請及び要請後の措置、並びに撤収要請等については「第９節 自衛

隊派遣要請計画」に定めるところによるものとする。

イ ヘリポートの整備

空中の輸送（緊急患者空輸、物資の空輸等)を受ける場合に備え、ヘリコプター

の発着又は飛行機からの物資等が可能な場所の選定、整備に努め、災害時における

空中輸送の円滑を図るものとする。

ヘリポートの設置基準については 「第９節 自衛隊派遣要請計画」の定めると、

ころによる。

（４）人力等による輸送

災害のため車両等による輸送が不可能な場合、人力による輸送を行うものとする。

ア 人力による輸送を行う場合に備え、安全かつ効率的な輸送通路について検討を加

え、災害時には迅速、適切な措置がとれるよう努めるものとする。

イ 人力による輸送は、原則として当該地域の状況に精通した住民に協力を要請して

行うものとする。
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第１６節 治安警備計画

この計画は、災害発生時に災害から住民の生命、身体及び財産を保護し、社会公共の秩

序の維持を図る事を目的とする。

１ 災害地における警察の任務

、 、 、警察は災害が発生し 又は発生するおそれがある場合において 災害の発生を防御し

又は災害の拡大を防止するために住民の避難誘導及び救助、犯罪の予防、交通の規制等

の応急的対策を実施して、住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、災害地におけ

る社会秩序の維持にあたるものとする。

２ 警察が行う災害時における治安警備活動のうち、町に関係のある事項は、県防災計画

及び沖縄県警察災害警備実施要項並びに那覇警察署災害警備実施要綱によるものとす

る。

３ 町長は、災害応急対策に関する措置をとるときは警察署長に連絡をし，両者が緊密に

協力するものとする。

４ 町長が警察官の協力を求める場合は、原則として警察署長に対して行うものとする。

５ 町長が警察官の出動を求める場合は、警察署長を経て災害応急対策責任者である警察

本部長に要請するものとする。管内警察署等連絡先は下記のとおり。

実 施 機 関 所 在 地 電 話

那 覇 警 察 署 那覇市与儀１－２－９ ０９８－８３６－０１１０

那覇警察署久米島交番所 久米島町字大田４８４－２ ０９８－９８５－２２１２
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第１７節 災害救助法の適用計画

、 、 、この計画は 災害に際して災害救助法を適用し 応急的及び一般的に必要な救助を行い

被災者の保護と社会秩序の保全を図るためのものである。

１ 実施責任者

災害救助法に基づく救助は、知事が実施する。この場合、町長は知事が行う救助を補

助する。ただし知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、災害救助法

施行令で定めるところにより、その権限に属する救助の実施に関する事務の一部を町長

が行うこととすることができる。担当は町民生活対策部とする。

(救助の種類)

（１）収容施設の供与

（２）炊き出し、その他による食品の給与及び飲料水の供給

（３）被服、寝具その他生活必需品の給与

（４）医療及び助産

（５）災害にかかった者の救出

（６）災害にかかった住宅の応急修理

（７）生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与

（８）学用品の給与

（９）埋葬

（ ）死体の捜索及び処理10
（ ）災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活に著しい支障を11

及ぼしている障害物の除去

なお、災害救助法の適用にいたらない災害についての被害者の救助は、町防災計画

の定めるところにより町長が実施するものとする。

２ 災害救助法の適用基準

町において、災害救助法が適用される災害の程度は、次のいずれかに該当する場合で

ある。

（１）住家の減失した世帯数が４０世帯に達したとき。

（２）沖縄県全域の住家減失世帯数が 世帯以上で、そのうち町内の住家減失世帯が1,500
２０世帯に達したとき。

（３）被害が広範な地域にわたり、県内の被害世帯数が 世帯以上で、町の被害が特7,000
に救助を要する状態にあるとき。

（４）当町の被害が以下の事項に該当し、知事が特に救助の必要を認めたとき。

ア 災害が隔絶した地域に発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく

困難とする厚生労働省令で定める特別の事情がある場合であって、多数の住家が滅

失したとき。

イ 多数の者が生命又は身体に危害を受け、若しくは受けるおそれが生じる場合であ

って、厚生労働省令で定める基準に該当する場合。

、 （ ） 、 （ ）※ 被害世帯とは 全壊 焼 流失等により住家の滅失した世帯をいい 住家が半壊 焼

床上浸水等により被害を受けた場合は、一世帯をそれぞれ半壊（焼）にあっては全壊

（焼）流失等の２分の１世帯、床上浸水にあっては３分の１世帯として換算する。

なお、人口は直前の国勢調査人口とする。
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３ 災害救助法の適用手続き

（１）町長は、町内における災害が２の災害救助法の適用基準のいずれかに該当するとき

は、法に基づく災害報告要領により、直ちにその旨を知事に報告するものとする。

（２）災害の事態が急進して、知事による救助の実施をまつことができないときは、町長

は災害救助法に規定による救助に着手し、その状況を直ちに知事に報告し、その指示

を受けるものとする。

※災害救助法による救助の程度・方法及び期間早見表：資料編 資料５参照
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第１８節 給水計画

この計画は、災害により飲料水を得る事ができない者に対し、最小限必要な飲料水を供

給し、被災者を保護すると共に施設等の応急復旧を行うためのものである。

１ 実施責任者

被災者に対する応急飲料水の供給は町長が行う。担当は、環境整備対策部があたり久

米島町消防本部の協力を得て行うものとする。

災害救助法が適用された時は，知事が実施する。ただし、救助を迅速に行うため必要

があると認めるときは町長が実施する。

２ 給水方法

（１）取水

給水のための取水は、消火栓、水源地等から行うものとする。

（２）消毒等

取水が汚染しているとき、又は汚染のおそれがあるときは、水質検査を行い、ろ水

器によるろ過及び浄水剤の投入等により、消毒を行うものとする。

（３）供給

被災地への供給は、消防ポンプ車の代用、自衛隊タンク車及び容器による搬送給水

等、現地の実情に応じた方法によって行うものとする。

（４）広報

、 、 、給水に際しては 町防災無線 広報車により又は報道機関等の協力を得て給水日時

場所、その他必要な事項を住民に広報するものとする。

３ 給水量

被災者に対する所要給水量は、 人１日３リットル程度とするが、補給水源の水量、1
給水能力及び水道施設の復旧状況に応じて給水量を増減する。

４ 水道施設の応急復旧

水道施設が破壊された場合には、給水のための重要度及び修理の可能性等を配慮して

応急復旧を行い、必要に応じて町指定水道工事業者の応援を求めるものとする。

５ 医療施設等への優先給水

医療施設、社会福祉施設、避難所等に対しては優先的に給水を行う。

６ 給水用資機材の整備

町及び上水道管理者は、必要に応じ給水車、給水タンク、ポリ容器等の給水用資機材

の整備を進めるものとする。

※ この計画は災害救助法の適用にかかわらず家屋や家財の被害はなくても、その地域に

おいてどうしても自力では飲料水を得ることが出来ない者であれば、救助を受けること

ができる。逆に、り災者であっても自力で近隣から飲料水を確保できれば供給の必要は

ないものとする。
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第１９節 食糧供給計画

この計画は、被害者及び災害応急対策員に対する食糧の給与のための調達、炊き出し及

び配給等の迅速、確実を期するものである。

１ 実施責任者

災害時における被害者及び災害応急対策員等に対する食糧の調達及び供給は町長が行

う。なお、担当は町民生活対策部とする。

災害救助法が適用されたときは知事が実施する。ただし知事は、救助を迅速に行うた

め必要があると認めるときは町長が行うこととすることができる。

災害救助法が適用されない場合にあっても、町長が供給の必要を認めたときは町長が

実施する。

２ 食糧の調達方法

（１）主食

主食のうち米穀については、町長は知事（流通政策班）の発行する応急買受許可書

により米穀販売事業者手持の米穀を、災害用乾パンについては，町長は知事に災害用

乾パンの買受要請を行い、これに基づき知事が売却申請書を沖縄総合事務局長に提出

し調達する。

（２）副食の調達

副食等の調達は、原則として町において町内の販売業者から調達するものとする。

なお、緊急調達の必要がある場合は、県（園芸振興班）及び他市町村の応援を要請し

調達するものとする。

３ 応急配給

（１）応急配給を行う場合

災害が発生し、又は災害の恐れがある場合における応急配給は、次の場合に町長が

必要と認めたとき行うものとする。

ア 被災者に対し、炊き出しによる給食を行う必要がある場合。

イ 被災により卸売、小売販売業者が通常の販売を行うことができないため、その機

関を通じないで配給を行う必要がある場合。

ウ 災害時における救助作業、急迫した災害防止及び緊急復旧作業に従事する者に対

して給食を行う必要がある場合。

（２）応急配給品目

配給品目は原則として米穀とするが、状況により乾パン又は麦製品とする。

（３）応急配給品目の数量

一人当たりの配給数量は次のとおりとする。

ア（１）のアの場合 一日当り精米３００グラム

イ（１）のイの場合 一日当り精米３００グラム

ウ（１）のウの場合 １食当り精米２００グラム

４ 炊出し等食品の給与

被災者に対する応急炊出し、並びに食糧品の給与は次によるものとする。担当は町民

生活対策部とし、必要に応じて女性団体及び自治会等の協力を得て行うものとする。

（１）給与の方法

ア 炊出し及び食品の給与を実施する場合には責任者を指定し、各現場のそれぞれ実

施責任者を定めるものとする。
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イ 救助用応急食糧は、原則として米穀とするが、消費の実情等によっては乾パン及

び麦製品とする。

ウ 炊出しは町長が行うものとする。

エ 炊出し及び食糧給与のために必要な原材料、燃料等の確保は町長が行うものとす

る。

オ 炊出しは可能な限り、学校等の給食施設又は公民館等の既存施設を利用するもの

とし、できるだけ避難所と同一施設又は、避難所に近い施設を選定して設けるもの

とする。

カ 炊出し施設の選定にあっては、あらかじめ所有者又は管理者から了解を受けてお

くものとする。

キ 炊出しに当たっては常に食糧品の衛生に留意するものとする。

（２） 給与の種別、品目及び数量

ア 種別

（ア）炊出し（乳幼児のミルクを含む）

（イ）食品給与（住家の被害により一時縁故先等に避難する者に対して現物をもって

３日以内の食糧を支給する）

イ 給与品目及び数量

（ア）給与品目は米穀又はその加工品及び副食品とする。

（イ）給与数量は、１日１人精米換算 ｇ以内とする。乾パン、麦製品（乾ウドン300
等）は社会通念上の数量とし、副食品の数量については制限しない。

５ 炊出し等食糧給与の対象者等

（１）対象者

ア 避難所に収容された者。

イ 住家が全壊（焼 、流失、半壊（焼）又は床上浸水、床下浸水等のため炊事道具）

が流出し、又はカマドがこわれ若しくは土砂に埋まる等の被害を受けて炊事できな

い者。

ウ 旅行者、一般家庭の来訪者、汽船の旅客等であって食糧品の持ち合わせがなく

調達できない者。

エ 被害を受け一時縁故地等へ避難する者。食糧品をそう失し、持ち合わせのない

者。

（２）費用

炊出し、その他による食品給与のため支出できる費用の限度額は、主食費、副食費

及び燃料及び雑費の合計額が１人１日１，０１０円以内とする。

（３）期間

炊出し、その他による食品給与を実施できる期間は災害発生の日から７日以内と

する。

６ 災害対策用食糧の備蓄

町は、大規模災害が発生した場合の被害を想定し災害対策用食糧を人口の２０分の１

の３日分程度の数量を目標に備蓄する。この場合、災害時援護者に配慮した食糧の確保

にも努めるものとする。

７ 個人備蓄の推進

町は、インスタントやレトルト等の応急食品及び飲料水を１人３日分程度、各家庭に

おいて備蓄しておくよう住民に広報していくものとする。
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第２０節 衣料及び生活必需品物資の供給計画

この計画は、被害者に対する衣料及び生活必需品物資の調達及び配給に関するものであ

る。

１ 実施責任者

被災者に対する被服、寝具その他生活必需品の調達、給与及び貸与は町長が行う。

担当は町民生活対策部とする。

災害救助法が適用された時は，知事が実施する。ただし、救助を迅速に行うため必要

があると認めるときは町長が実施する。

２ 物資の調達

物資の調達については、応急救助用として必要最小限の数量を備蓄するほか、関係業

者との密接な連絡により物資を調達するものとする。

３ 物資の給与又は貸与

（１）対象者

災害により住家が全壊（焼 、流失、半壊（焼）又は床上浸水等により生活上必要）

な被服、寝具その他日用品等を喪失又は損傷し、直ちに日常生活を営むことが困難な

者に対して行う。

（２）品 目

、 。給与又は貸与する衣料物資は 次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行う

ア 被服、寝具及び身の廻り品

イ 炊事用具及び食器

ウ 日用品及び光熱材料

（３）費 用

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与のため支出できる費用は、季別及び世

帯区分により１世帯あたり次の範囲内とする。なお、季別は災害発生の日をもって決

定する。

ア 住家の全壊（焼）又は流失により被害を受けた世帯

季 世帯区分 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上１人を増す

別 期間 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 ごとに加算する額

夏 ４ 月 か ら 円 円 円 円 円 円

17,300 22,300 32,800 39,300 49,800 7,300季 ９ 月 ま で

冬 １ ０ 月 か ら 円 円 円 円 円 円

28,600 37,000 51,600 60,500 75,900 10,400期 翌年３月まで

イ 住家の半壊（焼）又は床上浸水（土砂のたい積等により一時的に居住することが

できない状態となったものを含む）により被害を受けた世帯。

季 世帯区分 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上１人増す

別 期間 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 ごとに加算する額

夏 ４ 月 か ら 円 円 円 円 円 円

5,600 7,600 11,400 13,800 17,500 2,400季 ９ 月 ま で

冬 １ ０ 月 か ら 円 円 円 円 円 円

9,100 12,000 16,900 20,000 25,400 3,300期 翌年３月まで
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（４）期 間

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与は、災害発生の日から 日以内と10
する。

４ 物資の配給方法

町民生活対策部は世帯構成員別に被害状況を把握し、物資の配分計画を立て迅速、確

実に配給するものとする。

個人備蓄の推進5
町は、災害直後に最低限必要となる衣類等の生活必需品を非常持ち出し品として個人

において準備しておくよう、住民に広報していくものとする。
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第２１節 救援・義援物資、義援金の受入・配分計画

救援・義援物資、義援金の受入・配分は、町災害対策本部が配分計画を立てて行う。た

だし、被害が他市町村にわたる場合は、県が次の機関からなる協議会を編成し、各機関が

共同又は協力して災害義援金品の募集、配分を行う。

①日本赤十字社沖縄県支部 ②沖縄県社会福祉協議会

③沖縄県市長会 ④沖縄県町村会

⑤琉球新報 ⑥沖縄タイムス

⑦沖縄県婦人連合会 ⑧その他県単位の各種団体

１ 義援・義援物資

（１）義援・義援物資の受入

義援・義援物資は町民生活対策部が受付記録を作成し、必要があれば寄託者に受領

証（別紙様式）を作成する。

（２）救援・義援物資の保管・仕分けは町民生活対策部で行い、輸送については総務対策

部が担当し、ボランティア等の協力を得て行うものとする。

（３）救援・義援物資の配布

町災害対策本部が協議の上決定し、被災者に対し迅速かつ適正に配布する。特に食

料品等で保存が利かないものは、他に優先して配布する。

２ 義援金

（１）義援金の受入

義援金の受入に際しては、町民生活対策部で受付記録を作成し、保管の手続きを行

うとともに、寄託者に受領証（別紙様式）を発行する。

（２）義援金の保管

義援金の保管は、被災者に配分するまでの間、町指定金融機関に「当該災害に関す

る義援金受付専用口座」をつくり、受払簿を作成し、管理・保管する。

（３）義援金の配分・配布

町災害対策本部が協議の上決定し、被災者に対し迅速かつ適正に配分し、被災者へ

配布する。
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別紙様式

義 援 金 品 等 受 領 証

（整理番号 ）

金 額 ￥

品 名 数 量 備 考

以上のとおり受領いたしました。

ご厚意に厚く御礼申し上げます。

年 月 日

様

久米島町災害対策本部長

久米島町長 印
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第２２節 感染症対策、食品衛生監視計画

この計画は、災害時における被災地の感染症の発生及びまん延を防止するため、感染症

対策、保健衛生に万全を期するものである。

１ 実施責任者

災害時における感染症対策は町長が実施する。

担当は、町民生活対策部とし、知事（健康増進班、保健所）の「感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律」(以下、この節において「法」という。)に基づ

いて感染症対策上必要な指示、協力を得ながら実施する。

２ 感染症対策実施の組織

町民生活対策部では、次の係を置いて感染症対策班を編成するものとし、災害地域が

広範囲にまたがるときは、そのつど即応体制をとるものとする。

調 査 係：実施責任機関となる県の疫学調査班に協力する。

感染症対策係：清潔保持及び消毒方法を実施し、ねずみ族及び昆虫等の駆除、その他

感染症対策について実情に即した指導にあたる。

知事から感染対策上、必要と認められ、指示を受けた町は速やかに指示事項を実施す

るものとする。

なお、知事又は町の行う措置は、感染の発生を予防し、又はそのまん延を防止するた

め、必要最小限なものでなければならない。

（１）法第２７条第２項及び第２９条第２項の規定による消毒に関する指示

（２）法第２８条第２項の規定によるねずみ族及び昆虫等の駆除に関する指示

（３）法第３１条第２項の規定による生活の用に供される水の供給に関する指示

（４）予防接種法第６条第１項の規定による臨時予防接種に関する指示

３ 感染対策の実施

（１）清潔方法

町は感染症の患者が発生し、又は感染症がまん延するおそれがある場合において、

下記の衛生処理の実施又は指導を行う。

ア 被害地域及びその周辺の地域についての清潔方法は、道路、溝渠及び公園等の公

共の場所を中心に伝染病予防の衛生処理を実施する。

イ 当該土地又は建物の占有者（占有者がいない場合は管理者）及びその周辺の各世

帯等に清潔を保つよう指導するものとする。

（２）消毒方法

避難所、被害地域及びその周辺地域の消毒は、感染症の予防及び感染症患者に対す

る医療に関する同法律施行規則第１４条の定めるところにより行う。

（３）ねずみ族及び昆虫等の駆除

ねずみ族及び昆虫等の駆除の方法は、同法施行規則第１５条によるものとする。

（５）生活の用に供される水の供給

法第３１条第２項の規定による知事の指示に基づいて、市町村は速やかに生活の用

に供される水の供給措置を開始するものとする。

（６）患者等に対する措置

災害地に発生した１類感染症、２類感染症又は新感染症の伝染病患者で入院の必要

な者については、感染症の予防及び感染症患者に対する医療に関する法律第２１条又

は第４７条の規定により速やかに指定医療機関に移送するものとし、災害の状況によ

り指定医療機関に移送困難なときに対する措置は、知事（保健所）の指示に従い次の
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要領で行う。

ア 適当と定める病院又は診療所に収容するものとする。

イ 交通途絶のため隔離施設に収容できない場合は、近くの適当な場所に臨時の隔離

施設を設け収容するものとする。

ウ やむを得ない事由により隔離施設の収容が困難な病原保菌者に対しては自宅隔離

する。特に、し尿の衛生処理については十分指導監視する。

（７）避難所の感染症対策

ア 避難所は、応急仮設的で、かつ多数の避難者を収容するため不衛生になりがちな

ので県の指導を得て感染症対策の徹底を期さなければならない。

イ 施設の管理者等を通じて衛生に関する自治組織を編成し、その協力を得て感染症

対策に万全を期するものとする。

なお、感染対策指導の重点事項はおおむね次のとおりとする。

１．疫学調査 ２．清潔の保持及び消毒の実施 ３．集団給食

４．飲料水の管理 ５．健康診断

４ 感染症予防薬剤の調達

感染症予防薬剤は、感染症対策班において緊急に調達するが、それが不可能な場合は

県に調達の斡旋の要請を行うものとする。

５ 臨時予防接種

予防接種法第６条第１項の規定による知事の指示に基づく臨時予防接種は、対象者の

範囲及びその時期又は期間を指定して実施するものとする。実施に当たっては、特別の

事情のない限り通常災害のおちついた時期を見計らって定期予防接種の繰上げの実施等

を考慮する。ただし、集団避難所で患者若しくは保菌者が発見され、まん延の恐れがあ

る場合には緊急に実施するものとする。

６ 保健衛生

町は被災者の健康管理について次の事項を実施するものとする。

（１）良好な衛生状態の保持

被災地、特に避難所においては生活環境の激変に伴い被災者が心身双方の健康に不

調を来す可能性が高いため、常に良好な衛生状態を保つように務めるとともに、健康

状態を十分に把握し、必要に応じ救護所等を設けるものとする。

（２）災害時要援護者への配慮

高齢者、障害者等災害時要援護者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い、必

、 、 、要に応じ福祉施設への入所 ホームヘルパーの派遣 車椅子等の手配等を福祉事業者

ボランティア団体等の協力を得つつ、計画的に実施するものとする。

（３）保健師等による健康管理

保健師等による巡回健康相談等を実施し、被災者のニーズ等に的確に対応した健康

管理（保健指導及び栄養指導）を行う。

７ 食品衛生監視

町は、災害時の状況に応じて必要と認めたときは、中央保健所長の指示に従い食品衛

生監視活動を実施する。活動内容は以下のとおり。

（１）救護食品の監視指導及び試験検査

（２）飲料水の簡易検査

（３）その他食料品に起因する危害発生防止

８ その他

その他必要事項については、関係機関と協力して行う。
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第２３節 清掃、動物保護収容計画

この計画は、被災地におけるごみの収集及びし尿の収集処分等の清掃業務を適切に実施

、 。 、 、し 環境衛生の万全を図るものである また 災害時の状況に応じて必要と認めたときは

犬等及び危険動物の保護・収容を行うものとする。

１ 実施責任者

災害時におけるごみ及びし尿の収集処理は、町長が行う。ただし被害が甚大のため町

において実施できないときは、他市町村又は県（薬務衛生班、環境保全班、保健所）の

応援を求めて実施するものとする。

担当は、環境整備対策部とする。

２ ごみの収集処理の方法

（１）収集方法

ア ごみの収集は、被災地及び避難所に町の車両を配車して速やかに行うものとし、

災害が広範囲にわたり町の車両のみでは処理できない場合は、委託業者及び許可業

者車両を借用して収集にあたる。

イ ごみの集積地は、地域区長と協議して定めるものとする。

（２）処理方法

ごみの処理は、原則として町の処理施設において処理するが、必要に応じ環境保全

上支障のない方法で処理するものとする。

（３）清掃用薬剤の調達

町は、清掃用薬剤の調達の必要を生じたときは、調達するものとする。

３ し尿の収集処理の方法

（１）収集方法

し尿の収集は、被害の規模に応じ許可業者に指示して集中くみ取りを実施する。

（２）処理方法

し尿の処理は、原則として委託業者の処理施設において処理するが、必要に応じ環

境保全上支障のない方法で行うものとする。

（３）仮設便所等のし尿処理

町は、避難者の生活に支障が生じることがないよう、避難所への仮設便所の設置を

できる限り早期に完了する。

また、仮設便所の管理については、必要な消毒剤を確保し、十分な衛生上の配慮を

行うとともに、し尿の収集・処理を適切に行う。

４ 震災時、水害時における廃棄物対策

10震災時、水害時における被災地帯の清掃等は、国の「震災廃棄物対策指針（平成

」 「 （ ）」 、 。年 月 及び 水害廃棄物対策指針 平成 年６月 に基づき 次のとおりとする10 17
（１）震災時防災体制の整備

町は、震災時の廃棄物処理に係る防災体制を整備するため、次の措置を行うよう努

めることとする。

ア 町は、周辺の市町村及び廃棄物関係団体等と調整し、震災時の相互協力体制を整

備する。

イ 町は、仮設便所やその管理に必要な消毒剤、脱臭剤等の備蓄を行うとともに、そ

の調達を迅速かつ円滑に行う体制を整備する。

ウ 町は、一般廃棄物処理施設の補修等に必要な資機材の備蓄を行うとともに、収集

運搬車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制を整備する。
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エ 町は、生活ごみや震災によって生じた廃棄物（がれき）の一時保管場所である仮

置場の配置計画、し尿、生活ごみ及びがれきの広域的な処理・処分計画を作成する

こと等により、震災時における応急体制を確保する。

オ 町は、有害廃棄物対策としてアスベストについては、解体、保管、輸送、処分の

過程において問題が生じる可能性があるため、解体、処理行為時における飛散防止

対策（散水の徹底等）についてあらかじめ定めておく。

（２）水害時防災体制の整備

町は、水害時の廃棄物処理に係る防災体制を整備するため、次の措置を行うよう努

めることとする。

ア 町は、洪水ハザードマップ等を作成し、被災地域の予測をしておく。

イ 町は、洪水ハザードマップ等を参考にし、被災地域における水害廃棄物発生予測

量の把握をしておく。

ウ 町は、水害廃棄物を適切に処理するため、仮置き場を確保するとともに配置計画

を作成しておく。

エ 町は、収集運搬、仮置場、中間処理及び最終処分場等の処理手順について作成し

ておく。

オ 町は、周辺の市町村及び廃棄物関係団体等と調整し、水害時の相互協力体制を整

備する。

カ 町は、借置場での破砕・分別体制について作成しておく。

キ 町は、収集処理過程における粉じん・消臭等の環境対策を講じる。

ク 町は、収集運搬車輌とルート計画について定める。

５ 犬等及び危険動物の保護・収容計画

（１）実施責任者

ア 犬及び負傷動物対策

（ 、 ） 、 、町及び県 薬務衛生班 保健所 は 災害時の状況に応じて必要と認めたときは

犬等収容班を組織し、狂犬病予防法、動物の愛護及び管理に関する法律、町飼い犬

条例に基づき、放浪犬及び所有者不明の負傷動物（犬、ねこ、小鳥等の愛玩動物）

の保護及び収容を行うものとする。

担当は、環境整備対策部とする。

イ 危険動物対策

町及び 県（薬務衛生班）は、沖縄県動物の愛護及び管理に関する条例に規定す

る危険動物が逸走した場合には、危険動物対策班を設置し、情報収集、関係機関と

の連絡調整を行うものとする。

（２）収容及び管理

ア 犬及び負傷動物対策

町は県（薬務衛生班、保健所）からの求めがある場合は、民間団体とともに犬等

の収容・保管のための場所又は施設の提供をし、犬等を保護・収容したときは適正

に管理するよう協力するものとする。

イ 危険動物対策

（ 、 ） 、 、 、県 薬務衛生班 保健所 は 危険動物が逸走した場には その飼養者に対して

沖縄県動物の愛護及び管理に関する条例に基づき、人の生命、身体等に対する危害

。 、を防止するために必要な措置をとるよう命ずるものとする 所有者不明の場合には

町は、県からの求めがある場合は警察、民間団体とともに危険動物の捕獲、収容そ

の他必要な措置について協力をするものとする。
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（３）保護・収容動物の公示

保護・収容された動物の台帳を作成し、公示するものとする。

（４）動物の処分

ア 所有者不明犬等については、狂犬病予防法及び動物の愛護及び管理に関する法律

に基づき処分するものとし、収容期間等は災害時の状況に応じて検討するものとす

る。

イ 危険な動物から人の生命、身体等の安全を確保するために必要と認めるときは、

沖縄県動物の愛護及び管理に関する条例に基づき、当該危険動物を殺処分するもの

とする。その実施については、警察、民間団体に対し必要な協力を求めるものとす

る。
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第２４節 死体の捜索、処理及び埋葬計画

この計画は、災害により死亡したと推定される者の捜索を行い死体の収容、処理及び埋

葬を円滑に実施するためのものである。

１ 実施責任者

災害時における死亡したと推定される者の捜索及び死体の収容処理、埋葬等の措置は

町長が行う。

死体の収容、処理及び埋葬等は環境整備対策部が担当する。

ただし、災害救助法が適用されたときは知事が行い、知事が迅速に行うため必要と認

めるときは、町長が行う。

２ 死体の捜索

（１）捜索隊の設置

町長は、関係機関の協力により、又は賃金職員を雇い上げて捜索班を編制し、警察

官と相協力して実施するものとする。

（２）捜索の方法

行方不明者の捜索にあたっては、災害の規模、地域その他の状況を勘案し、関係期

間と事前に打ち合わせを行うものとする。

３ 発見後の収容及び処理

（１）死体の収容

捜索隊が発見した死体は、すみやかに警察又は海上保安庁の検視並びに救護班又は

医師の検案を受ける。また、警察等より死体の引渡しを受けたときは、ただちに町の

施設等適当な施設に収容するものとする。

（２）医療機関との連携

捜索に関しては、負傷者の救護及び死体の検案等が円滑に行われるように救護班及

び医療機関等との連絡を前もってとるものとする。

４ 死体の処理

（１）収容した死体は、死体取扱規則（昭和３３年国家公安委員会規則 、海上保安庁死）

体取扱規則（昭和４５年）の規定により、警察官又は海上保安官は所要の死体検分調

書を作成した後、遺族又は町長に引き渡すものとし、町長はその後、必要に応じて死

体の処理を行うものとする。

（２）死体の処理は次により実施するものとする。

ア 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置

死体の識別が困難なとき、または災害で遺族等が混乱しているときなどは、伝染

病予防上、必要に応じ死体の洗浄、縫合及び消毒等の処置を実施するものとする。

イ 死体の一時保存

死体の身元識別のため相当の時間を必要とし、又は死亡者が多数のため短時間に

埋葬ができない場合等において死体を特定の場所（町内の公共施設等に仮設）に集

めて埋葬処理をとるまで保存する。

ウ 検案

死体について死因、その他について医学的検査をする。

エ 死体の処理は埋葬の実施と一致することを原則とする。
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５ 死体の埋（火）葬

身元の判明しない死体、又は死体の引取人である遺族等が判明していても災害時の混

乱で死体を引き取る事ができない者、並びに災害時の混乱の際、死亡した者で各種事情

により遺族等が埋葬できない者に対しては、町長が火葬又は埋葬に付するものとし、そ

れに要する経費を県が負担する。

納骨は遺族が行うが遺族のない者については、町長が実施する。

６ 行方不明者の捜索等の費用及び期間等

（１）災害にかかった者の救出

ア 対象者

災害のため現に生命及び身体の危険な状態にある者、又は生死不明の状態にある

者を捜索し、救出するものである。

イ 費用

舟艇、その他救出のための機械、器具等の借上費、修繕費及び燃料費とし、当該

地域における通常の実費とする。

ウ 期間

救出期間は、災害発生の日から３日以内とする。

（２）死体の捜索

ア 対象者

、 、 、 、死体の捜索は 災害により現に行方不明の状態にあり かつ 各般の事情により

すでに死亡していると推定される者に対して行うものとする。

イ 費用

死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借

上費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。

ウ 期間

災害発生の日から１０日以内とする。

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり）

（３）死体の処理

ア 対象者

死体の処理は災害の際、死亡した者について、その遺族が処理できない者。

イ 処理の範囲

死体の処理は、次の範囲内において行う。

（ア）死体の洗浄、縫合及び消毒等の処理

（イ）死体の一時保存

（ウ）検案

ウ 費用

死体の処理のため支出する費用は、次に掲げるところによる。

（ア） 死体の洗浄、縫合及び消毒等の処理のための費用は、１体当たり 円以3,300
内とする。

（イ） 死体の一時保存のための費用は、死体の一時収容するために既存建物を利用

する場合は、当該施設の借上費について通常の実費とし、既存建物を利用でき

ない場合は、１体あたり 円以内とすること。この場合において、死体の5,000
一時保存にドライアイスの購入費等の経費が必要であるときは、当該地域にお

ける通常の実費を加算できる。

（ウ） 救護班において検案をする事ができない場合は、当該地域の慣行料金の額以

内とする。
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エ 期間

死体の処理期間は、災害発生の日から１０日以内とする。

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり）

（４）死体の埋（火）葬

ア 対象者

災害の際死亡した者で、その遺族が埋（火）葬を行う事ができない者。

イ 費用

埋葬は、実際に埋葬を行う者に対してできる限り次に掲げる現物を支給するもの

とし、また、その費用は１体当たり大人（１２歳以上） 円、小人（１２歳未満）199,000
円とする。159,200

（ア）棺（付属品を含む）

（イ）埋葬又は火葬の費用（賃金職員等雇上費を含む）

（ウ）骨つぼ及び骨箱

ウ 期間

埋葬の期間は、災害発生の日から１０日以内とする。

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり）
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第２５節 障害物の除去計画

この計画は、災害のため住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等の障害物が日常生活

に著しい支障を及ぼしている場合に、これの除去に関するものである。

１ 実施責任者

（１）住家又はその周辺に運ばれた土石、竹木等の障害物の除去は町長が行う。

担当は環境整備対策部とする。

ただし、災害救助法が適用されたときは知事が行い、知事が迅速に行うため必要と

認めるときは、町長が行う。

災害救助法が適用されない場合にあっても、町長が実施の必要を認めたときは、町

長が実施する。

（２）障害物が公共その他の場所に流入したときは、それぞれ所管する管理者が行うもの

とする。

２ 除去の方法

実施者は、自ら応急対策資機材を用い、又は状況に応じ建設業者の協力を得て障害物

の除去を行うものとする。

（１）除去の対象者

障害物の除去は、居室、炊事場等日常生活に欠くことのできない部分又は玄関等に

障害物が運びこまれているため一時的に居住できない状態にあり、かつ自らの資力を

もってしては、当該障害物を除去する事ができない者に対して行う。

（２）費用

障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップ、その他除去のため必要

な機械、器具等の借上費又は購入費、輸送費及び賃金職員等雇上費等とし、一世帯あ

たり 円以内とする。137,500
（３）期間

障害物の除去期間は、災害発生の日から１０日以内とする。

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり）

３ 集積場所

（１）仮置場、最終処分地の確保

リサイクルセンター、最終処分場での処理を原則とするが、それが困難な場合、県

（環境整備班）と連携して、一時的に仮置き場として公園、広場及び運動場を利用す

るものとする。

（２）リサイクルの徹底

がれき処理に当たっては、県（環境整備班）と連携し、適切な分別を行うことによ

って可能な限りリサイクルに努めるものとする。

（３）環境汚染の未然防止、住民・作業者の健康管理

障害物の除去に当たっては、県（文化環境部・福祉保健部・観光商工部）と連携し

環境汚染の未然防止及び住民、作業者の健康管理及び安全管理に十分配慮するものと

する。

（４）計画的な障害物除去の実施

復旧・復興を効果的に行うため、町は障害物の除去を復旧・復興計画に考慮して行

うものとし、そのための処理計画を定めるものとする。
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第２６節 応急仮設住宅及び住宅の応急修理計画

この計画は、災害により住宅を失い又は破損したため居住することができなくなり、自

力で住宅を確保する事ができない者に対し、応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理を実

施し、被災住民の住居の確保を図るものとする。

また、二次災害防止のため、住宅の応急危険度判定を行うものとする、

１ 実施責任者

被災者に対する応急仮設住宅の設置及び住宅の応急修理は、災害救助法が適用された

ときは、知事（施設建築班）が行う。

災害救助法が適用されない場合にあっても、町長が実施の必要を認めるときは、町長

が実施する。

担当は、環境整備対策部とする。

２ 応急仮設住宅の設置等

（１）対象者

住家が全壊（焼）又は流失し、自らの資力では住宅を得ることができない者。

（２）設置場所及び方法

応急仮設住宅の設置場所は、原則として町有地とし、やむを得ない場合に限り私有

地を借上げるものとする。建設は町長（災害救助法適用時は知事）が直接又は建築業

者に請負わせる等の方法で行うものとし、必要ある場合は町、県において必要資材の

調達を行うものとする。

（３）設置戸数、規模、費用等

ア 戸数

設置戸数は、住家が全壊（焼）又は流失した世帯数の３割以内とする。ただし、

これより難しい特別の事情がある場合は、厚生労働大臣に協議し、その承認を得て

数の引き上げをすることができる。

イ 規模

応急仮設住宅の規模は１戸当たりの２９．７㎡（９坪）を基準とし、構造は、一

戸建て、長屋建、あるいはアパート式建築いずれでも差しつかえない。

ウ 費用

応急仮設住宅建設の費用は、整地費、建築費、附帯工事費、賃金職員等雇上賃、

輸送費及び建築事務費等の一切の経費を含めて 円以内とする。2,366,000
エ 期間

応急仮設住宅の建設工事に着工する時期は、災害発生の日から２０日以内とし、

当該住宅を供与できる期間は、完成の日から建設基準法第８５条第３項又は第４項

に規定する期限までとする。

（４）災害時要援護者に配慮した仮設住宅

仮設住宅の建設に当たっては、高齢者、障害者等の災害時要援護者に配慮した住宅

の建設を考慮する。

（５）入居者の選定

入居者の選定に当たっては、高齢者、障害者等の災害時要援護者の入居を優先する

ものとする。

（６）賃貸住宅借り上げによる収容

応急仮設住宅の設置に代えて、賃貸住宅の居室の借り上げを実施、これらに収容す

ることができる。
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３ 住宅の応急修理

（１）対象者

災害のため住家が半壊（焼）し、自らの資力では応急修理する事ができない者に対

して行う。

（２）修理の方法

ア 住宅の応急修理は知事（権限を委任した場合は町長）が直接又は建築事業者に請

負わせる等の方法で行うものとし、必要ある場合は県において必要資材の調達を行

うものとする。

イ 応急修理は居室、炊事場、便所等のような生活上欠くことのできない最少限度必

要な部分のみを対象とする。

（３）修理の戸数、費用及び期間

ア 戸数

（ ） 。応急修理の対象数は町内で半壊 焼 した世帯の数の原則として３割以内とする

該当者の選定は、生活能力が低いものより順次選ぶものとする。

イ 費用

修理のため支出できる費用の限度は、１世帯当り 円以内（修理用の原材510,000
料費、労務費、材料等の輪送費及び工事事務費等一切の経費を含む）

ウ 期間

住宅の応急修理は災害発生の日から１ケ月以内とする。
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第２７節 被災建築物の応急危険度判定計画

この計画は、地震その他の災害により被害を受けた建築物を余震等によって引き起こさ

れる建物倒壊等の二次災害を防止し、町民の安全を確保するため、被災建築物の応急危険

度判定を支援するものとし、その迅速な実施を図るため、次の事項を定めるものとする。

１ 実施責任者

被災建築物の応急危険度判定は、町長が行う。

担当は、環境整備対策部とする。

２ 事前準備

（１）応急危険度判定士の有資格者の確保

ア 県、他市町村へ派遣要請

イ 町内建築関係団体へ協力要請

ウ ボランティア募集のための広報等の実施

エ 判定基準の資料準備

オ 判定を示す用紙等の準備

カ その他必要事項

（２）作業体制

ア 受入判定士の名簿作成

イ 判定方法等判定基準統一の打合せ

ウ 判定対象区域、対象建築物の決定等の基準

エ 判定士等の判定区域までの移動方法及び、宿泊場所の確保

オ 判定結果の標示

カ その他必要事項

３ 判定実施方法

（１）判定は 「震災建築物等の被災判定基準及び復興技術指針 （財団法人日本建築防、 」

災協会）に従って判定する。

（２）判定は目視にて行うものとする。

（３）判定の結果は 「危険 「要注意 「調査済」に区分し、３色のステッカー（赤「危、 」 」

険 、黄「要注意 、緑「調査済 ）に対処方法等を記載し建物の見やすい場所に貼り」 」 」

付ける。

なお、判定内容は次のとおりとする。

「危 険 ： 建築物の損傷が著しく、倒壊などの危険性が高い場合であり、使」

用及び立ち入りができない。

「要注意 ： 建築物の損傷は認められるが、注意事項に留意することにより立」

ち入りが可能である。

「調査済 ： 建築物の損傷が少ない場合。」

４ 判定後の措置

判定の結果 「危険」とされた建物は、立ち入り禁止の措置等をとるものとする。、
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第２８節 教育対策計画

この計画は、文教施設又は児童生徒及び園児の被災により通常の教育を行う事ができな

い場合に、応急教育の確保を図るためのものである。

１ 実施責任者

災害時における教育に関する応急対策の実施責任者は、次のとおりとする。

実 施 責 任 者 実 施 内 容

・町立小中学校及び幼稚園、その他町立文教施設の災害応急復旧

町 長 ・救助法による教科書、教材及び学用品支給について知事の補助機

関として行う。

・町立小中学校児童生徒及び町立幼稚園園児に関する応急教育

なお、救助法が適用されたとき、又は町で実施困難な場合は、町教育委員会
知事（施設建築班等）又は県教育委員会は、関係機関の協力を求

めて適切な措置をとるものとする。

県 知 事 ・救助法の適用

・県立学校、その他の文教施設の災害応急復旧
県教育委員会

・県立学校の生徒に対する応急教育

各学校長（園長） ・災害発生時の学校・園内の応急措置

２ 応急教育対策

（１）休校（休園）措置

ア 大災害が発生し、又は発生が予想される場合は各学校長（園長）は、町教育委員

会と協議し、必要に応じて休校（休園）措置をとるものとする。

イ 休校（休園）措置が登校（登園）前に決定したときは、ただちにその旨を町防災

無線、その他確実な方法により、児童生徒及び園児に周知させるものとする。

ウ 休校（休園）措置が登校（登園）後に決定し、児童生徒及び園児を帰宅させる場

合は注意事項を十分徹底させ、必要に応じて集団下校（降園 、又は職員・ 会） PTA
員による誘導等を行うものとする。

（２）教育施設の確保

学校・園施設が災害により一部が損壊し使用不能となった場合は、特別教室、屋内

体育施設等を利用し、安全管理上、緊急修理を要する箇所については、応急修理又は

補強を施し、学校教育及び幼稚園教育に支障のないよう万全の措置を講じ、休校（休

園）をできる限り避けるものとする。

なお、災害のための学校・園施設が使用できない場合は、次の場所を予定する。

ア 隣接校。

イ 公民館等の公共施設。

ウ 前掲施設を使用できない場合は、応急仮設校舎（園舎）の建築を検討する。

（３）教科書及び学用品の給与

ア 被災児童生徒及び教科書の被害状況の調査報告

町長は被災した児童生徒及び災害によって滅失した教科書及び教材の状況を、

別に定めるところにより県教育委員会に報告するものとする。
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イ 給与対象者

住家が全壊（焼 、流失、半壊（焼）又は床上浸水により被害を受けた、小学校）

児童、中学校生徒及び高等学校等生徒で学用品を滅失、又はき損し、入手すること

ができない者に対して行うものとし、災害救助法に準じて定める。

ウ 給与の品目、費用、期間

（ア）品目

教科書及び学用品の給与は、被害の実情に応じ次に掲げる品目の範囲内におい

て現物を支給する。

・ 教科書及び教材

・ 文房具品

・ 通学用品

給与品目は以上３種類に限られ、教科書は教科書の発行に関する臨時特措法第２条

に規定する教科書で、文部科学省検定教科書及び文部科学省著作教科書とし、材料に

ついては、原則として教育委員会に届出又は承認を受けて使用しているものとする。

（イ）費用

・ 教科書（教材含む ） 支給した教科書又は教科書以外の教材の実費。

・ 文房具及び通学用品費

小学校児童 １人あたり４，１００円

中学校生徒 １人あたり４，４００円

高等学校等生徒 １人あたり４，８００円

エ 期間

最終的に被災児童生徒の手に渡るまでの期間が、災害発生の日から教科書（教材

を含む）については１ヶ月以内、文房具及び通学用品等については１５日以内に完

了するものとする。

オ 学用品の調達

町長が、学校長及び教育委員会の協力を得て調達から配分までの業務を行うもの

とする。

（４）教育職員の確保

ア 町教育委員会は、教員の被災等により通常の授業が行えないときは、代替職員を

確保し、授業に支障をきたさないようにする。また、必要に応じては、一時的に教

職員組織の編成替え等を行う。

、 。イ 教員免許保有者で 現に教職に携わっていない者を臨時に確保する事を検討する

ウ 可能な範囲内での学校間における教職員の応援、県教育委員会へ教職員派遣の要

請を行う。

（５）被災児童生徒の転校、編入

被災児童生徒の転校編入については、教育長が別に定める。

３ 学校給食対策

町教育委員会は、応急給食を必要と認めるときは県教育委員会、県学校給食会及び保

健所と協議の上実施するものとする。

４ 社会教育施設等対策

公民館等施設の管理者は、被害状況の把握に努めるとともに、被災施設の応急修理を

速やかに実施するものとする。

５ 児童生徒の保健管理

カウンセリング体制を確立し、悩み事相談等を行い こころのケア を図る。“
”
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６ 文化財対策

文化財が被害を受けた場合は、町文化財調査審議会の意見を参考にして、その被害状

況を収集調査し、その結果を県知事に報告するとともに、文化財的価値が及ぶ限り速や

かに復旧維持しうるよう、管理団体（主として保持者）の協力を得て対策をたてるもの

とする。
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第２９節 危険物等災害応急対策計画

、 、 、 、危険物による災害については 関係機関相互の密接な連携のもとに 災害の種類 規模

態様に応じた迅速かつ的確な災害応急対策を実施するものとする。

なお、通報連絡系統図は下表１及び２のとおりとする。

担当は消防対策部とする。

１ 石油類

（１）危険物施設の責任者

消防法で定める危険物の製造所等の施設が危険な状態となった場合は、施設の責任

者は、以下の応急措置を行うとともに、消防機関等関係機関に通報するものとする。

ア 危険物施設の実態に応じ、危険物の流出又は出火等のおそれのある作業を緊急に

停止するとともに、施設の応急点検及び出火等の防止措置をとる。

イ タンク破壊等による漏洩した危険物が流出、拡散しないよう防止措置をとる。

ウ 従業員及び周辺住民に対する安全措置をとる。

（２）町

町は、施設の責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、

、 、 。負傷者等の救出 警戒区域の設定 避難の指示及び広報活動等を実施するものとする

（３）警察

警察は、施設の責任者、消防等の関係機関と連携して負傷者等の救出、避難措置及

び警戒区域の設定、交通規制等災害拡大防止の措置を行うものとする。

２ 高圧ガス類

（１）高圧ガス保管施設責任者

高圧ガス保管施設責任者は、高圧ガス保管施設が危険な状態となった場合は、以下

の応急措置をとるとともに、消防機関等関係機関に通報するものとする。

ア 火気の使用を停止し、状況に応じ保安関係以外の電源を切断する。

イ 高圧ガス保管施設が危険な状態になったときは、直ちに製造又は消費等の作業を

中止し、施設内のガスを安全な場所に移し、又は大気中に安全に放出し、この作業

のために必要な作業員以外の者を退避させる。

ウ 充填容器等を安全な場所に移す。

（２）町

町は、保管施設の責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活

動、負傷者等の救出、警戒区域の設定、火気使用禁止広報及び避難の指示等を実施す

るものとする。

（３）県（産業政策班）

県は、次の保安措置を行う。

ア 高圧ガス保管施設全部又は一部の使用の停止を命ずる。

イ 高圧ガスの製造、引渡し、貯蔵、移動、消費又は廃棄を一時禁止し、又は制限す

る。

ウ 高圧ガス又はこれを充填した容器の廃棄又は所在場所の変更を命ずる。

（４）警察

警察は、施設の責任者、消防等の関係機関と連携して負傷者等の救出、避難措置及

び警戒区域の設定、交通規制等災害拡大防止の措置を行うものとする。
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３ 火薬類

（１）火薬類保管施設責任者

火薬類保管施設責任者は、火薬類が危険な状態となった場合は、以下の応急措置を

とるとともに、消防機関等関係機関に通報するものとする。

ア 火気の使用を停止し、状況に応じ保安関係以外の電源を切断する。

イ 時間的余裕のある場合において、貯蔵火薬類を他地域に搬送する。

ウ 搬送経路が危険であるか、又は搬送する時間的余裕のない場合においては、火薬

類を水中に沈める等の措置を講ずる。

（２）町

町は、施設の責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、

負傷者等の救出、警戒区域の設定、避難の指示等を実施するものとする。

（３）県（産業政策班）

県は、次の保安措置を実施する。

ア 火薬類保管施設管理者及び消費者に対して、製造施設又は火薬庫の全部又は一部

の使用の一時停止を命ずる。

イ 火薬類保管施設管理者及び消費者、その他火薬類を取り扱う者に対して、製造、

販売、貯蔵、運搬、消費又は廃棄を一時禁止し、又は制限する。

ウ 火薬類の消費者に対して、火薬類の所在場所の変更又はその廃棄を命ずる。

（４）警察

警察は、施設の責任者、消防等の関係機関と連携して負傷者等の救出、避難措置及

び警戒区域の設定、交通規制等災害拡大防止の措置を行うものとする。

４ 毒物劇物

（１）毒物劇物保管施設責任者

毒物劇物保管施設責任者は、毒物保管施設等が災害により被害を受け、毒物劇物が

飛散し、もれ、流出、しみ出又は地下に浸透し、保健衛生上危害が発生し、又は発生

するおそれがある場合は、以下の応急措置をとるとともに、保健所、消防機関、警察

等関係機関に通報するものとする。

、 。ア タンク破壊等による漏洩した毒物・劇物が流出 飛散しないよう防止措置をとる

イ 従業員及び周辺住民に対する安全措置をとる。

（２）町

町は、施設の責任者と密接な連絡を図り、施設の延焼防止のための消防活動、負傷

者等の救出、汚染区域の拡大防止措置、警戒区域の設定、広報及び避難の指示等を実

施するものとする。

（３）県（薬務衛生班）

県は、施設等の責任者に対し、危害防止のための応急措置を講ずるよう指示するほ

か、毒性、劇性の危険区域を指定して警察、消防等関係機関と協力し、交通遮断、緊

急避難、除毒方法の実施、広報活動等を実施するものとする。

（４）警察

警察は、施設の責任者その他関係機関と連携して負傷者の救出、避難措置及び警戒

区域の設定、交通規制等災害拡大防止の措置を行うものとする。
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（石油類、高圧ガス類、火薬類）表ー１ 通 報 連 絡 系 統 図

施 設 責 任 者
施設従業員

発見者及び原因者

久米島町消防本部 久 米 島 町 県
那 覇 警 察 署

（ ）久米島交番

住 民 国県 警 察 本 部

(毒物劇物)表ー２ 通 報 連 絡 系 統 図

施 設 責 任 者
施設従業員

発見者及び原因者

久米島町消防本部 久 米 島 町 保 健 所
那 覇 警 察 署

（ ）久米島交番

住 民 県県 警 察 本 部
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第３０節 海上災害応急対策計画

この計画は、災害対策基本法に定める災害、陸上の危険物貯蔵施設若しくは船舶からの

大量石油類等の危険物の海域への流出、海上火災その他の海上災害が発生が発生した場合

において、関係機関が緊密な連携を保ち、相互協力体制のもとに人命及び財産の保護、海

上安全の確保、流出油等の防除、危険物の特性に応じた消火等の措置を講じ、人に及ぼす

被害の極限及び拡大防止を図るためのものである。

１ 災害対策連絡調整本部の設置

防除活動を円滑かつ効果的に推進するため、第十一管区海上保安本部の災害対策連絡

調整本部(以下｢調整本部｣という。)と町災害対策本部及び防災機関は緊密な連絡を保ち

ながら災害対策を遂行する。関係機関は、調整本部に防災責任者を派遣し、災害対策の

調整を図るものとする。

なお、調整本部の設置の時期は、第十一管区海上保安本部に大規模海難対策本部若し

くは流出油災害対策本部が設置されたときとする。

２ 実施機関

（１）第十一管区海上保安本部

（２）沖縄総合事務局

（３）沖縄気象台

（４）陸上自衛隊第一混成団

（５）海上自衛隊沖縄基地隊

（６）沖縄県

（７）那覇警察署

（８）久米島町

（９）日本赤十字社沖縄県支部

（ ）事故関係企業等10
（ ）海上災害防止センター11
（ ）その他関係機関、団体、企業12
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３ 海上災害発生時の通報系統

海上災害の発生
《発見者及び原因者》

通報

連絡 連絡

関係市町村、消防署 第十一管区海上保安本部 県、警察、その他の関機関

設置 設置 設置

海上災害防止センタ

防災責任者防災責任者

町災害対策本部 県災害対策本部
派遣 派遣

（町長が必要と認め 連絡調整本部 （県知事が必要と

た場合） 認めた場合）
事務連絡 事務連絡

（ ）国 消防庁

要

必要により災害対策 員 現地対策本部 必要により災害

要員を派遣 派 必要に応じ設置 対策要員を派遣

遣

海 上 災 害 応 急 対 策

４ 海上保安本部の実施事項

第十一管区海上保安本部の実施する災害応急対策は、次のとおりである。

（１）非常体制の確立

ア 管内を非常配備とする。

イ 大規模海難対策本部若しくは流出油災害対策本部を設置する。

ウ 通信体制を強化し、必要ある場合は非常無線通信に協力、通信の確保に努める。

エ 巡視船艇・航空機により被害状況調査を実施する。

オ 一般船舶の動静を把握し、必要ある場合は避難勧告、出入港の制限等の措置をとる。
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（２）船舶等に対する警報等の伝達

船舶等に対する警報等の伝達は、次により行うものとする。

ア 気象、津波、高潮、波浪等に関する警報及び災害に関する情報の通知を受けたと

きは、航行警報、安全通報、標識の掲示の掲揚並びに船艇及び航空機による巡回等

により直ちに周知するとともに、必要に応じ関係事業者に周知する。

イ 航路障害物の発生、航路標識の異常等船舶交通の安全に重大な影響を及ぼす事態

の発生を知ったとき又は船舶交通の制限若しくは禁止に関する措置を講じたとき

は、速やかに航行警報又は安全通報を行うとともに、必要に応じ水路通報により周

知する。

ウ 大量の油の流出等により船舶、水産資源、公衆衛生等に重大な影響を及ぼすおそ

れのある事態の発生を知ったときは、航行警報、安全通報並びに船艇及び航空機に

よる巡回等により速やかに周知する。

（３）情報の収集等

災害が予想されるとき、災害発生後に関し、関係機関等と密接な連絡をとるととも

に、船艇・航空機等を活用し積極的に情報収集活動を実施するものとする。

災害が予想されるとき 発 生 後

ア 在泊船舶の状況（船種別隻数、危険物 ア 海上及び沿岸部における被害状況

積載船の荷役状況 旅客船の運行状況等 イ 被災地周辺海域における船舶交通の状況、 ）

イ 船舶交通のふくそう状況 ウ 被災地周辺海域における漂流物等の状況

ウ 船だまり等の対応状況 エ 船舶、海洋施設、港湾施設等の被害状況

エ 被害等が予想される地域の周辺海域に オ 水路、航路標識の異常の有無

おける船舶交通の状況 カ 港湾等における避難者の状況

オ 港湾等における避難者の状況 キ 関係機関の対応状況

カ 関係機関等の対応状況 ク その他災害応急対策の実施上必要な事項

キ その他災害応急対策の実施上必要な事項

（４）海難救助等

海難救助等を行うに当たっては、災害の種類、規模等に応じて合理的な計画を立て

次に掲げる措置を講ずるものとする。

その際、救助・救急活動において使用する資機材については、原則として携行する

、 、 、ものとするが 必要に応じて民間の協力を求めることにより 必要な資機材を確保し

効率的な救助・救急活動等を行うものとする。

ア 船舶の海難、人身事故等が発生したときは、速やかに巡視艇、航空機又は特殊救

難隊によりその捜索救助を行う。

イ 船舶火災又は海上火災が発生したときは、速やかに巡視艇、特殊救難隊又は機動

、 。防除隊により消火活動を行うとともに 必要に応じ地方公共団体に協力を要請する

ウ 危険物が排出されたときは、その周辺海域の警戒を厳重にし、必要に応じ火災の

発生防止、航行・航泊禁止措置又は避難勧告を行う。

エ 救助・救急活動等に当たっては、ガス検知器による危険範囲の確認、火気使用制

限等の危険防止措置を講じ、火災、爆発及びガス中毒等二次災害の防止を図る。



- 226 -

（５）緊急輸送

傷病者、医師、避難者等又は救援物資等の緊急輸送については、必要に応じ又は要

請に基づき、迅速かつ積載的に実施するものとする。

この場合、輸送能力を強化した災害対応型巡視船艇の活用について配慮するものと

する。輸送対象の想定は次のとおりとする。

段 階 時 期 輸 送 対 象

ア 救助・救急活動及び医療活動の従事者並びに医

薬品等人命救助に要する人員及び物資

イ 消防、水防活動等災害拡大防止のための人員及

び物資

、 、第１段階 避 難 期 ウ 政府災害対策要員 地方公共団体災害対策要員

情報通信、電力、ガス施設保安要員等初動の応急

対策に必要な要員等

エ 負傷者等の後方医療機関への搬送

オ 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復

旧、交通規制等に必要な人員及び物資

ア 上記「第１段階」の続行

イ 食料、水等生命の維持に必要な物資
第２段階 輸送機能確保期

ウ 傷病者及び被災者の被災地外への輸送

エ 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資

ア 上記「第２段階」の続行

第３段階 応 急 復 旧 期 イ 災害復旧に必要な人員及び物資

ウ 生活必需物資

（６）物資の無償貸付又は譲与

物資の無償貸付若しくは譲与について要請があったとき又はその必要があると認め

るときは 「海上災害救助用物品の無償貸付又は譲与に関する省令 （昭和３０年運、 」

輸省令第１０号）に基づき、海上災害救助用物品を被災者に対し無償貸付し、又は譲

与する。

（７）関係機関等の災害応急対策の実施に関する支援

、 、関係機関及び地方公共団体の災害応急対策が円滑に実施されるよう 要請に基づき

海上における災害応急対策の実施に支障を来さない範囲において、陸上における救助

・救急活動について支援するものとする。

（８）流出油等の防除等

船舶又は海洋施設その他施設から海上に大量の油等が流出したときは、次に掲げる

措置を講ずるものとする。

なお、流出油等に係る防除作業は、流出した油等の種類及び性状、拡散状況、気象

・海象の状況その他種々の条件によってその手法が異なるので、流出油等の漂流、拡

散及び性状の変化の状況について確実な把握並びに漂流予測に努め、流出油等による
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影響の評価を踏まえて、状況に応じた適切な防除方針を速やかに決定するとともに、

関係機関と協力して、初動段階において有効な防除勢力の先制集中を図り、もって迅

速かつ効率的に排出油等の拡散防止、回収及び処理が実施されるよう留意するものと

する。

ア 防除措置を講ずべきものが行う防除措置を効果的なものとするため、巡視船艇・

航空機により、流出油等の状況、防除作業の実施状況等を総合的に把握し、作業の

分担、作業方法等防除作業の実施に必要な事項について指導を行うとともに関係機

関へ出動を要請する。

また、必要に応じ海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律第４１条の２に基づ

き関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長その他の執行機関に対し、必要な措

置を講じることを要請する。

イ 防除措置を講ずべき者が、措置を講じてないと認められるときは、これらの者に

対し、防除措置を講ずべきことを命ずる。

ウ 緊急に防除措置を講ずる必要がある場合において、必要があると認められるとき

は、海上災害防止センターに防除措置を講ずべきことを指示し、又は機動防除隊及

び巡視船艇等に応急の防除措置を講じさせるとともに関係機関等に必要な資機材の

確保及び防除措置の実施について協力を要請する。

エ 防除措置を講ずべき者、非常本部等及び関係機関等とは必要に応じて緊密な情報

の交換を行い、もって迅速かつ効果的な防除措置の実施に資するよう努めるものと

する。

オ 危険物が流出したときは、その周辺海域の警戒を厳重にし、必要に応じて火災の
発生防止、航泊禁止措置等船舶の航行制限を行う。

カ 危険物の防除作業にあたっては、ガス探知器具による危険範囲の確認、火気使用
制限等の危険防止措置を講じ、火災、爆発及びガス中毒等二次災害の防止を図る。

（９）海上交通安全の確保

海上交通の安全を確保するため、次に掲げる措置を講ずるものとする。

ア 船舶交通のふくそうが予想される海域においては、必要に応じ船舶交通の整理、

指導を行う。この場合、緊急輸送を行う船舶が円滑に航行できるよう努める。

イ 海難の発生その他の事情により、船舶交通の危険が生じ又は生じるおそれがある

ときは、必要に応じて船舶交通を制限し又は禁止する。

ウ 海難船舶又は漂流物、沈没船その他の物件により船舶交通の危険が生じ、又は生

ずるおそれがあるときは、速やかに必要な応急措置を講ずるとともに、船舶所有者

等に対しこれらの除去その他船舶交通の危険を防止するための措置を講ずべきこと

を命じ又は勧告する。

エ 船舶交通の混乱を避けるため、災害の概要、港湾・岸壁の状況、関係機関との連

絡手段等、船舶の安全な運航に必要と考えられる情報について、無線機等を通じ船

舶への情報提供を行う。

、 、オ 水路の水深に異常を生じたと認められるときは 必要に応じ検測を行うとともに

応急標識を設置する等により水路の安全を確保する。

カ 航路標識が破損し又は流出したときは、速やかに復旧に努めるほか、必要に応じ
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応急標識の設置に努める。

( ) 警戒区域の設定10
人の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要があると認められるとき

は、災害対策基本法６３条第１項及び同条第２項の定めるところにより、警戒区域を

設定し、船艇、航空機等により船舶等に対し、区域外への退去及び入域の制限又は禁

止の指示を行うものとする。

また、警戒区域を設定したときは、直ちに町長にその旨を通知するものとする。

（ ）治安の維持11
海上における治安を維持するため、情報収集に努め、必要に応じ巡視船艇等及び航

空機により次に掲げる措置を講ずるものとする。

ア 災害発生地域の周辺海域に配備し、犯罪の予防・取締りを行う。

イ 警戒区域又は重要施設の周辺海域において警戒を行う。

（ ）危険物の保安措置12
危険物の保安措置については、次に掲げる措置を講ずるものとする。

ア 危険物積載船舶については、必要に応じ移動を命じ、又は航行の制限若しくは禁

止を行う。

イ 危険物荷役中の船舶については、荷役の中止等事故防止のために必要な指導を行う。

、 。ウ 危険物施設については 危険物流出等の事故を防止するために必要な指導を行う

（ ）非常措置13
沿岸海域において排出された大量の特定油等により海岸が著しく汚染され海洋環境

の保全に著しい障害を及ぼし、人の健康を害し、財産に重大な損害を与えるおそれが

ある場合において、緊急にこれらの障害を防止するため排出油の防除措置を講ずる必

要があるときは、油が積載されていた船舶の破壊、油の焼却、現場付近海域にある財

産の処分等の応急措置をとるものとする。

５ 町の実施事項

（１）沿岸住民に対する災害情報の周知、広報

（２）沿岸住民に対する災害情報の設定、火気使用の制限等危険防止のための措置

（３）沿岸漂着の可能性のある油及び沿岸漂着油等の防除措置の実施

（４）死傷病者の救出、援護（搬送、収容）

（５）沿岸及び地先海面の警戒

（６）沿岸住民に対する避難の指示及び勧告

（７）消火作業及び延焼防止作業

（８）その他海上保安官署等の行う応急対策への協力

（９）防除資機材及び消火資機材の整備

（ ）事故貯油施設の所有者等に対する海上への石油等流出防止措置の指導10
（ ）漂流油等防除に要した経費及び損失補償要求などの資料作成並びに関係者への指導11
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６ 災害復旧・復興対策

被災地の復旧・復興に当たっては、災害により地域の社会経済活動が低下する状況に

鑑み、可能な限り迅速かつ円滑に被災者の生活再建を支援できるように、地方公共団体

等と連携を図りつつ、次に掲げる対策を講ずるものとする。

（１）海洋環境の汚染防止

地震災害等により発生したがれき等の処理にあたっては海洋環境への汚染の未然防

止又は拡大防止のため適切な措置を講ずるものとする。

（２）海上交通の安全確保

災害復旧・復興に係る工事に関しては、工事作業船等の海上交通の安全を確保する

ため、次に掲げる措置を講じるものとする。

ア 船舶交通のふくそうが予想される海域においては、必要に応じ船舶交通の整理、

指導を行う。

イ 広範囲にかつ同時に多数の工事関係者により工事が施工される場合は、工事関係

者に対し、工事施工区域・工事期間の調整等、事故防止に必要な指導を行う。

７ その他

（１）各機関は、機会ある毎に海上防災思想の普及に努める。

（２）各機関は、海洋汚染事件への対応を迅速かつ的確に実施するため 「海上災害防、

止センター」の海上災害のための措置に関する訓練事業を活用するなどして人材の

育成に努める。
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第３１節 在港船舶対策計画

１ 在港船舶対策

第十一管区海上保安本部、沖縄総合事務局、県警察本部、町及び久米島漁業協同組合

、 、 、 、は 災害が発生し 又は発生するおそれがある場合は 港内在泊船の万全を期するため

相互に緊密な連携のもとに次の措置を講ずるものとする。

（１）船舶の被害防止対策

船舶の被害を防止するため、災害が発生するおそれがある場合は関係機関が無線連

絡等又は船艇の巡回伝達等により在港船舶及び沿岸航行中の船舶に通報し災害情報の

周知徹底を図る他、次の措置を講ずるものとする。

ア 港内停泊船は安全な海域に移動させる。

イ 岸壁けい留船舶は離岸して安全な海域に移動させるか離岸できないときは、けい

留方法について指導する。

ウ 荷役中の船舶は速やかに荷役終了又は中止させる。

エ 航行中の船舶は早目に安全な海域に避難するよう勧告する。

オ 災害により港内又は港の境内付近に船舶交通を阻害するおそれのある漂流物、沈

没物、その他の物体を生じたときは、その物体の所有者等にその物件の除去等につ

いて指導する。
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第３２節 労務供給計画

この計画は、災害応急対策実施のため職員の動員だけでは十分に対応できない困難な事

態が発生した場合の必要な労務の供給について計画する。

１ 実施責任者

災害応急対策に必要な労務者の確保については、町長が行うものとし、必要な労務者

の確保が困難な場合は、町の要請により那覇公共職業安定所において供給斡旋を行うも

のとする。担当は産業振興対策部とする。

２ 労務者供給の方法

（１）供給手続き

町長は、那覇職業安定所長に対し次の事項を明示して労務者の供給を依頼する。

①必要労務者数

②集合場所

③作業内容

④就労時間

⑤賃金

⑥その他必要な事項

（２）賃金の基準

賃金の基準は、久米島町臨時職員の賃金に災害時の事情を勘案して決定する。

（３）賃金の支払方法

賃金の支払方法は、久米島町臨時職員等の給与に関する規則に準じてその担当部の

所属課が行う。

３ 職員派遣要請・職員派遣の斡旋

（１）職員派遣要請

ア 町長は災害応急対策又は災害復旧の必要があるときは、指定地方行政機関の長に

対し当該指定地方行政機関の職員の派遣を要請する。（災害対策基本法第 条第 項）29 2
イ 町長は、災害対策又は災害復旧のため必要があるときは他の市町村長に対し当該

市町村の職員派遣を求める （地方自治法第 条の ）。 252 17
ウ 町長はア・イの職員の要請を行う場合は下記に掲げる事項を記載した文書をもっ

て行う。

（ア）派遣を必要とする理由

（イ）派遣を要請する職員の職種別人員数

（ウ）派遣を必要とする期間

（エ）派遣される職員の給与その他の勤務条件

（オ）その他職員の派遣について必要な事項

（２）職員派遣の斡旋

ア 町長は災害応急対策又は災害復旧の必要があるときは、知事に対し当該指定地方

行政機関の職員の派遣について斡旋を求める （災害対策基本法第 条第 項）。 30 1
イ 町長は災害対策又は災害復旧のため必要があるときは、知事に対し地方自治法第

条の の規定による職員の派遣について斡旋を求める。（災害対策基本法 条第 項）252 17 30 2
ウ 町長はア・イによる斡旋を求める場合は（１）のウに準じた文書をもって行う。



- 232 -

４ 従事命令、協力命令

（１）災害応急対策を実施するため人員が不足し、緊急の必要があると認めた場合は次の

要領によって従事命令、協力命令を発する。

ア 人的公用負担

【命令の種類と執行者】

対 象 作 業 命令区分 根 拠 法 律 執 行 者

災害対策基本法第 条 項 町 長65 1
災害対策基本法第 条 項 警察官・海上保安官65 2

（町長の権限を行う

災 害 応 急 対 策 事 業

自衛官

者がその場にいない場合）

（災害応急対策全般）
従事命令

災害対策基本法第 条 項65 3

警察官職務執行法第４条 警 察 官

（警察官がその
自衛隊法第 条94

自衛官

場にいない場合）

知 事
災 害 救 助 作 業 従事命令 災害救助法第 条第 項24 1

協力命令 災害救助法第 条（ ）災害救助法に基づく救助 25
災 害 応 急 対 策 事 業 従事命令 災害対策基本法第 条 項 知 事71 1

（委任を受けた場合）（ ）災害救助を除く応急措置 協力命令 災害対策基本法第 条 項 町長71 2
消 防 作 業 従事命令 消防法第 条第 項 消防吏員・消防団員29 5

水防管理者・水防団長
消防機関の長

水 防 作 業 従事命令 水防法第 条24

※ 知事（知事が町長に権限を委任した場合を含む ）。

※ 従事命令、協力命令の執行に際しては、法令等の定める令書を交付する。

【命令対象者】

命令区分（作業対象） 対 象 者

１ 医師、歯科医師又は薬剤師

２ 保健師、助産師、看護師、准看護師、

診療放射線技師、臨床検査技師、臨床

工学技士、救急救命士又は歯科衛生士

災害対策基本法及び災害救助法による知事 ３ 土木技術者又は建築技術者

の従事命令 災害応急対策並びに救助作業 ４ 土木、左官、とび職（ ）

５ 土木業者、建築業者及びこれらの者の従事者

６ 地方鉄道業者及びその従業者

７ 軌道経営者及びその従業者

８ 自動車運送業者及びその従業者

９ 船舶運送業者及びその従業者

港湾運送業者及びその従業者10

救助を要する者及びその近隣の者
災害対策基本法及び災害救助法による知事

（ ）の協力命令 災害応急対策並びに救助作業

災害対策基本法による市町村長、警察官、 市町村区域内の住民又は当該応急措置

海上保安官の従事命令 災害応急対策全般 を実施すべき現場にある者（ ）

警察官職務執行法による警察官の従事命令 その場に居合わせた者、その事物の管

（災害緊急対策全般） 理者その他関係者

火災現場付近にある者
消防法による消防吏員、消防団員の従事命令

（消防作業）

水防法による水防管理者、水防団長、消防 区域内に居住する者又は水防の現場に

機関の長の従事命令（水防作業） ある者
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イ 物的公用負担

【公的負担の種類と執行者】

対 象 物 公用負担の種類 根 拠 法 執 行 者 備考

消防対象、土地 使用、処分 消防法 消防吏員

使用制限 第 条第 項 消防団員29 1
土地 一時使用 水防法 町 長

土石、竹材、その他の資材 使用、収用 第 条第 項21 1
車両、その他の運搬具・器具 使用

必要物資の生産 集荷 配給 保管命令 災害救助法 指定行政機、 、 、

保管、運送の業者 第 条の 第 項 関の長23 2 1
災害対策基本法 指定地方行

必要な物資 収用
第 条第１項 政機関の長78

病院 助産所 診療所 旅館 管理 災害救助法、 、 、 、

飲食店 第 条第 項26 1
土地、家屋、物資 使用 災害対策基本法 知 事

必要物資の生産 集荷 配給 保管命令 第 条、 （町長）、 、 、 71
保管、運送の業者 第 条第 項71 2
必要な物資 収用

他人の土地、建物その他の工作物 一時使用 災害対策基本法 町 長

土石、竹材、その他の物件 使用、収用 第 条第 項 警 察 官64 1
災害を受けた工作物又は物件で 除去、その他 災害対策基本法 海上保安管

応急措置の実施の支障となるもの の必要な措置 第 条第 項64 2

（２）損失に対する補償（災害対策基本法第 条第 項）82 1
、 。県又は町は 従事命令等による処分によって通常生ずべき損失に対して補償を行う

（３）実費の弁償

下記の従事命令によって従事した者に対しては県が実費弁償をする。

従事命令によって応急措置の業務に従事した者に対しては災害対策基本法施行令第

条の規定に基づき基準に従ってその実費を弁償するものとする （災害対策基本35 。

法第 条第２項）また災害救助法に基づく従事命令によって応急措置の業務に従82
事した者に対しては、同法施行令第 条の規定に基づき別に定めるところにより11
実費を弁償するものとする （災害救助法第 条第５項）。 24

（４）傷害等に対する補償（災害対策基本法第 条第 項）84 1
町は従事命令（警察官又は海上保安官が基本法の規定により町長の職権を行った場

合も含む）により、当該事務に従事した者が死亡し、負傷し、若しくは疾病となった

ときは、災害対策基本法施行令第 条に規定する基準に従い条例で定めるところに36
より、その者の遺族、若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償す

るものとする。

（５）公用令書、公用変更令書及び公用取消書の様式は別紙のとおりである。
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【従事命令、協力命令】

従事（協力）第 号

公 用 令 書
住 所

氏 名

従事
災害対策基本法第７１条の規定に基づき、次のとおり を命ずる。

協力

年 月 日

処分権者 氏名 印

従事（協力）すべき業務

従事（協力）すべき場所

従事（協力）すべき期間

出 頭 す べ き 日 時

出 頭 す べ き 場 所

（備考 用紙は日本工業規格 ４とする ）A 。

【保管命令】

管理第 号

公 用 令 書
住 所

氏 名

の規定に基づき、次のとおり物資の保管を命ずる。災害対策基本法
第 条71
第 条第１項78

年 月 日

処分権者 氏名 印

保管すべき物資の種類 数 量 保管すべき箇所 保管すべき期間 備 考

（備考 用紙は日本工業規格 ４とする ）A 。
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【管理、使用、収用】

管理（使用、収用）第 号

公 用 令 書

住 所

氏 名

管理
第 条71

災害対策基本法 の規定に基づき、次のとおり を使用する。

収用
第 条第１項78

年 月 日

処分権者 氏名 印

保管すべき物資の種類 数 量 保管すべき箇所 保管すべき期間 備 考

（備考 用紙は日本工業規格 ４とする ）A 。

【変 更】

管理（使用、収用）第 号

公 用 変 更 令 書

住 所

氏 名

第 条71
災害対策基本法 の規定に基づく、公用令書（ 年 月 日 第 号）に

第 条第１項78

係る処分を次のとおり変更したので、災害対策基本法施行令第 条第 項の規定によ34 1

り、これを交付する。

年 月 日

処分権者 氏名 印

変更した処分の内容：

（備考 用紙は日本工業規格 ４とする ）A 。
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【取 消】

取消第 号

公 用 取 消 令 書

住 所

氏 名

第 条71
災害対策基本法 の規定に基づく公用令書（ 年 月 日 第 号）に

第 条第１項78

係る処分を取消したので、災害対策基本法施行令第 条第 項の規定により、これを34 1

交付する。

年 月 日

処分権者 氏名 印

（備考 用紙は日本工業規格 ４とする ）A 。
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第３３節 民間団体の活用計画

この計画は、災害の規模が大きく地域社会の災害応急対策の円滑かつ迅速な処理を行う

ため、民間団体の協力を図るものである。

１ 実施責任者

（１）民間団体の活用は、町長又は町教育委員会が町内の民間団体の協力を求めて行うも

のとする。なお、町内で処理できない場合は、被災をまぬがれた島外市町村に協力を

求めて行うものとする。

（２）大規模な被害、若しくは広範囲にわたる災害が発生した場合、又は町内において処

理できない場合においては町長、又は教育委員会から民間団体の活用の要請があった

ときは、知事（総括情報班）又は県教育委員会が行うものとする。

民間団体に対する要請は、町長が行う。

担当は総務対策部、教育対策部とする。

２ 協力要請対象団体

（１）各自治会

（２）女性団体

（３）青年団体

（４）建設業協会等各種団体

（５）民間企業

３ 協力の要請

（１）要請の方法

協力に要する作業に適する団体の長に対し、次の事項を明示して協力要請するもの

とする。

ア 協力を必要とする理由

イ 作業の内容

ウ 期間

エ 従事場所

オ 所要人員数

カ その他必要事項

（２）協力を要請する作業内容

ア 被災者の救出、又は災害応急復旧等の作業の応援

イ 救護所の設置に必要な準備、救護所における患者の世話等の奉仕

ウ 被災者に対するたき出し、給水の奉仕

エ 警察官等の指示に基づく被災者の誘導、搬出家財等の監視と整理の奉仕

オ その他危険の伴わない災害応急措置の応援
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第３４節 ボランティア受入計画

大規模な災害の発生時において、町及び県の防災関係機関の職員だけでは十分な応急対

策活動が実施できない事態が予想される場合、災害応急対策の迅速かつ的確な実施を図る

ため、関係諸団体との連携のもと、民間ボランティアの参加を求めるとともに、受け入れ

体制を整備するものとする。

１ 実施責任者

災害時におけるボランティア受入計画は、町長が行う。

担当は、総務対策部とする。

２ 受け入れ体制の整備

町社会福祉協議会、日本赤十字社、地域ボランティア団体等と連携をとり、ボランテ

ィアが円滑な活動が図られるよう受け入れ体制を整備する。

さらに、ボランティアの受入に際しては、高齢者介護や外国人との会話力等ボランテ

ィアの技能等が効果的に生かされるように配慮するとともに、必要に応じてボランティ

アの活動拠点を提供するなど、ボランティア活動の円滑な実施が図られるよう支援に努

めるものとする。

ボランティアの受入事務（受付、活動調整、現地誘導等）には、地域のボランティア

や住民組織に人員を派遣してもらって実施する。

３ 協力の要請

（１）要請の方法

強力に要する作業に適する団体の長に対し、次の事項を明示して協力要請するもの

とする。

ア 協力を必要とする理由

イ 作業の内容

ウ 期間

エ 従事場所

オ 所要人員数

カ その他必要事項

４ ボランティアの活動内容

ボランティアに参加・協力を求める活動内容は次のとおりとする。

（１）専門ボランティア

ア 医療救護（医師、看護師、助産師等）

イ 無線による情報収集・伝達（アマチュア無線通信技術者）

ウ 外国人との会話（通訳及び外国人との会話能力を有する者）

エ 住宅の応急危険度判定（建築士）

オ その他災害救助活動において専門技術を要する業務

（２）一般ボランティア

ア 炊き出し

イ 清掃

ウ 災害応急対策物資、資材の輸送及び配分

エ 被災地外からの応援者に対する地理案内

オ 軽易な事務補助

カ 危険を伴わない軽易な作業

キ その他災害救助活動において専門技術を要しない軽易な業務

ク 避難所の管理運営支援
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５ ボランティアの活動支援

町、県、社会福祉協議会等は、ボランティアの活動支援として、以下の対策について

実施する。

（１）活動場所の提供（町、県）

ア 沖縄県社会福祉協議会が設置するボランティア本部 県庁、町庁舎等

＊本部の役割

・ボランティアの活動方針の検討

・全体の活動状況把握

・ボランティアニーズの全体的把握

・ボランティアコーディネーターの派遣調整

・各組織間の調整。特に行政との連絡調整

・ボランティア活動支援金の募集、分配

イ 町社会福祉協議会が設置する地区活動拠点 町庁舎等

＊地区活動拠点の役割

・避難所等のボランティア活動の統括

・一般ボランティアの受付、登録（登録者は本部へ連絡）

・一般ボランティアのオリエンテーション（ボランティアの心得、活動マニュ

アル）

・ボランティアの派遣

・ボランティアニーズの受け皿、掘り起こしとコーディネーション

・ボランティアの活動記録の分析と次の活動への反映

（２）設備機器の提供（町、県）

電話、ファックス、携帯電話、パソコン、コピー機、事務用品、自動車、自転車等

（３）情報の提供（町、県）

行政によって一元化された適切な情報をボランティア組織に提供することによっ

て、情報の共有化を図る。なお、提供するにあたってはボランティア組織自体が必要

とする情報だけでなく、住民に対する地震関連情報、生活情報も同時に提供する。

（４）ボランティア保険

町は、ボランティア保険の加入に際して、金銭面の支援に努める。

（５）ボランティアに対する支援物資の募集（町、県、町・県社協）

ボランティアが必要としている物資を、報道機関を通じて広報することによって、

ボランティア活動に対する金銭面や物的面の負担を軽減する。
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第３５節 公共土木施設応急対策計画

災害時における道路及び港湾漁港施設の応急対策は、次によるものとする。なお、河川

施設の応急対策は 「本章 第１０節 水防計画」に定めるところによるものとする。、

１ 実施責任者

災害時における道路及び港湾漁港施設の応急対応策は、それぞれの施設の管理者が行

うものとする。

担当は、産業振興対策部及び環境整備対策部とする。

２ 施設の防護

（１）道路施設

ア 町長は管理に属する道路に被害が発生した場合は、直ちに次の事項を南部土木事

務所長に報告するものとする。

（ア）被害の発生した日時及び場所

（イ）被害の内容及び程度

（ウ）迂回道路の有無

イ 町長は自動車の運転者、地区の住民等が決壊崩土、橋梁流失等の災害を発見した

場合は、直ちに町長に報告するよう常時指導啓発しておくものとする。

（２）港湾漁港施設

町長は護岸、岸壁等に被害が発生した場合は、速やかに次の事項を南部農林土木事

務所長に報告するものとする。

ア 被害の発生した日時及び場所

イ 被害内容及び程度

ウ 町内、各港、漁港での沈没船舶の有無

３ 応急措置

（１）道路施設

道路管理者は、災害が発生した場合は全力を上げて、復旧に努めるとともに、迂回

道路等の有無を十分調査し、迂回道路のある場合は直ちにこれを利用して交通を確保

するものとする。

（２）漁港施設

漁港管理者は災害が発生した場合は全力を上げて応急復旧に努めるとともに、再度

災害を防止するため十分応急措置を行い、背後の民家を防護するものとする。

４ 応急工事

（１）応急工事の体制

ア 要員及び資材の確保

応急工事の実施責任者は、災害時における応急工事を迅速に実施するため、次の

措置を講じておくものとする。

（ア）応急工事の施工に必要な技術者、技能者の現況把握及び緊急時における動員方法

（イ）地元建設業者の現地把握及び緊急時における調達方法

イ 応援又は派遣の要請

応急工事の実施責任者は、被害激甚のため応急工事が困難な場合、又は大規模な

対策を必要とする場合は、他の地方公共団体に対し応援を求めて、応急工事の緊急

実施を図るものとする。
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（２）応急工事の実施

応急工事の実施責任者は、次により災害時における応急工事の迅速な実施を図るも

のとする。

ア 道路施設応急工事

被害の状況に応じておおむね次の仮工事により応急の交通確保を図るものとし、

被害が激甚な場合は、救助活動及び災害応急措置を実施するために必要な道路から

重点的に実施するものとする。

（ア）排土作業又は盛土作業

（イ）仮舗装作業

（ウ）障害物の除去

（エ）仮道、さん道、仮橋等の設備

イ 港湾漁港施設

（ア）背後地に対する防護

津波による防波堤の破壊のおそれがある場合は、補強工作を行い、破堤又は決

壊した場合は潮止め工事、拡大防止応急工事を施行するものとする。

（イ）航路、泊地の防護

河川から土砂流入及び波浪による漂砂によって航路、泊地が被害を受け、使用

不能となった場合は、応急措置として浚渫を行うものとする。

（ウ）けい留施設

岸壁、物揚場等の破壊に対する応急措置は、決壊部分の応急補強工事を行い破

壊拡大を防止するものとする。
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第３６節 空港災害応急対策計画

久米島空港及びその周辺における航空機事故、火災その他の災害（以下「緊急事態」と

。） 、 、 。いう が発生し また発生するおそれがある場合の空港災害対策は 次により実施する

１ 実施責任者

災害時における空港の応急対策は、町長が行う。

担当は、環境整備対策部とする。

２ 空港災害応急対策本部の設置

久米島空港及びその周辺における航空機事故に対する捜索、消火救難活動及び空港基

本施設等の災害復旧応急対策を実施するため、関係機関の協力により当該空港に空港災

害応急対策本部を設置する。

３ 空港災害応急対策の目的

空港災害応急対策の目的は、主として、航空機火災が発生し、又は航空機火災が発生

するおそれのある場合に人命救助を目的として航空機火災を防御し、医療措置を必要と

する航空機搭乗者への適切な措置を実施する。

また、空港内に重大な事故が発生した際には、空港施設の早期復旧に努力し、航空交

通早期再開と空港安全確保を図る。

４ 事故処理要領

事故処理に当たっては、迅速かつ適切に対処するため、久米島空港消防所消火救難事

務処理規程（平成１４年４月１日消防本部訓令第１６号 、久米島空港消火救難業務処）

理要領及び久米島町消防本部救急業務規程（平成１４年４月１日消防本部訓令１２号）

に基づき、効果的な事故処理を実施する。

５ 空港における組織体制及び緊急通報連絡系統図

空港における組織体制及び緊急通報連絡系統図は、次のとおりとする。

久米島空港災害応急対策本部組織図

本 部 長

町 長

副 本 部 長

副 町 長

本 部 員

空

港

管

理

事

務

所

長

消

防

長

消

防

団

長

総

務

部

門

総

括

課

長

Ｊ

Ｔ

Ａ

久

米

島
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長
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島
空
港
タ
ー
ミ
ナ
ル
株
式
会
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常
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必
要
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空
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所
長
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久米島空港緊急通報連絡系統図

大 阪 航 空 局 那 覇 空 港 事 務 所

（ ）８５７－１１０７

那 覇 警 察 署 久 米 島 交 番

（ ）９８５－２２１２

（ ）久米島空港警備派出所 ８３６－０１１０

内線４２２

久 米 島 町 消 防 本 部 久 米 島 町 消 防 団

）（ ）９８５－３２８１ (985-3281

久米島空港ターミナルビル（株）

（ ）９８５－４８１２

サザンスカイサービス久米島営業所 日本トランスオーシャン航空（株）JTA
( )発 久米島空港 （９８５－２７３６） 運行部運行管理課 857-2124

管理事務所見

久 米 島 町 役 場 公 立 久 米 島 病 院者 (985-2939）

）（ ）９８５－７１２１ (985-5555

沖 縄 県 知 事 公 室久 米 島 空 港 消 防 所

防 災 危 機 管 理 課（ ）９８５－３２３１

( )866-2143

第 十 一 管 区 海 上 保 安 本 部 土 木 建 築 部 空 港 課１ １ ８

( )（ ）８６７－０１１８ 866-2400

那覇航空測候所 久米島空港出張所

（ ）９８５－３０５０

航空自衛隊久米島分屯基地第５４警戒群

（ ）９８５－３６９０

久 米 島 漁 業 協 同 組 合

（ ）９８５－８２１６
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第３７節 ライフライン施設等災害応急対策計画

この計画は、災害を受けたライフライン施設等（電気、上・下水道、ガス、通信）の災

害応急対策について、迅速かつ適切な対応を行うためのものである。

１ 電力施設応急対策

（１）実施方針

電力施設に関する災害応急対策については、沖縄電力株式会社が定める防災業務計

画により実施するものとする。

なお、同計画は電力施設の災害による停電の根絶を究極の目標とし，災害の未然防

止と迅速復旧により被害の減少のための諸対策について定める。

（２）関係機関との協力体制

被災地に対する電力供給を確保するため、沖縄電力株式会社は電力施設復旧の処理

に当たっては、町及び大口需要家と十分連絡をとるとともに必要に応じ県災害対策本

部と協議して措置するものとする。実施機関連絡先は下記のとおり。

実 施 機 関 所 在 地 電 話

沖 縄 電 力 株 式 会 社 浦添市牧港５－２－１ ０９８－８７７－２３４１

沖縄電力株式会社久米島電業所 久米島町字儀間３５９ ０９８－９８５－２３２２

２ 上水道施設応急対策

水道事業者等は、上水道施設の復旧に当たっては、給水区域の早期拡大を図るため、

配水調整等によって断水区域をできるだけ少なくするとともに、復旧優先順位を設ける

など効率的に復旧作業を進めるものとする。

また、被災者については、給水車、備蓄飲料水、簡易浄水装置、雑用水源等の活用な

ど速やかに緊急給水を実施する。

（１）復旧の実施

ア 取水・導水施設の復旧

取水・導水施設の被害は、浄水活動に大きな支障を及ぼすことから、その復旧は

最優先で行う。

イ 浄水施設の復旧

浄水施設の被害のうち施設の機能に重要な影響を及ぼすものについては、速やか

に復旧を図る。

エ 管路の復旧

管路の復旧にあたっては、随時、配水系等などの変更を行いながら、あらかじめ

定めた順位にもとづき、被害の程度、普及の難易、被害箇所の重要度及び浄水場・

給水所の運用状況等を考慮して給水拡大のために最も有効な管路から順次、復旧を

行う。

オ 給水装置の復旧

（ア）公道内の給水装置

公道内の給水装置の復旧は、配水管の復旧及び通水と平行して実施する。

（イ）一般住宅等の給水装置

一般住宅等の給水装置の復旧は、その所有者等からの修繕申込みがあったもの

について実施する。その場合において、緊急度の高い医療施設、人工透析治療施

設、冷却水を要する変電所などは優先して実施する。
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（２）広域支援の要請

町は、町内水道事業者等で復旧作業が十分対応できないと判断した場合は、県に応

援の要請を行う。要請を受けた県は、水道事業者等による相互の支援の状況を踏まえ

つつ、県内の事業者等及び関係団体に対して、広域的な支援の要請をするとともに、

これらの者による支援活動に係る調整を行う。その際、簡易水道等の小規模水道事業

の応急復旧に対する支援に配慮する。また、水道事業者等は、外部からの支援者の円

滑な活動を確保するため、水道施設及び道路の図面の配布、携帯電話等の連絡手段の

確保状況の確認などを行う。

（３）災害広報

応急復旧の公平感を確保するため、情報収集及び伝達手段の確立を図るとともに、

復旧の順序や地区ごとの復旧完了予定時期について広報に努める。

３ 下水道施設応急対策

、 、下水道施設に被害が発生した場合においては 主要施設から順次復旧を図るものとし

、 、 、 、 、復旧順序については 処理場 ポンプ場 幹線管渠等の主要施設の復旧に努め その後

枝線管渠桝、取付管等の復旧を行う。

（１）復旧の実施

ア 処理場・ポンプ場の復旧

処理場・ポンプ場において、停電が発生した場合においては、各所で保有する非

常用発電機及びディーゼルエンジン直結ポンプ等により排水機能を確保し、電力の

復旧とともに速やかに主要施設の機能回復を図る。

イ 管渠施設復旧

管渠施設に破損及び流下機能の低下等の被害が発生した場合においては、既設マ

ンホールを利用したバイパス管の設置や代替管を活用して復旧に努める。

４ ガス施設応急対策

ガス施設に関する災害応急対策は、各ガス関係業者が定める保安規定により各業者が

。 、 、 、 、実施する なお 同規定は ガス供給施設の工事 維持及び運用に関して保安を確保し

かつ災害その他の非常時にとるべき措置等について定めるものとする。

（１）連絡体制

ア 液化石油ガス販売事業所（以下「販売店」という）は、自ら供給している消費者

等から事故発生の通報があったときは、速やかに現地に赴くと同時に ガス協会LP
の支部長、消防機関、警察に通報する。

イ 支部長は連絡を受けたときは、直ちに会長に連絡する。

ウ 会長は連絡を受けたときは、県産業政策課に連絡するとともに支部長と協議し、

事故処理に必要な指示を与えなければならない。

エ 休日及び夜間における連絡は、消防機関とその管内の販売店が協議し、定める。

実施機関連絡先は下記のとおり。

実 施 機 関 所 在 地 電 話

ＪＡおきなわ久米島支店
久米島町字比嘉 ０９８－９８５－７７１９

ガ ス 事 業 部
143-2

久 米 島 ガ ス 株 式 会 社 久米島町字嘉手苅 ０９８－９８５－３９２９833

（２）出動体制

、 、 、ア 販売店は 消費者等からガス漏れ等の通報を受けたときは 直ちに現場に急行し

応急措置を行うものとする。
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イ 前項の通知があっても特別の事情により応じられない場合、又は応じられるが現

、 。場到着までに時間を要するときは 事故現場に近い販売店に応援出動を依頼する

ウ 供給販売店等は、事故の状況により消防機関の出動が必要であると判断したとき

は、速やかに所轄の消防機関に出動を要請し、さらに応援を必要とするときは支部

長に応援出動を要請し、適切な対応をとりガス漏れをとめる。

エ 支部長は、前項の要請があったときは直ちに出動班を編制し、出動人員、日時、

場所等を確認し、事故処理に必要な事項を指示する。

オ 販売店は、他の販売店からの応援出動の依頼を受け、又は支部長から出動の指示

があったときは何時でも出動できるようあらかじめ人員及び資機材等を整備してお

くものとする。

（３）出動条件

ア 出動者は緊急措置を的確に行う能力を有する者とする。この場合、有資格者が望

ましい。

イ 出動者は、必ず所定のヘルメット及び腕章を着用する。

ウ 出動の際には必要な資機材を必ず携行し、事故処理に遺漏のないようにする。

（４） 事故の処理

ア 事故現場における処理は、警察、消防機関の承諾を得て行い、事故の拡大防止に

努める。

イ 設備の点検調査を行い、事故原因を究明する。

５ 電気通信施設施設応急対策

災害時における電気通信手段確保のための応急対策は、災害が発生し、又は発生のお

それがあると認めたときはＮＴＴ西日本沖縄支店の防災業務計画に基づき実施するもの

。 、 、とする なお 電気通信施設の復旧処理にあたっては必要に応じ災害対策本部と協議し

実施するものとする。
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第３８節 農林水産物応急対策計画

この計画は、災害時における農産物、林産物、水産物及び家畜の災害応急対策を行い、

これら農林水産の経営の安定を図るためのものである。

１ 実施責任者

災害時における農林水産物の応急対策は、町長が行う。

担当は、産業振興対策部とする。

２ 農林水産物の事前及び事後対策

（１）事前対策

町は農林水産物に甚大な被害を及ぼすおそれのあるときは、ただちに事前対策を樹

立し、町防災無線、広報車等を通じて周知徹底を図るとともに、ＪＡ、漁協、各区長

及び関係団体をとおして事前対策について指導を行う。

（２）事後対策

町は農林水産物に甚大な被害を受けたときは、ただちに事後対策を樹立し、ＪＡ、

漁協、各自治会等係団体の相互協力のもと対策を行う。

３ 農産物応急対策

（１）種苗確保

災害により農作物の播きかえ及び植えかえを必要とする場合は、町は種苗の確保計

画を立て、ＪＡおきなわ久米島支店に必要種苗の確保を要請するとともに県に報告す

る。

（２）病害虫防除対策

ア 緊急防除対策

災害により病害虫が異常発生し、又は発生が予想され緊急に防除を必要とする場

合は、県の指導をあおぎ病害虫防除計画を樹立し、ＪＡ、農業団体、農家及び各自

治会に対し、具体的な防除を指示する。

イ 緊急防除指導班の編制

町は、特に必要と認めたときは緊急防除指導班（農林水産課、ＪＡおきなわ、

南部農業改良普及センター等）を編成し現地指導の徹底を図るものとする。

４ 家畜応急対策

（１）家畜の管理

浸水、崖崩れ等の災害が予想されるとき、又は発生したときは飼育者において家畜

を安全な場所に避難させるものとし、この場合避難場所の選定、避難の方法について

必要があるときは、町において計画しておく。また、事前に畜舎屋根・柱等の補強等

を指示する。

（２）家畜の防疫

ア 水害によって発生する家畜伝染病に対処するため、必要があると認める場合は、

予防接種を実施し、被害の防止に努めるとともに畜舎の汚染に起因する疾病に対す

る飼育管理指導を行う。また、畜舎消毒の必要が生じた場合は畜舎の緊急消毒措置

をするとともに被災畜舎の消毒指導を行う。死亡家畜については、家畜の飼養者を

して、町に届出を行わせるとともに死体の埋没又は焼却を指示する。

イ 災害のため、正常な家畜の診療が受けられない場合は、町長は県に診療班の派遣

要請を行う。
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（３）飼料の確保

災害により飼料の確保が困難となったときは、町は関係組合等の要請に基づき県又

はＪＡおきなわに対し必要量を確保及び供給について斡旋を要請する。

５ 水産物応急対策

（１）水産養殖用の種苗

災害により水産養殖種苗あるいは飼料等の供給、補給の必要を生じた場合は県に確

保要請を行う。

（２）魚病等の防除指導

災害により水産養殖物に魚病発生のおそれがある場合又は、その発生蔓延防止のた

め、町長は県に対し指導を要請する。
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第２章 災害復旧・復興計画

第１節 公共施設災害復旧計画

被災した施設の災害復旧に当たっては、各施設の原形復旧にあわせ再度災害の発生を防

止するため必要な施設の新設又は改良を行う等、将来の災害に備える事業計画とし、各施

設の災害応急対策がある程度終了した時、被害の程度を検討して計画するものとする。こ

の場合、関係者は災害復旧の効果が十分に発揮できるよう事前協議を行い、その調整を図

るものとする。

１ 実施責任者

指定地方行政機関の長、地方公共団体の長、その他の執行機関、指定公共機関、その

他法令の規定により災害復旧の実施について責任を有する者が実施する。

２ 計画の種類

計画は、災害応急対策計画に基づく応急復旧終了後、被害の程度を十分調査検討して

その都度作成実施するが、その主たるものは次のとおりである。

（１）公共土木施設災害復旧事業計画

ア 河川施設復旧事業計画

イ 海岸施設復旧事業計画

ウ 道路施設復旧事業計画

エ 砂防施設復旧事業計画

オ 地すべり防止施設復旧事業計画

カ 急傾斜地崩壊防止施設復旧事業計画

キ 下水道施設復旧事業計画

ク 港湾施設復旧事業計画

ケ 林地荒廃防止施設災害復旧事業計画

コ 漁港施設復旧事業計画

（２）農林水産業施設災害復旧事業計画

（３）水道施設復旧事業計画

（４）住宅災害復旧事業計画

（５）社会福祉施設災害復旧事業

（６）公共医療施設、病院等災害復旧事業計画

（７）学校教育施設災害復旧事業計画

（８）社会教育施設災害復旧事業計画

（９）その他災害復旧事業計画

３ 施設災害復旧事業に関する国の財政措置等

災害のための被害を受けた公共施設等の災害復旧事業に関する国の財政措置を十分把

握しておき、これらの特別措置等を勘案し、迅速な復旧を図るものとする。
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４ 町及び県における措置

（１）激甚災害特別援助法に基づく激甚災害の指定促進

著しく激甚である災害（以下「激甚災害」という）が発生した場合は、町又は県に

おいて被害状況を速やかに調査把握し、早期に激甚災害の指定が受けられるよう措置

し、公共施設の災害復旧事業が迅速かつ円滑に行われるよう努めるものとする。

（２）緊急災害査定の促進

災害が発生した場合、町及び県は、被害状況を速やかに調査し、緊急に災害査定が

行われるよう措置し、公共施設の災害復旧事業が迅速に行われるよう努めるものとす

る。

（３）災害復旧資金の確保措置

町及び県は、災害復旧に必要な資金需要額を早急に把握し、この負担すべき財源を

確保するための所要の措置を講ずる等、災害復旧事業の早期実施を図るものとする。
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第２節 災害住民相談計画

被災者が抱える多種多様な相談や問い合わせに対しては「住民サポートセンター」を開

設してこれに総合的、横断的に対処するものとする。

１ 住民サポートセンターの開設

被災者の抱える相談や問い合わせに対処するため、町では、国、県及びその他関係機

関と連携して住民サポートセンターを開設するものとする。

センターの開設に当たっては、被災者の便宜を考慮し、できるだけ関係機関を一堂に

集めるよう努めるものとする。

２ 相談内容

住民サポートセンターにおける相談内容（例）は、次のとおりである。

（１）被災建築物の応急危険度判定結果及び処置について

（２）倒壊家屋の解体・撤去

（３）各種資格証の再発行等（年金証書、免許証等）

（４）り災証明の発行手続き

（５）仮設住宅の入居

（６）住宅金融公庫関係（返済、支払方法等）

（７）事業再開の融資

（８）災害援護資金

（９）被災に伴う税金の減免措置

( ) 借地・借家10
( ) 医療、保健（精神保健を含む）11
( ) 労働相談12

（ ）その他13
３ 設置場所

住民サポートセンターは、町役場、被災地の公共施設等に設置する。
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第３節 住宅復旧計画

１ 災害住宅融資

（１）災害復興住宅資金

町及び県は、被害地の滅失家屋の状況を調査し、沖縄振興開発金融公庫法令に規定

する災害復興住宅資金の融資摘要災害に該当するときは、り災者に対し当該資金の融

資が円滑に行われるよう、借入手続きの指導、融資希望者家屋の被害状況調査及び被

害率の認定を早急に実施して、災害復興資金の借入促進を図るものとする。

なお、この場合資金の融資が早急に行われるよう町において、り災者が公庫に対し

て負うべき債務を保証するよう努めるものとする。

【災害復興住宅関係の融資】

ア 災害復興住宅資金

イ 地すべり等関連住宅資金

ウ 宅地防災工事資金

（２）個人住宅（特別貸付）建設資金

町長は、管内で災害による住宅の被害が発生した場合においては、り災者に沖縄振

興開発金融公庫による個人住宅（特別貸付）建設資金の災害り災者貸付制度の内容を

周知させるものとする。なお、り災者が借入を希望する際には「り災証明書」を交付

するものとする。

２ 災害公営住宅の建設

大規模な災害が発生し、住宅に多大な被害が生じた場合、低額所得者に賃貸するため

国庫補助を受けて災害公営住宅を建設するものとする。
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第４節 農漁業及び中小企業資金融資計画

１ 農業関係

災害により農業者が被害を受け経営に打撃を受けた場合に、低利の資金を融資するこ

とによって、農業経営の維持安定を図ることを目的として、天災融資制度、沖縄振興開

発金融公庫等の制度金融による救済制度が設けられている。

したがって 「天災融資法」の発動及び「激甚災害法」が適用されることとなった場、

合は、天災資金の活用を推進する。

天災融資法等が適用されない場合は、農業経営維持安定資金（災害資金）や農業近代

化資金等の災害復旧事業を対象とした制度資金の活用を推進する。

また、久米島町農業災害資金利子補給事業補助金交付要綱と沖縄県農業災害対策特別

資金利子補給金等補助金交付要綱に基づき、農業者の負担軽減を図るために利子助成

を行う。

２ 水産関係

被害漁業者の施設（漁船・漁具 、漁獲物及び漁業用資材並びに漁業共同組合等の管）

理する共同利用施設又は在庫品に対する被害については、天災融資法を適用し、災害復

旧を容易ならしめ、被害漁業の経営の安定を図るよう推進する。また、沖縄振興開発金

融公庫の漁業基盤整備資金及び漁船資金等を積極的に利用するとともに、漁業協同組合

（連合会）の系統金融の活用を指導する。

【農漁業関係の融資】

ア 天災融資法による災害経営資金及び災害事業資金

イ 農漁業金融公庫資金による災害資金

ウ 自作農維持資金

３ 中小企業関係

被害を受けた中小企業に対し、関係商工会議所、商工会、商工会連合会、中小企業団

体中央会等の協力を求めて、金融相談を実施し、融資の指導、斡旋を行うものとする。

【中小企業関係の融資】

ア 中小企業金融公庫資金

イ 商工組合中央金庫資金

ウ 国民金融公庫資金

エ 環境衛生金融公庫資金

オ 中小企業信用保険公庫資金
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第５節 生活確保対策計画

この計画は、被災者に対する生活確保を目的として、次のような諸便宜を定めるものと

する。

１ 生業資金の貸付

被災した生活困窮者等の再起のため、必要な事業資金その他少額融資の貸付資金を確

保するため、次の資金等の導入に務めるものとする。

（１）災害弔慰金の支給に関する法律（以下「法」という）による災害援護資金

ア 実 施 主 体 久米島町（条例の定めるところにより実施）

イ 対 象 災 害 自然災害であって、都道府県内において災害救助法が適用される

市町村が１以上ある場合の災害とする。

ウ 貸 付 対 象 イにより、負傷又は住居、家財に被害を受けた者

エ 貸付限度額 万円350
l50被害の種類、程度により区分（世帯主の１カ月以上の負傷

、 、 、万円 家財の１／３以上の損害 万円 住居の半壊 万円l50 170
住居の全壊 万円、住居全体の滅失又は流出 万円）250 350

オ 所 得 制 限 前年の所得が市町村民税の課税標準で 万円（ 人世帯）未満730 4
カ 利 率 年３％（据置期間中は無利子）

キ 据 置 期 間 年（特別の場合５年）3
ク 償 還 期 間 年（据置期間を含む）l0
ケ 償 還 方 法 年賦又は半年賦

コ 貸付原資負担 国（２／３ 、都道府県・指定都市（１／３））

（２）生活福祉資金の災害援護資金

低所得世帯に対し、災害を受けたことによる困窮から自立更生するのに必要な経費

として貸し付ける資金

ア 貸付限度 円1,500,000
イ 据置期間 貸付の日から１年以内

ウ 償還期限 ７年以内

エ 貸付利子 ３％

（３）母子福祉資金

（４）国民金融公庫資金

ア 更生資金 イ 恩給担保貸付金

ウ 遺族国債担保貸付金 エ 引揚者国庫債券担保貸付金

２ 被災世帯に対する住宅融資

低所得世帯あるいは母子世帯で災害により住宅を失い又は破損等のために住居するこ

とができなくなった場合、住宅を補修し又は非住家を住家に改造する等のため資金を必

要とする世帯に対して、次の資金を融資する。

（１）災害弔慰金の支給に関する法律の災害援護資金

（２）生活福祉資金の災害援護資金又は住宅資金

（３）母子福祉資金の住宅資金
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３ 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給

（１）災害弔慰金の支給

ア 実 施 主 体 久米島町（条例の定めるところにより実施）

イ 対 象 災 害 いわゆる自然災害（法第２条）であって、１市町村における住家の滅

失した世帯が５世帯以上の災害及び都道府県内において、災害救助法

が適用された市町村が１以上ある場合の災害等

ウ 支 給 対 象 イにより死亡した者の遺族（配偶者、子、父母、孫、祖父母）に対し

て支給する。

エ 弔慰金の額 ① 生計維持者が死亡した場合 万円500
② その他の者が死亡した場合 万円250

オ 費用の負担 国（１／２ 、都道府県（１／４ 、市町村（１／４）） ）

（２）災害障害見舞金の支給

ア 実施主体 久米島町（条例の定めるところにより実施）

イ 対象災害 いわゆる自然災害（法第２条）であって、１市町村における住家の滅

失した世帯が５世帯以上の災害及び都道府県内において、災害救助法

が適用された市町村が１以上ある場合の災害等

ウ 支給対象 イにより、精神又は身体に次に掲げる障害を受けた者に対して支給す

る。

① 両眼が失明した者

② そしゃく及び言語の機能を廃した者

③ 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要する

者

④ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する者

⑤ 両上肢をひじ関節以上で失った者

⑥ 両上肢の用を全廃した者

⑦ 両下肢をひざ関節以上で失った者

⑧ 両下肢の用を全廃した者

⑨ 精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の

程度が前各号と同程度以上と認められる者

エ 見舞金の額 ① 生計維持者が障害を受けた場合 万円250
② その他の者が障害を受けた場合 万円125

オ 費用の負担 国（１／２ 、都道府県（１／４ 、市町村（１／４）） ）

４ 徴税の徴収猶予及び減免

町長は、地方税法、久米島町税条例の規程に基づき納税者又は特別徴収義務者がその

財産について災害等を受けた場合において、その事実に基づき徴税の徴収猶予及び減免

を行うことができる。

５ 職業の斡旋

公共職業安定所が職業斡旋の対象とする被災者は、災害のため転職又は一時的に就職

を希望し、本人の技能、経験、健康、その他の状況から判断し、就職可能な者とする。

公共職業安定所は、原則として被災者が公共職業安定所に出頭し求職の申込みをした

者に対し職業相談を行うものとする。ただし、被災者が遠隔地に居住する等、その他の

事由により公共職業安定所に出頭することができない被災者については町長は、公共職

業安定所長の指示により被災者の求職申込みを公共職業安定所長に取り次ぐものとす
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る。更に公共職業安定所長は町長の求職取次に基づき、状況により被災地に出向いて職

業相談を実施させるものとする。
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第６節 復興の基本方針

被災地の復興は、被災者の生活再建を支援し、再度災害の防止に配慮した施設の復旧等

を図り、より安全性に配慮した地域振興の基礎的な条件づくりを目指す。

１ 復興計画の作成

、 、大規模な災害により地域が壊滅し 社会経済活動に甚大な障害が生じた災害において

被災地域の再建を可及的速やかに実施するため、復興計画を作成し、関係機関の諸事業

を整理しつつ計画的に復興を進めるものとする。

２ がれき処理

町、県及び関係機関は、がれきの処理方法を確立するとともに、仮置場、最終処分場

を確保し、計画的な収集、分別、運搬及び処分を図ることにより、がれきの円滑かつ適

正な処理を行うものとする。

また、環境汚染の未然防止又は住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講ず

るものとする。

３ 防災まちづくり

防災まちづくりに当たっては、避難路、避難地、延焼遮断帯、防災活動拠点ともなる

幹線道路、公園、河川、港湾など骨格的な基盤施設及び防災安全区の整備、ライフライ

ンの耐震化、建築物や公共施設の耐震・不燃化、耐震性貯水槽の設置等を基本的な目標

とする。

復興のため、市街地の整備改善が必要な場合には、被災市街地復興特別措置法等を活

用するとともに、住民の早急な生活再建の観点から、防災まちづくりの方向についてで

きるだけ速やかに住民の合意を得るよう務め、土地区画整理事業、市街地再開発事業等

の実施により合理的かつ健全な市街地の形成と街機能の更新を図るものとする。
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第７節 被災者生活再建支援法適用計画

１ 計画方針

地震等の自然災害時における被災者の生活再建に関する支援については、被災者生活

（ 。 「 」 。） 、再建支援法 平成１０年５月２２日法律第６６号 以下 支援法 という に基づき

本計画によるものとする。支援金の支給事務については、被災者生活再建支援法人（以

下「法人」という 、又は、法人から委託を受けた町が実施するものとする。。）

なお、支援法の適用基準は次のとおりである。

２ 計画内容

（１） 適用基準

暴風・豪雨・洪水・高潮・地震・津波等の自然災害により生じた被害が次に該当

するに至った場合（火災・事故等人為的な原因により生じた被害は含まれないが、

該当起因が自然現象によるものは対象となりうる ）。

ア 災害救助法施行令（昭和２２年政令第２２５号）第１条第１項第１号又は第２

号のいずれかに該当する被害が発生した町（市町村）における自然災害

イ １０世帯以上の住宅全壊被害が発生した町（市町村）における自然災害

ウ １００世帯以上の住宅全壊被害が発生した県（都道府県）における自然災害

エ 町内において５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、県内の他の市町村に

おいてア又はイの被害が発生したものに係る自然災害

オ 町内において５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、ア～ウに定める区域

に隣接するものに係る自然災害

（２） 対象世帯

ア 居住する住宅が全壊した世帯

イ 居住する住宅が半壊し、又は居住する住宅の敷地に被害が生じ、当該住宅の倒

壊による危険を防止するため必要があること、その住宅に居住するために必要な

、補修費等が著しく高額となることその他これらに準ずるやむを得ない事由により

その住宅を解体し、又は解体されるに至った世帯

、ウ 火砕流等による被害が発生する危険な状況が継続することその他の事由により

その居住する住宅が居住不能のものとなり、かつ、その状態が長期にわたり継続

することが見込まれる世帯

エ 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分（建築基準法施行令（昭和２５

年政令第３３８号）第１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分をいう ）の。

補修を含む大規模な補修を行わなければその住宅に居住することが困難であると

認められる世帯（上記ア～ウの世帯を除く ）。

（３） 住宅の被害認定

被害認定は、認定基準「 災害の被害認定基準について（平成１３年６月２８日［

内閣府政策統括官（防災担当）通知 」により町が行い、県はそのとりまとめを行］

うこととする。

（４） 支援金の支給額

支援金の対象となる経費は、住宅の被害程度に応じて支給する（ ）基礎支援金A
と、住宅の再建方法に応じて支給する（ ）加算支援金に区分され、定額支給されB
る。
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合 計
（ ）基礎支援金 （ ）加算支援金A B

被害の程度 支 給 額 再 建 方 法 支 給 額

全 壊 建設・購入 ２００万円 ３００万円a
半壊・解体 １００万円 補 修 １００万円 ２００万円b
長 期 避 難 賃 借 ５０万円 １５０万円c

建設・購入 ２００万円 ２５０万円a
大規模半壊 ５０万円 補 修 １００万円 １５０万円b

賃 借 ５０万円 １００万円c
※ 単数世帯は、複数世帯の３／４の金額

※ 一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合、

加算支援金（複数世帯の事例）の支給額は合計で２００（補修の場合は１００）万円

（５） 町・県・法人の事務体制

ア 町

・制度の周知（広報）

◎住宅の被害認定及び被害報告

被災者生活再建支援法施行令（平成１０年政令第３６１号）第１条各号の規

定に基づき県が行う速やかな被害報告に資するため、当該自然災害に係る次の

被害状況について県に速やかに報告する。

① 市町村名、支援法の対象となる、又は、その見込みのある自然災害が発

生した日時及び場所

② 災害の原因及び概況

（ （ 、 。 。）、③ 住宅に被害を受けた世帯の状況 全壊 全焼 全流失を含む 以下同じ

大規模半壊、半壊（半焼を含む。以下同じ ）及び床上浸水等の被害を受け。

た住宅の世帯数等）

④ ③の報告については、自然災害発生後の初期段階では、災害救助法（昭

和２２年法律第１１８号）による救助の実施に関して行われる住家被害の

報告と同一でも可。

⑤ その他必要な事項

⑥ 報告の責任の明確化

自然災害の状況等の報告事務については、あらかじめ担当窓口を定め県

県民生活課の報告責任者と密接な連携を図る。

◎り災証明書等必要書類の発行

申請者は、次に掲げる書類を被災者生活再建支援金支給申請書に添付する必

要があるので、町は、当該被災者から請求があったときは、必要な書類を発行

する。

① 住民票（外国人世帯にあっては、外国人登録証明書）等世帯が居住する

住宅の所在、世帯の構成が確認できる証明書類

② り災証明書（全壊・半壊又は住宅の敷地に被害が生じ、やむを得ず解体

・大規模半壊の区別が記載してあるもの）及び半壊解体世帯については解

体されたことが確認できる証明書類

◎被災世帯の支給申請等に係る窓口業務

被災者へ支援金の支給申請に際して、支援金の性格など被災者生活再建支援

制度の趣旨及び内容を説明するとともに、支給申請書記載方法等その他手続き

等の窓口業務を行う。
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◎支給申請書の受付・確認等

被災世帯からの申請書類は町が世帯主等から事実関係、申請書記載事項及び

添付書類を十分確認し、次に掲げる事項等を処理する。

① 支給対象額の算定

② 添付書類等の有無

③ その他記載事項に関する確認等（基礎支援金、加算支援金関係経費等）

◎支給申請書等とりまとめ

支給申請書の受付・確認等を終えた後、県に送付する。

○支援金の支給（被災者の口座振り込みによる場合を除く ）。

○支援金の返還に係る請求書の交付

○加算金の納付に係る請求書の交付

○延滞金の納付に係る請求書の交付

○返還される支援金、加算金及び延滞金の受領並びに基金への送金

・その他上記に係る付帯事務

イ 県

・制度の周知（広報）

◎法人への支援金支給事務の全部委託

平成１１年第２回定例県議会により支援金の支給に関する事務の全部を法人

に委託することを議決し、同年４月１日法人と委託契約締結。

◎被害状況のとりまとめ

市町村が行った被害認定報告を取りまとめたうえ、法人へ送付する。

◎被害状況等の内閣府（防災担当）等への報告

自然災害の状況報告等の報告事務について、報告責任者及び補助者を定め、

上記２（１）に定める自然災害となることが明白であるか、又は、その可能性

があると認められる場合には、次に掲げる事項について、市町村からの報告を

、 （ ） 。取りまとめた上 速やかに内閣府政策統括官 防災担当 及び法人へ報告する

① 災害が発生した日時及び場所

② 災害の原因及び概況

③ 住宅に被害を受けた世帯状況（全壊（全焼、全流出含む 、大規模半。）

壊、半壊（半焼含む ）及び床上浸水の被害を受けた住宅の世帯数）。

④ 法の対象となる、又は、その見込みのある自然災害が発生した市町村名

又は都道府県名

⑤ その他必要な事項

※ ③の報告は、自然災害発生後の初期段階では、災害救助法（昭和２２年法

律１１８号）による救助の実施に関して行われる住家被害の報告と同一のも

のでも可。

◎法の対象となる自然災害の公示と内閣府（防災担当）等への報告

県は、市町村からの報告を精査した結果、発生した災害が上記２（１）に定

めるいずれかの自然災害に該当するものと認めた場合には、次に掲げる事項に

ついて、速やかに内閣府政策統括官（防災担当）及び法人あて報告するととも

に公示を行う。

① 法の対象となる自然災害が発生した市町村名及び都道府県名

② 当該市町村における上記◎災害状況等の内閣府（防災担当）等への報告

③に定める世帯数（令第１条第３号に該当する場合は、都道府県を１つの

単位とした世帯数）
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③ 公示を行う日

④ その他必要な事項

◎支給申請書等必要書類の取りまとめ及び法人への送付

市町村から提出のあった支給申請書等必要書類を取りまとめたうえ法人へ送

付する。

ウ 法人

・制度の周知（広報）

◎交付金交付申請書の受領及び審査

◎交付金の交付決定及び交付

◎交付金の却下の決定

◎交付金の交付決定の取り消し及び交付金の返還請求

◎国への補助金交付申請等補助金関係事務

国は、法人が支給する支援金の２分の１に相当する額について補助すること

となっている。したがって、国への補助金交付申請の事務については 「被災、

者生活再建支援金補助金交付要綱」に基づき、法人が行う。

◎支援業務に必要な調査又は研究

◎支援事業運営委員会の設置及び必要事項の審議

◎県からの支援金支給に関する事務の全部受託

○支援金の支給の申請に係る書類の審査

県から送付された申請書類は、法人がその内容を審査し、支給を行うかどう

か速やかに決定する。

○支援金の支給の決定及び却下の決定

申請者に対して支援金を支給することと決定したときは、被災者生活再建支

援金支給決定通知書を、また、支援金を支給しないことと決定したときは、そ

の理由を記した被災者生活再建支援支給却下決定通知書を、申請者に速やかに

通知する。

○支援金の支給

法人は、県の委託を受けて支援金の支給を行う。

○支援金の申請期間の延長

法人は、被災世帯の世帯主が申請することができないやむを得ない事情があ

ると認めるときは、当該自然災害が発生した日から起算して規則第１０条第１

項各号に掲げるそれぞれの申請期間について、最大１６月を加えた期間までを

限度とすることとして、それを超える延長は真に必要とされる事情が存在する

場合に限り延長することができる。

また、発生した自然災害の状況によっては、個別に延長期間を定めることが

支給事務の繁雑さを招くとともに、被災世帯間の公平性が損なわれることとな

るため、市区町村を単位として申請期間を延長することができる。この場合、

法人は申請期間を延長した日数、延長を行った理由、対象となる市町村名につ

いて速やかに内閣府政策統括官（防災担当）及び県に報告する。

○支給すべき支援金の額の確定

法人は、世帯主の各支援金の支給申請について当該支援金の支給について審

査し、支援金の額を決定若しくは確定する。

○支援金の支給決定の取消

法人は、被災者が次に該当する場合には、支援金の支給の決定の全部又は一

部を取り消すものとする。
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① 偽りその他不正手段により支援金を受けたとき

② 支援金を他の用途に使用したとき

③ その他支援金の支給の決定内容若しくはこれに附した条件又は業務規定

に基づく請求に応じないとき

○市町村に対する支援金支給事務の一部委託

、 。法人は 支援金の支給に関する事務の一部を市町村に委託することができる

・その他上記に係る付帯事務

※ 「◎」は、各団体で行う事務 「○」は、委託を受けて行う事務 「・」は、必要な、 、

事務

（６） 適用手続

県は、被災者生活再建支援法の対象となる自然災害（上記２（１）に該当する災

害）が発生した場合は、上記２（６）◎「支援法の対象となる自然災害の公示と内

閣府（防災担当）等への報告」各号に掲げる事項について、内閣府政策統括官（防

災担当）及び法人に報告し、以下の形式により公示する。

平成○年○月○日、○○市町村（又は沖縄県）の区域内において発生した○○

災害を被災者生活再建支援法の対象となる自然災害とする。

（７） その他

支援金支給申請の手続き、その他については支援法・同施行令・同施行規則・内

閣府政策統括官（防災担当）通知等に基づき行うものとする。




